
世界子供白書2006
存在しない子どもたち

THE STATE OF THE WORLD'S CHILDREN 2006T
H

E
 S

TA
T

E
 O

F
 T

H
E

 W
O

R
L

D
'S

 C
H

IL
D

R
E

N
 2006 

ミレニアム宣言のビジョンを実現
するために必要な戦略、イニシア
ティブ、資金調達を推し進めるな
かで、世界は、ケアと保護をもっ
とも必要としている子どもたち̶
̶排除され、見えない存在となっ
ている子どもたち̶̶が忘れ去ら
れることを許してはならない。
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　国連はその創設以来、世界の子どもたちのためにより良く、より安全で、より平和な世界を築こうと努め、また各国
政府に対しては、自国の若き市民の自由と幸福に対する責任を果たすよう迫ってきた。

　国連60周年を機にミレニアム宣言とミレニアム開発目標を実現するという約束を再確認するなかで、私たちは子ども
がこの取り組みにおいて中心的な位置を占める存在であることも再確認している。国連は、私たちの世代のために存在
するという以上に、未来の世代のために存在しているのである。

　今年の『世界子供白書』は、ユニセフの60周年の始まりと時を同じくして刊行される。白書が光を当てるのは、人々
の目から隠され、あるいは目に見えていてもないがしろにされることの多い世界――脆弱性と排除に彩られた世界であ
る。そして白書は、私たち全員に、子どもたちの権利実現のために声を上げ、私たちの保護を必要としている子どもた
ちのために行動するよう求めている。

　ミレニアム開発目標に関わる活動が始まってから５年が経過し、これらの目標が多くの形で子どもたちに関係してい
ることがわかってきた。子どもたちのために成果を収めることができれば――子どもたちとの約束を果たし、子ども時代、
健康、教育、平等および保護に対する権利をすべての子どもが享受できるようになれば、あらゆる年齢層の人々のため
に成果を収めることができるはずである。私たちにはそれができると信じている。

コフィ・A・アナン
国連事務総長
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まえがき
　ユニセフが毎年発行している『世界子供白書』はこれまで、HIV／エイズ、
女子教育、栄養、児童労働、乳幼児期の発達といった具体的問題に焦点を当
ててきた。それらを総合すれば子どもたちのために大いなる進展があったと
言うことができるが、いまなお前進が決定的に必要な分野も存在している。

　今年の白書は、過去の成果を享受することができなかった数百万人の子ど
もたち、排除され、あるいは「姿の見えない」子どもたちを取り上げる。教
育や命を救ってくれるワクチン接種を受けることができない子ども、十分な
保護を受けられずにいる子どもたちのことである。子どもたちに必要なサー
ビスを届けようと大きな努力が払われているにも関わらず、いまだに数百万
人の子どもたちが毎年命を落としているのだ。

　世界は、ミレニアム開発目標という形で、よりよい未来を創るためのロードマップ（道筋）を作り、合意した。これ
は、2000年に189カ国が採択したミレニアム宣言から派生したものである。ミレニアム開発目標では、極度の貧困と飢
餓、乳幼児・妊産婦死亡率、HIV／エイズその他の疾病に対処するための数値目標が掲げられるとともに、普遍的初等
教育の普及、ジェンダーの平等、持続可能な環境の創出、開発のためのグローバル・パートナーシップを2015年までに
促進することとされている。ミレニアム開発目標は、平和・安全保障・連帯・共同責任が成り立つ世界というミレニア
ム宣言のビジョンを現実のものとするための枠組みなのである。

　このビジョンを実現することができるかどうか、私たちはいま、その重要な岐路に立っている。実現することができ
れば、その成果は大きい。ミレニアム開発目標が達成されれば、2015年までに推定５億人が貧困から脱し、２億5,000
万人が飢餓を免れ、５歳の誕生日を超えて生きることはなかったはずの3,000万人の子どもたちの命が失われずにすむ。

　ミレニアム開発目標は、極度の貧困と飢餓の根絶から安全な飲み水の供給に至るまで、ひとつひとつが子どもたちの
健康・幸福に関連している。これらの目標を達成することができなければ、今を生きる子どもたちにとっても、また彼
らが子ども時代を生きのびておとなになったときにも、破滅的な帰結が待ち受けているだろう。

　現在の進捗度では、たとえば、2015年にもおよそ870万人の5歳未満の子どもたちが死亡することになる。けれども
乳幼児死亡率の削減目標を達成することができれば、そのうち380万人の子どもの生命を救うことができる。このように、
ミレニアム開発目標を達成できるかどうかは数百万人の子どもたちにとって生死に関わる問題であり、前進するか後退
するかという問題にほかならない。また、目標の達成は、子どもたちが暮らす国や社会の発展のためにも不可欠である。

　ただし、ミレニアム開発目標の達成に力を入れるあまり、たとえ目標が達成されたとしても取り残されてしまう数
百万人の子どもたちを見過ごすことになってはならない。それは、もっとも援助を必要としている子どもたち̶̶もっ
とも貧しく、もっとも脆弱な立場に置かれ、搾取・虐待されている子どもたちのことである。

　このような子どもたち̶̶いまのところその多くは法律、プログラム、調査研究、予算の埒外に置かれている̶̶に
手を差し伸べるには大きな困難がともなう。けれども、この挑戦に正面から向き合って初めて、私たちは子どもたちと
の約束を果たすことが可能になる。

　ミレニアム開発目標は子どもたちが必要不可欠なサービスや保護を受け、より多くの参加の機会を得られるようにな
るための触媒にはなるが、それ自体が目的なのではない。私たちは、世界中の子どもたちがよりよい世界で生きていけ
るよう、できる限りの努力を尽くさなければならない。子どもたちは、その努力にふさわしい存在なのである。
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アン・M・ベネマン
ユニセフ事務局長





�  � �

子どものためのミレニアム・アジェンダ

　数百万人の子どもたちが、貧困下で、放棄され
たままで、教育を受けることもできず、栄養不良
の状態で、差別に直面し、ないがしろにされ、弱
い立場に置かれたまま生をつむいでいる。彼らに
とって、人生とは１日１日が生きるための闘いな
のだ。住んでいる場所が都市の中心部であれ農村
の辺境地であれ、彼らは子ども時代を奪われつつ
ある１̶̶病院や学校といった必要不可欠なサー
ビスから排除され、家族やコミュニティの保護を
受けることもできず、しばしば搾取や虐待の危険
に晒されているのだ。このような子どもたちに
とって、成長し、学び、遊び、安心する時期とし
ての子ども時代は実質的にはないも同然なのであ
る。

　すべての子どもが子ども時代を享受できるよう
に保障するという責任を、私たち世界のおとなが
果たしそこねているという結論は否定しがたい。
国際連盟がジュネーブ子どもの権利宣言を採択し
た1924年以来、国際社会は子どもたちに対して、
子どもの権利̶̶とりわけ生存、健康、教育、保
護および参加に対する権利̶̶が守られるように
するという揺るぎない約束を幾度となく表明して
きた。

　こうした約束のうちもっとも遠大で包括的なも
のが、国連総会で1989年に採択され、現在192
カ国が批准している子どもの権利条約（児童の権
利に関する条約）である。人権条約としては歴史
上もっとも幅広い支持を集めている同条約は、そ
の２つの選択議定書とともに、子どもたちに対す
る政府の法的義務を具体的に定めている。子ども
の生存・発達・保護はもはや慈善の対象ではなく、
道徳的・法的義務の問題なのである。各国政府は、
国際的組織である子どもの権利委員会に定期的な
報告を行うことに合意しており、同委員会に対し、
子どもたちをどのようにケアしているかを報告す
る説明責任を果たさなければならない。

　近年、世界の指導者たちはこれら子どもたちと
の約束を再確認し、拡大したばかりではなく、そ
の履行のための枠組みとして、期限を定めた具体
的目標も設定するに至った。このような約束のう
ちもっとも新しいものが国連ミレニアム・サミッ
ト（2000年９月開催）で表明されたものであり、
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何が問題か：ミレニアム開発目標（MDG）を、そしてミレニアム宣言に謳われ
ているよりいっそう幅広い目標を達成することができれば、数百万人の子どもた
ちの生活を変容することができる。すなわち、子どもたちは病気や早すぎる死を
免れ、極度の貧困や栄養不良から脱し、安全な水や適切な衛生設備を利用し、初
等教育を修了することができるようになるだろう。目標達成に後れをとっている
国や地域も確かにあるが、それでもこれらの目標は決して達成不可能なものでは
ない。

　国連加盟諸国はミレニアム開発目標達成にかける決意を明らかにしており、達
成に向けた前進の速度を速めるべく、一連の主要なイニシアティブ（下記参照）
を立ち上げた。これらのイニシアティブを実行に移すためには、ミレニアム・ア
ジェンダ達成にかける決意を改めて強くし、さらなる追加資源を投入していく必
要がある。また同時に、現段階で必要不可欠なサービスを受けることができず、
保護と参加の権利を否定されている子どもたちへの支援に、いまよりもはるかに
力を入れていかなければならない。このような子どもたちにもっと支援の手を差
し伸べることができなければ、端的に言ってミレニアム開発目標の中には̶̶
とくに普遍的初等教育の達成に関する目標は̶̶目標期限までに達成できないも
の、あるいは完全な形で達成できないものが出てくるであろう。

　手を差し伸べるのがもっとも困難な子どもたちとは、たとえば最貧国の子ども
たち、あるいは一国のなかでももっとも窮乏したコミュニティで暮らす子どもた
ち、ジェンダー（文化的性差）による差別や民族性、障害、あるいは先住民族の
一員であることを理由に差別に直面している子ども、武力紛争に巻き込まれたり
HIV／エイズによる影響を受けている子ども、公的に存在を認められていない子
ども、保護を奪う虐待に晒されている子ども、あるいは子どもとして扱われてい
ない子どもたちのことである。『世界子供白書2006』ではこのような子どもたち
に光をあて、彼らを排除しその存在を見えなくさせている要因を明らかにすると
ともに、彼らの健康と幸福に責任を負う人々が子どもたちを守り、子どもたちが
排除されないようにするためにはどうしたらよいのか、という点に焦点を当てて
いる。

何をなすべきか：排除され、姿の見えない子どもたちを含め、すべての子どもた
ちのためにミレニアム開発目標を達成するには、次のような行動が求められる。
・ 現在必要不可欠なサービスを受けられずにいる子どもとその家族がこれらの
サービスを利用できるようにするため、多大な努力が必要となる。例えば「ク
イック・インパクト・イニシアティブ」と呼ばれる即効型の支援を早急に実施
することである。これは人間開発、および貧困削減に向けて重要な推進力とな
るものだ。

・ 人権に基づいたアプローチで開発を行う、長期的なイニシアティブ̶̶その多
くはすでに進行中である̶̶を強化する。長期的な取り組みがまだ始まってい
ない場合は、上記の即効型支援と同時に開始し、即効型支援ができるかぎり
効果的なものとなるようにしなければならない。各国の中央政府や地方コミュ
ニティ主導型の戦略を通じて国家の能力育成を図ることが、これらのイニシア
ティブの持続可能性を長期的に保障する最善の方法である。

・ もっとも弱い立場に置かれた人々に特別な注意を払うよう、現在よりもさらに
充実したアプローチをとらなければならない。ミレニアム・アジェンダから取
り残される危険性がもっとも大きい子どもたちに支援を届けるために、ドナー
や国際機関、市民社会、メディアに加えて、各国政府が立法、予算、調査研究、
プログラムを通じて参加することが求められる。

子どもたちとの約束
1世界子供白書2006

要約
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そこからミレニアム宣言が、ひいてはミレニアム
開発目標が導き出されたのである。もうひとつは
国連子ども特別総会（2002年５月開催）で表明
され、成果文書「子どもにふさわしい世界」とし
て結実したものである。これらの２つの協約は相
互補完的なものであり、一体となって、21世紀
の幕開けにおける子ども時代を保護するための戦
略̶̶ミレニアム・アジェンダ̶̶を形成してい
る。

　今年の『世界子供白書』が焦点を当てるのは、
よりよい世界を築くというこれらの約束が依然と
して満たされないままでいる、数百万人の子ども
たちである。ミレニアム開発目標̶̶ミレニアム・
アジェンダにおける開発目標の中心̶̶の実現に

向けた世界的な取り組みを評価するとともに、ミ
レニアム開発目標達成によって子どもたちの生活
と未来の世代にどれだけ顕著な影響がもたらされ
るかという点についても実証的に示している。ま
た、ミレニアム開発目標が国の平均値に焦点を当
てている結果、社会の周縁に追いやられたコミュ
ニティの子どもたちが保健ケア、教育、保護といっ
た必要不可欠なサービスから取り残されてしまう
危険性についても解説している。公的な身元証明
を持つ権利を否定された子どもたち、虐待され保
護を受けられない子どもたち、あるいは早婚を強
要されたり武力紛争に巻き込まれたり、危険な労
働に従事させられている子どもたちこそ、ミレニ
アム・アジェンダから排除される危険性がもっと
も大きい、と今年の白書では述べている。

ミレニアム開発目標はミレニアム・アジェンダにおける中心的な開発目標である

目　標 2015年までの具体的目標

１．極度の貧困と飢餓の撲滅
１日１ドル未満で生活する人口比率を半減させる。

飢餓に苦しむ人口の割合を半減させる。

２．普遍的初等教育の達成 すべての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるようにする。

３． ジェンダーの平等の推進と
女性の地位向上

初等・中等教育における男女格差の解消を2005年までには達成し、2015年まで
にすべての教育レベルにおける男女格差を解消する。

４．乳幼児死亡率の削減 ５歳未満児の死亡率を３分の２減少させる。

５．妊産婦の健康の改善 妊産婦の死亡率を４分の３減少させる。

６． HIV／エイズ、マラリア
　　その他の疾病の蔓延防止

HIV／エイズの蔓延を阻止し、その後減少させる。マラリアおよびその他の主要
な疾病の発生を阻止し、その後発生率を下げる。

７．環境の持続可能性の確保

安全な飲料水を継続的に利用できない人々の割合を半減する。

2020年までに、最低１億人のスラム居住者の生活を大幅に改善する。

持続可能な開発の原則を各国の政策や戦略に反映させ、環境資源の喪失を阻止し、
回復を図る。

８． 開発のためのグローバル・
パートナーシップの推進

開放的で、ルールにもとづいた、予測可能でかつ差別のない貿易および金融シス
テムのさらなる構築を推進する。（グッドガバナンス《良い統治》、開発および貧
困削減に対する国内および国際的な公約を含む）

最貧国、ならびに内陸国および小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組む。

国内および国際的な措置を通じて、開発途上国の債務問題に包括的に取り組み、
債務を長期的に持続可能なものとする。

開発途上国と協力し、適切で生産性のある仕事を若者に提供するための戦略を策
定・実施する。

製薬会社と協力し、開発途上国において、人々が安価で必須医薬品を入手・利用
できるようにする。

民間部門と協力し、特に情報・通信分野の新技術による利益が得られるようにす
る。

出典：国際連合「ミレニアム宣言」（2000年）その他の国連文書から抜粋・編集。
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　ミレニアム開発目標の達成は、よりよい生活を
送っている人々のみならず、もっとも援助を必要
としており、権利をもっとも侵害・軽視され、現
在のところサービスから排除され、社会や国の
保護を受けられずに周縁に追いやられた子どもた
ちの利益にもなるものでなければならない。今年
の白書が取り上げるのはこうした子どもたちであ
り、彼らをミレニアム・アジェンダの対象に含め
ていくための方策である。

ミレニアム・アジェンダと子どもたち

達成可能な目標を通じて人類の進歩を促進する

　ミレニアム宣言は理想であると同時に現実的な
ものでもある。宣言が夢に描くのは、平和、平等、
寛容、安全保障、自由、連帯、環境への配慮、お
よび共同責任に彩られた世界である。その世界で
は、弱い立場に置かれた人々、とくに子どもたち
に対して特別なケアと配慮が向けられる2。他方、
ミレニアム宣言の現実性は、宣言が拠って立つ核
となる前提に見出される。すなわち、このような
世界を築いていくためには人間開発と貧困削減が
必須の条件となるが、現実的には、期限を定めた
具体的目標を定め、政府が将来の政権や世代に責
任を委ねて済ませようとすることを許さないこと
こそ、人間開発と貧困削減に向けた前進を図るた
めの最善の方法である、という前提である。ミレ
ニアム・アジェンダの中心となっているのは、人
間開発のための一連の具体的目標、すなわちミレ
ニアム開発目標であり、そのうちのいくつかの重
要な開発課題については2015年という達成期限
が定められている。そこで掲げられている課題と
は、とくに子どもの生存、貧困、飢餓、教育、ジェ
ンダーの平等と女性の地位向上、妊産婦の健康、
安全な飲み水、HIV／エイズやマラリア、その他
の主要な疾病などである。
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　これらの目標の多くは子どものための世界サ
ミット（1990年）で定められた目標とほぼ同じ
趣旨であり、またミレニアム開発目標はひとつ残
らず̶̶極度の貧困と飢餓の根絶から、未来の世
代のための環境保護に至るまで̶̶子どもの健
康・幸福に関係している。ミレニアム開発目標は
さらに、共通の開発目標に向かって国際社会が一
致団結する機会を提供し、いまや開発途上国人口
の４割を超え、後発開発途上国人口の半数を占め
る子どもたちの生活を改善する貴重な機会をもた
らした3。

　「子どもにふさわしい世界」は、ミレニアム宣
言とミレニアム開発目標に掲げられたすべての野
心的な目標をあらためて確認するものである。こ
の文書は、子どもが最優先され、すべての子ども
がケアを受け、いかなる子どもも取り残されない
ようにするために子どもの最善の利益にのっとっ
た行動をとることの重要性を強調して、ミレニア
ム・アジェンダをより意義のあるものにしている4。
この協約は４つの主軸を基盤としている。第１・
第２・第４の軸は、それぞれ健康的な生活の促進、
質の高い教育の提供、HIV／エイズとの闘いを目
指すものである。実質上、そこでは子どもたちの
ためにミレニアム開発目標を達成するのに役立つ
下位目標と行動指針が述べられている。第３の軸
で扱われているのは、紛争ならびにあらゆる形態
の虐待・搾取・暴力からの子どもの保護である。
今年の白書が立証するように、このような保護が
提供されなければ子どもの健康や幸福が損なわれ
るのみならず、必要不可欠なサービスから排除さ
れる危険性も高まる5。

ミレニアム開発目標の達成

ミレニアム開発目標が達成されれば、数百万人の
子どもたちの生活と来来が改善される

　ミレニアム開発目標を達成することは、子ども
時代の災厄に対する万能薬ではないものの、世界
を子どもたちにとってよりよい場所にするうえで
大きな役割を果たしてくれることは間違いない。
単純な話、もしもこの10年間でミレニアム開発
目標が達成されれば、数百万人の子どもたちが病
気にかかったり早すぎる死を迎えることがなくな
り、極度の貧困や栄養不良を免れるとともに、良
質な学校教育、安全な飲み水や適切な衛生設備（ト
イレ）を利用することができるようになるはずで
ある（図1.1参照）。

ミレニアム開発目標の未達成が子どもにとって意
味するものは重大である

　ミレニアム開発目標を達成することができな
かった場合は、現世代の子どもたちにとっても、
彼らが子ども時代を生きのびておとなになったと
しても、重大な結果を招くことになる。現在のペー
スでは、たとえば2015年にも依然として870万
人の５歳未満児が命を落とすことになるが、具体
的目標が達成されれば、2015年だけでもそのう
ちの380万人の生命が救われるはずである6。他
のほとんどのミレニアム開発目標についても同様
の計算を行うことができる（図1.3参照）。このよ
うに、目標を達成できるかどうかは数百万人の子
どもたちにとって生死に関わる問題であり、前進

図1.1　 ミレニアム開発目標が達成されれば、この10年間で数百万人の子どもた
ちの生活が変容する

出典： 本白書の統計表１-10（pp.95-137）にもとづくユニセフの予測。ここで用いた手法についての注釈は p.89 の注を参照。
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図1.2　５歳未満児死亡率の３分の２削減に向けた世界の進展＊
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出典：本白書の統計表１-10（pp.95-137）にもとづくユニセフの予測。ここで用いた手法についての注釈は p.89 の注を参照。
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するか後退するかという問題にほかならない。目
標の達成は、子どもたちが暮らす国や社会の発展
のためにも不可欠である。

　具体的目標の達成に失敗すれば、子どもの人生
に生涯にわたって深刻な影響がおよぶ可能性もあ
る。乳幼児期の子どもはとくに脆弱であり、必要
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その影響は人間のライフサイクル全体を通じて続
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対象とされた子どもが受ける影響は生涯にわたっ
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長し、思春期を迎え、最終的におとなになってい
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できないこともある。栄養不良は子どもの身体を
弱くするだけではなく、学習能力をも損なう。初
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なったときに相応の所得を得られない可能性があ
る。HIV／エイズで親を失った子どもも、学校に
通うことができなくなり、自身の発達にとって必
要不可欠な要素である家族の保護を受けられなく
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なるおそれがある。暴力・虐待・搾取の被害に遭っ
た子どもが耐え忍ばなければならない心理社会的
トラウマは、おとなになってからの人生全体に影
響を及ぼすこともありうる。

　けれども、苦しむのはこのような子どもたちば
かりではない。国家もまた、自国の市民が栄養不
良のまま、十分な教育を受けることもできず、あ
るいは病気が猛威を振るうなかで成長するときに
は、発展のために困難を強いられることになる。
これらの要因は貧困を永続化させるとともに生産
性を低い状態に留め、ときには社会の不安定につ
ながったり、暴力や武力紛争に発展することさえ
ある。子どもの健やかな発達は、子ども自身の健
康・幸福を守るというだけではなく、ミレニア
ム・アジェンダの野心的目標の中核をなす将来の
平和・繁栄・安全保障を最善の形で保障するもの
でもあるのだ。

ミレニアム開発目標は達成できる̶̶ただし早急
な行動が必要である

　2000年以降、目標達成に向けた世界的進展が
期待を下回っている地域や国もあるものの、目標
を̶̶完全かつ期限通りに̶̶達成することはい
まなお可能であるという点では、幅広い合意が成
立している。ただし、それには必要な政治的意志
が実証され、適切な行動がとられることが条件と
なる。

　2005年、国連加盟国はミレニアム開発目標の
達成に向けた進展を加速し、得られた成果を持続
可能かつ不可逆的なものにするべく、一連の主要
なイニシアティブを立ち上げるに至った。これら
の勧告が形成する戦略は二面的なものである。ま
ず、現在必要不可欠なサービスを利用できずにい
る子どもとその家族がそれらのサービスをもっ
と利用できるようにするため、多大な攻勢が必要
となる。これらの直ちに着手すべき即効型の支
援̶̶「クイック・インパクト・イニシアティブ」
と呼ばれる̶̶は、ミレニアム・プロジェクトの
2005年報告書でその概要が詳細に説明され、国
連事務総長の報告書でも勧告され、2005年の世
界サミットの場において世界の指導者たちも支持
を表明している7。これらのイニシアティブが実
施されれば、人間開発および貧困削減に向けた重
要な推進力となりうる。

　しかしこれらは最初の一歩にすぎない。人権
に基づいたアプローチで開発を行う、長期的な
イニシアティブ̶̶その多くはすでに進行中であ
る̶̶を強化する必要がある。長期的な取り組み
がまだ始まっていない場合は、即効型支援と同時
に始めなければならない。これにより、即効型支
援をできるかぎり効果的なものとするのに役立つ
はずである。経験の示すところによれば、開発に

対してトップダウンの、支援を行う側を重視した
アプローチをとることは、必要不可欠なサービ
ス・財の利用度を短・中期的に向上させるという
点では往々にして効果的なものの、長期的には持
続することができない。国内の能力が構築されて
おらず、諸々のプロセスが国の政府や地域コミュ
ニティ主導型のものでない場合は、当初はうまく
いったように思える支援策でさえも、国際的な支
援が縮小したり政治的優先順位が変われば、失敗
の憂き目にあう危険性があるのだ。

ミレニアム・アジェンダ： 
終わりではなく始まり

ミレニアム・アジェンダは21世紀の子どもたち
との約束を果たすための重要な一歩である

　勧告にのっとった即効型支援、および長期間
にわたるイニシアティブを採用することにより、
2015年までにミレニアム開発目標を達成できる
可能性は高まるはずである。しかし、これらの戦
略が包括的なものであるにも関わらず、このよう
なイニシアティブだけでは支援の手が届かない可
能性がある子どもたちもおり、その数は数百万人
にのぼる。すなわち、現在の法律、予算、プログ
ラム、調査研究の対象に含まれておらず、彼らの
権利を充足しようとする政府、団体、個人の手に
さえ届かないところにいる子どもたちである。こ
のような子どもたちは、必要不可欠な保健サービ
スや教育、安全な飲み水、適切な衛生設備から
現段階で排除されているだけではなく、おとなに
なったときにも、社会への全面的な参加から排除
される可能性が高い。その多くは保護を受ける権
利の侵害に苦しんでおり、そのために排除される
おそれがいっそう高まるとともに、事実上その存
在が見えなくなっている。本白書が立証するよ
うに、もっとも弱い立場に置かれた子どもたちに
特別な注意を向けながら、子どもの発達に対して
より充実したアプローチをとることによって初め
て、私たちは子どもたちとの約束を果たすことが
でき、もっとも貧しい人々もまた、ミレニアム開
発目標がもたらす恩恵を受けられるようになるの
である。

　このような子どもたちが、あるいはいかなる子
どもであっても、生来の権利として認められてい
るサービス、保護および機会から排除されること
は容認できない。子どもの権利条約、ミレニアム
宣言および「子どもにふさわしい世界」を貫く普
遍性の原則および差別禁止の原則が、子どもと青
少年に関わる行動の枠組みとならなければならな
い。子どもたちとの約束は、いかなる状況におい
ても、口ではこれらの原則を尊重すると言いなが
ら、お腹をすかせ、健康を保てず、教育や被害か
らの保護を受けられないままの子どもがいても仕
方がないと暗黙裡に認めるようなものであっては
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ならない。拘束力のあるこれらの国際的合意を正
式に受け入れたことにより、各国政府は̶̶そし
てその努力を支援する国際機関および市民社会組
織は̶̶、いかなる子どもも取り残されないよう
にするために全力を尽くすという道徳的・法的義
務を負っているのである。

　したがってミレニアム・アジェンダは、2015
年をひとつの足がかりとして、すべての子どもが
必要不可欠なサービスや保護を受け、参加の機会
を得られるようにするための推進力としてとらえ
なければならない。そのため、ミレニアム開発目
標とミレニアム宣言に謳われたより広範な目標の
達成、そして「子どもにふさわしい世界」が唱道
する保護の価値観について後れを取っている国々
は、ドナーや国際機関から十分な支援を受けつ
つ、その達成に向けた努力を倍化しなければなら
ない。同様に、特定の目標ないしミレニアム開発
目標全体の達成に向けて順調な進展を遂げつつあ
ると見なされている国々も、勝利に安住するので
はなく、大枠の到達目標を超えて、子どもの健康、
教育、必要不可欠なサービスの利用に関わる格差
を解消するという課題を達成するためにさらなる
努力を傾けるべきである。

　『世界子供白書』の残りの章では、世界がミレ
ニアム開発目標の達成に焦点を当てるなかで忘れ
去られるおそれのある子どもたちの苦境を取り上
げていく。皮肉なことに、彼らこそケアと保護を
もっとも必要としている子どもたち̶̶もっとも
貧しく、もっとも弱い立場に置かれ、搾取・虐待
を受けている子どもたちである。ミレニアム宣言
に掲げられたビジョンを現実のものとするため、
世界は政策やプログラムの執行、資金調達に邁進
し続けている。その中で、排除され、社会の周縁
に追いやられ、しばしば見えない存在となってい
るこうした子どもたちが忘れ去られることを許し
てはならない。

子どもが排除され、
見えない存在になっているとはどういうことか

　本白書においては、子どもが暴力・虐待・搾取から自らを保護してく
れる環境を失うおそれがあると見なされる場合、あるいは必要不可欠な
サービス・財を受けることができず、将来社会に全面的に参加するため
の能力が脅かされるような状態にある場合、その子どもは他の子どもに
比べて排除されている状態にある、と考える。子どもを排除する主体は、
家族やコミュニティ、政府、市民社会、メディア、民間部門、および他
の子どもなどである。

　本書で取り上げている排除は、社会的排除の概念と密接に関連してい
る。社会的排除という現象が存在することは幅広く認められているが、
貧困と同様、その定義については共通の合意が存在しないａ。各国政府、
諸機関、研究者、国際機関は、いずれも排除について異なる見方をとっ
ており、豊かではあるが時として混乱のもとともなる、複雑に織り成さ
れた視点を生み出している。とはいえ、排除の定義をめぐる知的議論が
続くなかでも、その主要な要因・側面についてはある程度の合意が存在
することもまた事実である。

　排除とは経済的・社会的権利、ジェンダーに関わる権利、文化的・政
治的権利の剥奪を含む多面的な現象であり、物質的貧困よりもはるかに
幅広い概念であることについては広く合意が見られる。排除の概念には、
社会のなかで差別されたり不利な立場に置かれることの基盤となる社会
政治的な強化要因も含まれていることから、すべての人が包摂され、平
等な機会を享受できるように保障するためには、剥奪の背後にある一連
のプロセスと作用因に強く焦点を当てることが必要となる。

　こうした広範な原則を除くと、排除の諸側面に関して成立している合
意は相当に少ない。しかし、３つの共通要素̶̶相対性、作用因および
流動的要因̶̶が中心的位置を占めることは広く認められているｂ。

・ 相対性：排除されているか否かの判断は、ある特定の場所・時点にお
いて一部の個人・集団・コミュニティが他の個人・集団・コミュニティ
と比べてどのような状況にあるかを比較・検討することによって初め
て可能となる。

・ 作用因：人々は、いずれかの作用因が作用することによって排除の状
態に置かれる。このように作用因に焦点を当てることにより、排除の
原因とその是正手段を特定することができるようになる。

・ 流動的要因：排除は、現在の状況のみならず、先々の展望が明るくな
いことを根拠として生ずる場合もある。

　十分な食糧、保健ケア、学校教育といった必要不可欠なサービス・財
から排除されることが、現在および将来の双方において、コミュニティ
や社会に参加する子どもの能力に影響を及ぼすことは明らかである。し
かしその他に、子どもたちの自由や移動を制限するその他の形の権利侵
害̶̶とくに子どもの保護を奪う虐待や、家庭環境の外で暮らしている
子どもに対する国の懈

け

怠
たい

̶̶もあり、そのため子どもが特別な権利を有
する存在として理解・特定されにくくなってしまっている。排除の諸側
面と同様、これらの要因も重なり合い、からみ合うことが多く、それぞ
れがお互いを悪化させて、極端な場合にはその存在が見えなくなってし
まう子どもも出てくるのである。そうなれば、子どもは権利を否定され、
コミュニティでも物理的に姿が見えない存在となり、学校に通うことも
できず、統計・政策・プログラムで取り上げられないために公的にも存
在しなくなってしまうのである。

p.89の注参照。
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世界平均

開発途上国

後発開発途上国

ラテンアメリカ・カリブ海諸国

東部・南部アフリカ

東アジアと太平洋諸国

中東・北アフリカ

西部・中部アフリカ

南アジア81

84

85

106

112

115

90

93

93

出典： 統計表５（pp.114-117）で報告したユネスコ統計研究所（UNESCO Institute for 
Statistics）のデータ（1998-2002。Education for All 2000 Assessmentを含む）より。

女子の中等教育出席率の対男子比
（男子100人あたりの女子の人数）

ミレニアム開発目標２と３は、各国政府ならびに国際
ドナー・国際機関に対し、現在教育から排除されてい
るすべての子どもを教育対象に含めるよう求めてい
る。これらの目標が打ち出した世界的課題は、排除さ
れている人々、とくに子どもたちに手を差し伸べるよう
努力するというミレニアム・アジェンダの精神を体現す
るものである。

教育における平等： 世界的課題

　すべての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を
修了するよう求めたミレニアム開発目標２は、すべての
子どもを対象としている唯一の目標である。このような
形で、国際社会は、現在学校に通うことができずに排除
されている可能性のある子どもたちにもきちんと焦点を
当てる必要があるという事実に改めて気付かされている
のだ。

　後発開発途上国、最貧層のコミュニティ、もっとも貧
しい世帯に暮らしている子どもは、農村部の子ども、障
害のある子ども、武力紛争の影響下にある地域で暮らし
ている子どもと同じように、学校に入学したり、日常的
に通学できる可能性が低い。民族的・言語的マイノリティ
出身の子どもは、授業で使われる言葉を学ぶためにも奮
闘しなければならないので、さらなる障壁に直面する。
しかし、子どもたちを就学させることは始まりにすぎな
い。子どもたちが日常的に学校に通い、学習を修了して
将来豊かな人生を送るのに必要なスキルを身につけられ
るようにすることこそが最終的な目標なのだ。

　多くの国で、女子は男子よりも学校に通える可能性が
低い。教育レベルが進むと、その傾向はなおさら強くな
る。あらゆる教育レベルにおける男女格差の解消̶̶ミ
レニアム開発目標３の重要な具体的目標̶̶は、ジェン
ダー間の関係を変革し、男女すべての子どもに持って生
まれた可能性を全面的に発揮できる機会を平等に保障す
るうえで必要不可欠な要素である。2005年、この目標
を達成するためにさらなる努力が必要と判断された国は
54カ国にのぼった*。教育における平等を2015年まで
に達成するための取り組みを実施するうえで、これらの
国々に支援を提供しなければならない。

　すべての子どもに初等教育を提供するためにはさらな
る資源が必要だが、この目標を任意のもの、あるいは達
成不可能なものとしてとらえてはならない。世界中の男
女の子ども全員を質の高い小学校に就学させるのに必要
な費用は年間70～170億米ドルであり、他の政府支出
に比べれば相対的に少ない額である**。このような投資
からもたらされる利益は、現在の子どもの、そして将来
の世代の健康、生産性、社会的福祉の観点に立てば、は
かりしれないほど大きいものなのだ。

* UNICEF, Progress for Children: A report card on gender parity and primary 
education (No.2) , UNICEF, New York, June 2005.
** UN Millennium Project, Task Force on Education and Gender Equality, 
Toward universal primary education: investments, incentives, and institutions, 
Earthscan, London, 2005, p.9.
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この地図は、いずれかの国もしくは地域の法的地位また
はいずれかの国境の確定に関するユニセフの立場を反映
するものではない。
点線は、インドとパキスタンが合意したジャンムー・カシ
ミールのおおよその統治線を表したものである。ジャン
ムー・カシミールの地位の確定については当事者の合意
が得られていない。

万人のための教育

男女平等の目標を達成するために
さらなる努力が必要な国々

就学年齢にある児童のうち学校に通っている者の割合：
初等教育純就学率

データなし

40％未満

40% - 59%

60% - 79%

80% - 89%

90% 以上

出典：UNESCO Institute for Statistics, 2005.

出典：UNICEF, Progress for Children: A report card on gender parity and primary 
education (No.2), UNICEF, New York, June 2005.
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何が問題か：排除はあらゆる国、社会、コミュニティの子どもたちに有害な影響
を及ぼしている。国レベルで排除の根本的原因になっているのは、貧困、脆弱な
ガバナンス（統治）、武力紛争、そしてHIV／エイズである。子どもの健康や教
育に関わる主要なミレニアム開発目標の指標を統計的に分析してみると、開発が
もっとも遅れている国、紛争で引き裂かれた国、政府が十分に機能していない国、
HIV／エイズが猛威を振るっている国の子どもたちと、そうでない開発途上国に
暮らす子どもたちとの間で、格差が広がりつつあることがわかる。これらの要因
は、このような子どもたちがミレニアム・アジェンダがもたらす恩恵に与かる可
能性を脅かすのみならず、子どもたちから子ども時代を奪い、おとなになってか
らも引き続き排除され続けるおそれを大きくするものでもある。

　ミレニアム開発目標は国の平均値に基づくものであるため、排除の原因でもあ
り結果でもある、一国の子どもたちの間に存在する格差が覆い隠されてしまう可
能性がある。全国統計や世帯調査のデータを細かく分析してみると、世帯所得や
居住地によって、保健ケア・教育関連の数値に大きな格差があることがわかる。
子どもの健康、生存率、学校への出席・修了率に見られる格差は、ジェンダー、
民族性、あるいは障害の有無によっても生じている。これらの格差が生じる原因
として考えられるのは、子どもや親・保護者がサービスから直接排除されている
こと、より貧しく、サービスも不十分な地域に住んでいること、必要不可欠なサー
ビスを利用するのに高い費用がかかること、言語や民族的差別、偏見といった文
化的障壁が存在することなどである。

何をなすべきか：以上のような要因を取り除いていくためには、鍵となる４つの
分野で迅速かつ断固とした行動をとることが必要となる。

・  貧困と不平等：貧困削減戦略の修正を図り、社会投資に対する予算の拡大、
または資源の再配分を行うことは、もっとも貧しい国やコミュニティに暮ら
す数百万人の子どもたちの役に立つはずである。

・  武力紛争と「脆弱」な国家：国際社会は、武力紛争の防止・解決を模索する
とともに、政策的・制度的枠組みが脆弱な国々に働きかけ、子どもや女性を
保護し、必要不可欠なサービスを提供できるようにしなければならない。紛
争に巻き込まれた子どもたちへの緊急対応には、教育、子どもの保護および
HIV感染予防のためのサービスを含めるべきである。

・  HIV／エイズと子ども：HIV／エイズが子どもや青少年に及ぼす影響、および
子どもや若者を感染と排除の両方から保護する方法にさらなる注意を傾けな
ければならない。この点においては、「子どもとエイズ」世界キャンペーンが
重要な役割を果たすことになろう。

・  差別：政府と社会は、差別に対して公然と立ち向かい、差別を禁止する法律
を導入・施行するとともに、女性や女子、民族的集団や先住民族、障害者が
直面している排除に対処するための取り組みを実行に移さなければならない。

排除の根本的原因
2世界子供白書2006

要約　ミレニアム・アジェンダから取り残され、子ど
もの権利条約で認められた権利を失うおそれが
もっとも大きい子どもたちは、あらゆる国、社会、
コミュニティに存在している。たとえばベネズエ
ラの都市のスラムに住み、４人のきょうだいの面
倒をみている女の子や、母親が出稼ぎに出なけれ
ばならなかったために、きょうだいと一緒に子ど
もだけで暮らしているカンボジアの少女。家族を
支えるために働き、友だちと遊ぶこともできない
ヨルダンの若者や、エイズで母親を失ったボツワ
ナの男の子。そして車椅子の生活を余儀なくされ、
学校に通うこともできないウズベキスタンの子ど
もや、家庭内労働者として働いているネパールの
幼い男の子。排除されている子どもとは、このよ
うな子どもたちのことである。

　一見すると、これらの子どもたちの生活には何
の共通点もないように思えるかもしれない。それ
ぞれが異なる状況に直面し、それぞれに異なる障
壁を克服しようと奮闘している子どもたちであ
る。しかし、全員に共通する点がある。どの子も
ほぼ確実に、必要不可欠な財やサービス̶̶とく
にワクチン、微量栄養素、学校、保健施設、水、
衛生設備など̶̶の提供から排除され、搾取・暴
力・虐待・ネグレクト（放棄）からの保護や社会
に全面的に参加する能力・権利を否定されている
のである。

排除はさまざまなレベルで
子どもたちに害を及ぼす

　国レベルで見ると、必要不可欠なサービスを受
ける権利から子どもが排除されるのは、マクロレ
ベルの要因によることが多い。たとえば、国内に
広がる貧困、脆弱なガバナンス（統治）、HIV／
エイズのような重大な病気の蔓延、武力紛争と
いった要因である。地方レベルでは、弱い立場に
置かれ、社会の周縁に追いやられた集団の間で広
がる排除の要因は、所得や地理的所在地が原因と
なって、サービスの利用にあたって不利な状況に
置かれていること、ジェンダー、民族性または障
害を理由とするあからさまな差別などである。

　保護の権利の侵害̶̶公的な身分証明を失った
り、最初から登録されなかったり、家族の保護
がない子どもに対して国が保護を提供しなかった
り、子どもの搾取、子どものうちからおとなの役©
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割を担わされることなどを含む̶̶も、個々の子
どもを排除に晒す要因となる。

　この章では、国レベルおよび地方レベルで子ど
もが必要不可欠なサービス̶̶主に保健ケアと教
育̶̶から排除される原因となる諸要因に焦点を
当てる。これらの要因は長年にわたって存在し、
深く根づいていることが多いが、それを生み出し
ている経済的・社会的・ジェンダー的・文化的プ
ロセスは対応不可能なものではなく、変革すべき
ものである。たとえ完全に取り除くことができな
くとも、私たちは子どもたちに約束をした以上、
その影響を少しでも和らげるために努力をすべき
である（個人のレベルで、権利侵害に対する保護
を奪い去り、社会やコミュニティの中で、子ども
たちの存在を見えにくくしてしまう多くの要因に
ついては、第３章で検討する）。

マクロレベルにおける排除の原因

　貧困、武力紛争、HIV／エイズは今日、子ども
時代を脅かしている最大の脅威である1。これら
はまた、地域・国レベルにおいても、子どもたち
のためのミレニアム・アジェンダ達成を妨げる
もっとも大きな要因のひとつに挙げられるもので
もある。子どもの健康や教育に関わる主要なミレ
ニアム開発目標の指標̶̶とくに５歳未満児死亡
率、栄養不良率、初等教育就学率̶̶を統計的に
分析してみると、もっとも開発の遅れている国、
紛争で引き裂かれた国、あるいはHIV／エイズが
猛威を振るっている国の子どもたちと、世界のそ
れ以外の国々の子どもたちとの間で、保健・教育
面の格差が広がりつつあることがわかる。協調の

先進工業国

0 10 20 30 40 50

開発途上国

後発開発途上国

21%

６%

37%
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16%

18歳未満人口の対総人口比（％、2004年）
５歳未満人口の対総人口比（％、2004年）

（％）

出典： 国連人口局のデータにもとづくユニセフの計算

とれた努力が行われなければ、今後10年間、こ
れらの国々の子どもたちはいっそう厳しく排除さ
れていくことになるだろう。

後発開発途上国の子どもたちは取り残されるおそ
れがもっとも大きい

　貧困層の人口に子どもが占める割合は、一般の
人口比に照らしてみても不相応に高い。後発開発
途上国では若年層が人口に占める割合が高く、所
得が低い世帯では、経済的に豊かな世帯に比べて
より多くの子どもを持つ傾向があるためだ。また、
貧しい子どもは労働に従事する可能性がより高
く、そのために教育の機会を失い、さらにその結
果として将来貧困から脱却するに足る、人間にふ
さわしい所得を得る機会をも失ってしまう場合が
ある2。適正な生活水準を否定され、そしてしば
しば教育を受けることも、情報を得ることも、欠
かすことのできないライフスキルを身につけるこ
ともできない子どもたちは、虐待や搾取の対象と
なりやすい。

　貧困削減はミレニアム・アジェンダの中心とな
る目標であり、ミレニアム開発目標の８つの目標
のうち２つ（ミレニアム開発目標１、および８）
ではっきりと到達目標として掲げられているほ
か、他の６つの目標においても重要な要素となっ
ている。ミレニアム開発目標１で第一義的に目指
しているのは、１日１ドル未満で暮らす人口比率
を半減させることにより、所得貧困の削減を目指
そうというものである。ミレニアム開発目標８の
主要な目標は、後発開発途上国の特別なニーズに
対応することである。

　経済成長を通じた所得向上は貧困削減戦略に
不可欠な要素であり、1990年以降、アジアでは
とくに成功を収めてきた3。しかし、経済成長だ
けでは子どもがさまざまな形で経験する̶̶必要
不可欠なサービス・財の剥奪としての̶̶物質的
貧困に対応するのには不十分である。このような
剥奪は目を覆わんばかりの規模で蔓延している。
10億人を超える子どもたちが、十分な栄養、安
全な飲み水、適切な衛生設備、保健ケア・サービス、
住居、教育、情報のうちひとつ、ないし複数の分
野で極度の形態の剥奪に苦しんでいるのである4。

　後発開発途上国の子どもたちは深刻な剥奪に晒
される可能性がもっとも高く、したがってミレニ
アム・アジェンダから取り残されるおそれももっ
とも大きい。統計が示すその貧困の度合いは驚き
に値する。とくに、子どもと女性の成長と健康・
幸福に関わる指標を見ればその感が強まる（p.13
パネル、「後発開発途上国の子どもたちはなぜ取
り残されるおそれが大きいのか」参照）。ほぼす
べてのケースについて、後発開発途上国は他の開
発途上国に大きく後れを取っているのである。

図2.1　後発開発途上国は子どもの人数がもっとも多い
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後発開発途上国の子どもたちはなぜ取り残されるおそれが大きいのか

 後発  
 開発途上国 開発途上国 世界平均

　生存
５歳未満児死亡率（出生1,000人あたり、2004年） 155 87 79
乳児死亡率（出生1,000人あたり、2004年） 98 59 54 

　栄養
中度・重度の低体重児（５歳未満）の割合（％、1996-2004年a） 36 27 26
中度・重度の発育不全児（５歳未満）の割合（％、1996-2004年a） 42 31 31

　予防接種
DPT3（３種混合）の接種を受けた１歳児の割合（％、2004年） 75 76 78
HepB3（Ｂ型肝炎用ワクチン）の接種を受けた１歳児の割合（％、2004年） 28 46 49

　保健ケア
急性呼吸器感染症を発病した５歳未満児のうち
　　適切な保健措置を受けた者の割合（％、1998-2004年a） 38 54 b 54 b

下痢をした５歳未満児のうち経口補水療法および
　　授乳・食事の継続による対応をされた者の割合（1996-2004年a） 36 33 b 33 b

　HIV／エイズ
成人有病率（％、15-49歳、2003年末） 3.2 1.2 1.1
HIVとともに生きる成人・子ども
　　（０-49歳、単位：1,000人、2003年） 12,000 34,900 37,800

　教育とジェンダーの平等
小学校の第１学年に入学した生徒が第５学年に在学する率
　　（政府データ、％、2000-2004年a） 65 78 79
初等教育純出席率・男子（％、1996-2004年a） 60 76 76
初等教育純出席率・女子（％、1996-2004年a） 55 72 72
中等教育純出席率・男子（％、1996-2004年a） 21 40 b 40 b

中等教育純出席率・女子（％、1996-2004年a） 19 37 b 37 b

　人口動態
出生時の平均余命（単位：年、2004年） 52 65 67
都市人口の比率（％、2004年） 27 43 49

　女性
成人識字平等率（女性の対男性比、％、2000-2004年a） 71 84 86
出産前のケアが行われている率（％、1996-2004年a） 59 71 71
専門技能者が付き添う出産の比率（％、1996-2004年a） 35 59 63
生涯に妊娠・出産で死亡する危険（n人中１人、2000年） 17 61 74

a ここに掲げた期間のうちデータが利用可能な直近の年のデータ。
b 中国を除く。
出典： この表の作成に用いたデータの出典一覧については、統計表１-10（pp.95-137）参照。
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　２つのミレニアム開発目標の指標̶̶５歳未満
児死亡率と初等教育修了率̶̶を見れば、後発開
発途上国で暮らす子どもが直面する排除のおそれ
がどれほどのものか、一目瞭然である。2004年
には、これらの国だけで430万人の子ども̶̶出
生６人あたり１人̶̶が５歳になる前に死亡し
た5。後発開発途上国の５歳未満児が世界の５歳
未満児の人口に占める割合は19％にすぎないが、
後発開発途上国の５歳未満児死亡件数が世界全体
の５歳未満児死亡件数に占める割合は４割を超え
るのである。生きのびて初等教育年齢に達した子
どものうち、男子の40％と女子の45％は学校に
通うことがない。初等学校に就学した場合でも、
第５学年に達しない子どもの割合は３分の１を超
え、中等教育相当年齢の子どもの約８割は中等学
校に通うことがないのである6。

武力紛争と脆弱な統治により、子どもが排除され
るおそれが大きくなる

　武力紛争によって、子どもたちはさまざまな形
で子ども時代を失ってしまう。兵士として徴用さ
れた子どもは教育の機会と保護を奪われ、必要不
可欠な保健ケア・サービスを利用できなくなるこ
とも多い。避難民や難民となった子ども、あるい
は家族から引き離された子どもも同様である。紛
争によって子どもが虐待・暴力・搾取に晒される
おそれは大きくなり、性的暴力が戦争の武器とし
て用いられることも多い7。家族とともに自分の
家に留まることができた子どもでさえ、排除のお
それを免れることはできない。物理的インフラの
破壊、保健ケア・教育制度面での制約、またその
制度のもとで働く人材および物資供給面での制
約、紛争または紛争が後に残した物̶̶地雷や不
発弾など̶̶が引き起こす個人の安全保障への脅
威などがその原因である。

　武力紛争が子どもの排除に及ぼす影響について
は、紛争に巻き込まれた子どもの人数に関する研
究やデータ収集に問題があることもあり、確固た
る証拠は限られている。それでも、紛争がどの
程度の排除を引き起こしているかを示す証拠は存
在しており、その内容は憂慮すべきものである。
20％以上の子どもが5歳未満で死亡している12
カ国のうち、９カ国は過去５年間に大規模な武
力紛争に苦しんでいた（p.14、図2.3「子どもの
５人に１人が５歳未満で死亡する国々のほとんど
は、1999年以降大規模な武力紛争を経験してい
る」参照）。また、５歳未満児死亡率の上昇率がもっ
とも高い20カ国中11カ国は、1990年以降大規模
な武力紛争を経験しているのである。武力紛争は
また、初等教育就学率・出席率にも破壊的な影響
を及ぼしている。たとえば、５人に１人の子ども
が５歳未満で死亡する国のうち、紛争の影響を受
けていた９カ国では、初等教育純出席率の平均は

*  ここに掲げた期間のうちデータが利用可能な直近の年のデータ。
** 中国を除く。

出典： 人口保健調査（DHS）および複数指標クラスター調査（MICS）。

出典： 乳幼児死亡率に関するデータ：ユニセフ、国連人口局および国連統計局。大規模な武力紛争に
関するデータ：Stockholm International Peace Research Institute, SIPRI Yearbook 2005。

図2.2　 最貧国に住む子どもたちは初等・中等教育の機会
を失うおそれがもっとも大きい
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図2.3　 子どもの５人に１人が５歳未満で死亡する国々の
ほとんどは、1999年以降大規模な武力紛争を経
験している
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男子51％・女子44％である。これは、後発開発
途上国全体の平均値である男子60％・女子55％
をはるかに下回っている8。

　武力紛争にしばしば伴う統治機能の崩壊と、行
政や公的インフラの破壊が、５歳未満児死亡率の
高さや教育参加・達成率の低さの主たる理由であ
る。しかし、武力紛争が国の破綻の唯一の形態で
あるわけではない。「脆弱」な国家の特徴は、諸
制度の弱体化に加え、高度の腐敗、政治的不安定、
法の支配の衰退が伴っていることである9。この
ような国家には、効率的な行政を十分に支えるた
めの資源がないことが多い10。政府が市民に対し
て基本的サービスを提供できない場合が多いた
め、これらの国々における生活水準は急激に、か
つ慢性的に悪化するのである。

　悲劇的なのは、このような統治の破綻により、
必要不可欠なサービスから子どもたちがますます
排除されてしまうことである。ミレニアム開発目
標達成のための国家開発戦略を実施することがで
きない国々に住んでいる子どもたちは、ミレニア
ム・アジェンダがもたらすどのような恩恵にも浴
することができないおそれがもっとも大きい。そ
のような国のひとつがハイチである。すでにほと
んどの指標に照らしても南北アメリカでもっとも
貧しい国であり、近年政治的暴力に悩まされるこ
とのない時期が無いに等しかった同国では、この
２年間の政治的混乱のなかで子どもたちの状態が
さらに悪化してきた。学費が値上がりしたために
教育を受けることが困難になり、農村では世帯の
約６割がいまなお慢性的食糧不安に苦しみ、うち
２割が極端に脆弱な状態に置かれている。

　脆弱な国家のもうひとつの例は、長年にわたっ
て後発開発途上国のひとつであり続けてきたソマ
リアである。1991年以降国家行政が機能してい
ないことにより、人間開発の進展が大きな制約を
受けてきたのである。特定領域の支配権をめぐっ
て各勢力が争いを繰り広げているために、この
14年間の人間開発面での進展は微々たるもので
あった。その影響は、教育分野に顕著に見られる。
初等教育純出席率は世界のどの国よりも低く、最
新の推計によれば男子12％・女子10％にすぎな
い11。最近になって多くのコミュニティが̶̶国
際機関の支援を受けながら̶̶学校教育を再開し
たことは歓迎すべき進展だが、長年にわたる投資
不足のため、ソマリアは教育の分野で他の開発途
上国に後れを取ったままである。

　脆弱な国家の統治機能を強化することがミレニ
アム・アジェンダの諸目標を達成するための前提
条件であると考える人々は多く、それには十分に
正当な理由がある。ドナーや国際機関は、脆弱な
国家の政府に対して人道支援以外の援助を増加さ
せることに慎重な姿勢をとるかもしれない。しか

図2.4　「脆弱」な国家*は同時に最貧国でもある
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* 政策的・制度的枠組みが脆弱な国家。国名一覧は p.91 の注を参照。
出典： World Bank, 2004 Country Policy and Institutional Assessment (CPIA), Overall Rating, Fourth 
and Fifth Quintiles; and World Development Indicators 2005.

し、子どもたちと約束を交わした以上、これらの
脆弱な国々に働きかけ、子どもたちの権利を保護
し、そのニーズを満たすように行動を起こさなけ
ればならないのである。実際問題として、子ども
たちは統治機能が向上するまで待つことはできな
い。それを待っていては、子どもたちは子ども時
代そのものを完全に失うことにもなりかねないの
だ。
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図2.5　 HIVとともに生きる人々の間で子どもが占める
割合が増えつつある
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* 小数点以下四捨五入のため、合計が 100％にならない場合がある。
出典： 国連エイズ合同計画 , Report on the Global HIV/AIDS Epidemic, 2004 のデータにもとづく
ユニセフの計算。

HIV／エイズは、その影響をもっとも強く受け
ている国々の子どもたちに大打撃を与えている

　HIV／エイズとの闘いはミレニアム開発目標が
目指す中心的目標のひとつであり、ミレニアム開
発目標６において個別に取り上げられているも
のである。HIV／エイズとともに生きる子どもた
ち、その影響を受けている子どもたち、あるいは
その有病率が高い国々で暮らしている子どもたち
は、必要不可欠なサービスやケア、保護を受ける
ことができずに、排除されるおそれが極端に大き
くなる。それというのも、親や教師、ヘルスワー
カー、その他の基本的サービスを提供してくれる
人たちが病に倒れ、亡くなっていくからである。
本来家族は、子どもたちが必要不可欠なサービ
スから排除されたり危害に晒されることのないよ
う、子どもたちに必要なものを与え、危険から保
護する最初の存在のはずなのだが、HIV／エイズ
の流行のせいで、家族の社会的・文化的・経済的
構造さえもが引き裂かれつつあるのだ。すでにお
よそ1,500万人の子どもが、この病気のために親
の一方、あるいは両方を失っている。HIVウイル
スの影響により、家族やコミュニティ、州、そし
てHIV／エイズの影響をもっとも強く受けている
国々では、国家全体の健康と発達に対する脅威が
増すなかで、さらに数百万人の子どもが脆弱な立
場に置かれるようになっている12。エイズで親を

失った子どものうち、1,210万人、すなわち８割
を超える子どもはサハラ以南のアフリカに住む子
どもたちである。これは世界的にみて、同地域に
おけるHIV感染の負担が突出して重くなっている
ことを示しているばかりではなく、HIV／エイズ
の流行が相対的最盛期を迎えていることをも意味
している13。

　親や保護者が長い間HIV／エイズのために健康
を崩し、やがて亡くなると、子どもたちは途方も
なく大きなプレッシャーに晒されることになる。
おとなとしての役割を担い、治療や世話をして家
族を支えていくことを強いられるためである。残
された子どもたちは、コミュニティや社会から汚
名を着せられ、差別を受け、暴力や虐待、搾取を
受ける可能性がますます高くなり、数々の理由で
学校をやめざるを得なくなるのである。

　親や保護者を失って孤児になること、必要不可
欠なサービスを受けられなくなること、教育を受
ける機会を失うおそれが大きくなることに加え、
HIV／エイズは子どもと若者の生存そのものまで
脅かしている。毎日1,800人近くの子ども（15歳
未満）がHIVに感染している14。世界で1年間に
HIVに新たに感染する人の13％、HIV／エイズで
死亡する人の17％が15歳未満の子どもである15。
HIV／エイズ流行の影響をもっとも強く受けてい
る国々の多くでは、子どもの生存に関して積み上
げられてきた成果が後退しており、平均余命も、
とくに南部アフリカにおいて劇的に短くなってい
る16。

　HIV／エイズの流行がさらに多くの国々・人
口集団に広がりつつあるいま、子どもたちに最
悪の影響が及ぶようになるのはこれからである。
2004年には、ほぼ500万人がHIVに感染したと
推定されている。1980年代初頭に流行が始まっ
て以来、単年度では最高の感染者数である。世界
ではいまや、HIV／エイズとともに生きる人々の
３分の１近くを15～24歳の若者が占めている17。
HIV有病率が減少したとしても、それがエイズを
原因とする死亡率の低下につながるまでに10年
はかかることを踏まえれば̶̶その理由は、主と
して抗レトロウィルス薬治療の普及が速やかに進
まないためであるが̶̶、エイズによる死は今後
も続き、親を失う子どもの数も増え続けるだろう。
HIV／エイズがすでに大流行と呼ばれる規模に達
している国々では、HIV／エイズとの闘いはミレ
ニアム開発目標6を達成するためだけではなく、
近年の5歳未満児死亡率の上昇̶̶とくに東部・
南部アフリカにおける上昇̶̶を減少に転じさせ
るためにも、また、親を失った子どもやその他の
権利を侵害されやすい立場に置かれた子どもたち
が教育や家族の保護から排除されないようにする
ためにも、一刻を争う緊急課題なのである。
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排除につながりうる
地方レベルの諸要因

全国総計だけでは、排除される子どもたちの全体
像を完全にとらえることはできない

　子どもの健康と幸福に関わる指標の評価は、国
レベルで行われることがもっとも多い。これには
多くの理由がある。国レベルが各国の統計分析の
基本単位であること、全国総計の推計のほうが国
より下位の集団に関わる推計よりも一般的に広く
入手可能であること、統計の標準化には国レベル
の、かつ国が資金を拠出する調査プログラムが必
要な場合が多いこと、国際機関もミレニアム・ア
ジェンダに関わる主要な指標について全国総計を
収集していることなどである。また、国の中央政
府は子どもたちに対する国際的な約束に調印した
主体であり、その実施を第一義的に寄託された存
在でもある。

　しかし、全国総計だけにもとづいて子どもの健
康と幸福を評価することには限界がある。全国総
計は、その性質上、多数派が置かれている状況を
もっとも明確に記述する簡易な算定結果であっ
て、完全な全体像を得ることはできない。一国の
一部の子どもが直面している排除についてより完
全に理解するためには、全国統計または世帯調査
から得られる細分化された指標が必要となる。地
域別に̶̶そしてジェンダー、民族的集団その他
の主要な側面ごとに̶̶細分化されたデータは、
排除のリスクを特定するための鍵であり、プログ
ラムの作成にあたってはきわめて有用なものとな
る。現在の傾向がそのまま続けばミレニアム開発
目標の一部ないしすべてが達成されると、全国平
均を見るかぎり期待される国においては、アドボ
カシー（政策提言）や政策立案のために細分化さ
れたデータを活用することがとくに重要となる。

　子どもの健康・幸福に関する細分化された全国
統計ないし世帯調査が、すべての国で整ってい
るわけではない。しかし、人口保健調査（DHS）
および複数指標クラスター調査（MICS）から得
られている証拠はかなり包括的なものであり、明
確な結果を示してくれている。すなわち、一国の
中においても、地理的要素あるいはその他の要因
に沿って、子どもの健康・幸福と発達に相当の格
差が存在することが通例だということである。

　これらの格差は、相対的な意味での排除を映し
出すものであり、ある子どもの健康と幸福の状態
を、他の子どもと比較して数量化したものである。
たとえば、初等教育出席率・就学率の全国平均が
高い国でも、特定の人口集団が社会の周縁に追い
やられているために、国内の同出席率・就学率に
は依然として大きなばらつきがある場合がある。
このような国のひとつがベネズエラである。人口

保健調査と複数指標クラスター調査の調査データ
が示すところによれば、同国の初等教育純出席率
は94％近くに達している。しかし、もっとも貧
しい20％の層の世帯では、初等教育就学年齢の
子どものうち、初等教育を受けていない子どもが
ほぼ15％に達するのに対し、最富裕層20％にお
いては、同様の立場に置かれた子どもは２％にも
満たない。

　子どもにとってもっとも大きな危険のひとつ
は、ミレニアム開発目標が全国平均にもとづいて
いるために、一国の中に存在するこのような不平
等が曖昧にされかねないことである。このよう
な格差はきわめて大きな規模に達する場合がある
が、戦略がミレニアム開発目標に基づいて策定・
実施されるときには無視されてしまうおそれがあ
る。大多数の子どもたちに、ミレニアム・アジェ
ンダで設定された最低水準の保健ケア・教育が提
供されている国ではなおさらである。このような
状況にあっては、もっとも特権的な立場に置かれ
た子どもと必要不可欠なサービスの利用を否定さ
れた子どもとの間に存在する大きな格差が原因と
なって、後者の子どもたちがさらに社会の周縁へ
と追いやられ、またその格差自体が差別の根本的
原因となってしまう可能性もある。
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所得の不平等は子どもの生存・発達を脅かす

　世帯所得別に細分化されたデータが利用可能な
すべての開発途上国で18、もっとも貧しい20％の
層の世帯に暮らす子どもが５歳未満で死亡する確
率は、もっとも富裕な20％の層に属する子ども
に比べて相当に高い。

　ラテンアメリカとカリブ海諸国は、世帯所得の
不平等が開発途上国でもっとも大きい地域であ
る。また、この地域の国々は乳幼児死亡率の国内
格差がもっとも大きい。５歳未満児死亡率の格差
がもっとも大きい国はペルーである。同国では、
もっとも貧しい20％の層の世帯に暮らしている
子どもが５歳の誕生日を迎える前に死亡する確率
は、もっとも富裕な20％の層に属する子どもの
５倍に達している。
　
　他の地域では５歳未満児死亡率の格差はこれほ
ど突出していないものの、それでも注目に値する
ものだ。平均すると、東アジアと太平洋諸国でもっ
とも貧しい20％の層の世帯に生まれた子どもの
死亡率は、もっとも富裕な20％の層に生まれた
子どもの３倍、中東・北アフリカ地域では2.5倍、
南アジアとCEE/CIS地域では２倍近くにのぼる。
ミレニアム開発目標４の達成が確実な、あるいは
その達成に向けて順調に進展している国はこれら
の地域にも存在するが、それでも、最貧困層の子
どもが５歳未満で死亡する確率は最富裕層の子ど
もの２倍に達する（p.20パネル、「所得格差と子
どもの生存」参照）。

　

　国内では、初等教育への就学を妨げる主要な要
因のひとつが所得の低さである。開発途上国では、
もっとも貧しい20％の層の世帯に属する子ども
（初等教育就学年齢）が初等学校に通っていない
確率は、もっとも富裕な20％の層に属する子ど
もの3.2倍に達する。さらに開発途上国では、初
等学校に通っていない子どもの77％がもっとも
貧しい60％の層の世帯出身である。この格差は、
ラテンアメリカ・カリブ海諸国（84％）と東部・
南部アフリカ（80％）ではさらに大きくなる19。
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農村部で暮らす子どもと都市貧困層の子どもは排
除されやすい

　農村部は都市部よりも貧しく、保健ケア・サー
ビスや教育の提供がより困難な傾向がある。した
がって、乳幼児死亡率に関する世帯データが入手
できる国ではほぼ例外なく、都市部の子どもより
も農村部の子どものほうが５歳未満で死亡する確
率が高い。開発途上国では、農村部の子どもの約
３割が学校に通っておらず（都市部では18％）、
また初等学校に通っていない子どもの８割超が農
村部在住の子どもたちである。農村部の子どもの
通学を妨げる要因としては、学校が遠いこと、親
が低い教育しか受けていないか、または正規の教
育を重視していない場合があること、政府が優れ
た教師を地方に誘致できていないことなどが可能
性として挙げられる20。

　都市コミュニティにおいては、所得不平等にと
もなって地理的分断が生じることが多い。世界の
多くの都市部では、経済的にもっとも貧しい市民
はスラム、借地、貧しい一角に住んでいるが、こ

れらの地域は最富裕層が住む場所とは地理的に隔
絶されている。世界のスラム人口は９億人を超え
ており、そのほとんどは安全な飲み水や改善され
た衛生設備を利用することも、十分な生活空間を
確保することもできず、保有権が確保され人間に
ふさわしい質を備えた住居に住むことができずにい
る21。このようなコミュニティでは、必要不可欠
なサービスや国による保護が深刻なまでに欠如し
ていることが多く、そこに暮らす子どもたちは時
として農村部の子どもたちに近いレベルまで排除
されることがある22。

　子どもの健康、生存率、学校の出席率・修了率
面での格差は、ジェンダー、民族性または障害の
有無によっても生じている。これらの格差は、子
どもやその親・保護者がより貧しく、サービスの
提供もより不十分な地域に住んでいるため、ある
いは言語、民族的差別、偏見といった文化的障壁
が原因で必要なサービスが受けられないために、
サービスの提供対象から直接除外されていること
から生じている。
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図2.6　 一部の地域では、女子のほうが男子よりも初等教育の機会を失う確率が高い

* ここに掲げた期間のうちデータが利用可能な直近の年のデータ。
出典： United Nations Children’s Fund, Levels, Trends and Determinants of Primary School Participation and Gender Parity, Working Paper, 2005.
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　2004年には推定1,050万人の子どもが
５歳に達する前に命を落としたa。そのほ
とんどは予防可能な病気が原因である。こ
のような不必要な死を削減し、ミレニア
ム開発目標４̶̶1990年から2015年ま
での間に乳幼児死亡率を３分の２削減す
る̶̶を達成することは、子どもたちに対
するミレニアム・アジェンダの約束を果た
そうと活動するすべての者にとって中心的
な課題となろう。国内の不平等と格差是正
への取り組みは、乳幼児死亡率の削減を目

指すあらゆるプログラム・政策の中で、欠
かすことのできない要素として取り入れら
れねばならない。

　人口保健調査や複数指標クラスター調査
等の調査から世帯データが得られる国で
は、もっとも貧しい20％の層の世帯で暮
らしている子どもがおとなになる前に死を
迎える確率は、もっとも富裕な20％の層
に属する子どもよりも相当に高いことが明
らかとなっているb。

　後発開発途上国では、富裕な家庭でさえ
依然として死亡率が高いため、子どもの生
存に関わる不平等に貧富の差はそれほどな
い傾向にある。たとえばサハラ以南のアフ
リカの国々では、貧困の程度がより緩やか
な開発途上国地域に比べ、乳幼児死亡率の
格差は小さい。

　所得格差は子どもの栄養状態の格差につ
ながることが多い。栄養不良に関わる原因
で死亡する５歳未満児は、毎年550万人を
超えるc。栄養不良は単に飢えだけの問題
ではなく、ビタミンAが欠乏していれば、
おなかが空いているわけでもなく低体重で
もない場合でも、子どもの免疫システムの
弱体化につながる場合がある。栄養不良は、
たとえ死に至らない場合でも、子どもの健
康と発育に生涯続くダメージを及ぼす可能
性があるのだ。

所得格差と子どもの生存

同じぐらい ２倍 ３倍 ４倍 ５倍

 

スワジランド
ケニア
ルワンダ
レソト

モンゴル
ドミニカ共和国

ガイアナ
セネガル

トリニダードトバゴ
ベトナム
スリナム
ガンビア
ザンビア

ギニアビサウ
コンゴ民主共和国

ミャンマー
サントメプリンシペ
スーダン（北部）
アゼルバイジャン

中央アフリカ共和国
ブルンジ
アンゴラ
コモロ

シエラレオネ
チャド

ニジェール
赤道ギニア

イラク
ラオス

豊かな子どもに比べて
貧しい子どもが低体重になる確率

もっとも貧しい 20％の層に属する子どもが年齢相応の体重に満たない確率は、データが入手可能な13
カ国で２倍を超え、スワジランドでは５倍に達する。

出典： 人口保健調査（DHS）と複数指標クラスター調査（MICS）のデータにもとづくユニセフの計算。
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貧しい子どもが５歳未満で
死亡する確率は、
豊かな子どもに比べて
どのぐらい高いか？ *

* 各棒グラフ内の区分線は、それぞれの地域ブ
ロック内の調査対象国を表す。

出典： 人口保健調査（DHS）と複数指標クラス
ター調査（MICS）のデータにもとづくユニセフ
の計算。

　ワクチンで予防可能な病気で死亡する人
の数は毎年200万人を超え、うちおよそ140
万人は５歳未満の子どもが占めているd。
予防接種対象の拡大という点では世界中で
きわめて大きな進展があったものの、改善
の余地は今なお残っているのが現状であ
る。悲劇的なことに、もっとも貧しい子ど
もたちは予防接種の面でも不利な立場に置
かれている。アゼルバイジャン、中央アフ
リカ共和国、チャド、コンゴ民主共和国、
ニジェール、スーダン北部では、もっと
も富裕な層に属する子どもたちがはしかの
予防接種を受けた確率は、もっとも貧しい
20％の層に属する子どもたちの２倍を超
えている。

　所得格差是正に向けた対策がとられなけ
れば、たとえ国レベルで目標が達成された
としても、もっとも貧しい子どもたちが乳
幼児死亡率の中に占める割合は人口比に照
らして依然として不相応に高いまま推移す
る可能性が高い。全体的に見ると、所得に
よる細分化が可能な世帯調査データが存在
する56カ国中、23カ国で、貧しい子ども
が５歳の誕生日を迎える前に死亡する可能
性が２倍を超える状況が生じている。その
なかには、国レベルでの目標達成に向けて
前進している国もあれば、そうではない国
もあるのである。

 p.90-91の注参照。

豊かな子どもがはしかの予防接種を受ける確率は、
貧しい子どもに比べてどのぐらい高いか？

出典： 人口保健調査（DHS）と複数指標クラスター調査（MICS）のデータにもとづくユニセフの計算。
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差別により教育から排除される女子

　男女差別の問題はミレニアム開発目標３でとく
に取り上げられている。そこでは男女平等と女性
の地位向上の促進がうたわれるとともに、具体的
目標として教育における男女格差の解消が掲げら
れている。

　教育は、交渉を通じて社会で平等な地位を確保
するために欠かせない一連の知識、スキル、態
度および価値観を身につけることにより、女子に
とって（そして男子にとっても）、地位向上の機
会と自信を深めていくための機会を提供してくれ
るものである。教育における男女の不平等とは、
初等学校に通っていない男子100人につき、やは
り初等教育を受けられない女子が117人いるとい
うことを表している23。初等教育における男女格
差は1980年以降着実に縮まってきたものの、多
くの国は、2005年までに初等教育における男女
平等を確保するというミレニアム開発目標３の達
成に失敗した。男女格差がもっとも大きい複数の
地域では、はるかに大きな前進を遂げなければ、
2015年までにすべての子どもが初等教育を修了
できるようにするという目標の一環として男女平
等を達成することもできなくなるだろう。

　中等教育における男女格差はさらに顕著であ
る。ユニセフが調査を行った開発途上国75カ国

のうち、中等教育段階で男女平等を確保するとい
うミレニアム開発目標３の達成に向けて着実に前
進している国は22カ国にすぎず、25カ国は目標
にはるかに届いていなかった24。男子と比べて女
子が教育面で排除されている状況はとくに南アジ
ア、サハラ以南のアフリカ、中東・北アフリカ地
域で顕著だが、これは男女差別の存在をもっとも
はっきり示す統計指標のひとつとなっている。

　しかし男女差別は、学校教育における男女格差
を示す統計だけではとらえにくく、その統計が示
す以上に広く浸透している現象である。どの子ど
もが必要不可欠なサービスから排除され、ミレニ
アム・アジェンダから取り残されるおそれがもっ
とも大きいかを決定づける要因として、大きな役
割を果たしているのがジェンダーの問題である。
本書で取り上げられている子どもたちの多くは、
もちろんジェンダーだけを理由として国際開発の
努力の埒外に置かれているわけではないが、脆弱
な立場に置かれている理由として、ジェンダーが
大きな役割を果たしていることは明らかである。
また男女差別により、女性は基本的な保健ケア・
サービスを十分に受けることができず、妊産婦・
乳幼児死亡率も高くなっているのである。

　女性の地位向上の機会が奪われると、その子ど
もたちも排除されることになる。一般的に、子ど
もの世話はまず母親がすることが普通である。し
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たがって、基本的なサービスや必要不可欠な資源、
情報を母親が利用することができなければ、もっ
とも排除されることになるのは子どもたちにほか
ならない。男女差別解消に向けた闘いがなかな
か進展しない原因としては、男女別に細分化され
た良質なデータが依然として存在しないこと、国
際的にも国内的にも女性プログラムのための財政
的・技術的資源が乏しいこと、政治分野への女性
進出の不足などを挙げることができる25。

民族性を理由とする差別が広範に広がっている

　民族性とは、文化的・社会的・宗教的・言語的
特質の組み合わせであり、それが、あるコミュニ
ティに共通する独自のアイデンティティを形成し
ている。これは人間の多様性が自然に表れ出たも
のであり、人類の強さ、たくましさ、豊かさの源
である。しかし子どもが民族性を理由とした差別
に晒されるとき、必要不可欠なサービスや保護か
ら排除されるおそれが急激に大きくなる。

　世界には約5,000の民族集団があり、200カ国
を超える国に、マイノリティに属するとはいえ相
当数の民族的・宗教的集団が存在する。ほとんど
の国̶̶およそ３分の２̶̶は、人口の少なくと
も１割を占める複数の宗教的・民族的集団を擁し
ているのである26。国境を越えて広がっている民
族的集団もある。たとえば、中央・東ヨーロッパ
のロマ、東南アジアの多くの国に居住する中国系
の人々などである。人口の一部のみを占めるマイ
ノリティの民族的集団もあれば、相当の割合を占
めていながらも、孤立しているために、またきわ
めて多く見られるように、歴史的に非常に不利な
立場に置かれてきたために、社会における力がほ
とんどないに等しい民族的集団もある27。

　民族的集団に共通しているのは、相当な程度ま
で社会の周縁に追いやられ、差別に直面している
ということである。自己のアイデンティティのた
めに不利な立場を経験している集団に属する人々
はおよそ９億人にのぼり、３億5,900万人は信仰
する宗教に制限を加えられている。また、言語に
関わる制約、ないし差別に直面している人々は世
界中で約３億3,400万人にのぼる。たとえばサハ
ラ以南のアフリカでは、もっとも一般的に使用さ
れている言語とは異なる言葉が公用語とされてい
る国が30カ国を超え（この30カ国に同地域の人
口の８割が居住している）、またこれらの国々で
は、初等教育で母語による授業を受けている子ど
もは13％にすぎない28。

　民族性を理由とする差別は子どもたちの自尊心
や自信を蝕み、すべての子どもに生まれながらの
権利として約束されている成長・発達の機会を奪
いかねない。コミュニティや制度レベルでの偏見
により、民族的集団に属する者の機会が制限され
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てしまうこともある。職業選択・昇進、公職とい
う立場の獲得、コミュニティでのリーダーシップ
などの面でも、民族的マイノリティに属する人々
は社会への参加を制限される場合がある̶̶たと
え法律では偏見や排除が禁じられていても、であ
る。民族性を理由とする排除は武力紛争に、はて
は民族抗争にさえつながりかねない。2003年以
降スーダンのダルフールで行われてきた、民族を
理由とする残虐行為はその証である。
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ロマのコミュニティと子どもたちの周縁化

　ロマはヨーロッパ最大の、そしてもっと
も権利を侵害されやすい立場に置かれたマ
イノリティであり、その数は推定で700～
900万人にのぼる。ロマには歴史的裏づけ
のある故国がないため、そのおよそ７割は
中央・東ヨーロッパ（CEE）と旧ソ連諸
国に暮らしており、また８割近くが2004
年に欧州連合（EU）に加盟した国、また
はＥＵ加盟交渉中の国に暮らしているa。

　ロマは何世紀にもわたってあらゆる側面
の――社会的・政治的・経済的・地理的――
排除の影響を受けており、その排除はあか
らさまな民族差別の形態をとってきた。劣
等で危険な人々であるという偏見と恐怖の
目で見られるロマの人々は、社会の他の人々
から隔離されて孤立地区で暮らす傾向があ
り、レストランその他の公共の場所に立ち
入ることさえ認められないことがあるb。

　ロマはまた、中央・東ヨーロッパではもっ
とも貧しい文化的集団のひとつである。研
究によれば、ブルガリアに暮らすロマの
84％、ルーマニアに暮らすロマの88％が
国の貧困ラインに満たない暮らしを送って
いる。ハンガリーではその割合がさらに高
く、国の貧困ラインに満たない生活をして
いるロマは91％に達しているc。限られた
教育しか受けていないこと、スキルの水準
が低いこと、労働市場で差別が行われてい
ることにより、ロマの居住区によっては常
時正規就労している者がひとりもいないこ
とさえあるd。普通学校とは別の学校に通

うか、普通学校に通っていても隔離されて
いるロマの子どもは多い。地理的・社会経
済的隔離のために、ロマ専用の学校の教室
はロマの子どもでぎゅうぎゅう詰めであ
るe。

　中央・東ヨーロッパで暮らすロマの子ど
もの75％までもが知的障害児対象の特殊
学校に入れられているがf、これは真に健
康上の理由からではない。当たり前に行わ
れているこの慣行は、特殊教育にともなう
経済的利益に関連したものである。CEE
諸国の一部では、知的障害のある子どもを
対象とする学校に入れられた子どもは、給
食手当や教材が支給され、通学のための移
動手段も面倒をみてもらえるのに加え、寄
宿舎に入ることもできる。ロマの親は、自
分の行動が長期的にどのような結果をもた
らすことになるのか十分に理解しないま
ま、子どもを特殊学校に入れることに同意
する場合が多い。また、これを理解してい
たとしても、他に選択肢はないと考える家
庭もあるg。

　民間助成財団のオープン・ソサエティ財
団（ブダペスト）が2001年に行った研究
によると、ブルガリア、チェコ、ハンガリー、
スロバキアで特殊学校に入学させられたロ
マの子ども（第２学年）の64％は、「知的
障害がある」と見なされていた。これらの
生徒の過半数は、特殊教育パイロット・ク
ラスに入れられると、普通教育のカリキュ
ラム要件を２年で満たすことができたh。

　これだけでも憂慮すべき事態だが、これ
で排除の全体像が描き出されているわけで
はけっしてない。たとえばセルビア・モン
テネグロでは、もっとも排除されている
子どもたちが教育に関する全国統計に必ず
しも含まれていない。もっとも多くのロマ
（100～200万人）が暮らすルーマニアで
は、ロマの女子に影響を及ぼしている諸問
題に対処する動きはいまだにない。さらに
ボスニア・ヘルツェゴビナでは、ロマの子
どもは時々しか学校に現れず、初等学校の
高学年や中等学校ではほぼ完全に姿が見え
ない状況である。

　教育制度だけがロマの子どもたちを見捨
てているのではない。ルーマニアでは、医
療施設に捨てられる子どもの半数以上――
57％――がロマの出身である。健康保険
に加入するために必要とされる適切な身元
証明書類や出生証明書がないことが多いた
め、ロマのコミュニティとその子どもたち
が保健ケア・サービスを利用できる機会は
きわめて限られており、国の福祉やその
他の所得移転給付金に強く依存することに
なっている。ルーマニアでは、ロマの男女
が健康保険に加入したりかかりつけの医者
を決めている確率は、ロマ以外のルーマニ
ア国民に比べて低い。

　このような状況に対応するための努力が
進行中である。オープン・ソサエティ財団
が子ども・青年プログラム（ニューヨー
ク）と共同で進めているプロジェクト「ロ

先住民族の子どもは社会への全面的参加を妨げる
複合的要因に直面することがある

　先住民族には民族的マイノリティと共通する多
くの特質があり、共通の経験も重ねているが、後
者とははっきり区別されている。先住民族コミュ
ニティは、民族的マイノリティに比べ、特定の領
地および自分たちの歴史に結びついた固有の文化
に対する権利を強く主張することが多い。また、
自分たち自身の言語、文化、そして自らが暮らす
社会の支配的傾向とははっきり異なる社会組織を
維持しているのが一般的である。先住民族である
ことを自覚し、他の集団からもそのように見なさ
れることも多い29。ボリビア、デンマーク（グリー
ンランド）、グアテマラのように、国によっては
人口の過半数を占める場合もある。70カ国を超
える国々に約３億人の先住民族が存在し、そのう
ちおよそ半数はアジア在住である30。

　先住民族の子どもは文化的差別を受けたり、経
済的・政治的に社会の周縁に追いやられる場合が
ある。出生時に登録される確率が低いことも多い
ほか、健康状態が悪かったり、教育を受ける機会
が少なかったり、虐待・暴力・搾取を受けやすく
なる傾向が強い31。子どもの権利委員会は、オー
ストラリア、バングラデシュ、ブルンジ、チリ、
エクアドル、インド、日本、ベネズエラで先住民
族の子どもたちが置かれている状態について懸念
を表明してきた32。先住民族の子どもたちは、と
くに出生登録の面、教育や保健ケア・サービス
の利用といった面で、依然として子どもの権利条
約で保障された権利を認められていないことが多
い。

　先住民族の子どもたちが全国平均と比べて生
存、保健ケア・サービス、教育に対する権利をど
の程度否定されているか、という点に関する情報
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マ教育イニシアティブ（REI）」は、2002
年に始まった３年間のプロジェクトを通
じ、CEE諸国の学校制度における差別を
解消しよう̶̶ロマの子どもたちを特殊学
校から正規の教育制度に再統合し、他の子
どもたちと同等に学校を修了できるよう
にすることも含む̶̶という試みであるi。
スロバキア政府は最近、マイノリティであ
るロマの問題に対処する一連の戦略を策定
した。さらに2004年にはユニセフ・ルー
マニア事務所が、「子どもの保護の問題に
取り組むルーマニアNGO連合」と連携し
て「ひとりの子どもも取り残さない（Leave 
No Child Out）」キャンペーンを開始し、
ロマの子どもに対する差別を解消し、教育
の機会を提供すべく取り組んでいる。この
キャンペーンにより、これまでに同国のロ
マの約65％に支援の手が差し伸べられた。

p.91の注参照。

は、限られたものしかない。個々の国で行われた
事例研究からは、先住民族集団の乳幼児死亡率は
国家平均よりも高いことがうかがえる。たとえば
丘陵地帯であるカンボジアのラタナキリ州では、
乳児死亡率が全国平均の２倍を超え、オーストラ
リアでは先住民族の乳児死亡率が全体の３倍に達
する33。環境条件、差別、貧困をはじめとする多
くの要因がこのような格差を助長している。先住
民族の居住地域では、予防可能な病気の予防接種
を含む保健ケア・サービスが提供されていないこ
とが多い。たとえばメキシコでは、全国的には
10万人あたり推定96.3人の医師がいるのに対し、
先住民族が人口の４割以上を占める地域では10
万人あたり13.8人の医師しかいない34。

　先住民族の子どもは、出生登録に関する情報が
母語で用意されていないこともあって、出生時に
登録される確率が低い。これにより、子どもの出

生登録の水準が慢性的に低いままで推移するとい
う事態も生じうる。たとえばエクアドルでは、出
生証明書を有している５歳未満児の割合が全国平
均では89％であるのに対し、アマゾン地方では
21％にすぎない35。最寄りの登録所までの距離が
遠いこと、証明書の発行費用がかかることも、登
録を妨げる重大な要因となりうる。また、先住民
族名による子どもの登録が国の法律で禁じられて
いる場合も、出生証明書の取得をためらわせる強
力な要因となりかねない。たとえばモロッコでは、
アマジグ人はあらかじめ認められたアラブ名で子
どもを登録しなければならないのである36（出生
登録から排除されるおそれについて、さらに詳し
くは第３章「姿の見えない子どもたち」参照）。

　先住民族の子どもの就学率はほとんどの国で低
い。教育のための施設が乏しいこと、多くの先住
民族が住む僻地で働いてくれる有資格教員を、政
府が誘致しそこねていること、学校で教える内容
の多くが地域コミュニティとは関係がないと受け
とめられていること̶̶これらいずれもが、学校
教育を受けることをためらわせる要因となってい
る。通学したとしても、先住民族の子どもは授業
で用いられる言葉になじんでいないため、正規の
教育を受け始めるにあたって他の子どもたちより
も不利な状況に置かれていることが多い。研究に
よれば、先住民族の子どもの理解が支配的言語を
話す子どもに追いつき始めるのは、ようやく第３
学年に達してからのことであるとされる37。
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障害とともに生きる　ベサニー・スティーブンス

　私は生まれてから２週間を、ブレーマー
ハーフェン（ドイツ）にある米軍基地内の
新生児集中治療室で過ごした。私が最初の
自発呼吸をしてからまもなく、若い大尉が
父にこう言ったという。この子は世界中の
たいていの人が山の上に連れていって、そ
こに置き去りにしてくるような状態です
よ、と。

　その状態とは骨形成不全症と呼ばれる非
常に珍しい先天的な骨の病気で、世界でも
0.008％の人しかかからないものであるa。
骨がもろくなって骨折しやすくなり、極端
な場合には死に至る。私の場合は中度のも
ので、これまでに骨折したのは55回だけ。
脚を強くするために骨髄に金属棒を入れる
手術を12回受けたほか、脊髄がさらに湾
曲することを防ぐため、湾曲線に沿って骨
を癒合させる治療を試みたこともある。

　手術や骨折の身体的苦痛に加え、障害に
対する社会的偏見から来る羞恥心や自己蔑
視の感情にも悩まされてきた。24歳になっ
て法律を学ぶようになった現在でも、この
問題とはあいかわらず格闘している。子
どものころは、障害者であるという事実が
社会的にどれほど大きな意味を持つもので
あるのか、よくわからなかった。自分は身
体に制約があるだけの、普通の子どもだと
思っていたからである。それでも、ふとし
た拍子に骨折してしまうという現実は、母
にとっても私自身にとってもおそろしく、
ストレスに満ちたものだった。幼いころ、
母は私が遊んでいるときに骨を折ってしま
うのではないかと考え、友だちから私を引
き離した。さまざまなけがから回復する間
にひとりで過ごした時間がどれぐらいか数
えてみたところ、７年間という結果が出た
――これには小学校に入学する前の期間は
含まれていない。

　私が最初に教育というものに接したのは
３歳のときのことである。コロラド州（米
国）にある、障害児だけの就学前施設に通
うようになったのだ。同世代の子どもと
交流できるのは素敵なことだと思っていた
が、私たちの社交能力は、他の子どもたち
がはるかに重大な障害を抱えていたために
限られたものでしかなかった。数年後にカ
リフォルニア州に引っ越すと、健常児とと
もに学ぶ唯一の障害児として小学校に通い
始めた。人間的交流をするという、私が
とても必要としていた機会が与えられたの
で、学校は大好きだった。それでも障害の
ために友人づきあいから孤立していると感
じる場面はあり、とくに学校の枠を超えて
友だちと交流しようというときにはそれを
感じたものである。

　８歳になると、脚に改めて金属棒を挿入
する治療を受けたあと、最高水準の理学療
法を受けるために障害児学校に送られた。
すばらしい理学療法を受けることはできた
が、教育はせいぜい補習のレベルに留まっ
ていた。小学校１年生のときに勉強したこ
とを改めて教わったのである。精神的には
よい休息になったが、その期間が１年しか
続かなかったのは私にとって幸運だった
し、うれしかった。

　私はカリフォルニアの山麓地帯にある小
さな小学校に戻り、同じような知的レベル
の人々と交流できるようになって満足し
た。友人関係を広げ始めたが、脊髄固定術
を受けるために１年ほど学校を離れなけれ
ばならなかった。療養中は１日に１時間程
度、家庭教師の授業を受けた。またしても
精神的刺激がない日々を経験することに
なったのである。

　1990年代初頭は医学的に大きな問題を

経験することなく数年間を過ごし、学校に
通い続けることができた。しかし思春期を
迎えて――その年齢の子どもがみんなそう
であるように――身体の変化を意識し、他
の人に身体的魅力を感じるようになると、
事態は悪い方向に向かっていった。性的魅
力を感じるようになる速さは同世代の子ど
もと同じだったのに、こうした感情を持つ
時期とそれを表現できるようになる時期
との間にはかなりの時間差があったのであ
る。私はどうしたらいいのかわからず、孤
独を感じ、自分自身と世界に対して怒りを
覚えた。

　私は自分の身体に対する嫌悪感を内に隠
すようにしたのだが、この嫌悪感は、メ
ディアと社会的偏見が形作った、標準化さ
れた美的基準と自分とを比べることで湧
き起こってきたものだ、といまになって思
う。障害者の人間性を表現した前向きなイ
メージはどこにもなく、私たちは憐れみや
同情を喚起するモノとして描かれているだ
けだった。私の自尊心は急激に衰退し、絶
望感から逃れることはけっしてできないと
感じていた。こうした強烈な感情をさらに
ひどくさせたのが、仲のよい友だちみんな
から離れて街の反対側にある学校に通わな
ければならないことだった。友だちが入学
する学校は、障害のある生徒が通える学校
ではなかったためである。

　こうした感情は、国を横断してサウスカ
ロライナ州の小さな街に引っ越しても、魔
法のように消えてしまうわけにはいかな
かった。というよりも、逆に強くなってし
まったのだ。私は11歳から16歳まで自分
のことが大きらいで、鏡を見るとうんざり
した。この時期のことは、いまだに私のな
かに名残りをとどめ、けっして癒されるこ
とのない心の痛みをいまも感じる。
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　人生の目的がはっきりしたのは、フロリ
ダ大学に通うようになってからである。私
は学生として障害者運動への情熱を感じる
ようになった。障害者の平等、美、誇りと
いった問題についての議論を通じて、私は
こうした考え方を内面化し、障害者にとっ
ての前向きな変化を喚起したいと考えるよ
うになった。それ以来、ノルウェーで開か
れた障害者の権利に関する国際会議に米国
代表として２回出席する機会を得たほか、
国連やリハビリテーション・インターナ
ショナルを通じて報告書を発表したり、障
害とともに生きるさまざまな有名人を招い
て大規模なキャンパス・イベントを開催し
たりしている。

　このような経験を通じて、私は障害に関
わる偏見がいかに世界中で社会的・経済的
抑圧につながっているかを理解するように
なった。現実には圧倒的多数の人々（米国
だけでも約80％）が人生のいずれかの時
点で障害者になるのであるb。私は全国的
なロビー団体を作り、確立された法制度の
枠内で活動するだけではなく、障害者の社
会的アイデンティティを再構築するよう、
直接行動を通じて個人・議員・企業を促し
ていきたい。

　障害者のための前向きな社会変革は、教
育を通じて進めていくことができる。障害
者に影響を与えている諸問題についての情
報を公立学校のカリキュラムに含めること
もできるし、人種差別やセクシュアル・ハ
ラスメントに関する研修と同じように、こ
うした問題に関する意識啓発のための研修
を大企業に義務付けてもよいだろう。政府
は、障害者問題についての学習歴を公務員
雇用の条件に含めなければならない。人々
が他の集団について否定的な考えを持つよ
うになるのは、意識と知識が欠けているた

めであることが多いのである。

　意識革命の必要性は二重に存在してお
り、健常者の間にも障害者の間にもある。
私たちは、自分たちのなかに美を見出すこ
とができないために、自分の障害に関わる
否定的偏見を内面化してしまっていること
があまりにも多い。私はこれまで生きてき
たほとんどの期間、自分以外に障害者を知
らなかった。鏡をのぞきこみ、普通に美し
いと言われている人とは異なる姿をそこに
見て、それでもなお美を見出すことは本当
にむずかしかった。社会が私たちの能力や
長所を受け入れなければならないのと同じ
ぐらい、私たち自身もまた内面的誇りを持
つ必要がある。これを自覚したことは、私
が障害者の美に関する本をまとめるきっか
けとなった。有名・無名を問わず、さまざ
まな障害者のインタビューと写真を集めた
ものである。この本は、私が長年にわたっ
て格闘してきたのと同じように、自分自身
の美を見出すために格闘しているすべての
障害者に捧げられることになろう。

　私は、子どものころ、そしておとなになっ
てもしばらくは不全感や羞恥心に悩み、そ
れを克服しようと何年にもわたって奮闘し
てきた。しかしいまでは、障害があること
は私にとって何よりもすばらしいことだと
考えている。障害がなければ、いままで経
験してきたすばらしい機会が与えられるこ
とはけっしてなかっただろう。こうした機
会が与えられ、自分の存在に誇りが持てる
ようになったのは、16歳のときに父親の
家に引っ越すという重要な出来事があった
おかげである。父は私の人間性を認め、運
転を教えてくれたり仕事を見つけるのを支
えてくれたりして、人間性が花開くよう励
ましてくれた。母がけっして許してくれな
かった自由を、父は認めてくれた。そのお

かげで、私は自分自身が愛することのでき
るアイデンティティを築き上げていった。
ようやく自分を好きになれたことは最高の
幸せだ。障害児を持つ他の親にとっても、
子どもが独立心を持てるようにしてあげる
ことはとても重要である。自立のために必
要なことだからだ。私の望みは、父が私に
してくれたように、地域で生きる障害者に
手を差し伸べることである。これからは、
私のような若者が、障害があることを恥ず
かしく思うことがないように。

　　　　　　　
ベサニー・スティーブンスはフロリダ大学
ロースクールの学生であり、５年前から障
害者運動に従事している。彼女が主導した
キャンペーンと署名運動により、フロリダ
大学では障害のある学生のニーズに配慮し
た試験場が設置された。障害者学生連盟の
代表を務めるほか、デルタ・シグマ・オミ
クロン（訳注：障害者学生の互助団体）を
創設し、最近では同大学で開催された「障
害者運動の構築」会議の責任者を務めた。

p. 91の注参照。
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ネグレクト（放棄）と偏見は障害児の排除につな
がる可能性がある

　世界には推定１億5,000万人の障害児がおり、そ
のほとんどは排除の現実の中で暮らしている。開
発途上国の障害児の圧倒的多数はリハビリのため
の保健ケアや支援サービスを利用することができ
ず、多くは正規の教育を受けることもできない38。
多くの場合、障害児はコミュニティでの生活から
当たり前のように除外されている。あからさまに
遠ざけられたり虐待されたりはしていなくとも、
十分なケアを受けられないまま放置されることが
多い。障害児のために特別の対応がとられる場合
でも、それが施設への隔離をともなうことがいま
だに多い。たとえば中央・東ヨーロッパ諸国では、
政治的移行期の始まり以来、公的施設で暮らす障
害児の割合が上昇している39。

　開発途上国の人々が負っている多くの障害は、
とくに乳幼児期に必要不可欠な財・サービスを受
けられなかったことが直接の原因となっている。
産前ケアが提供されなければ障害が発生するお
それは大きくなるし、栄養不良になれば、発育不
全を起こしたり病気への抵抗力が低下することも
ありうる。栄養状態が悪かったりワクチンが足り
ないために生ずる障害は、協調のとれた行動とド
ナーによる支援で対応することが可能である。ポ
リオ――過去には身体的障害の主要な原因のひと
つであった――に対する世界的取り組みのおかげ
でその発生件数は劇的に減少し、「世界ポリオ撲
滅計画」が始まった1988年には35万件であった
のが2004年末には1,255件となった40。ポリオが
流行しているのはいまや６カ国――アフガニスタ
ン、エジプト、インド、ニジェール、ナイジェリ
ア、パキスタン――にすぎない（ただしいくつか
の国では感染の再発生が見られる）。しかし、こ
のような目覚しい進展にも関わらず、いまだにす
べての子どもに手が差し伸べられているわけでは
なく、すべての子どもがひとり残らず予防接種を
受けられるようになるまでは、せっかくの成果が
後退するおそれは残ったままである。

　このほか、毎年25～50万人の子どもが、ビタ
ミンA欠乏症で視力を失っているが、これはわず
か数セントしかかからない経口ビタミン剤（４～
６カ月に１度投与）で容易に予防することが可能
なのである41。子どもが危険な労働に従事したり
兵士として徴用されれば、障害につながるけがを
負うおそれが大いに高まる。すでに紛争状態には
ない国でさえ、地雷や爆発性戦争残存物（訳注：
紛争中に放棄された爆発物・武器、不発弾など）
によって手足を失ったり障害を負う子どもがいま
だにいる。2002～2003年に地雷による死傷者が
発生した65カ国のうち３分の２近くでは、その
期間に紛争は起きていなかったのである42。

　障害児は、障害の原因や住んでいる場所に関わ
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らず、特別な注意を必要とする。障害とともに生
きている子どもの場合、学校から、あるいは社会
やコミュニティで、はては家庭においてさえ排除
されるおそれが大きいため、全国総計にもとづく
統計の上で目標を定める開発キャンペーンでは忘
れ去られてしまう可能性も高いのである。

疎外の根本的原因に対応する

　国連ミレニアム・プロジェクト、および国連事
務総長の各報告書が提示する、ミレニアム・アジェ
ンダ達成に向けた戦略では、この章で挙げた幅広
い要因の多くが取り上げられるとともに、各国政
府、ドナー、国際機関に対してこれらの要因への
取り組みを呼びかけている。しかし、極度の貧困、
武力紛争、脆弱な統治、HIV／エイズ、あらゆる
形態の差別に直面している子どもたちが排除され
ないようにするための具体的措置については、そ
れほど重視されていない。国際社会がいっそうの
努力を傾けているにも関わらず、これらの諸要因
が今後10年間も根強く残っていくとすれば、こ
のことはなおさら重大である。

後発開発途上国の子どもたちに特別の注意を向け
なければならない

　後発開発途上国の特別な――そして緊急の――
ニーズへの対応は、近年、国際社会の優先的目標
に位置づけられてきた。2001年５月には、「2001
～2010年の10年間における後発開発途上国のた
めのブリュッセル宣言および行動計画」が国連総
会で採択されている。しかし計画の進捗状況はそ
の野心的目標にふさわしいものとはなっていな
い。一部の国々は同計画の個々の目標達成に向け
て相当の前進を見せているにも関わらず、後発開
発途上国全体で見ると、貧困の根絶および持続可
能な開発の促進という目標に向けた進展はごく限
られている。

　後発開発途上国の貧困を削減するためには、５
つの主要な分野でいっそうの努力を傾けることが
必要となろう。国家開発戦略、政府開発援助、債
務の全面的免除、公正な貿易およびドナーによ
るいっそうの技術的援助である43。2005年には、
７月の主要８カ国（G8）首脳会議と９月の世界
サミットの場においていくつかの措置に関する合
意が成立したことにより、後発開発途上国を対象
とした政府開発援助の増額および対外債務負担
の削減に向けて若干の進展が期待される。しかし
開発戦略を真に実効的かつ持続可能なものとする
ためには、後発開発途上国人口のおよそ半数を占
める子どもたちにいっそうの焦点を当てることが
必要となる。第４章で立証されるように、貧困削
減プロセスの、とくに予算の修正を図り、後発開
発途上国で暮らす数百万人の子どもたちが直面し
ている剥奪状況を軽減するために必要な社会開発

に、資源を拡充または再配分しなければならない。
これに加えて、世界でもっとも窮乏している国々
もミレニアム・アジェンダを確実に達成すること
ができるよう、政府開発援助、債務削減および公
正な貿易の面で、さらに大胆な取り組みが必要に
なろう。

子どもと女性を守るために、紛争の解決と防止が
必要である

　武力紛争の防止と解決は、ミレニアム・アジェ
ンダが目指している平和と安全保障の中心的目標
であり、このことはミレニアム宣言の中で詳しく
述べられている。武力紛争の被害を受けるおそれ
がもっとも大きいのは子どもと女性であって――
1990年以降、武力紛争による民間人死亡者のお
よそ８割を子どもと女性が占めている44――、子
どもと女性が保護され、必要不可欠なサービスを
受けられるようにするためには、紛争の防止と解
決がきわめて重要である。紛争が起こってしまっ
た場合の緊急対応には、必要不可欠なサービス・
財の提供のみならず、家族がばらばらに引き裂か
れることを避けるとともに、離れ離れになってし
まった家族の再会支援、学校教育の再開、子ども
の保護の組織化、HIV／エイズの予防を含めなけ
ればならない45。
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「子どもとエイズ」世界キャンペーン

　１分に１人、15歳未満の子どもがエ
イズ関連の疾病で命を失っているa。１
分に１人、15歳未満の子どもがHIV陽性
になっている。１分に４人、15～24歳
の若者がHIVに感染しているb。

　これらの厳然たる事実は、HIV／エイズ
が子どもと若者に及ぼしているすさまじ
い影響を裏書きするものである。もっとも
大きな打撃を受けているのはサハラ以南
のアフリカの子どもたちだが、HIVの流行
を阻止し、減少に転じることができない
かぎり、HIV感染者の絶対数では、2010
年までにアジアがサハラ以南のアフリカ
を上回ることが確実な情勢であるc。親を
失い、権利を侵害されやすい立場に置か
れ、あるいはHIVとともに生きている数
百万人の子ども・青少年・若者は、ケア
と保護を今すぐ必要としている。HIV感
染率およびエイズ関連の死因による死亡
率が今後も上昇していけば、たとえ予防・
治療プログラムが拡大されたとしても、
数十年にわたって危機が続いていくこと
になろう。

　HIV／エイズは数百万人の子どもから
子ども時代を奪っている。この病気は、
貧困、栄養不良、基本的な社会サービス
へのアクセスの不十分さ、差別と偏見、
男女の不平等、女性・女子の性的搾取を
はじめとする排除を引き起こす諸要因を
悪化させるのである。

　各国政府は、2001年の国連HIV／エ
イズ特別総会で採択された政治宣言にお
いて、HIV／エイズが子どもたちに及ぼ
す影響に対処していくという決意を表明
した。しかし進展は遅々たるものである。
子どもたちは、HIV／エイズに関する戦
略の起草、政策の策定、予算の配分にあ
たって見過ごされることが多い。2005
年の世界サミットで、世界の指導者らは、
予防、ケア、治療、支援および追加的資
源の動員を通じてHIV／エイズへの対応
を強化すると誓約した。

　2005年10月に開始された「子どもと

エイズ」世界キャンペーン̶̶子どもた
ちのためにエイズと闘おう̶̶は、子ど
もと青少年をHIV／エイズ戦略の対象に
含めるだけではなく、その焦点の中心に
据えることを目指す共同行動である。こ
のキャンペーンの全般的目的は、2015
年までにHIV／エイズの蔓延を阻止し、
減少させ始めることを目指すミレニアム
開発目標６の達成にある。キャンペーン
の目標を達成することができれば、他の
ミレニアム開発目標にとってもよい結果
につながるはずである。

　世界全体を対象とするキャンペーンで
はあるが、そこではもっとも大きな影響
を受けているサハラ以南のアフリカ諸国
に強い焦点が当てられている。ここは、
世界でもっともHIV有病率が高い25カ国
中24カ国が集中する地域であるd。キャ
ンペーンでは、国別プログラムのなかで、
「４つのＰ」と呼ばれる主要４分野で子
どもに焦点を当てた枠組みを提供するこ
とを目指している。

青少年・若者の感染を予防する
Prevent infection among
adolescents and young people

　若者に優しく、ジェンダーに配慮した
予防のための情報、ライフスキルおよび
サービスへのアクセスを向上させ、利用
度を高めることにより、HIV感染リスク
を低めるとともに、感染しやすい状況を
改善する。

HIVの母子感染を予防する
Prevent mother-to-child
HIV transmission

　妊娠中のHIV陽性の女子・女性から子
どもへのウィルス感染を防ぐ、効果的か
つ経済的に負担可能なサービスの提供を
増やす。HIVに感染した子ども・妊婦に
対し、ケア・支援・治療プログラムを優
先的に提供する。

小児治療を提供する
Provide paediatric treatment

　日和見感染症を予防するため、コトリ
モクサゾールのような経済的に負担可能
な小児HIV治療薬を提供する。

HIV／エイズの影響を受けている
子どもを保護・支援する
Protect and support children
affected by HIV/AIDS

　支援を必要とするより多くの子どもた
ちが、家庭・コミュニティ・政府による
良質な支援（教育、保健ケア、出生登録、
栄養、心理社会的支援を含む）を確実に
受けられるようにする。

　「子どもとエイズ」世界キャンペーン
には、国際社会のあらゆる部門からパー
トナーが参加している。キャンペーンが
目指すのは、できるだけ多くの人々・組
織・機関をその行動の呼びかけのもとに
団結させることである。当初から、こ
のキャンペーンは調和を図るための種々
のアプローチのなかに位置づけられてき
た。とくに、各国政府・国際機関・ドナー・
市民社会が一致して支持した「３つの統
一（Three Ones）」原則、HIV／エイズ
とともに生きる300万人の人々に持続可
能な治療を提供することを目指す世界保
健機関（WHO）と国連エイズ合同計画
（UNAIDS）の「スリー・バイ・ファイ
ブ（3 by 5）」イニシアティブ、そして
国レベルの貧困削減戦略をこのようなア
プローチとして挙げることができる。

　各国政府と諸機関、活動家と社会科学
者、企業とコミュニティ・ワーカー、そ
してその他のできるだけ多くの人々が
パートナーシップを組み、現在の子ども
世代がHIV／エイズの苦しい負担を背負
う最後の世代となるように、キャンペー
ンを遂行していくことになろう。

p.91の注参照。
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「脆弱」な国家に暮らす子どもたちを忘れてはな
らない

　「脆弱」な国家には特段の注意を向けることが
必要とされる。政府が機能不全に陥っているため
に、何らかの政策を実施したり、人道援助以外の
開発援助を受けるための努力が厄介なものとなっ
てしまうためである。とはいえ、こうした国々の
政府に̶̶そしてこれらの国々の内部で相当の権
限を行使している国家以外の主体に̶̶関与して
いくことは、そこに暮らす子どもたちを排除から
守るためにはきわめて重要な場合が多い。国の失
策・過怠を理由に、国際社会がその国の子どもた
ちを忘れ去ることは、けっしてあってはならない
のである。

HIV／エイズが子どもに及ぼす影響を緩和する
ための世界的キャンペーンが進行中である

　国際社会は、一連のイニシアティブを通じて
HIV／エイズと闘うための努力を強化しつつあ
る。このような努力は、この病気の蔓延を食いと
め、治療が幅広く利用できるようにするためにき
わめて重要である。しかし、HIV／エイズが子ど
もや青少年、とくに女子に及ぼす影響、そして彼
らを感染と排除の両方から保護する方法に、いっ
そうの注意を向けなければならない。このため、
ユニセフとそのパートナー機関・団体は、子ども
とエイズに関する世界的キャンペーンを開始した
（p.30のパネル参照）。

政府と社会は差別に堂々と立ち向かわなければな
らない

　差別に対する取り組みには多面的なアプローチ
が必要となる。差別を構成する多くの要素は長年
にわたって社会が保持してきた態度に根ざすもの
であり、政府、市民社会、メディアが正面から向
き合いたがらないことがしばしばある。しかし、
子どもたちとの約束を果たそうと思うのならば、
これに正面から向き合わなければならない。女性・
女子、民族的集団、先住民族集団、障害者が直面
している排除に対応するための、対象を明確に定
めた取り組みが、差別を禁止する法律、これらの
集団のニーズおよび福祉に関するいっそうの調査
研究とともに必要である。しかしこのような措置
を単発的にとるだけでは、差別を少なくするのに
役立つだけで、その根本的原因に対処することに
はならない。これらの取り組みによって永続的な
変革をもたらすためには、差別を助長・容認する
社会の態度について̶̶メディアと市民社会を巻
き込みながら̶̶目をそらさずに、開かれた議論
を併行して進めていくことが必要となる。差別に
よって排除のおそれに直面している子どもたちの
未来は、このような勇気ある行動をとることがで
きるかどうかにかかっている。

迅速かつ断固とした行動が必要である

　子ども時代は、極度の貧困が根絶され、武力紛
争やHIV／エイズの流行が収まり、あるいは差別
や不平等を根づかせている態度に政府と社会が
堂々と向き合うようになる日を待っていることは
できない。いったん過ぎ去れば、子ども時代は二
度と取り戻すことができないのである。数百万人
の子どもたちの子ども時代と未来は、これらの脅
威に対応するために、迅速かつ断固とした行動が
いまとられるか否かにかかっている。
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極度の貧困と相対的貧困： 排除の前兆

　ミレニアム開発目標１は、2015年までに極度の貧困
を半減させることに焦点を当てている。貧困を測定する
うえでもっとも広く利用されている尺度は１日の所得が
１ドル未満の人口比率だが、貧困にはさまざまな定義が
あり、子どもにもさまざまな形で影響を及ぼしている。
子どもはおとなとは異なる形で極度の貧困を経験するの
であって、子どもの貧困は世帯所得の観点だけで理解す
ることはできず、対応も子どもが現実に経験している
ことを考慮に入れたものでなければならない。子どもに
とって、貧困とは物質的剥奪であると同時に発達面での
剥奪でもあるのだ*。貧困を原因とする排除は、生涯に
わたって影響を及ぼしかねない。

　しかし、子どもは極度の貧困下で暮らしていなくて
も排除されていると感じる場合がある。研究が示すとこ
ろによれば、自分の家族の物質的状況が、コミュニティ
で「普通」と見なされている世帯とは異なると考えてい
る場合、子どもはその影響を強く感じるのである**。こ
の相対的剥奪の概念は、自分がどの程度裕福であるか、
または剥奪された状況にあるか̶̶自分たちにふさわし
い、あるいは自分たちが期待できる状況とはどのような
ものであるか̶̶という判断は、他者との比較を通じて
なされるものである、という考え方にもとづいている。
国内または領域内での富の配分状況を、社会でもっとも
富裕な層ともっとも貧しい層がそれぞれ利用できる資源
の差を比較することによって測定するのは、不平等を測
る簡単な方法のひとつである。

　数百万人の人々が直面している極度の貧困に終止符を
打つという目標が達成されたとしても、相対的剥奪̶̶
子どもとその家族が直面する不平等と排除̶̶は、平等
と社会的流動性を促進する具体的措置が追求されないか
ぎり続いていくことになろう。そのような措置には、教
育、保健ケア、そしてすべての子どもの権利を充足す
るためのその他の介入策に資源を配分することが含まれ
る。

* UNICEF, State of the World ’s Children 2005, New York, 2004, p.16. （邦訳『世
界子供白書2005』(財)日本ユニセフ協会・2005年）

** たとえばChristian Children's Fund, Children in Poverty: The Voices of Children, 
2003参照。

世界平均

後発開発途上国
開発途上国

中東と北アフリカ
中央・東ヨーロッパ
ラテンアメリカとカリブ海諸国
東アジアと太平洋諸国

南アジア
東部・南部アフリカ

西部・中部アフリカ55%

38%

33%

14%

10%

4%

3%

22%

41%

21%

出典：統計表７（pp.122-125）で報告されているWorld Bank, 2005 World 
Development Indicatorsより。

１日１ドル未満で生活している人々の
人口比率（地域別）
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この地図は、いずれかの国もしくは地域の法的地位また
はいずれかの国境の確定に関するユニセフの立場を反映
するものではない。
点線は、インドとパキスタンが合意したジャンムー・カシ
ミールのおおよその統治線を表したものである。ジャン
ムー・カシミールの地位の確定については当事者の合意
が得られていない。

適正な生活水準

所得配分： もっとも富裕な10％と
もっとも貧しい10％の格差

データなし

０ - ９倍

10 - 19倍

20 - 39倍

40 - 59倍

60倍以上

出典： UNDP Human Development Report 2004.（国連開発計画『人間開発報告書2004』）

  %
１日１ドル未満で生活している人々の
人口比率（２％を超える国）

出典：World Bank, 2005 World Development Indicators.
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何が問題か：極端な場合には、子どもたちは姿の見えない存在となり、家庭やコ
ミュニティ、社会の視界から、そして政府やドナー、市民社会、メディア、はて
は他の子どもたちの視界からさえ、実質的に姿を消してしまう。数百万人の子ど
もたちの存在が見えなくなってしまう主な原因は、保護に対する権利の侵害であ
る。このような権利侵害がどの程度の規模で生じているのか、確実な証拠を手に
することは困難だが、子どもが姿の見えない存在となるおそれを高めるうえで、
いくつかの要因が中心的役割を果たしているように思われる。正式な身分登録が
存在しないか、身元証明が失われてしまうこと、親のケアを受けていない子ども
に対する国の保護が不十分であること、人身売買や強制労働を通じて子どもが搾
取されること、そして結婚や危険な労働、戦闘といったおとなの役割を子どもが
あまりにも早く担わされてしまうことなどである。これらの要因の影響を受けて
いる子どもとしては、出生時に登録されなかった子ども、難民・避難民の子ども、
親を失った子ども、ストリート・チルドレン、こう留されている子ども、早婚を
させられた子ども、危険な労働や戦闘に従事させられている子ども、人身売買の
対象とされた子ども、家庭内労働に出された子どもなどが挙げられる。

何をなすべきか：子どもを姿の見えない存在にさせないためには、子どもにとっ
て保護的な環境をつくりだすことが必要である。保護的な環境の鍵となる要素と
しては、次のようなものを挙げることができる。

•子どもをケア・保護する家族およびコミュニティの能力を強化すること。
• もっとも排除され、姿の見えない存在となっている子どもたちを対象とした予
算上の支援を行い、社会福祉政策を採用することにより、子どもを保護する約
束を政府が履行すること。
• 子どもの権利および保護に関わる国内法・国際法を採択・批准・施行すること。
• 子どもに対する犯罪を行った者を訴追するとともに、被害を受けた子どもを犯
罪者扱いしないようにすること。
• 虐待を助長する、または虐待につながる態度、偏見、考え方および慣行につい
て、市民社会とメディアが開かれた議論を行うこと。
• 子どもが自分の権利を知り、その権利を行使するよう奨励されるとともに、虐
待や搾取から身を守るために欠かせないライフスキルと情報を身につけられる
ようにすること。
• 基本的な社会サービスを、すべての子どもが差別なく利用できるようにするこ
と。
• 虐待や搾取のモニタリング、透明性が確保された報告、および監督が行われる
ようにすること。

　保護的な環境づくりの鍵となるのは、責任である。社会を構成するすべての人々
が、子どもが姿の見えない存在とならぬよう役割を果たすことができる。子ども
を保護する第一義的責任は家族と国にあるが、虐待の悪循環を打破するためには、
個人と諸機関があらゆるレベルで継続的・持続的な努力を行うことが必要不可欠
なのである。

姿の見えない子どもたち
3世界子供白書2006

要約子どもたちは、保護を受ける権利が
充足されなければ「姿の見えない」
存在となるおそれがある

　排除の根本的原因̶̶極度の貧困、脆弱なガバ
ナンス（統治）、武力紛争、HIV／エイズ、不平
等、差別̶̶は、必要不可欠なサービスから子ど
もを排除するに留まらず、致命的な結果をもたら
す。またこれらの要因により、子どもが搾取され、
放置され、人身売買の対象となり、あるいは虐待
されるおそれを高める状況が強化されていく。た
とえば、武力紛争が生じた場合にしばしば起こる
法の支配の崩壊は、性的暴力や搾取を受けやすい
状態に子どもたちを晒しかねない。HIV／エイズ
によって親を失ったり、権利を侵害されやすい立
場に置かれた子どもたちは、教育を受け損なうお
それがいっそう大きくなるのみならず、コミュニ
ティのなかで汚名を着せられ、放置される可能性
もある。子どもの人身売買に関わる者たちは、富
裕層が暮らす郊外ではなく、スラムや最貧層のな
かからターゲットを探し求めるのである。

　子どもの権利条約を批准することにより、各国
政府は子どもを危害、虐待、搾取、暴力、放置か
ら守ると誓約した。しかし数百万人の子どもたち
にとって、このような保護を受ける権利の侵害こ
そが排除の主たる原因となっているのである。そ
の多くは、この章で取り上げる諸集団の複数に属
していると言える子どもたちだ。たとえば、強制
労働、危険な労働、搾取的労働に従事させられて
いる子どもの多くは人身売買された子どもである
し、ここで取り上げる子どもたちのかなりの部分
は出生時に登録されていなかったことが明らかに
なろう。保護を受ける権利の侵害に苦しむ子ども
たちは、社会の周縁に追いやられて排除の対象と
なり、売春から危険な労働に至る、おとなが経験
することのなかでもこれ以上ない最悪の事態に遭
遇している。そのため、子ども時代の要素のなか
でかろうじて失われずに残されるのは、より権利
を侵害されやすく、より搾取されやすいという立
場だけなのである。

　子どもたちは、権利が完全に充足されていると
きには、家庭、コミュニティ、社会のなかで見え
ない存在となることはなく、必要不可欠なサービ
スを受け、危害から保護されている。しかし親か
ら面倒をみてもらえなくなったり、家庭の中で暴©
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力や虐待に直面するときには、その存在が見えに
くくなる。学校に通っていなかったり、職場に閉
じ込められるなどして搾取されたり、家庭環境の
外で虐待や暴力の被害を受けたり、あるいは単に
子どもとして見なされたり取り扱ってもらえない
場合にも、コミュニティや社会の中で見えにくい
存在となるおそれが大きくなる。さらに、その存
在や身元が国によって法的にもしくは正式に認
知・記録されていなかったり、統計調査、政策、
プログラムから除外されることが日常化してしま
えば、子どもの姿は公的機関の視界から実質的に
消え去ってしまうのである。しかし、私たちの眼
の前に子どもたちがいるにも関わらず、その窮状
から目をそらしてしまう場合もある。路上で生活
し、働いている子どもがその例である。このよう
な子どもたちはいずれも例外なく一定水準の保護
を必要としているが、世界がそのような保護をこ
れまで提供してこなかったことは明らかである。

　極端な場合には、このような子どもたちは実質
的にすべての人々の視界から消え去ってしまう。
コミュニティや社会でその存在が見えなくなって
しまうのである。子どもの存在が見えなくなって
しまうおそれを高める保護の侵害がどのぐらいの
規模で生じているのか、確実な証拠を手にするこ
とは困難だが、多くの場合、次の４つの要因が中
心的役割を果たしているように思われる。正式な
身分登録が存在しないか身元証明書を失ってしま
うこと、親のケアを受けていない子どもに対する
国の保護が不十分であること、人身売買や強制労
働を通じて子どもが搾取されること、そして結婚、
危険な労働、戦闘への参加といったおとなとして
の役割を子どもがあまりにも早く担わされてしま
うことである。子どもの存在が見えなくなってし
まう原因はこれだけではないが、これらがもっと
も重要な要因に含まれることは確かであり、それ
によってもたらされる結果はしばしば子ども時代
をはるかに超えて影響を及ぼすことになる。

正式な身分登録・身元証明書類の喪失、
または欠如

　すべての子どもには、出生登録、国籍を取得す
る権利、親を知り、親によって養育される権利を
含め、正式な身元登録を有する権利がある。子ど
もの権利条約が第７条と８条で明確にしているよ
うに、これらの権利が尊重・執行されるようにす
ることは政府の義務である。正式な出生登録がな
されなければ、または身元証明書類がなければ、
子どもは教育や保健ケア、社会保障といった重要
なサービスを受けられなくなってしまう可能性が
ある。自然災害、避難、あるいは人身売買のよう
な搾取を通じて子どもと離れ離れになってしまっ
た家族の再会も、正式な身元証明書類がないため
に複雑な手続きを踏まなければならなくなってし
まうことが多い。身元証明書類を所持していない

ために排除に直面する子どもは少なくないが、そ
のおそれがもっとも大きいと考えられるのは、出
生時に登録されなかった子どもと、避難を余儀な
くされたり家族と離れ離れになってしまった子ど
もという、２つの集団である。

出生登録されなければ、子どもたちは
公式統計において存在しなくなってしまう

　2003年にこの世に生を受けながら出生登録を
されることのなかった、推定4,800万人の子ども
たち̶̶この年の総出生数の36%を占める子ど
もたち̶̶は、誕生の瞬間から排除の憂き目に
あっている１。子どもの身元が公式に認知・登録
されることは、子どもの権利条約７条でも定めら
れている基本的人権のひとつである。子どもは、
登録されることによって、政府が子どもを社会の
一員として法的に認めていることのもっともわか
りやすい証拠である出生証明書を手に入れること
ができる。出生証明書は子どもが親との間に有し
ている基本的関係の証明でもあり、一般的には国
籍を決定する根拠ともなる。

　出生登録は、その後の人生で、学校への入学か
ら病院での治療に至るまでの各種サービスを受け
る際に必要となる場合がある。子どもとの婚姻も、
その子が法定年齢に満たないと考えられても正確
な年齢が確定できなければ、訴追はほぼ不可能で
ある。出生登録をされなかった子どもは、法定年
齢に満たないのに軍隊に徴用されたり、法律に違
反した場合に成人として訴追・処罰されることの
ないように設けられている保護の対象からも、取
りこぼされる可能性がある。おとなになっても、
正規の職への応募やパスポートの申請、銀行口座
の開設ができなかったり、婚姻証明書を受けたり
選挙に参加することもできない可能性がある。社
会保障給付、家族手当、信用融資、年金を受け取
るためにも出生証明書が必要な場合がある２。

　出生登録のためのしくみはほとんどの国に存在
するが、実際に登録される出生件数は、インフラ、
行政能力、利用可能な資金、住んでいる場所の近
くで登録できるか、データ管理技術があるかどう
かといった諸条件に応じて、国によってまちまち
である。出生登録の重要性が見過ごされることは
少なくない。すべての人が法律により認知され、
その権利を守り、これらの権利の侵害がいかなる
形で起ころうとも見過ごされることのないように
するためには、出生登録がきわめて重要な手段で
あるという認識が依然として不足しているためで
ある３。

　登録は、社会一般からも、深刻な経済的困難に
直面している政府からも、戦争状態にある国から
も、毎日の生き残りのために奮闘している家族か
らも、重要なものと見なされない場合がある。子
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どもの成長や健康、教育、保護とは無関係な、形
式的な法律上の手続きにすぎないととらえられる
ことが多いのである。出生登録水準に影響を及ぼ
すその他の要因としては、十分な法的枠組みが存
在しているかどうか、出生登録に関する現行法の
施行状況、登録の実務面を支える十分なインフラ
が整っているかどうか、そして家族が登録の際に
遭遇する障壁（手数料や最寄りの登録所への距離
等）を挙げることができる４。

　ユニセフが行った最新の推計によれば、開発途
上国（中国を除く）では毎年、平均して出生の半
数以上̶̶55%̶̶が登録されておらず、サハ
ラ以南のアフリカではその割合が62%にまで達
している５。南アジアではこれよりもさらに高く、
70%である。出生時に法的身分を保障される権
利を否定されている世界の子どもたちのうち、半
数近くがこの地域に暮らしている。バングラデ
シュでは、出生時に登録されるのはすべての子ど
もの７%にすぎない。出生登録水準には大きなば
らつきがあり、出生登録率がほぼ100%に達した
パレスチナ自治区や朝鮮民主主義人民共和国のよ
うなところもあれば（2004年）、アフガニスタン

* 出生登録：調査の時点で出生登録されていた 5歳未満児の割合。この指標の分子には、調査者によって出生証明書が確認された子どもや、母親や世話人の証言によって出生登録が
確認されている子どもを含む。

地域平均：総数には各地域のすべての国が含まれているわけではない。しかし調査対象人口の 50%以上をカバーする十分なデータが入手できたため、ここで示した各地域の平均値
を算出することができた。東アジアと太平洋諸国、および開発途上国の平均値には中国が含まれていない。

データ範囲：ここで示した期間のうちデータが利用可能な直近の年のデータ。

出典：複数指標クラスター調査（MICS）、人口保健調査（DHS）およびその他の全国調査。

図3.1　 開発途上国における出生登録*

やウガンダ、タンザニアのように７%に満たない
国もある６。

　出生の未登録は、国内・領域内におけるその他
の形態の社会的周縁化および格差を示す指標とし
ても機能しうる。登録されていない子どもは貧困
世帯の子どもである可能性がより高いのである。
2003年にタンザニアで行われた世帯調査によれ
ば、最富裕層20%に属する家庭に生まれた子ど
もが出生時に登録される確率は、最貧層20%の
世帯で暮らす子どもの10倍を超えていた７。居住
地も登録を阻む重要な要因である。農村部の子ど
もが出生登録されない確率は、都市部の子どもの
1.7倍にのぼる。出生登録率の格差を助長するそ
の他の要因には、母親の教育程度、親の死亡、宗
教、民族などがある８。
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難民・避難民の子どもと女性は
避難先で存在が見えなくなることが多い

　2004年末現在、世界中の全難民のおよそ48%
が子どもであった９。同じ年、紛争ないし人権侵
害による国内避難民の総数はざっと2,500万人に
のぼっていた10。

　難民・国内避難民の子どもたちは、避難途中、
あるいは避難先の国・場所で暴力や不安定な環境
に晒され、多くの危険に直面する。家族から引き
離され、住む家を失い、健康や教育を脅かす貧弱
な条件下で暮らさなければならない場合があるの
だ。

　避難生活のなかでは、出生登録や旅券の発行が
困難になり、避難民は本来有する身元証明の権利
を侵害される可能性が出てくる。難民であれ避難
民であれ、適正な身元証明書を持たずに家を離れ
なければならない事態に陥っていたことも考えら
れ、こうした場合は、身元を証明することが難し
くなる。そうなると、教育や保健ケアといった基
本的な社会サービスを受ける権利や、国内の別の
場所で働く権利があることを証明することもでき
なくなるのである11。

　難民・国内避難民の子どもたちは、家族の保護
を失ったり、そのニーズや課題に対応するための
資源が不十分な場合、武装集団・軍隊による軍事
的徴用や、虐待・性的搾取の対象となるおそれが
きわめて大きくなる。女子は、拉致、人身売買、
そして戦争の武器として使用されるレイプなどの
性的暴力を受けるおそれがとくに大きくなる。

　避難が長期に及び、また避難している子どもが
受入れ先の地域の人々と異なる民族的・言語的背
景を有しているときは、差別の対象となり、その
結果学校に通いにくくなる場合がある12。帰還し
たときにも、国内避難民か難民かを問わず、自分
の家や土地が他の者（地方当局を含む）によって
占拠されている可能性もあり、その際に財産所有
権を証明できないこともある。危機や暴力のさな
かに他の人々が地元に留まったにも関わらず避難
したために、自分のコミュニティから拒絶される
こともある13。

　難民・避難民の子どもたちに対して第一義的責
任を負っているのは各国政府である。しかし、国
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）には難民を
支援・保護する任務が与えられ、赤十字国際委員
会（ICRC）には、避難が武力紛争・国内暴力を
原因とする場合に国内避難民を支援する任務が委
ねられている。だが、国内避難民は難民のように
特定の国際条約による保護を受けておらず、道徳
的（法的ではない）拘束力を有する指導原則によっ
て保護されるのみである。

　国際社会とUNHCRは、難民の女性・子どもの
保護とケアを向上させるための国際的規範・政策・
指針を数多く作成してきた。しかし実際には、財
政的・人的資源がともに制約されているため、ま
た各機関でも国際社会でも平等な優先順位や説明
責任が確保されていないために、その適用・実施
にはいまなお乖

か い り

離が存在する14。各国政府（ドナー
諸国の政府であれ、国内避難民が存在する国また
は難民を受け入れている国の政府であれ）と国際
社会による支援協力が、難民・避難民の女性およ
び子どもを対象とした資源配分と効果的支援の実
施に失敗すれば、彼らが避難先で排除され、その
存在が見えなくなるおそれが出てくるのである。



� 姿の見えない子どもたち� ��

特別な支援を必要とする子どもに対する
国の保護が不十分

　子どものケアと保護に関する第一義的責任は家
族にある。しかし様々な事情̶̶とくに親が亡く
なったり、避難の途中で離れ離れになったり、家
庭内暴力や家庭内虐待、極度の貧困̶̶により、
愛情とケアに満ちた家族環境を奪われている子ど
もは多い。いかなる事情であれ、子どもが家族に
よる保護を受けられなくなった場合には、子ども
の権利条約20条および22条にもとづき、その子
どもに対して特別な保護と支援を提供する義務が
締約国にはある。

親のケアを受けていない子どもは、
国による保護が受けられなければ
権利を侵害されやすい立場に置かれ、
往々にしてその存在が見えなくなる

　あまりにも多くの子どもたちが、国からの支援
を受けられずにいる。むしろ、おとなの世界で自
立することを余儀なくされているのだ。となれば、
このような子どもたちが必要不可欠なサービスか
ら排除され、搾取されるおそれが強くなるのも当
然である。

　一時的にせよ、あるいは恒久的にせよ、家族に
よる保護を失った子どもたち̶̶締約国が特別な
ケアを行い、注意を払うことを約束した子どもた
ちは、こうした子どもたちばかりではない。締約
国は、条約20条および40条にもとづき、たとえ
ば施設やこう置所などですでに政府の管轄のもと
に置かれている子どもの保護も義務づけられてい
る。後者の場合、法律に違反した子どもの尊厳と
価値を守ることは政府の義務である。ところが、
ここでも、入手可能な証拠を見るかぎり、こう留
されている子どもは政府によるサービスを十分に
受けられずにいる可能性があるのだ。

　本節では、締約国による特別な支援を必要とし
ながら往々にしてその保護を受けられずにいる子
どもたちを取り上げ、その子どもたちの存在がど
のようにして消え去ってしまうのか、その危険性
を検証する。その子どもたちとは、親を失った子
どもたち、ストリート・チルドレン、そしてこう
留されている子どもたちである。

親を失った子どもは見えにくい存在となり、
保護が弱まる可能性がある

　一方または両方の親が亡くなった結果、自分自
身のみならず、弟や妹の生活にまで責任を負うこ
とを余儀なくされる子どもが増えている。こうし
た子どもたちの権利と成長には、悲劇的な結末が
待ち受けていることも多い。

　2003年末現在、親を失った18歳未満の孤児15

は、開発途上国93カ国に１億4,300万人いたと
推定されている16。親を失った子どもの数は、
2003年だけでも1,600万人を超える。このよ
うな憂慮すべき状況を助長している主な要因は
HIV／エイズの流行であり、これがなければ世界
の孤児の数は減少するはずであった17。

　孤児が最初に諦めなければならないのは、教育
であることが多い。孤児が学校に通えなくなる理
由は、家事の負担があまりにも重くなりすぎるこ
と、コミュニティの中で子どもを引き取った養育
者や拡大家族が教育関連の費用を負担する備えが
ないことなどである。こうなると、子どもたちは
ほかのサービスも受けられなくなり、暴力や虐待
から身を守る方法といったライフスキルや保健、
栄養に関わる重要な情報さえも得ることができな
くなるのである。

　孤児たちは、保護の権利を侵害される可能性が
よりいっそう高くなる。親が死亡すると、十分な
代替的養護システムが整っていない状況において
は、保護の傘がまったくなくなってしまうのであ
る。自力で暮らしている子どもたちは、虐待や搾
取を受けるおそれがはるかに大きい。国際労働機
関（ILO）の検証によれば、親を失った子どもた
ちはそうでない子どもに比べ、商業農園で、路上
の物売りとして、家庭内労働の従事者として、あ
るいは性産業で働く確率がはるかに高くなる。た
とえばエチオピアの首都アジスアベバでは、ある
研究で面接調査の対象とされた家庭内労働に従
事する子どものうち、28%が孤児であった18。ザ
ンビアで働いている̶̶多くは売春に従事してい
る̶̶子どもの調査では、３人にひとりの子ども
が一方または両方の親を失っていたことがわかっ
ている19。
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ストリート・チルドレンは、物理的には
目につきやすい存在であるにも関わらず、
無視され、疎まれ、排除されることが多い

 世界中の都市の路上や公共の広場で暮らし、働
いているストリート・チルドレンは、あらゆる子
どもたちのなかでも、物理的にはもっとも目につ
きすい集団のひとつに数えられる。しかし逆説的
なことに、彼らの存在はもっとも見えにくく、し
たがって教育や保健ケアといった重要なサービス
の対象に含めたり保護することがもっとも困難な
集団のひとつでもある。

　「ストリート・チルドレン」という言葉は、一
種のレッテルとして用いられ、偏見をもたらすこ
とがあるため問題がある。このような子どもたち
が直面している最大の問題のひとつは、一般社会
から忌まわしい存在としてとらえられ、脅威や犯
罪行動の源と見なされることである。それでも、
路上で暮らし、働いている子どもたちには、逆に
自分たちにアイデンティティや所属感を与えてく
れるものとして、この言葉を受け入れる子どもも
多い。幅広い範囲の子どもをカバーできるこの言
葉は便利ではあるが、これを使うことで、路上で
暮らし、働いている多くの子どもたちのさまざま
な生き様やそうなった理由の数々を覆い隠しては
ならない。子どもたちは、一人ひとりが固有な存

在であり、それぞれの視点やこだわりを持ってい
るのである20。

　ストリート・チルドレンの正確な人数を割り出
すことは不可能だが、世界中で数千万人に達する
ことはほぼ確実である21。世界人口が増加し、都
市化が速度をゆるめることなく続くなかで、その
数が増えている可能性は高い。2005年には、都
市住民の10人に６人が18歳未満であると予想さ
れている22。実際、先進工業国のもっとも豊かな
最大の都市も含め、世界のあらゆる都市には必ず
若干のストリート・チルドレンが存在しているの
だ。

　ほとんどのストリート・チルドレンは孤児では
ない。多くは依然として家族との接触を保ってお
り、世帯所得の足しにするために路上に働きに出
ている。その他の多くは家出をしているが、それ
は心理的・身体的・性的虐待を受けたためである
ことが多い。大多数は男子だが、その理由は、女
子は家庭での虐待・搾取状況を男子よりも長期間
耐え忍ぶためと考えられる（ただし、いったん家
や家族を離れると、家に帰ることは男子よりも少
ないのが一般的である）23。

　路上で生活するようになった子どもたちはあら
ゆる形態の搾取・虐待を受けやすくなり、毎日の

注：「孤児」とは、ここでは母親もしくは父親（または両方）を失った 18歳未満の子どもを指す。2010 年の数字は予想値である。

出典：Joint United Nations Programme on HIV/AIDS, United Nations Children's Fund, the United States Agency for International Development, Children on the Brink 2004: 
A joint report of new orphan estimates and a framework for action, UNAIDS/UNICEF/USAID, New York, July 2004.

図3.2　 親を失った18歳未満の子ども（サハラ以南のアフリカ、アジアおよびラテンアメリカ・
カリブ海諸国）
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生活も、子どもの権利条約に描かれた理想の子ど
も時代とはかけ離れたものとなる可能性が高い。
場合によっては、保護を託された者自身がこのよ
うな子どもたちに対する犯罪の加害者となること
もある。ストリート・チルドレンは警察その他の
公的機関とトラブルになることが多く、これまで
にもいやがらせや暴力を受けてきた。一斉検挙さ
れたり、市外に追いやられて放置される例もある。
「街を浄化する」という名目で自警団による殺人
の対象にもなってきたが、地元当局が加担したり
見て見ぬふりをすることも多い。

こう留されている子どもの存在は国家当局の目に
もっともはっきりと映るものでなければならない
が、多くの場合子どもとしての扱いを受けられず
にいる

　論理的に考えれば、刑事司法制度の対象とされ
た子どもはあらゆる子どものなかでもっとも目に
つきやすい集団のひとつであり、保健ケア・教育・
保護を提供する支援策を容易に利用できるはずで
ある。しかし、法律に違反した子どもは実質的に
子どもとして見なされなくなることが多い。逆に、
法律に違反したとされると、本来子ども時代に受
けられる保護はなくなるものと見なされ、犯罪を
犯した成人とまったく同じ取り扱いを受けるか、
さらに悪い場合には子どもという弱い立場につけ
こまれてしまうことがある。

　こう留されている子どもに関するデータは乏し
いが、推定によれば100万人を超える子どもたちが、
法律に違反した結果としてこう留されている24。し
かしこの分野で、情報不足を正当化することはで
きない。本白書で取り上げている他の多くの子ど
もたちとは異なり、ほとんどの国では、刑事司法
制度の対象とされた子どもたちは一定の手続きを
経ており、公的機関がその状況を検証することが
可能なのである。

　データは限られているものの、こう留中の子ど
もたちへの暴力的虐待が広範に行われている深刻
な問題であることははっきりしている。子どもの
権利委員会は、第37会期に、とくにブラジルで
司法制度の対象となった子どもたちに関する手続
き、およびその保護について多くの懸念を表明し
た。その中には、こう置所内での拷問や不法な殺
人に関する報告も含まれている25。

　子どもたちは、審判・公判の前後を問わず、こ
う留中に暴力を振るわれるおそれがある。こう留
中の成人、看守、警察官、あるいは収容されてい
る他の少年による身体的・性的暴力などである。
矯正計画自体が時として行き過ぎた暴力をともな
い、期限を定めずにこう留されたり長期にわたっ
て隔離されたり、あるいは過密かつ不衛生な状況
下で成人受刑者と一緒に収容される場合もある。

罪を犯した少年にいまだに死刑を適用している国
も、少数ながら存在する。こう留されている子ど
もへの暴力の問題は国連事務総長の「子どもへの
暴力に関する研究」でも取り上げられており、そ
の報告書が2006年に発表される予定である。

　国連事務総長研究の一環として2005年４月に
会議を行った国際的専門家らによれば、司法制度
における子どもへの暴力を助長する主な要因は次
のとおりであるとされる。

•  子どもへの暴力の加害者である法執行官、施
設および職員が刑事処罰されず、説明責任も
果たされていないこと。

•  罪を犯していない者のこう留も含め、こう留
（とくに審判・公判前のこう留）が過度に行わ
れていること。

•  公式の司法制度に代わるコミュニティを基盤
とした代替措置や、こう留に代わる手段（ケ
アおよび保護のための制度を含む）が存在し
ないこと。

•  成人からの分離や適切な施設を含む、適切な
少年司法制度が存在しないこと。

•  効果的かつ独立した不服申立て・調査手続き
や第三者による監視、非政府組織によるアク
セスをはじめとする、施設に対する外部統制
手段が用意されていないこと。
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　ストリート・チルドレンに関する公
式研究「ストリート・チルドレン研究」
（Estudio de Niños Callejeros）による
と、世界最大の都市メキシコシティの路
上では１万1,172人の子どもたちが暮ら
し、働いている。仕事は車やバスの洗車、
使い走り、ソフトドリンクの運搬などだ。
男の子たちは荷物の積み降ろしの仕事が
嫌いである。背骨を痛めるか、車にひか
れてしまうかのどちらかだからだ。暴力、
社会的不統合、環境悪化に加えて、スモッ
グやものすごい交通量、極度の貧困が生
活のあらゆる場面を彩る。麻薬や非行は
日常茶飯事である。

　子どもたちは、路上でフロントガラス
を洗ったり火を呑みこんだりしている。
だが、子どもたちが顔や手を使って披露
する手品に気をとめる通行人はほとんど
いない。彼らは道具を手にしてお客を待
つ。暗闇のなかでカウボーイ衣装の飾り
鋲がきらめき、つば広帽が光を放つ。ギ
ター弾き、バイオリン弾き、エリコのラッ
パ吹き、耳を傾けてくれる人を求めて歌
う歌手、曲芸師、道化師、手品師が彼ら
の姿である。彼らにとって赤色灯が消え
ることはない。とくにカップルたちがロ
マンチックな気分になり、いつもより数
ペソ余分に投げてくれる金曜日と土曜日
には、夜中の３時から４時までショーが
続く。

　通行人は誰もが彼らに視線を向ける

が、その存在は見えない。彼らは存在し
ないのである。警察も目を向けるものの、
その存在を認識することはない。あらゆ
るものが彼らを孤立させ、あらゆるもの
が彼らを非難する。

　学校は、このような子どもたちにさら
なる苦しみをもたらす。どんなに純真無
垢な子どもたちでも同じだ。彼らにとっ
て、教わったことを記憶しておくことは
難しい。集中力がなくなってしまってい
るからだ。それに、屋根や壁に囲まれた
場所のことなど知りたくもない。路上ほ
どすばらしいものがあるだろうか? 路上
の甘い蜜はやみつきになる。

　路上ではすべてのものがむき出しだ。
現実も、食べ物も、目も、連帯も。あれ
これ説明しなければならないものなど何
もない。あらゆるものが正面から投げつ
けられる。きついあだ名も、無慈悲な笑
い声も、略奪も、冷笑も、あざけりも、けっ
して癒えることのない傷も、手荒な扱い
も、過酷さも。

　路上だけが彼らのものである。路上は
孤独を、拒絶を、そして与えられることの
ない愛を埋め合わせてくれる。路上は彼
らを誘い出す。家ではけっして手にする
ことのない金を与えてくれる。リズムを、
テンポを、打てば響くような報いを与え
てくれる。「俺は大物だ。大したものなん
だ。晩飯の金だって稼ぎ出せるんだから」

　このような子どもたちの時間感覚は普
通とは違う。今日が何曜日かなど気にし
ない。何曜日かと考えると、わけがわか
らなくなる。時間とは、ひどい目にあっ
た時間のことだ。知っている季節といえ
ば乾季と雨季だけ。雨季（６月から９月）
はいやな季節である。午後になると、路
上のあらゆる活動が雨で動きを止めてし
まうからだ。ボール遊びもできなくなる。
彼らが大好きなボール遊びも。

　　　　　　　
作家・ジャーナリスト・教授であるエレ
ナ・ポニアトフスカは、パリ生まれでは
あるが、子どものころからメキシコ在住
である。有名な著作を何冊か執筆してお
り、グッゲンハイム・フェローシップ、
メキシコ国家文化芸術評議会による名誉
フェローシップ、メキシコ国家ジャーナ
リズム賞など数多くの賞・栄誉を受賞し
ている。

路上の子どもたち　エレナ・ポニアトフスカ

・  社会で暴力が「容認」されており、そのため
にあらゆるレベル（家庭・学校・コミュニティ）
で暴力が寛容に扱われていること。

・  法執行や少年司法に携わる職員に対し、研修
や意識啓発が行われていないこと。

・  「犯罪への断固たる対応」を旨とする政策、否
定的なメディア報道、ストリート・チルドレ
ンおよび社会経済的に不利な立場に置かれた
その他の子どもたちに対する差別的イメー
ジ26。

　政府には、こう留されている子どもたちを虐待
や有害な影響から保護する明確な責任がある。し
かし同時に、その子どもをそもそもこう留すべき
であるかどうかも自問しなければならない。こう
留はどんな場合でも最後の手段として用いられる
べきものだが、多くの場合、子どもや青少年によ
る反社会的・破壊的行動への当面の対応としてあ
まりにも安易に利用されている。あたかも、彼ら
を視界からも意識からも追い出すことは図らずも
生じる結果なのではなく、それ自体が目的である
かのようである。



� 姿の見えない子どもたち� ��

おとなとしての役割を担わされる
子どもたち

　子ども時代はおとな時代からは独立した空間で
あり、子どもが成長し、遊び、休息し、学ぶこと
のできる時期であるべきである。このような区別
は、おとなとは異なる子ども特有の諸権利を定め
た子どもの権利条約の精神を体現するものでもあ
る。

おとなとしての役割を担う子どもは、
もはや子どもと見なされないことが多い

　子どもの権利条約は、前文において、子どもの
身体と心がおとなほど成熟していないことを認め
ている27。そのため、おとなには適する役割も子
どもにとっては適切でないこともありうる。おと
なとしての役割を担うことによって子どもは必然
的に子ども時代を失うのであり、したがって排除
されたりその存在が見えなくなってしまうおそれ
も大きくなる。

　子どもたち、とくに女子は、家族（きょうだい
であることが多い）の世話をしたり、あるいは家
計を支えるために働き、しばしばおとなとしての
役割を担っている。こうした役割を担う以外に
選択肢がほとんど残されていない明らかな例とし
て、親を亡くした子ども、極度の貧困下で暮らす
子どもを挙げることができる。このような子ども
たちは、保護や必要不可欠なサービスから排除さ
れるおそれが大きい。

　おとなの役割を担うということは、身体的・精
神的な健康と成長の面で高い危険性をともなうこ
とが多い。このことは、戦闘、婚姻、危険な労働
という３つの役割についてとくに当てはまる。こ
れらの活動に従事する子どもたちは、子ども時代
を享受することを妨げられるのみならず、死亡し
たり、生涯にわたって影響を及ぼす重大な傷害を
負ってしまうおそれがある。

元子どもの兵士の社会復帰を妨げる障壁が、
子どもたちを孤立させる

　数十万人の子どもたちが、軍隊や武装集団の戦
闘員、伝令係、運搬係、料理係、性的奴隷として
武力紛争に巻き込まれている28。拉致されたり強
制的に徴用される子どももいれば、貧しさや虐待、
差別のために、あるいは自分や家族に向けられた
暴力への復讐のために参加する子どももいる29。
武装集団の管理下に置かれている間、このような
子どもたちは必要不可欠なサービスや保護から排
除されてしまう。

　子どもの兵士の徴用をやめさせ、家族やコミュ
ニティのもとに返すことが、彼らの排除に終止符

を打ち、さらなる権利侵害を防ぐために必要な前
提条件であることは明らかだ。武装解除・動員解
除・社会復帰（DDR）プログラムでは、バック・
トゥ・スクール（「学校に戻ろう」）イニシアティ
ブから心理社会的支援に至るまでのさまざまな取
り組みが採用されている。社会復帰のための支援
がコミュニティ全体を対象としたものになれば、
偏見を軽減することも可能となる。しかしこのよ
うな支援策にも関わらず、子どもの兵士の全面的
社会復帰を妨げる障壁の多くは相変わらず存在し
ている。

　とくに女子にとっては、DDRイニシアティブ
からもたらされる恩恵がそれほど大きくない場合
がある。セーブ・ザ・チルドレンの報告によれば、
コンゴ民主共和国の武装集団に関わっていた子ど
も向けの活動を開始して以降、同団体のプログラ
ムや一時ケア・センターの保護対象となった子ど
ものうち、女子は２%に満たなかったという。し
かしセーブ・ザ・チルドレンの推定によれば、武
装集団に関わっている子どもの実に４割は女子が
占めているのである。同様にシエラレオネでも、
民兵組織に加わっていたことがわかっている女子
のうち、DDRイニシアティブの恩恵を受けてい
た女子は５%にも満たなかったのである30。

　女子の子どもの兵士の人数は当たり前のように
過小に見積もられているし、女子は主として戦闘
員以外の役割を担っているために本当の兵士と見
なされないことが多い。そのため、正式な支援
やカウンセリングを何ら受けることなく、たくさ
んの心理社会的・身体的問題を抱えたままコミュ
ニティに帰る場合がほとんどである。さらに、拉
致されたり強制的に徴用された女子が、囚われの
身となっている間に産んだ乳児といっしょに帰還
すれば、レイプにともなう偏見、あるいはいわゆ
る「戦争ベビー」ないし「レイプで生まれた子」
を産んだことにともなう偏見のために、家族やコ
ミュニティから受け入れを拒絶される場合があ
る。紛争や民兵組織に関わっていたために姿の見
えない存在となっている女子たちが、DDRプロ
グラムからも除外されれば、さらなるベールを被
せられたも同然であり、その存在がますます見え
なくなることになる。

早婚によって、女子は子ども時代を奪われる

　毎年、数百万人の女子たちが早婚という形で姿
を消している。早婚とは、18歳未満で行われる、
正式な婚姻、または婚姻として認識される慣習上・
法律上の結びつきである。女子は、婚姻と同時に
子ども時代を放棄しておとなの女性としての役割
を果たすことが期待されており、性交、出産・子
育て、伝統的に妻に期待されているあらゆる家事
の義務などをただちに担うことになる。
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　彼女の目には涙がいっぱいたまってい
た。彼女は、きれいにアイロンのかかっ
たカバーオールの服を台無しにしないよ
う、あふれ出ようとする涙をこらえよう
と懸命だった。刑務所で過ごした５年半
にわたる日々のことをひとつひとつ細
かに話し始めると、やがて堰を切ったよ
うに涙があふれ出てきた。ンケイルカは
結婚していないのに妊娠したが、これは
彼女が属するナイジェリアのイグボ人コ
ミュニティの間ではタブーと見なされて
いる。1999年12月、当時15歳だったン
ケイルカは誰の助けも借りることなく自
宅で出産したが、子どもは合併症のため
に亡くなった。彼女はおじから新生児
を殺したと告発され、母親のモニカとと
もに逮捕されてアナンブラ州の刑務所に
連れて行かれた。21歳になったンケイ
ルカの将来は不透明である。刑務所に収
容されて正規の教育を受ける機会を奪わ
れ、これといったスキルも身に付けてい
ない彼女は、母親とともに家に戻ったと
きにコミュニティや家族からどのように
受け入れられるか、不安を感じている。

　まともな捜査は行われず、問われてい

る罪の証拠もまったく見つからず、事件
に関する書類の原本は行方不明になって
いた。ンケイルカと母親は、37名もの
女性が収容された房でおよそ1,971日間
を過ごした。「ナイジェリアで収監され
ている他の多くの子どもや若者とまった
く同様に、ンケイルカと彼女の母親は忘
れ去られてしまったのです」と、国際女
性法律家連盟（アナンブラ）のンコリカ・
エベデは語る。ユニセフが支援するプロ
ジェクトを通して、ふたりの釈放に尽力
した女性である。

　ナイジェリアでは、ンケイルカのほか
にも、刑務所や少年こう置センターに収
容されている子どもや若者が6,000人を
超えていたa。収容されている子どもの
約７割は初犯でありb、路上生活、万引き、
不登校、あるいはただ単に路上で徘徊・
たむろしていたといった軽微な理由で逮
捕されている。親や保護者から手に負え
ないとの要請を受けてこう留される子ど
ももいる。こうした子どもたちの多くは
家庭崩壊した家や貧しい大家族の出身、
あるいは孤児であったりする。エヌグに
ある女性受刑者福祉協会のウチェ・ン

ウォコチャによると、親の代わりに警察
にこう留された子どもたちもおり、なか
にはまだごく幼い子どももいるそうだ。

　若者、とくに女子は、家庭内暴力、レ
イプ、性的搾取、人身売買といった犯罪
行為の被害者となることもある。しか
し、とくに裁判につながる捜査の過程で
司法運営上の逸脱や遅延が生ずることに
より、このような被害を受けた子どもが
刑務所に収容されることもある。親は子
どもとの接触を断たれるし、当の子ども
は適正な手続きを経ることなく憂慮すべ
き環境でこう留されて成人犯罪者と一緒
にされ、身体的・性的虐待のおそれに直
面し、そしてしばしば保釈の権利も否定
される。実際の年齢よりも上であると認
めることを強要される子どもは多く、彼
らを成人として訴追するために警察が逮
捕状の年齢を書き換えることもある。

　ナイジェリアの刑務所では、教育や職
業訓練、あるいはレクリエーションがほ
とんど提供されない。ンケイルカはしば
らくの間、石鹸作りと縫製を教わった
が、そのクラスは2003年に突然終わっ

ナイジェリアでこう留される子ども・若者たち

　男子が早婚の対象とされることもあるとはい
え、その人数は女子のほうがはるかに多い。ユニ
セフが2005年に開発途上国49カ国を対象として
実施した世帯調査のデータの分析結果によれば、
南アジアでは15～24歳の女性の48%が18歳未満
で結婚していた（子どもの権利条約上、成人年齢
が18歳よりも低く定められている国を除き、女
子は18歳になるまでは子どもと見なされる）。ア
フリカの調査対象29カ国およびラテンアメリカ
とカリブ海地域の調査対象８カ国では、この割
合はそれぞれ42%と29%であった31。早婚の発生
率は国によって、また大陸によってさまざまであ
る。たとえばサハラ以南のアフリカの調査対象国
では、20～24歳の女性のうち18歳までに結婚し
ていた女性の割合がもっとも高いのはニジェール
で、77%に達していたのに対し、南アフリカでは
８%に留まっていた32。

　このような女子たちのなかには、非常に幼い年
齢でむりやり結婚させられた者もいれば、まだ若
すぎてその意味を理解したり、配偶者の選択にお
いて何らかの積極的役割を果たすこともできない

ままに婚姻を受け入れた者もいる。早婚が慣行と
なっている地域では、早婚が長年にわたって確立
された伝統となっていることが通例であり、抗議
の声を上げることは、困難であるというよりもほ
とんど不可能である。早婚は、夫の世帯で暮らす
ことによって女性が男性の確固たる管理下に置か
れることにつながり、また婚姻前の性交から女性
を保護するものともされている。多くの社会では、
思春期に発達しうる独立心が、従属的地位にある
ことを期待される女性にとって好ましくない属性
ととらえられており、したがって早婚は都合のよ
い解決策となっている。早婚によって自立の種が
もぎ取られ、自我意識の発達を抑制し、実質的に
思春期をないものとしてしまうからである。

　貧困は早婚の慣行を支えるもうひとつの要因で
ある。婚姻は女子にとって、とくに夫が年上で富
裕な場合、生存のための手段ととらえられること
がある。たとえばユニセフが2000年に西アフリ
カで実施した研究によると、経済的困窮と早婚の
増加には、通常は早婚を行っていないいくつかの
住民集団の間でさえ、相関関係がみられた33。東
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アフリカからも、HIV／エイズで親を失った女子
を養う養育者が、その子を育てることが難しいと
考え、早婚をするよう仕向けるケースが増えてい
るとの報告がある34。

　どのような形で行われるにせよ、早婚は子ども
と青少年の権利を脅かすものである。婚姻は、（両
当事者の）自由かつ完全な合意によって成立する
と世界人権宣言では認められているし、女子差別
撤廃条約16条では「子どもの婚約および婚姻は、
法的効果を有しない…」と規定されている35。早
婚により、子どものあらゆる教育上の発達や機会
に終止符が打たれかねない。そして、早婚が生涯
にわたる家庭内従属・性的従属への入り口になる
ことがあまりに多い。

　早婚は年端のいかない女子にとって身体的な害
を及ぼすものでもある。とくに早すぎる妊娠と出
産により、赤ちゃんと母親が死亡するおそれは圧
倒的に高くなる。妊娠に関連した死亡は、結婚し
ているか否かに関わらず、世界中の15～19歳の
女子の死因の筆頭となっている。15歳未満の女

子が死亡する確率は、20代の女性の５倍にのぼ
る36。その子どもたちの生存率も通常より低い。
母親が18歳未満である場合、その子どもが生後
１年以内に死亡する確率は、20歳以上の母親か
ら生まれた子どもよりも60%も高いのである37。

てしまったという。こう留中の若者が利
用できるカウンセリング・サービスは限
られているか、まったく存在しない。こ
う留中、約９割の若者はまともな食事や
就寝設備を与えられず、トイレや入浴設
備も十分に利用できないため、体調を崩
したり病気にかかりやすくなる。ンケイ
ルカと母親は同房者が女性だったので幸
運だった。他の女性受刑者の多くは混合
房に収容されるため、性的虐待や搾取を
受けるおそれが大きくなるのである。

　少年裁判所は存在しないので、子ども
や若者は成人を対象とする裁判所で裁か
れる。また、弁護士を確保したり保釈金
を支払う資力がないため、刑務所に長期
間収容されることが多い。刑務所に収容
された少年はしばしば家族や友人から
切り離される。警察や司法制度に対する
恐怖と不信感が深く根づいているため、
人々は、加害者であるか被害者であるか
を問わず、法律と関わりを持ったものを
避けるからだ。さらに、社会からの偏見
や拒絶によって、被害者の社会復帰にも
悪影響が及ぶ。５年半の収監中にンケイ
ルカに面会に来たのはきょうだいただひ

とりであり、それも釈放予定日の１週間
前のことだった。

　2003年以降、ユニセフのナイジェリ
ア事務所は、法律に違反した少年の処遇
と法的支援改善のための支援を行ってい
る。国家人権委員会、ナイジェリア弁護
士協会、地元非政府組織との提携にもと
づいて進められている「少年司法運営」
プロジェクトの一環として、弁護士協会
で免許を更新する弁護士を対象に無料
サービスが導入・制度化された。ユニセ
フは、裁判官、警察官、刑務所職員、弁
護士、少年司法の運営に携わるソーシャ
ルワーカーの研修も支援している。この
ような研修により、子ども・若者・女性
を対象とする無償の法的サービスの提供
が強化された。

　このプロジェクトはこう留される子ど
もの削減を目指しており、ナイジェリア
南部の３つの州で実験的に開始されたも
のである。2005年半ばまでにこのプロ
ジェクトの恩恵を受けた子どもは、３州
でおよそ600人にのぼる。子どもたちは、
刑務所やこう置所から釈放されたり、保

釈の許可、事件の棄却ないし和解による
解決、カウンセリング、継続中の案件へ
のプロジェクトによる対応など、いずれ
かの形で恩恵を受けたのである。

　プロジェクトの結果、こう留される子
ども・若者の人数は減少している。裁判
官の研修により、軽微な犯罪を理由とし
て少年に収監刑を言い渡すことに以前
よりも慎重な姿勢がとられるようになっ
た。警察官も、軽微な犯罪を理由として
少年を留置場に収容することを自制し、
ただちに裁判所に送致して処理を委ねる
ようになりつつある。このような成功を
踏まえ、このプロジェクトは、ナイジェ
リア警察との強力な連携のもと、新たに
９つの州で展開されている。

p.92の注参照。
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危険な形態の労働に従事する子どもは
重傷を負う危険に直面しており、
教育の機会を失うことも多い

　児童労働に従事する５～17歳の子どもは２億
4,600万人にのぼるというのが、国際労働機関
（ILO）の最新の推計である。その７割近い１億
7,100万人が、農業で化学薬品や農薬を扱ったり、
危険な機械を動かしたり、炭鉱のように危険な状
況・条件下で働いている。このうち約7,300万人
が10歳未満の子どもである38。子どもは身体的に
未成熟なため、おとなよりも労働関連の疾病にか
かったりケガを負いやすく、また自分の仕事や職
場にどのようなリスクがあるかもおとなほど認識
していない場合がある。疾病・ケガとは、刺し傷、
身体部位の破損もしくは完全な喪失、やけど・皮
膚病、視力・聴力障害、呼吸器・消化器系疾患、
野外や工場内で過度の熱に晒されることによる発
熱・頭痛などである。危険な児童労働による疾病・
ケガの件数が圧倒的に多いのは農業部門̶̶働く
子どもの３分の２が就労している̶̶だが、子ど
ものケガの発生率は建設・炭鉱部門がもっとも高
い。建設現場で働く子どもは、男子４人に１人、
女子３人に１人以上が労働に関連したケガを負っ

たり疾病にかかっている。炭鉱では、この割合は
男子６人に１人強、女子５人に１人である39。

　このようにケガや疾病、そして死亡のおそれさ
え存在するとはいえ、危険な労働に従事している
子どもたちが直面しているリスクはそれだけでは
ない。将来おとなになったときに、より危険度の
低い職業に就くための基盤となる教育を受ける機
会もしばしば失われるのである。図３.４がはっ
きりと証明しているように、危険か否かを問わず、
児童労働を根絶することが個人と社会にもたらす
経済的純便益は、そのために必要な経済的費用を
はるかに上回っている。

　最悪の形態の児童労働は相当の規模で広がって
いるため、ミレニアム・アジェンダ、特にその教
育分野における緊急の課題となっている。現在危
険な条件下で働いている数百万人の子どもたちに
手を差し伸べることができなければ、初等教育の
完全普及（ミレニアム開発目標２）や初等・中等
教育における男女平等（ミレニアム開発目標３の
鍵となる指標）という目標を達成することはでき
ない。重要な出発点は、ILO182号条約で定めら
れているように、最悪の形態の児童労働をただち

* 早婚：18 歳前に結婚していた、または婚姻として認められる法律上・慣習上の結びつきの関係にあった 20-24 歳の女性の割合。

地域平均：総数には各地域のすべての国が含まれているわけではない。しかし調査対象人口の 50%以上をカバーする十分なデータが入手できたため、ここで示した各地域の平均値
を算出することができた。東アジアと太平洋諸国および開発途上国の平均値には中国が含まれていない。

データ範囲：ここで示した期間のうちデータが利用可能な直近の年のデータ。

出典：複数指標クラスター調査（MICS）、人口保健調査（DHS）およびその他の全国調査。

図3.3　開発途上国における早婚*
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に根絶するための努力を強化することである。安
全で、質の高い教育を受けやすくすることこそ、
家族が子どもたちを学校に通わせるように促し、
また子どもが危険な労働に従事しないようにする
ための最善の方法にほかならない。

　開発途上国では、少なくとも200万人
の若い女性が、産科瘻孔（フィスチュラ）
の痛みと屈辱に満ちた、悲惨な結果に苦
しんでいる。産科瘻孔は通常、若い女
性の骨盤が小さすぎるため、あるいは赤
ちゃんが大きすぎたり、子宮内の体位が
よくないために分娩時に起こる合併症を
原因とするものである。膣と膀胱ないし
直腸（またはその両方）との間に孔が開
くため、尿や糞便が常に漏出する。瘻孔
に苦しむ女子や若い女性はコミュニティ
から追放され、家族からも見捨てられる
ことが多いため、物乞いとして困窮した
生活を余儀なくされることが多い。

　かつては欧米でも広く見られたが、近
代医療によって20世紀初頭には根絶さ
れた。しかし開発途上国ではいまなお一
般的である。栄養不良や発育不全のため
に難産の発生率が高いこと、文化的慣行
や貧困が早婚・早期妊娠につながってい
ること、保健ケアが概して利用できず、
利用できたとしてもきわめて限られてい
ることがその背景にある。

　女子たちは結婚後すぐに妊娠するよう
圧力をかけられることが多く、避妊サー
ビスを利用しようにもさまざまな障壁に
直面する場合がある。多くの国で早婚を
禁ずる法律が制定されているにも関わら
ず、開発途上国では8,200万人の女子が
18歳になる前に結婚すると見込まれて
いる。世界全体で見ると、15～19歳で

出産する女性・女子は毎年およそ1,400
万人にのぼる。

　10代の妊娠はリスクをともなうもの
であり、年齢が低いほどそのリスクも高
まる。15歳未満の女子が分娩時に死亡
する確率は20代の女性の５倍に達する。
難産の日々を乗り越えても、その多くは
瘻孔を患うことになる。このように、女
子の最初の妊娠を遅らせることは、瘻孔
や妊産婦の死亡を削減するうえできわめ
て重要な戦略であると同時に、公衆衛生
上の重要な問題でもある。

　瘻孔は予防可能であり、300米ドルも
しない手術によって治療することも可能
である。国連人口基金（UNFPA）は、
産科瘻孔が女性の人生に破滅的な影響を
及ぼしているとの証拠が次々と明らかに
なる事態を受けて、2003年に「フィス
チュラ撲滅グローバル・キャンペーン」
を開始した。キャンペーンには幅広い分
野のパートナーが参加しており、現在、
サハラ以南のアフリカおよび南アジアの
約30カ国と、若干のアラブ諸国で展開
されている。その長期的目標は、瘻孔が
開発途上国においても現在の先進工業国
と同じぐらい珍しい疾患となるようにす
ることである。

　キャンペーンの活動は、瘻孔の発生予
防、瘻孔を患っている女性の治療、治癒
後のコミュニティ復帰支援という形で進

められている。ニジェールでは、コミュ
ニティのヘルスワーカー600人が瘻孔予
防の基礎研修を受けた。ナイジェリアで
は545人の女性が手術を受けたほか、数
十人の医師や看護師が瘻孔ケアの研修を
受けている。チャドでは、所得創出プロ
ジェクトを通じ、数百人の女性が手術後
に新しいスキルを教わると同時に少額の
補助金の支給を受けた。

　キャンペーンに参加する国は３段階に
分けて活動を展開する。最初に行うのは、
問題の規模を把握し、どの程度の資源が
必要かを判断するための国別ニーズ評価
である。次に、明らかにされたニーズに
もとづいて国の対策を策定する。最後に、
予防、治療、治癒した患者のコミュニティ
への社会復帰に焦点を当てたプログラム
を実施するのである。

p.92の注参照。

早婚と瘻孔（ろうこう）
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図３.４　 児童労働撤廃の経済的費用および便益の総計
（2000-2020年）

 単位 :10億米ドル
 （購買力平価で換算）
経済的費用
   教育関連費用 493.4
   所得移転実施 10.7
   直接介入関連費用 9.4
   機会費用 246.8
   費用合計 760.3

経済的便益
   教育面での便益 5,078.4
   健康面での便益 28.0
   便益合計 5,106.4

経済的純便益（便益合計－費用合計） 4,346.1
   移転支出 213.6
財務的純便益  4,132.5
   （経済的純便益－移転支出）

出典：International Labour Organization, Investing in Every Child: An economic study on the 
costs and benefits of eliminating child labour, International Programme on the Elimination of 
Child Labour, ILO, Geneva, 2004.
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女性・女子

男性・男子

98%

2%

子どもの搾取

　2004年12月末に発生したインドネシアのスマ
トラ沖地震・津波の直後、子どもたち、とくに親
と離れ離れになった子どもたちが人身売買や搾取
の被害に遭う危険があるという懸念が広まった。
広範な権利侵害を防止するため、国際機関と各国
政府はただちに保護のための措置をとった。にも
関わらず、子どもの兵士の徴用の増加をはじめと
する搾取の事例が報告されている。このような事
例は、子どもが家族による保護を奪われたときに
ますます搾取されやすくなることを実証するもの
である。

　子どもの搾取を未然に防ぎ、加害者を正当に処
分することは国際的課題のなかでももっとも緊急
度の高い問題のひとつでありながら、十分な注意
が向けられていない。とりわけ、子どもの人身売
買̶̶その後は商業的性的労働、危険な労働、家
庭内労働の世界にむりやり放り込まれることが多
い̶̶は問題のかなりの部分を占めており、各国
政府・国際社会がともに特別な注意を向けるべき
課題である。搾取の被害を受けている子どもたち
は、おそらくはもっともその存在が見えなくなっ
ている集団のひとつであるといえる。たとえサー
ビスが利用可能な場合でも、加害者がサービスの
利用を邪魔するからである。

人身売買は子どもの権利の複合的侵害を
引き起こす

　子どもの人身売買の形態は多様である。むりや
り拉致される子どももいれば、だまされる子ども
もいる。お金を稼げるからと誘われ、斡旋されて
たどりつく先でどれほどの搾取が待ち受けている
かを疑うこともなく、人身売買の対象とされるこ
とを自ら選択する子どももいる。人身売買には常
に移動がともなっており、それは国内移動̶̶た
とえば農村地域から観光リゾートへ̶̶に留まる
こともあれば国境を越えることもある。人身売買
された子どもは最終目的地で非合法な地下社会の
一部となり、実質的に姿を消してしまう。

　この移動により、子どもたちは家族やコミュニ
ティ、支援ネットワークから切り離され、孤立状
態に置かれて、搾取の被害を圧倒的に受けやすく
なる。地元の言葉を話せない場所に運ばれ、助け
を求めたり逃げ出すことがいよいよ困難な状況に
置かれることにより、ますます無力にさせられる
ことも多い。このような子どもたちは、身元証明
書もなく不法に在留していることから、警察その
他の公的機関を信頼することも、市民としてサー
ビスを受ける権利を行使することもできないと考
えてしまう場合もある。

 人身売買の対象とされた子どもたちは、統計作 ©
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成者の目に映ることもほとんどない。このような
子どもに関するデータ収集が困難なのは周知のと
おりである。世界的状況について信頼性の高い統
計を作成することは不可能だが、毎年およそ120
万人の子どもが人身売買の被害に遭っていると推
定されている40。

　子どもの人身売買はつかみどころのない慣行で
あり、特定の法則も予測可能な展開もないが、地
域ごとに多いパターンをいくつか見出すことは可
能である。

図3.5　強制的な商業的性的搾取

出典：International Labour Organization, 'A Global Alliance against Forced Labour', ILO, Geneva, 
2005.
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•  西部・中部アフリカでもっとも一般的な形態
の人身売買は、子どもが他の家族に「引き取
られて」その家族の中で粗末に扱われるとい
う、伝統的な̶̶しばしば生きるための手段
としての̶̶慣行の延長線上にある。この慣
行は、家庭の内か外かを問わず、子どもの労
働力を搾取するために利用されることがます
ます多くなっている。子どもたちは人身売買
を通じてプランテーションや炭鉱に送り込ま
れることもあるし、紛争による影響を受けて
いる国々では民兵により直接拉致されること
もある。

•  東アジアと太平洋諸国では、ほとんどの人身
売買は児童売買春を目的として行われている。
ただし、農作業や工業労働のために斡旋され
ていく子どももいる。その主たる要因は貧困
であり、とくにこの地域の豊かな国々の需要
に応じて、という側面が強い。女子は通信販

売を通じて取り引きされる花嫁や家庭内労働
者としても斡旋されている。

•  南アジアの人身売買は、インド亜大陸に存在
するすさまじい規模の児童労働問題の一環と
して行われており、債務奴隷制に関わってい
ることが多い。債務奴隷制においては、子ど
もは債務返済のために実質的に「売り渡され
る」が、その債務は搾取をもくろむ者が意図
的に課したものであることもしばしばである。
これに加えて相当数の子どもたちが、売買春
やじゅうたん・衣料品の製造、建設作業、物
乞いといった他の目的のために人身売買の対
象とされている。

•  ヨーロッパでは、子どもは主として東側から
西側へと取り引きされていく。これは、ヨー
ロッパ大陸の豊かな国々に安い労働力や児童
買春の需要が存在することの反映である。開
かれた国境を悪用する組織犯罪集団が存在し、
子どもたちを非熟練労働や娯楽部門での労働、
売買春に送りこんでいる。

•  南北アメリカとカリブ海諸国では、目に見え
る形で行われている子どもの人身売買の多く
は観光産業によるもので、海岸リゾートを主
な舞台として繰り広げられている。これもま
た、児童買春や容易に搾取できる労働力に対
する需要を満たそうとするものである。国境
を越えて麻薬を運搬する犯罪者が人身売買に
も関与し始めているとの報告がある41。

 人身売買を通じてある形態の労働に追いこまれ
た子どもは、その後再び売買されて別の形態の労
働へと追いこまれることが多い。ネパールの農村
部出身の女子が、じゅうたん工場や街のホテルで
の仕事を斡旋された後、国境を越えてインドの性
産業へと売られていくのがその一例である。性産
業は、ほぼすべての国で、人身売買された子どもを
搾取する主要な形態となっており、これには組織
的かつ長期的な身体的・情緒的虐待がともなう42。

強制労働や家庭内労働に従事する子どもたちは
その存在がもっとも見えにくい
集団のひとつである

 推定840万人の子どもたちがおぞましい状況下
で働いている。債務奴隷、その他の形態の奴隷制
や売買春・ポルノグラフィーの世界にむりやり押
し込まれ、あるいは武力紛争やその他の不法な活
動への参加を強制されているのである43。

 ILOによれば、「強制労働はあらゆる地域で、そ
してあらゆる種類の経済で行われている。……強
制労働の強要という犯罪が処罰されることはめっ

図3.6　開発途上国における児童労働*

* 児童労働：子どもは、以下の分類で児童労働活動に従事したと見なされる。（a） 5-11 歳の子どもで調査
期間の直前の週に少なくとも 1時間の経済活動に従事しているか、もしくは少なくとも 28時間の家庭内
労働に従事している。（b）12-14 歳の子どもで調査期間の直前の週に少なくとも 14時間の経済活動に従
事しているか、もしくは経済活動と家庭内労働を合わせて少なくとも 42時間従事している。

地域平均：総数には各地域のすべての国が含まれているわけではない。しかし調査対象人口の 50%以上
をカバーする十分なデータが入手できたため、ここで示した各地域の平均値を算出することができた。東
アジアと太平洋諸国、および開発途上国の平均値には中国が含まれていない。

データ範囲：ここで示した期間のうちデータが利用可能な直近の年のデータ。

出典：複数指標クラスター調査（MICS）、人口保健調査（DHS）。
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たにない。……ほとんどの場合、強制労働の発生
件数に関する公式のデータは存在しないし、強制
労働が問題であるという意識が社会一般で広がっ
ているわけでもない。強制労働は、きわめてまれ
な例外を除き、依然として現代のもっとも闇に包
まれた問題のひとつなのである」44。

　債務奴隷制は、債務がどのようにして発生した
ものであれ、子どもを地主、事業主、金貸し業者
の完全な支配下に置くものであり、その状態は奴
隷制とほとんど区別がつかない。子どもたちはラ
テンアメリカで砂利を作ったり、南アジアでレン
ガを作ったり、サハラ以南のアフリカで石を切り
出したりしている45。危険な仕事である場合が多
く、子どもにふさわしいというにはあまりにも重
労働である。その労働条件は、子ども時代のあら
ゆる概念はもちろん、人権のあらゆる側面・原則
に反している。

　家庭内労働に従事している子どもたちも、働く
子どもたちのなかでもっとも存在の見えない集団
のひとつである。子どもたちは、公的機関による
監視の対象とされることなく個人の家のなかで働
かされ、その生活・労働条件はまさに雇用主の気
分次第である。世界中で家庭内労働に従事してい
る子どもの数は、この仕事の性質上数量化が不可
能だが、数百万人に達することは間違いない。こ
のような子どもたちの多くは女子であり、多くの
国では、家庭内労働が若い女子にとっての唯一の
就労先と見なされている（ただしネパールや南ア
フリカのように、男子のほうが女子よりも家庭内
労働に従事することが多いところもある）46。家
庭内労働で搾取される子どもは、食べ物と寝る場
所を与えられる以外にはほとんど、あるいはまっ
たく賃金を支払われないのが通例である。多く
は学校に通うことを全面的に禁じられるか、通学
がほとんど不可能になるような制限を課されてい
る。家庭内労働が24時間労働になることはあま
りにも多く、子どもは四六時中待機して雇用主の
家族全員の気まぐれに振り回されるのだ47。

　これに加えて、家庭内労働に従事する子どもは
身体的・心理的被害をとくに受けやすい立場に置
かれる。年齢や身体的能力にまったくふさわしく
ない仕事をさせられる子どもは多い。与えられる
食事は栄養的に不十分なものであることが多く、
雇用主の家族が食べている食事には似ても似つか
ない。たとえばハイチでは、家庭内労働に従事し
ている15歳の子どもは、同じ地域の家庭内労働
に従事していない同年齢の子どもよりも平均身長
が４センチ低く、平均体重は40ポンド（約18キ
ロ）少なかった48。要求された水準の仕事をしな
かったことに対する罰として、あるいは単に服従
を確保するための日常的手段として、身体的虐待
が再三にわたって加えられる。性的虐待を受ける
おそれも極めて高く、エルサルバドルで実施され

た迅速評価調査では、家庭内労働に従事している
女子の66%は身体的または心理的な（多くは性
的な）虐待を受けたことがあると報告しており、
また雇用主から性的行為を求められるおそれも常
にあることがわかっている49。

保護的な環境をつくりだすことによって
子どもたちを姿の見える存在にする

 すべての子どもには、保護的な環境で成長する
権利がある。それは、子どもたちを暴力、虐待、
放任から、そして搾取や差別から守るために、あ
らゆる要素が個別的・集団的に作用する環境であ
る。このような環境がなければ、子どもたちは排
除され、姿の見えない存在に陥るおそれがある。
さらに、子どもの保護を奪う虐待が根強く残っ
ていけば、あらゆるミレニアム開発目標の達成が
脅かされることになるのだ（p.53のパネル、「子
どもの保護とミレニアム開発目標のつながり」参
照）。

　保護に対する子どもの権利の侵害を防ぐ努力の
前には、いくつもの障壁が存在する。伝統的慣
行、容易に手を差し伸べられる子どもたちを対象
とするプログラムさえ実行しきれない国の能力の
欠如、法による統治の不在は、子どもの保護を妨
げる要因のひとつの例にすぎない。虐待を未然に
防ぐために、また虐待が実際に生じてしまった場
合に対応するためにも、広範かつ体系的な保護戦
略が必要である。

図3.7　 無条件に最悪な形態の児童労働*・搾取に従事して
いる子ども

（単位:1,000人、2000年）

* 無条件に最悪な形態の児童労働：ILO182 号条約 3条に掲げられた形態の労働に対応したもの。

出典：International Labour Organization, Every Child Counts: New global estimates on child labour, 
ILO, International Programme on the Elimination of Child Labour, Statistical Information and Monitoring 
Programme on Child Labour, April 2002.
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　保護的な環境は、子どもを搾取・暴力・
虐待から保護するために個別的・集合的
に作用する、相互に関連した諸要素から
構成されるものである。保護的な環境を
つくり出す責任の多くは政府にあるが、
社会の他の構成員にも義務はある。保護
的な環境の鍵となる諸要素は次のような
ものである。

 ・ 家族およびコミュニティの能力：　
子どもと交流するすべての者は、親
も、教師も、宗教的指導者も、保護
的な子育てを実践するとともに、搾
取・虐待を認知してそれに対応する
ための知識・スキル・心構えを身に
つけ、必要な支援を与えられるべき
である。

 ・ 政府の決意と能力：政府がなすべき
ことは、子どもの保護に予算面での
支援を行うこと、子どもの権利を守
るための適切な社会福祉政策をとる
こと、子どもの権利・保護に関わる
国際条約を留保なしで（またはほと
んど留保せずに）批准することであ
る。子どもの権利条約の2つの選択議
定書を批准することは、武力紛争と

搾取から子どもを保護するという決
意を実証する重要な機会となるだろ
う。

 ・ 法律の制定と施行：政府は、虐待・搾取・
暴力から子どもを保護する法律を施
行し、子どもに対する犯罪の加害者
を徹底して精力的に訴追するととも
に、被害を受けた子どもを犯罪者扱
いしないよう努めるべきである。

 ・ 態度と慣習：政府は、虐待を助長す
る、あるいは虐待につながる態度・
偏見・考え方を解消する行動をとる
べきである。子どもの尊厳を守る決
意を示すとともに、子どもを保護す
る責任を受け入れるよう一般大衆に
働きかけることが必要とされる。

 ・ 市民社会とメディアによる開かれた
議論：社会は、メディアと市民社会
グループを通じ、搾取や虐待、暴力に
正面から立ち向かうべきである。

 ・ 子どものライフスキル、知識および
参加：社会は、子どもたちに自分自
身の権利を理解させるとともに、そ

の権利を行使できるよう奨励し能力
の育成を図るべきである。また、虐待・
搾取から自分の身を守るために欠か
すことのできないスキルと情報を子
どもに提供することも必要である。

 ・ 必要不可欠なサービス：虐待の被害
者が自信と尊厳を保ちながらニーズ
を満たすことができるよう、サービ
スを整えるべきである。基本的な社会
サービスは、すべての子どもが差別な
く利用できるようにしなければなら
ない。

 ・ モニタリング、報告および監督：　
虐待・搾取についてはモニタリング、
透明性を確保した報告および監督が
行われるべきである。保護的な環境づ
くりの鍵は「責任」にある。社会を構
成するすべての人々が、暴力・虐待・
搾取から子どもを守ることに貢献で
きるのである。

　  p.92の注参照。

保護的な環境

　理想的な社会では、子どもたちは目に見える形
で保護を受けている。子どもに対するあらゆる形
態の暴力・虐待・搾取は社会的に受け入れられな
いものと見なされ、慣習・伝統においても女性や
子どもの権利が尊重されるからである。しかし大
多数の国や社会では、この理想はまだ完全に実現
されていない。女子差別撤廃条約（女子に対する
あらゆる形態の差別の撤廃に関する条約）５条は、
すべての締約国に対し、ジェンダーの不平等や定
型化された役割にもとづく偏見と慣習を撤廃する
べく、男女の社会的・文化的行動様式の修正に資
する措置をとるよう求めている。子どもの権利条
約で行われている一連の勧告も、子どもの権利を
守るために社会的慣行・行動様式を修正すること
の重要性を裏打ちするものである50。

　このような差別的行動様式に対する取り組みが
進められてきた国々では、目覚ましい成果が生ま
れている。たとえばソマリアでは、子どもの保護
に関わるデリケートな諸問題に関する研究が１万

人を超える子どもとおとなの参加を得て行われ、
バリ、ヌガル、ベナディール、ローワー・シャベレ、
ヒランの各地域で子どもの保護調整ネットワーク
が設けられた。ソマリランドを含む他の地域でも
同様の取り組みが進められている。各ネットワー
クは、ストリート・チルドレンの状況の改善、女
性器切除を根絶する努力の強化、国内避難民の子
どもの保護など、それぞれの活動重点分野につい
て合意を形成している51。

　自分が権利を有していることを知り、権利侵害
から身を守る方法を知っていれば、子どもたちは
搾取の被害に遭う可能性を少なくすることができ
るかもしれない。ヘルスワーカー、教員、警察官、
ソーシャルワーカーなど子どもたちを相手に仕事
をしている者は、子どもの保護を奪う虐待を見つ
け、それに対応する意志とスキルを身につけると
ともに、その権限を与えられるべきである。親やコ
ミュニティに対しては、自分たちの子どもを保護
するための手段と能力を与えなければならない。
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ミレニアム開発目標 
ミレニアム開発目標1：
極度の貧困と飢餓の撲滅

ミレニアム開発目標2：
普遍的初等教育の達成 

ミレニアム開発目標3：
ジェンダーの平等の推進と
女性の地位向上

ミレニアム開発目標4：
乳幼児死亡率の削減

ミレニアム開発目標5：
妊産婦の健康の向上

ミレニアム開発目標6：
HIV／エイズ、マラリアその他の疾病
の蔓延防止

ミレニアム開発目標7：
環境の持続可能性の確保

ミレニアム開発目標8：
開発のためのグローバル・パートナー
シップの推進

子どもの保護とミレニアム開発目標のつながり

   子どもの保護に関わる考慮事項
• 児童労働は国の人的資本を浪費する。
• 武力紛争は国の物理的・経済的・人的資源を消耗させ、また住民の強制移動に
つながる。

• 正確かつ完全な出生登録情報は、貧困・飢餓の問題に対処するあらゆる経済的
計画の前提条件である。

• 貧困と排除は、子どもの遺棄や、行き過ぎた公式・非公式の里親託置または施
設ケアを促進してしまい、子どもの成長を阻害する場合がある。

• 法制度において子どもの年齢が考慮されず、法律に違反した子どもがコミュニ
ティに上手に社会復帰できないとなれば、このような子どもたちが貧困に陥り、
社会の周縁に追いやられる可能性が高まる。 

• 武力紛争は教育を破壊する。
• 児童労働は子どもが学校に通う妨げとなる。
• 暴力は、安全かつ保護的な学習環境を阻害するものである。
• 早婚により、女子は学校に通うことができなくなる。
• 親のケアを受けていない子どもは、教育を受けられる可能性が高まるよう、適
切な家族環境のもとに置かなければならない。 

• 女子は男子に比べて家庭内労働に従事することが圧倒的に多く、そのため教育
への参加が妨げられている。

• 早婚により、女子は学校に通うことができなくなるとともに、コミュニティの
公的生活に参加する機会も制限されてしまう場合がある。

• 学校における暴力やいやがらせは、教育におけるジェンダーの平等を妨げる障
壁である。性的暴力・搾取・虐待は、女性と女子の地位向上を目指す努力を損
なう。 

• 子どもに対する暴力は乳幼児の死に至りかねない。
• 早婚と早すぎる出産は、妊産婦が死亡したり病気にかかるおそれを高める。
• 幼いときに母親から引き離された子ども、とくに施設環境に長期間置かれた子
どもは、早期に死亡するおそれが大きくなる。

• 早婚は母子双方の健康を脅かす。
• 性的暴力は望まない妊娠をもたらす可能性があるとともに、女性をHIV 感染
の危険に晒す。

• 女性器切除は、分娩中の妊婦の死亡や分娩後の合併症のおそれを高める。

• 最悪の形態の児童労働の多くは、HIV／エイズの流行の原因であると同時にそ
の結果でもある。

• 性的搾取・虐待・暴力により、男女の子どもがHIV に感染する可能性がある。
• HIV／エイズの影響を受けている家庭の子どもは、家族のケアおよび保護を失
うおそれがとりわけ大きい。

• 刑務所内での感染率が高いことに鑑み、こう留されている子どもはHIV に感
染しやすい状態に置かれる。

• 武力紛争は住民の強制移動につながるとともに、環境資源の過剰使用をもたら
す可能性がある。

• 環境災害によって世帯はよりいっそう脆弱な立場に置かれ、児童労働や性的搾
取・早婚の可能性が高まる。

• 子どもの保護のためには、国レベルでも国際的レベルでも部門を超えた協力を
進め、子どもにとって保護的な環境をつくりだすことが必要となる。

p.92 の注参照。
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　子どもの保護を奪う虐待の発生およびその内
容を記録し、十分な情報にもとづく戦略的支援
を可能にするモニタリング・システムも必要であ
る。このようなシステムは、地域を基盤とした参
加型のものであるときにもっとも効果を発揮する
傾向がある。その一例は、子どもの人身売買と闘
う村落委員会が設置されたベニンに見ることがで
きる。最初の委員会は、人身売買の影響がもっと
も大きい南部の地域で1999年に設置され、その
数はいまや170を超えている52。その主な活動は、
親、子どもたち、住民一般の間で子どもの保護に
関わる諸問題についての意識を啓発すること、虐
待や失踪の事例を通報すること、人身売買の被害
を受けた子どもが村に帰ってきたときにその社会
復帰の状況を監視することなどである。村落委員
会は実効的な早期警報システムとして機能してお
り、子どもが村からいなくなったときには調査
のうえ少年保護隊に通報することによって真の
意味で子どもの保護を強化し、多くの子どもた
ちが近隣諸国に連れていかれることを食いとめ
ている53。

　証拠にもとづいたリスク要因をプログラムの指
針として活用しているもうひとつの例は、モルド
バに見られる。ユニセフは同国で、居住型養護施
設で育つ子どもを対象としたライフスキル教育プ
ロジェクトを支援してきた。研究によると、この
ような施設の子どもたちは施設外の子どもたちよ
りも数倍、人身売買の被害に遭いやすいことがわ
かっている。同プロジェクトは、参加型の手法と
ライフスキルを基盤としたアプローチを用いて、
人身売買の危険性に関する子どもの意識を高め、
自分の権利を理解・行使する能力を構築しようと
するものである54。

　子どもを保護する環境づくりのためには、家族
から、グローバル化した経済のなかで活動する最
大規模の多国籍企業に至るまで、国際社会のあら
ゆるレベルで個人と団体・諸機関が継続的かつ持
続的な努力を行わなければならない。子どもを必
要不可欠なサービスの対象に含め、被害から保護
する第一義的責任は家族と政府にあるが、子ども
の虐待に立ち向かってこれを撲滅し、虐待を助長
する態度や偏見に挑戦し、搾取を監視・評価する
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ためには、その他の主体̶̶市民社会、ドナー、
国際機関、メディア、民間部門̶̶の支援が必要
である。これらの主体が果たす役割は、第４章で
論ずるように、公式統計や予算、プログラム、法
律のみならず、社会とコミュニティにおいてすべ
ての子どもが姿の見える存在となるようにするう
えでも、きわめて重要なものとなる。

　政府が人権条約に調印し、先進的な法律を制定
することはきわめて重要だが、それは始まりにす
ぎないということを認識する必要がある。暴力・

搾取・虐待からすべての子どもを真に保護するた
めには、一部の子どもの価値をおとしめる行動や
態度の変革が必要である。保護的な環境に対する
１人ひとりの子どもの権利を満たし、子どもに対
する権利侵害が処罰されない現状に挑み、１人ひ
とりの子どもが持って生まれた可能性を全面的に
発揮できるようにするために、社会のあらゆるレ
ベルにわたるパートナーシップを構築しなければ
ならない。
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ひとりの子どもも取り残さない

　年齢と国籍が証明できることは子どもの権利を保障
するための鍵である。子どもの権利条約７条は、男女の
子どもは出生後ただちに登録されるべきであると規定し
て、すべての子どもが名前および国籍を有する権利を確
立している。しかし多くの国では、出生登録は国民の大
部分にとって身近なものではなく、また容易に費用を負
担できるものでもない。

　年齢を正式に記録することにより、子ども時代に対
する子どもの権利の保護に役立つかもしれない。労働市
場にむりやり送り込まれた子ども、戦闘員を務める子ど
も、結婚した子どもが担うのはおとなとしての役割であ
る。年齢を証明することができなければ、出生登録をさ
れていない子どもやその子どもを支援しようとする人々
にとって、子どもとしての権利を主張したり、その権利
が侵害されたことを立証することが往々にして困難にな
る。

　出生登録は、公式統計の対象となり、社会の一員と
して認知される権利を保障するものである。出生登録に
よって、貧困家庭や社会の周縁に追いやられた家庭の子
どもが国家レベルの計画策定や意志決定にあたり考慮に
含まれる可能性も高まる。あるコミュニティ、村または
地域に子どもが何人いるのかを正確に把握することによ
り、子どもの権利を充足するために必要な資源の配分、
および人口比に応じた基本的なサービスの提供を要求す
るための基盤が整う。出生登録から排除された子どもは
その他の必要不可欠なサービスからも排除される傾向に
あるため、出生登録の完全普及は、ひとりの子どもも取
り残さないという目標に向けた第一歩としてとらえなけ
ればならない。

出典： 人口保健調査

農村部の女子が18歳までに結婚する
確率(都市部の女子との比較において）

タンザニア
２倍 ３倍

インド
ガーナ
ブルキナファソ

インドネシア
エジプト
トーゴ

南アフリカ
ベトナム
ペルー
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この地図は、いずれかの国もしくは地域の法的地位また
はいずれかの国境の確定に関するユニセフの立場を反映
するものではない。
点線は、インドとパキスタンが合意したジャンムー・カシ
ミールのおおよその統治線を表したものである。ジャン
ムー・カシミールの地位の確定については当事者の合意
が得られていない。

子ども時代を保護する

データなし

40％未満

40％ - 69％

70％ - 79％

80％ - 89％

90%以上

出生登録されている
５歳未満児の割合

出典：人口保健調査および複数指標クラスター調査
（pp.130-131に掲載した統計表９）

15％以下

16％ - 30％

31％ - 50％

50％以上

20-24歳の女性のうち、
18歳の誕生日までに結婚していた、
または同様の結びつきの関係にあった者の割合

出典： 人口保健調査（pp.130-131に掲載した統計表９）





子どもたちのための支援は、普遍性と差別禁止の
原則にのっとるものでなければならない

　開発に対する人権を基盤とするアプローチで
は、例外なくすべての子どもに手を差し伸べるた
めに、あらゆる努力を惜しまないことが求められ
る。あらゆる人権条約の基盤である普遍性の原則
と、これに関連する原則であり、子どもの権利条
約２条で表明されている（人種、皮膚の色、ジェ
ンダー、言語、意見、出身、障害、出生その他の
特質を理由とする）差別の禁止の原則が、子ども
の支援・保護・ケアのためのあらゆる行動に適用
されなければならない。

　私たちはどうすれば、もっとも権利を侵害され
やすい立場に置かれた子どもたちに手を差し伸
べ、彼らに必要不可欠なサービスを提供するとと
もに、危害や搾取、虐待、放任から保護すること
ができるのだろうか。どうすれば、私たちはこの
ような子どもたちのことを十分に理解し、その権
利を保障することができるのだろうか。

「お定まり」のアプローチでは、排除され、見え
ない存在となっている子どもたちに手を差し伸べ
ることはけっしてできない

　まっさきに言っておかなくてはならないのは、
「お定まり」のアプローチではこのような子ども
たちに手を差し伸べることはけっしてできないと
いうことである。住民一般を対象とした決まり
きった開発イニシアティブでは、できるかぎり多
くの子どもたちを対象にしようとしても、排除さ
れ、見えない存在となっている子どもたちに手を
差し伸べられないおそれがある。したがって、彼
らの苦しみと、彼らが周縁に追いやられる背景に
ある諸要因を理解したうえでこのような子どもた
ちに焦点を当てた取り組みを行うことが、子ども
の権利・発達・福祉に関する国家戦略と、ミレニ
アム・アジェンダの諸目標を達成するための国家
戦略における要素として不可欠である。種々の指
標を̶̶年齢、性別、世帯所得、地理的範囲その
他の要素別に̶̶細分化することにより、差別と
不平等を評価することが可能になる。したがって、
もっとも不利な立場に置かれた子どもたちに手を
差し伸べる政策・プログラムを立案するためには、
この指標の細分化が必要不可欠となる。

何が問題か：子どもたちと約束を交わした以上、私たちは子どもたちに手を差し
伸べるためにあらゆる努力を傾けなければならない。しかし、どうすれば光のあ
たらない闇のなかで暮らす子どもたちに手を差し伸べることができるのだろう
か。子どもたちを危害・虐待・暴力から守り、社会への参加を促すことによって、
子どもたちが必要不可欠なサービスの対象となり、姿の見える存在となるように
するために、私たちは何をすればよいだろうか。浮かび上がってくるのは、次の
３つの結論である。

・ 排除され、見えない存在となっている子どもたちの苦しみと、彼らが周縁に追
いやられる背景にある諸要因を理解したうえで、このような子どもたちに焦点
を当てた取り組みを行うことが、子どもの権利・発達に関する国家戦略の要素
として不可欠である。
・ 排除の根本的原因、そして子どもたちの存在を見えないものにしている諸要因
に直接取り組まなければならない。不利な立場に置かれた家族や子どもたちを
対象とした取り組みは、たとえ十分な資金が提供され、対象が明確なものであっ
ても、貧困、武力紛争、脆弱な統治、留まるところを知らないHIV／エイズの
蔓延、不平等、差別を助長する全体的諸条件への対応がなおざりにされれば、
失敗するおそれがある。
・ 社会のあらゆる主体が、強力な保護的環境の創出をはじめ、子どもたちへの責
任を果たす決意を改めて示さなければならない。

何をなすべきか：排除され、見えない存在となっている子どもたちに手を差し伸
べる第一義的責任は各国政府にある。政府は次の主要４分野でいっそうの努力を
行わなければならない。
・  調査研究：効果的なプログラム立案のためには綿密な調査研究が欠かせない
が、現時点ではこのような子どもたちに関する信頼性の高いデータが不足し
ている。

・  立法： 国内法は、子どもに対する国際的な約束に沿うものでなければならない。
差別を固定化するような法律は改正または廃止しなければならない。

・  予算割当ておよび能力育成：排除され、見えない存在となっている子どもた
ちに関する法律および調査研究を、子どもに焦点を当てた予算、および制度
の構築によって補完しなければならない。

・  プログラム：排除された子どもたちによる必要不可欠なサービスの利用を阻
む障壁を取り除くために、多くの国・コミュニティで早急なサービス改革が
必要とされる。サービスをパッケージの形で提供したり、遠隔地または窮乏
した場所に住む子どもたちを対象としたサテライト・サービスや移動型サー
ビスを提供することにより、サービスの利用促進につながる可能性がある。

　他の主体にもまた、果たすべき役割がある。ドナーや国際機関は、援助、貿易
および債務救済に関する大胆かつ十分に検討された政策を通じて、さまざまな主
体がその能力を十分に発揮できるような環境を構築しなければならない。市民社
会は子どもたちに対する責任を自覚し、解決の一翼を担わなければならない。民
間部門は、子どもがけっして搾取されることがないように、倫理的な企業慣行を
採用しなければならない。メディアは、正確な情報を提供し、また子どもたちに
害を及ぼす態度・偏見・慣行に挑むことにより、能力育成のための推進力となり
うる。最後に、子どもたち自身も、自分自身および他の子どもたちの保護の面で
積極的な役割を果たすことができるのである。

すべての子どもを対象に
4世界子供白書2006
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　第２に、排除の根本的原因と、子どもたちの存
在を見えないものにしている主要な要因に対応し
なければならない。極度の貧困を根絶すること、
HIV／エイズと闘うこと、紛争の解決を促進する
こと、紛争下にある子どもたちに特別な援助と保
護を提供すること、脆弱な国家の子どもたちへの
援助を維持すること、そして民族・ジェンダー・
障害を理由とする差別に対処することは、子ども
たちが排除され、見えない存在となることを助長
する背景条件の解消に大いに役立つだろう。

　最後に求められるのは、義務を負っているすべ
ての主体が、いかなる子どもも排除されることの
ないよう、またすべての子どもが保護され姿の見
える存在となるよう、決意を新たにすることで
ある。国民の扶養と保護に対して法律上の責任を
負っているのが政府である以上、第一義的な義務
が各国政府にあることは間違いない。しかし国際
社会のあらゆる部門と各国国民すべてにも、それ
ぞれに果たすべき役割がある。ドナーと国際機関
は、もっとも厳しい困窮・排除の状態にある国や
コミュニティ、集団を対象に含めることを目指し
た公平な援助・開発・債務救済・貿易政策をとる
ことにより、さまざまな主体がその能力を十分
に発揮できるような環境をつくりださなければな
らない。市民社会は、その豊かな多様性はそのま
まに、子どもたちに対する責任を自覚して解決の
一翼を担わなければならない。民間部門は、責任
ある企業慣行を採用し、また子どもたちに害を及
ぼしたりその搾取につながる行動をとることのな
いよう注意を払うことにより、人間開発のパート

ナーとならなければならない。メディアは、子ど
もたちが排除され、見えない存在となるなかで経
験している現実について正確な情報を提供すると
ともに、子どもたちに害を及ぼす行動や態度、偏
見、慣行を検証してこれらに挑むことにより、人々
の能力育成を手助けしなければならない。最後に、
子どもたち自身も、自分自身の̶̶そして他の子
どもたちの̶̶保護と能力育成において積極的な
役割を果たせるようになるべきである。

調査研究

効果的なプログラム立案のためには、綿密な調査
研究が不可欠である

　能力、脆弱性およびニーズの評価は、排除され、
見えない存在となっている子どもたちに手を差し
伸べることを目的とした対応策を策定するうえで
第一に取りかかるべきことである。しかし、排除
され、見えない存在となっている子どもたちに関
する信頼の置けるデータは十分に揃っていないこ
とが通例であり、それはデータ収集が実務的に相
当困難なためであることが多い。これにより、当
然、証拠にもとづいた支援策を策定することも厄
介な作業となる。

　このような子どもたちが置かれている困難な状
況とその根本的主原因について詳細な状況分析を
行うことは、統計的情報の不足を補う重要な作業
となる。個人の直接的経験にもとづいた研究は、
とりわけ貴重な価値を有する。そこから得られた
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ちについて正確なデータを収集し、同時に質的研
究を蓄積していくことが、評価のプロセスの基礎
となることは明らかである。体系的調査研究が
初期段階にある分野では、定義についての合意を
確立することが、比較可能なデータ・情報の収
集に向けた第一歩であることが多い。たとえば、
2000年にパレルモ議定書（訳注：国際的な組織
犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人、
特に女性および子どもの取引を防止し、抑止し及
び処罰するための議定書）が掲げる人身売買の定
義について意見の一致が得られたことにより、異

教訓̶̶他の国々・地域の経験から学べることも
多い̶̶を、地元で獲得された正確な知見（子ど
もたちの存在を見えにくくする、保護に対する侵
害、あるいは排除の根本的原因に関する知見を含
む）と組み合わせることにより、もっとも効果的
な対応策を生み出すことが可能になる。また、もっ
とも大きなニーズを抱える子どもたちに確実に手
が差し伸べられるようにするとともに、子どもた
ちの状況の変化に応じて修正を加えていくために
は、モニタリングと評価が必要となる。
　排除され、見えない存在となっている子どもた

子どもたちのためのミレニアム・アジェンダ達成状況をモニターする統計的手段

　現場におけるプログラムや政策の実効
性を期待通りに確保するためには、効果
や進展状況を測定することがきわめて重
要である。世帯調査は、公式の全国デー
タを補完することにより、個々の女性・
子どもについてその国の代表的な状況を
映しだす情報を提供し、社会階層を超え
たモニタリングを可能にしてくれる。そ
のため、国際機関、研究者、各国政府は、
人口保健調査̶̶30分から１時間で回
答できる質問票を通じて情報を収集する
もの̶̶のような世帯調査を活用するこ
とが多い。世帯調査の手法のひとつであ
る複数指標クラスター調査（MICS）は
もともと、1990年の「子どものための
世界サミット」で合意された目標に向け
た進展を測定するために開発されたもの
である。第１回の複数指標クラスター調
査は1995年前後に60カ国を超える国々
で実施され、その５年後に第２回調査が
実施されている。

　第３回の調査は、2005年に50カ国を
超える国々で実施された。第３回調査で
はミレニアム開発目標の48指標のうち
約20指標に関する情報を収集しており、
ミレニアム開発目標のモニタリングのた
めの単一のデータベースとしては最大の
ものである。これに加えて、今回の第３
回調査では「子どもにふさわしい世界」
やその他の主要な国際的コミットメント
（国連HIV／エイズ特別総会、マラリア
に関するアブジャ目標等）に関するモニ
タリング手段も提供してくれている。

質問票

　世帯調査は、その国のニーズに応じ
て容易にカスタマイズすることが可能

な質問票をもとに実施される。たとえ
ば複数指標クラスター調査は、世帯質問
票、15～49歳の女性を対象とする質問
票、および５歳未満の子どもを対象とす
る質問票（母親またはその他の養育者が
記入する）から構成される。調査には、
子どもが排除され、あるいは見えない存
在となる原因およびその意味合いに直接
関連する質問と指標が数多く含まれてい
る（出生登録、親を失った子どもおよび
権利を侵害されやすい立場に置かれた子
ども、子どもの障害、婚姻年齢、また健
康、教育、住居、水と衛生、HIV／エイズ、
乳幼児の発達に関わる質問など）。１回
の調査にかかる時間は、任意に付け加え
ることのできる質問群を含めるか否かに
もよるが、１時間程度である。各世帯の
回答は、計画・プログラム・政策の立案
に携わる者にとってきわめて重要な情報
を提供してくれる。

調査結果

　国別報告書、標準書式にもとづく一連
の表、ミクロレベルのデータセットをは
じめとする調査結果は、いずれも完成
後、照合作業が終われば広く利用できる
ようになる。ほとんどの国の調査結果は
2006年初頭までに完成することが期待
されており、ミレニアム開発目標の達成
に向けた進展をモニターするために開発
された統計データベース「デブインフォ」
（DevInfo）を通じて利用できるようにな
る予定である。デブインフォは表、チャー
ト、マップの形でデータを提示し、どこ
に格差が存在するかを明らかにするとと
もに、排除の要因や、これ以外の方法で
は目に留まらなかったおそれがある人々
の存在を浮かび上がらせる。子どもたち

の状況を評価する地元公的機関や市民社
会組織の能力を向上させるため、データ
へのアクセスは地方レベルで可能となっ
ているし、地域別または世界全体のデー
タベースを構築して国家間の比較を行う
こともできる。

　データの傾向を地理的にマッピングす
る方法は、地域ごとの格差を視覚化する
うえでこのうえなく役に立つ手段であ
る。たとえば、首都で出生登録された子
どもの人数を首都が置かれている州全体
の数字と比較して違いを明らかにする
マップを作成することもできるし、就学
している女子の人数をいくつかの州で比
較して、さらなる努力が必要な地域を
はっきりと示すこともできる。データ収
集、分析およびマッピング技術を組み合
わせることにより、研究者は、もっとも
効率的かつ効果的なプログラムを実施す
るうえで、またもっともニーズが大きい
人々を確実に特定するうえでプログラム
立案者が必要とする根拠を提供できるよ
うになるのである。

 p.93の注参照。
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なる状況で活動している研究者や政策立案・立法・
プログラム開発担当者が、共通の基盤を持てるよ
うになっている１。

国勢調査と世帯調査は、排除のおそれを高める諸
要因を特定するうえでこのうえなく有益な手段と
なりうる

　各国政府や国際機関は、国内の格差が子どもた
ちの生活の質にどのような影響を及ぼしているか
をより明確に把握する目的で、国勢調査、あるい
は人口保健調査（DHS）や複数指標クラスター
調査（MICS）といった全国的な世帯調査の結果
を用いている。多変量解析のような統計ツールは、
特定の物質的剥奪や、出生の未登録といった保護
に対する侵害を助長する重要な要素を明るみに出
すうえで役立つものである。こうした手段は、一
部の子どもたちが排除され、見えない存在となり
やすくなる要因を特定し、支援がもっとも効果的
となりうる分野を明確にするために、ますます活
用されるようになっている。このような分析によ
り、たとえば、教育、とくに中等教育を受けるか
否かが、女子が18歳前に結婚するかどうか、ま
たその女子が母親になったときに子どもが学校に
通うようになるかどうかを左右する重要な要因と
なっていることが明らかになっている2。

　世帯調査はこのうえなく有益な手段ではあるも
のの、限界もある。もっとも排除され、見えない
存在となっている子どもたちや家族の一部̶̶た
とえば決まった住居を持たない遊牧民族や世帯の
外で暮らしている子ども、国内避難民̶̶が対象
から外されているのである。このような限界があ
るとはいえ、調査を行うことにより、必要不可欠
なサービスから子どもがとくに排除されやすくな
る主要な要因を浮かび上がらせることができる。
調査範囲ができるかぎり広く、できるだけ多くの
人々を対象としたものとなるように、調査設計の
継続的強化を図るべきである。

　世帯調査で得られたデータを、子どもたちの生
活状態・条件に関する質的情報とともに活用する
ことにより、とくに排除の現状について、より完
全に把握することが可能になる。定量分析によっ
て、いっそう詳細な質的調査が必要な問題や地域
が明らかになることが多い。これとの関連では、
排除され、または見えない存在となっている少人
数の子どもたちを対象とした実験的な研究や、コ
ミュニティ主導型の調査・協議を行うことにより、
手を差し伸べることがもっともむずかしい子ども
たちの窮状に対する理解を大いに促進することが
できる。

　データ収集と質的分析に関してはカバーできな
い部分が多く残されており、問題の解消に向けた
緊急の取り組みが必要である。その主要な例とし

ては、子どもの人身売買、児童労働、紛争下の子
どもたちなどが含まれる。

• 子どもの人身売買：子どもの人身売買の分野で
は、普遍的に適用可能で、かつ信頼のおける単
一の調査手法は確立されていない。ただし、西
アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）が策定
した人身売買対策には、データ収集・共有のた
めの広範な試みが具体的に盛り込まれている3。

• 児童労働： 国際労働機関（ILO）の児童労働撤
廃国際計画（IPEC）では、迅速評価を有効に
活用して現地の状況を把握してきたが、これら
の情報は地域間の比較が容易にできるようなも
のではない。実務上、情報は複数の情報源から
収集されており、プログラムはきわめて小規模
なものになる傾向がある4。

• 紛争下の子どもたち：1996年に、子どもの兵
士や紛争に巻き込まれたその他の子どもたちに
関する画期的な国連報告書5がグラサ・マシェ
ルによって発表されて以来、この問題に関する
国際的関心が大きく高まっている。しかし、子
どもの兵士の人数を推定することは依然として
難しい。最新の推計数は、武力紛争下の子ども
に関する国連特別代表（当時）のオララ・オトゥ
ヌ氏が、子どもと武力紛争に関する国連安全保
障会議の会合（2005年２月）の場で行った声
明で発表されたもので、現在子どもの兵士とし
て活動している子どもは25万人を超えるもの
と推定している6。

政策立案者は、確固たる量的データが存在しない
ことを言い訳にしてはならない

　データの収集・分析が重要であることは言うま
でもないが、量的データがいまなお存在しない分
野においても、人権の原則にもとづいて賢明な行
動をとることが緊急に必要である。たとえば、武
力紛争に巻き込まれている子どもの人数について
最新の推計がないからといって、それを言い訳に、
すでに明らかになっている範囲内でこのような子
どもたちのニーズに対応するためのプログラム開
発、および能力育成の機会を遅らせたり、武力紛
争への子どもの関与に関する子どもの権利条約の
選択議定書の署名・批准を政府が拒否することは
できない。量的調査、およびこのような子どもた
ちが置かれている状況・環境についてさらに、よ
り詳しい定性的評価を行い、排除され、または見
えにくい存在となっている子どもたちについてよ
り多くを学ぶための努力を同時並行的に進めなけ
ればならないのである。

　法律の制定、プログラムの実施、予算配分の努
力がその受益者である子どもたちに効果的に届く
ようにするためには、執行、モニタリング、評価
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るうえで重要な役割を果たしてきた。

　たとえばラテンアメリカでは、子どもの権利条
約の批准にともない、支配的な法的原理であっ
た「不正規状況」という考え方が変革されてきて
いる。これは1920年代から30年代にかけて南米
大陸全域で制定された法律に定められている原理
で、この制度のもと、子どもたちは「反社会的行動」
で告発されたり、ただ単に物質的資源を保有して
いないというだけの理由で犯罪者と見なされ、「本
人自身の保護のために」裁判官によって自由を
奪われることがあった。この原理が、子どもの権
利条約の確固たる基盤である普遍性の原則および
差別の禁止の原則と相容れないことは明らかであ
る。子どもに対するこのような法的アプローチを
なくすために、法改正が始まった。このような変
革はいまなお進行中であり、少年司法や社会的保
護にとっても、また子どもたちを姿の見えない存
在にさせないためにも、重要な意味を持つ可能性
を秘めている。

　また、2003年にはフィリピンが人身売買禁止
法を制定した。これは、国際的な組織犯罪の防止
に関する国際連合条約を補足する人、特に女性お
よび子どもの取引を防止し、抑止し及び処罰する
ための議定書を国内法に編入するものである。子

およびフォローアップも重要となる。もっとも排
除され、見えない存在となっている子どもとその
家族が質の高い必要不可欠なサービスを受けられ
るようにするにはどうしたらいいのか、この点に
関する知識が欠乏している現状では、経験から得
られた教訓を徹底的に評価・記録することが重要
となる。また、このような集団に手を差し伸べる
ための戦略においては、ほとんどの場合、標準以
上の特別な努力が必要とされることから、厳密な
モニタリングを行い、対象としている集団にサー
ビスが届いていることを確認する必要がある。

立法

国内法は、子どもに対する国際的コミットメント
に沿うものでなければならない

　子どもの権利条約は、各国政府に、すべての子
どもの権利保障に対するコミットメントを要求し
ている。しかし、子どもの権利条約およびその選
択議定書、そして子どもや女性の権利を保護して
いるその他の国際法を批准したからといって、そ
こに含まれる原則が国内法に掲げられなければほ
とんど意味がない。子どもの権利条約に定められ
た基準を満たすために国内法を改正するプロセス
は、より多くの子どもたちを姿の見える存在とす

図4.1　 主要な国際条約の締結状況*
 

*　2005 年 9月現在。
** 国際労働機関（ILO）のデータベースには、批准された条約、批准されていない条約、破棄された条約のリストが掲載されている。
出典： United Nations Treaty Collections Databases and ILOLEX of International Labour Standards.



��� 世界子供白書2006

どもの人身売買に対してはより重い制裁が課され
ているほか、人身売買の被害者の権利に関する規
定も盛り込まれており、政府に対して、被害者の
回復、リハビリテーションおよび社会復帰のため
の適切な社会サービスの整備を義務付けている。

排除を固定化・助長する法律は、改正または廃止
しなければならない

　排除を固定化、あるいは促進するような国内法
は少なくない。その一例が、婚姻に関する法定
年齢を定めた法律である。子どもの権利条約の精
神にしたがい、婚姻の最低年齢を18歳と定める
国内法が増えている。18歳というのは、女子差
別撤廃委員会や、女性への暴力に関する国連特別
報告者がともに提案する基準でもある7。それで
も、国民国家の過半数̶̶多くの先進工業国を含
む̶̶がそれよりも低い年齢での婚姻を認めてい
る。とりわけ差別的なのは、女子の婚姻年齢を男
子よりも低く定めている国内法である。

　男女の子どもの権利を充足するためには、新法
が必要な場合もある。たとえば、バングラデシュ
は2004年末に出生・死亡登録法を制定し、同国
の歴史上初めて、出生証明書を年齢の法的証明と
して認めた。バングラデシュでは出生時に登録さ
れる子どもが７％にすぎないため8、この法律が
所期の効果を達成するためには、法改正とともに、
能力育成、社会的動員、そして子どもの登録の資
金を用意するための予算配分を進めなければなら
ない。この法律のおかげで、パスポートの発行、
婚姻の登録、有権者リストの作成のような、年齢
の証明が必要とされるほかの法律の施行も促進さ
れることになろう。加えて、この新法によって子
どもたちに前向きな成果がもたらされるようにす
るためには、他の法律̶̶教育、婚姻、労働に関
する法律など̶̶を見直して整合性を確保する必
要もある。

根強い偏見に挑戦しようとするなら、法改正がき
わめて重要となる

　世界中から集められた実例により、法律を通じ
て、不利な立場に置かれた子どもやおとなの状況
をいかに改善することができるかという点が明ら
かになっている。たとえば先進工業国では、身
体障害者の権利に関する法律により、近年多くの
公共建築物が身体に障害を持つ人々にとって利用
しやすくなっており、また学校でも障害を持つ子
どもの普通学級への受け入れが進んでいる。差別
禁止法は女性や子どもの権利を増進させる。しか
し、差別̶̶どのような理由にもとづくものであ
れ̶̶を禁止する法律の制定ははじめの一歩にす
ぎず、最初に必要とされる前提条件にすぎない。
精力的なモニタリング、施行、そして差別に苦し
むコミュニティのための活発なキャンペーンを通

じ、その条件を強化していくことが必要となるの
である。

　伝統的慣行も、法律で固定化されていないとし
ても子どもたちに害を及ぼす可能性があり、立
法を通じて国レベルの対応を行うことが必要とな
る。女性器切除（FGM/C）はそのような慣行の
ひとつである。女性器切除が根強く残っている国
でも、政府が強力に主導して公衆教育キャンペー
ンを行い、この慣行にともなう健康上のおそろし
いリスクを指摘してきた国では、発生件数が減少
している。ただしここでも、トップからの法律上
の指示のみならず、市民社会が積極的に伝統的慣
行の根絶を推し進めるとともに、草の根レベルの
支援がともなわなければならない。

　たとえばブルキナファソでは、政府が13年に
わたって強力に主導してきた結果、ここに至って
変革がもたらされつつあるように思われる。ブル
キナファソは、この慣行に反対する大規模な公衆
教育キャンペーンを1990年代中盤に開始すると
ともに、1996年には女性器切除を正式に非合法
化した。非合法化されるまでは、およそ３人に２
人の女子が性器を切除されていた。この法律の規
定によれば、女性器切除を行った場合、施術者は
誰であれ最高３年の収監刑に処せられるおそれが
あり、施術によって被害者が死亡すれば刑期は最
高10年まで延長される可能性がある。全国的な
ホットラインも設置され、違反があった場合、あ
るいは女性器切除のおそれがある場合には匿名の
通報が可能となった。強力なアドボカシーと法律
による明確な先導の結果、ユニセフの最新推計に
よれば、女性器切除の発生率は32％にまで低下
している9。

　国内法改革は必要ではあるものの、排除され、
見えない存在となっている子どもたちに手を差し
伸べるうえで真に効果的なものとなるためには、
社会政策、制度改革、予算配分による側面支援が
必要となる。法律を変えるだけで法改革のプロセ
スが完了するわけではなく、施行のための制度、
および能力が確立されるよう注意を払う必要があ
る。義務を負っている者は法律について承知して
いなければならないし、人々は自分の権利を知る
べきであるし、その権利を実施・執行するための
メカニズムを確立しなければならないのである。
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資金拠出

法制面での対策と調査研究には、予算配分と制度
構築・改革による側面支援が欠かせない

　排除され、見えない存在となっている子どもた
ちに関する法律を強化し、調査研究のあり方を質・
規模ともに向上させたとしても、新しい法律や政
策を施行・執行するための財源が用意されなかっ
たり、このような子どもたちとの約束を果たす
には不十分な場合には、ほとんど意味がない。予
算策定プロセスに子どもの権利という視点を組み
込んでいる国はいまのところほとんど存在しない
し、貧困削減戦略またはこれに類する政策枠組み
に関して各国と活動しているドナーがそれを要求
することも、ほぼ皆無である。資金拠出に関わる
このような欠陥が生ずる原因としては、利用可能
な資源が全般的に制約されていること、資金需要
に関する情報や知識が欠如していること、予算策
定プロセスで実務的な障壁が存在すること、政治
的意志が欠けていることなどが考えられる。たと
えばザンビアでは、子どもに割り当てられる国家
予算の割合は2001年までの10年間に着実に増加
したものの、これらの資金のうち実際に支出され
た額の割合は減少している（図4.2参照）。これは、
子どものためのプログラムを実施する能力が欠如
していることを示唆するものである。政治的発言
権を有しない子どもたちは、国家予算の策定プロ
セスに圧力をかける力も限られている。

子どもに焦点を当てた予算に対する関心が世界中
で高まっている

　もっと希望の持てる話をすれば、子どもに焦点
を当てた予算への関心が世界中で高まりつつあ
る。だからといって、ほとんどの場合、政府が提
示する主要な財政プログラムとは別個の子ども予
算が作成されるというわけではない。むしろ、本
流に位置づけられる予算措置を詳細かつ専門的に
分析し、それが子どもたちに及ぼす具体的影響を
理解したうえで、予算の目的・配分先をいっそう
正確かつ効果的に定める方法を提案するものであ
る10。

　子どもに焦点を当てた、対象・目的の明確な予
算を作成できるかどうかは、当然、正確な情報を
収集・処理できるかどうかにかかっている。これ
は、1990年から2003年にかけて子ども向けに
配分されたペルーの公的社会支出に関する詳細な
研究から導き出された、主要な結論のひとつであ
る。研究の結果、子どもたちは予算策定プロセス
において実質的に見えない存在となっていること
がわかった。子ども向けに配分されたのは公的予
算の25％に過ぎず、人口に占める割合を考えれ
ば適当であったはずの45％に達していなかった
のである。加えて、配分された資金は、極度の貧

困下で暮らしている人々にも、社会的・地理的に
もっとも排除されている人々（山岳地方や密林に
住んでいる子どもたち等）にも届いていなかった。
リスクの高い状況に置かれた子どもたち、路上で
暮らしている子どもたち、危険な条件下で働いて
いる子どもたちも、実質的には政策立案者の目に
映っていなかった。そこで研究チームは「子ども
たちの存在を可視化する」ための手法を立案し、
その出発点としてデータを効果的に収集するだけ
ではなく、その後に諸指標を処理することにした
のである。情報技術の活用方法の改良、関連機関
で働く職員の研修もこの手法の一部となった11。

　子ども参加をともなう予算策定プロセスへの関
心も高まっている。そのもっともよい例のひとつ
が、ブラジルのバラマンサ市で定められている子
ども予算である。同市には、男子18人・女子18
人の子どもから構成される、参加型の子ども予
算評議会が設けられ、市議会で子どもたちのニー
ズや優先課題がきちんと考慮されるよう活動して
いる。これらの子どもたちは、地域・地区集会で
あらかじめ同世代の子どもたちから選出された代
表である。評議会は、子どもたちにとっての優先
課題に対応するために市の予算の一部̶̶年間約
12万5,000米ドル相当̶̶をどのように支出す
るか決定するほか、子ども評議員は自治体行政の
他の側面にも参加する。選出された子どもたちは、

図4.2　 保護・発達*に対する子どもの権利のための予算
配分（ザンビア、1991-2001年）

 
* 施設型ホームに措置されている子ども、路上で生活、または働いている子ども、子どものスポーツおよ
びレクリエーション活動、児童労働への支援策、ならびに子どもの保護者または親を対象とした貧困削減
プログラムに関わる複数の予算プログラムから構成された、複合的支出分野を指す。

出典： Institute for Democracy in South Africa and Save the Children Sweden, Children and the 
budget in Zambia, 2004.
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民主主義的制度のなかで同世代の子どもの代表を
務める方法や、利用可能な資源にもとづいて行動
の優先順位を決める方法を身につけるほか、複雑
で時間がかかることも多い市政の政治的・官僚的
プロセスのなかでどのようにプロジェクトを策定
していけばいいかを学んでいくのである。ラテン
アメリカのほかの都市でも、バラマンサの成功が
広く知られるにつれて、その例にならおうとする
ところが出てきている。参加型の子ども予算策定
の実験を進めている都市は世界中にあり、とくに
コルドバ（スペイン）、エッセン（ドイツ）、トゥ
ゲガラオ市（フィリピン）を例に挙げることがで
きる12。

排除され、見えない存在となっている子どもたち
に手を差し伸べるためには、彼らを支援するため
のサービスに対して対象を明確にした、より多額
の資金拠出を行うことが必要となる

　排除され、見えない存在となっている子どもた
ちを包摂するためには、主としてこのような子ど
もたちが直面しているさまざまな障壁のゆえに、
子ども１人あたりにかかる費用がより大きくなる
可能性が高い。注意深い調査研究とプロジェクト
設計を通じて対象範囲をより限定・特定した場合、
そのプログラムの費用が一般的なイニシアティブ
よりも高くなる可能性があるのは当然である。こ
のような子どもたち特有のニーズを満たすために

子どもの権利を充足するうえで予算がどの程度効果的かをモニタリングする、南アフリカの取り組み

　政府予算のモニタリングは比較的新し
い分野だが、これまでの経験を通じ、子
どもの権利を実現するために十分な資源
が割り当てられているか、あるいはその
資源が効果的に活用されているかどうか
を検証するうえでの有効性がすでに明ら
かになっている。ひとつの例は南アフリ
カである。同国では、南アフリカ民主主
義研究所（IDASA）̶̶持続可能な民
主主義の促進に力を注いでいる独立の公
益団体̶̶の子ども予算部（CBU）が、
政府予算の研究とその知見の普及に焦点
を当てた活動を進めている。

　南アフリカの民主主義の初期段階にお
いては、子ども予算部は、政府による子
どもの権利条約とアフリカ子どもの権利
憲章の批准を注視していた。その後、焦
点は政府がこれらの権利を実際にどの程
度実現しているかという点に移った。南
アフリカで民主主義が導入されて最初の
10年が経ったが、子ども予算部は、権
利を侵害されやすい立場に置かれた子ど
もにサービスを提供するプログラムへの
資金拠出という点では、同国でも相当の
進展があったととらえている。所得審査
を通過した子ども（14歳まで）を対象
とする子ども扶養補助金、子どもの栄養
状態を向上させるための初等学校給食計
画、乳幼児・妊産婦に無償で基本的な保
健ケアを提供するプログラム、すべての
子どもを対象とした、資産調査を条件と
する保健ケアの提供、HIV／エイズのた
めに権利を侵害されやすい立場に置かれ
た子どもを特定・援助するプログラムな
どがその証左である。

　子ども予算部はまた、大がかりな取り
組みが必要とされる主要な分野も特定し

てきた。権利を侵害されやすい立場に置
かれた子どもたちに重要なサービスを提
供している非政府組織が資金不足に陥っ
ていること、子ども扶養補助金の適用対
象を拡大して15～18歳の子どもも含め
るようにすること、法定サービスの実施
に必要な全資金を拠出する政府の義務の
明確化、乳幼児の発達に関する規範およ
び基準を策定することなどである。

　子ども予算部は2005年度予算の評価
も行い、進展があったと考えられる分野、
課題が残されている分野を明らかにして
いる。2005年度予算のうち積極的意味
合いを持つ焦点のひとつは、経済成長の
強化を目指していることである。子ども
予算部は、これによって権利侵害を受け
やすい立場に置かれた家族の所得が増加
し、子どもたちの支援に結びつくだろう
としている。また、貧困や脆弱性の問題
に世帯レベルで対処するための社会イン
フラ、社会サービスおよび補助金に対す
る直接投資を増やしているほか、とくに
子どもを対象とする社会サービスや補助
金への追加投資も認められている。この
ような改善点にも関わらず、行き届かな
い部分も多く残っている。2005年度予
算において福祉サービスの提供拡大のた
めに配分された追加資金が、排除されて
いる子どもやその家族のニーズに対応す
るのに十分かどうかは、まったくわから
ない状態なのである。とくに非政府組織
を対象とした新たな資金拠出はまったく
行われておらず、不足額を埋め合わせる
州予算の負担が高まることになる。子ど
も扶養補助金の適用対象を14～18歳の
子どもに拡大することについても言及さ
れていないし、子どものための法定サー
ビスの資金を、南アフリカ政府が100％

拠出しなければならない義務についても
明記されていない。

　このような分析は、さらなる行動と財
源が緊急に必要とされている分野を、政
府および子どもの権利を擁護する人々に
対して示すうえで、このうえない効果を
発揮する。しかし、効果的な予算分析を
行うためには専門的なスキルと知識が必
要である。子ども予算部は、政府予算に
関する調査研究を実施するとともに、予
算分析に関する能力育成にも取り組んで
いる。南アフリカの４つの若者団体と提
携して、あらゆる社会階級の若者たちが
地域・州レベルの予算をモニターする能
力を身につけられるように教育と援助を
行い、南アフリカの子どもたちが、自分
自身の現在の生活と将来の生活をよりよ
いものにすることができるよう、能力育
成を図っているのである。

 p.93の注参照。
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現行のイニシアティブを拡大するにも高い費用が
かかる。しかし、このような子どもたちに対して
サービスを提供するための費用単価が高くなるこ
とは、必要不可欠なサービスに関する過去の公共
支出から彼らが得てきた恩恵が他の子どもたちよ
りも少ないという理由により、正当化することが
できる。ナミビア政府はこのことを認め、次のよ
うな結論を示している。「社会の周縁に追いやら
れている子どもたちは、応分の教育予算を受け取
る権利がある。彼らはこれまで教育上の権利を否
定されてきたのだから、彼らを包摂するための追
加的費用を認めなければならない」13

　排除された子どもたちに手を差し伸べるために
必要な資源は、子どもの優先的なニーズおよび権
利に対する公的資金の配分の適正化を通じ、同じ
金額をより費用対効果の高い方法で振り向ける
ことによっても得られる可能性がある。たとえば
南アフリカでは、少年法案の施行費用見積もりが
行われ、法案がさまざまな政府省庁にどのような
影響を及ぼすか、予測が行われた。同法案を施行
すれば、裁判に付される子どもの人数が減少する
ために法定代理人の費用が削減される。そうして
節約された資金を、法律に違反した子どもの権利
が尊重されるように再配分することができること
が、この費用見積もりを通じて明らかになったの
である。法案は、修復的司法の要素を持つプログ
ラムに子どもを送致することによって裁判前のこ
う留を回避する法的機構を拡大するとともに、処
罰の選択肢（収監に代わる措置も含む）を増やす
ことにもなった14。

　予算に関わる取り組みは、差別に関する公衆の
意識を高めることにも役立つ。インド・グジャ
ラート州の部族・森林労働者団体である「社会行
動・人間行動のためのイニシアティブを進める会」
（DISHA）は、州レベルの予算のなかで諸部門、
プログラムおよび計画がどのように盛り込まれて
いるかを検討するとともに、最貧層地域における
社会支出が他の地域に比べてどの程度の水準にあ
るかを分析している。この分析によって、最貧層
地域がないがしろにされていることが実証され、
その知見は地域の言葉で広められるとともに、議
員、報道関係者、野党、公益擁護活動家にも提供
された。政府に対しては、部族地域における社会
経済的状況と支出の分析結果に対応するよう働き
かけが行われた。この分析により、その後の予算
では予算配分および支出増が図られたのである15。

能力育成

能力育成は、社会の周縁に追いやられた子ども・
家族・コミュニティの地位向上につながる

　社会の周縁に取り残された集団は、政治システ
ムの権力から排除されることが多い。したがって、

障壁を取り除き、彼らの政治参加能力を強化する
ことが、このような集団を包摂するための要件と
なる。ラテンアメリカでは、先住民族が、自分
たち自身の利益の主張と権利擁護のために、国政
の舞台への関与の度合いをますます強めつつある
ところである。先住民族の子どもや若者も、各国
で重要な役割を果たしている。たとえばベネズエ
ラでは、2003年８月にアマゾナス州で「第４回
全国ネイティブ・アメリカン青年会議」が開催さ
れ、17の異なる先住民族集団から62名の若者が
参加。文化的アイデンティティに焦点を当てた話
し合いを行って各先住民族の生活の重要な側面を
特定するとともに、「全国ネイティブ・アメリカ
ン青年ネットワーク」の新しい役員を選出した。

　地方レベルで能力育成を進めることは、子ども
の権利を増進するための取り組みを成功に導くの
に必要不可欠である。コミュニティは、もっとも
権利を侵害されやすい立場に置かれた子どもたち
を見つけ出すうえで、また可能な場合にはそのよ
うな子どもたちに財とサービスを届けるうえで、
重要な役割を果たす。東部・南部アフリカの多く
の社会のように、伝統的な相互扶助制度が強力に
維持されている社会では、村人自身が外部からほ
とんど助力を得ることなく、親を失った子どもた
ちや権利を侵害されやすい立場に置かれたその他
の子どもたちに対して手を差し伸べられる可能性
がある。たとえばスワジランドでは、保護や情緒
面・物質面の支援を提供しているのはボランティ
アのシステムである。ボランティアは、子どもの
搾取や性的虐待の事件に介入し、被害者を安心さ
せ、親族と協議するとともに、ときには虐待を行っ
た者に接触したり警察に通報したりしている16。

プログラム

　プログラム支援は、周縁化と差別の根本的原因
に対処する代わりにはならないし、また強力な保
護的環境をつくりだす代わりにもならない。とは
いえ、排除されるおそれがある子どもや保護に対
する侵害に苦しんでいる子どもに手を差し伸べる
ために、暫定的な対応策として取り組むべき方策
は少なからず存在している。これらの方策により、
子どもたちの当座のニーズに対応することができ
るとともに、今後多くの面で子どもたちが排除さ
れることのないよう取り組んでいくうえでの下地
が整うはずである。

　このような方策の一例としては、社会の周縁に
追いやられた家族やコミュニティに対する種々の
免除の適用や、補助金の支給が挙げられる。これ
には彼らが置かれている状況に合わせてサービス
の基準を調整することも含まれる。これまでにも、
子どもを働かせずに学校に通わせることを奨励す
るための直接の補助金や給付金が、個別の子ども
や家族を対象に支給されてきた。たとえばブラジ
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ルでは、児童労働撤廃国家計画のもと、学校に通
う子どもひとりにつき約８米ドルの給付金が、毎
月、家族に対して支払われている17。学校給食プ
ログラムは、手を差し伸べることが困難な子ども
たちを教育制度の対象とするためによく用いられ
る、もうひとつの手法である。

必要不可欠なサービスの利用を妨げる最初の障壁
を取り除けば、利用促進を図ることができる

　必要不可欠なサービスの利用を阻む、最初の入
り口に横たわる障壁を取り除くために、改革が必
要となることが多い。障壁となるのは、たとえば、
地元の言葉でサービスが提供されていないこと、
スタッフの間に偏見があること、サービスを利用
するために身分証明カードないし住所証明書を提
示しなければならないことなどが挙げられる。た
とえばボリビアでは、農村部の先住民族コミュ
ニティに暮らす住民のうち85％を超える人々が、
土地の相続、子どもの就学登録、選挙への参加な
どに必要とされる正式な身分証明書を有していな
い18。国による抑圧の歴史がある国、または現に
抑圧が行われている国では、周縁に追いやられた
人々は政府関連機関との接触をためらうことがあ
る。知識や信頼がなかったり、文化的距離が原因
で、サービスが存在することやそのサービスから

得られる利益、またそのサービスが無償または負
担可能な料金で提供されていることさえ知らない
こともある。このような障壁を取り除くことは、
周縁に追いやられた子どもや家族に手を差し伸
べ、サービスの対象に取り込むための戦略として
効果的なものになりうる。このことは、就学のた
めには子どもの出生証明書を提示しなければなら
ないという要件の撤廃を決めた、2001年のドミ
ニカ共和国政府の決定でも明らかにされていると
ころである19。サービスとそのサービスからもた
らされる恩恵について広く知らしめる社会的動員
キャンペーンを実施することにより、どのような
選択肢があるのか、正確な情報を広めることがで
きる。

サービスのパッケージ化は利用増加につながる

　サービスを利用しやすくするもうひとつの方法
は、サービスをパッケージ化し、１カ所で複数の
サービスを得られるようにすることである。たと
えばスーダン南部では、子どもの予防接種プログ
ラムに合わせて、畜牛への予防接種（牛疫）を実
施。乳幼児は牧牛キャンプで暮らすのが一般的で
あり、また２種類のワクチンの保冷方法も似通っ
ていたことから、この組み合わせはとくにうまく
いった20。同様に、給水場を学校内に置くことに
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よって学校がコミュニティの中心になるよう努力
すれば、女子が水汲みのために移動しなければな
らない距離が短くなるので、女子が学校に通いや
すくなる。

サテライト・サービスや移動サービスにより、遠
隔地または窮乏した場所にいる子どもたちにサー
ビスを提供することができる

　場所によっては、包括的サービスが提供できる
ようになるまでの当座の措置として、サテライト・
サービスが必要になる場合もある。マレーシアの
サラワク州は本土から遠く離れており、費用負担
が大きすぎるため現段階では常設の保健診療所
を設置することができない。サラワク島での保健
ケアは、遠隔地サービスとコミュニティを基盤と
するサービスを組み合わせて提供されている。道
路網が整備されていないため、移動保健チームは
川沿いに、または「空飛ぶドクター」サービスと
して空路で移動するのが通例である。村には、と
くに乳幼児保健に焦点を当てて、応急手当、健康
促進、疾病予防、治療ケアおよびコミュニティ開
発に関する研修を受けた保健補助員がおり、この
サービスを補完している。政府は、認定証の発行、
物資や移動面の支援、さらなる研修機会の提供と
いった形でインセンティブを与えている21。

　サテライト・サービスや移動サービスは、貧困
家庭や遠隔地に住んでいる人々̶̶その多くが現
段階では必要不可欠なサービスから排除されてい
る̶̶に手を差し伸べるうえできわめて重要な役
割を果たすことが多い。自宅出産が行われたり、
子どもが出生登録されなかったり、医者にも連れ
て行ってもらえず、予防接種も受けられない理由
として、サービスを受けられる場所が離れている
ことはしばしば引き合いに出される要因だからで
ある。遠隔地サービスや戸別訪問キャンペーンは、
予防接種のために用いられる戦略として効果的な
ものであり、他の分野にも応用可能である。たと
えばユニセフは、セルビアの保健省および公衆衛
生研究所と連携して同国のさまざまな場所に移動
チームを派遣し、出生登録されていない子どもを
見つけ出して登録するとともに、結核、ジフテリ
ア、破傷風、百日咳、はしか、ポリオといった、
子どもの死亡につながりやすい主要な病気の予防
接種を実施した22。
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子どもの権利指標： エクアドルとメキシコにおける子どもの権利状況を評価する

　エクアドルとメキシコでは、子どもと青
少年に焦点を当てた国家的な監視機関があ
り、子どもの権利が実際に守られるように
活動している。いずれの国でも、子ども
の権利がすべての面において充足されるこ
とを目指す国民的コンセンサスを促進する
うえで、市民社会のさまざまな層の参加が
必要不可欠な要素として位置づけられてき
た。

　2001年、エクアドルの「子どもと青少
年の権利のための監視機関」が、子どもの
権利指標の確立に向けて最初の一歩を踏み
出すことに成功した。これは、子どもと青
少年の人生のあらゆる段階において、生存、
健康、十分な栄養および教育に対する権利
がどの程度充足されているかを測定するも
のである。同監視機関は最近、選挙で選ば
れた地元機関が、各コミュニティにおける
子どもの権利指標の改善をもたらす行動を
とるよう懸命に働きかけた。

　メキシコでは、産業界、学界、政界、メ
ディア、娯楽産業をはじめとするさまざま
な分野で名声を博する市民から構成された
ユニセフ・メキシコ顧問委員会が、子ども
の権利の問題に関する世論の喚起と社会的
動員に主要な役割を果たしている。委員会
がとった具体的施策は、子どもの権利指標
の構築と公表である。顧問委員会は、ユニ
セフ・メキシコ事務所と、NGOである「子
ども・青少年・家族政策に関する市民監視
機関」と連携して、2004年に指標を確立
した。

　子どもたちが直面する身体的・情緒的・
知的発達の課題は年齢によって異なるた
め、メキシコとエクアドルの指標は子ども
の発達段階に細かく配慮したものとなっ
ている。子どもの権利を充足する際の優先
課題の変化に対応するため、指標は３段
階̶̶乳幼児（０～５歳）、学齢児童（６
～12歳）および青少年（13～18歳）̶̶
ごとに算定される。

　これらの指標は、生存・健康・教育に関
わる子どもと青少年の権利を国がどの程度
充足しているかを測定するとともに、社会
的・経済的・文化的障壁によって子どもの
権利行使が妨げられている分野を明らかに
している。子どもの健康・福祉の諸側面の
うち、社会支出や支援策の変化に影響を受
けやすい分野で測定を行い、膨大な量の情
報をひとつの尺度にまとめて、状況の全体
像を包括的に描き出す。さまざまな情報源
からデータを集積した後、あらゆる指標を
０から10のいずれかの目盛りに換算する

（０が各指標の最低値を表し、10はその権
利がすべての子どもによって完全に行使さ
れていることを意味する）。検討の対象と
されたそれぞれの権利について単純平均を
割り出し、それによって得られた数値の平
均をもって最終結果とする。

　エクアドルとメキシコの指標は、社会に
とって、時間の経過にともなう進展を測
定・追跡する手段となるものである。それ
ぞれの国のなかで子どもの福祉にどのよう
な格差が存在するかを特定するうえでも役
に立つ。メキシコ子どもの権利指標によれ
ば、同国の子どもの権利の充足状況は、全
体としては徐々に改善されてきた。1998
年に4.68だった指標は、2000年には5.25、
2003年には5.71となり、過半数の州でも
改善が見られる。しかし州の間に大きな格
差があることも指標は明らかにしており、
先住民族が人口比に占める割合がもっとも
大きい州が、権利の充足水準がもっとも低
いということがわかっている。エクアドル

でも同様に、先住民族人口がもっとも多い
州で評価点が低かった。子どもの権利が充
足されないままとなる確率は、指標をもと
に測定すると、貧しいコトパクシ州とチン
ボラソ州において、最高評価を獲得したガ
ラパゴス州の９倍にのぼった。都市部と農
村部の間でも相当の格差が観測された。乳
幼児期関連の指標についてはエクアドルで
も全体として改善が見られ、2002年から
2003年にかけて3.4から3.6へと向上して
いる。

　これらの指標は公式データを収集してそ
の情報を分析・普及するものであり、家族
やコミュニティはこの指標によって、自分
の子どもの権利がどの程度充足されている
のか、という評価を知ることができる。そ
こで目標とされているのは、一般大衆が指
標の進展をモニターし、これらの権利を普
遍的に保障する公共政策を求めて声を上げ
られるようになることである。

エクアドルとメキシコにおける子どもの権利指標：
乳幼児期における生存・健康・教育の状況を評価するための変数

権利 指標 政策上の優先課題
乳幼児（０～５歳）

生存の権利 ５歳未満児死亡率

妊娠・出産関連の原因によ
る女性の死亡率

すべての人が母子保健ケア
を受けられるよう保障する
（産前ケアおよび分娩中のケ
アを含む）

健康的で安全な発達
に対する権利

低体重（対年齢） 健康的な居住環境を保障す
る（人間にふさわしい住居、
安全な水および衛生設備を
含む）

栄養不良を原因とする死亡 すべての人が十分な栄養を
摂取できるよう保障する（子
ども・家族を対象とした栄
養教育、および補完的栄養
補給プログラムを含む）

知的・情緒的発達に
対する権利および教
育を受ける権利

就学前教育への不参加

母親の教育

16歳以上の女性の非識字率

すべての人が乳幼児期の教
育および知的刺激を受けら
れるよう保障する（情報サー
ビスおよび親のための支援
を含む）

注：この表は、ライフサイクルのうち乳幼児期に関わる「メキシコ子どもの権利指標」、および「エクア
ドル子どもの権利指標」を組み合わせたものである。

出典： エクアドルとメキシコの子どもの権利指標。
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　指標評価を向上させるために、政府は、家族とコ
ミュニティ、市民社会組織、メディア、民間部門と連
携し、迅速で断固とした行動をとらなければならない。
予防可能な子どもの死亡件数を削減し、栄養不良を少
なくし、子どもが就学前教育を受けられるようにする
ための公共政策が継続的に適用されるようにするうえ
で、これらの主体が努力を結集することが必要不可欠
である。このような連携が構築されつつあることを示
す心強い兆候は、すでに少なからず存在する。たとえ
ばメキシコのミチョアカン州とサカテカス州では、政
府が音頭をとって「子どもたちのための社会的対話」
が始まった。これは、子どもの権利を充足するための
諸目標（指標の改善を含む）について幅広い合意を形
成し、それらの目標を達成するための具体的行動に対
する社会のあらゆる層の支持を促進しようとするもの
である。

　エクアドルのカルチ州では、地域援助プログラムに
よる措置がとられた後、指標が2.8から3.9へと向上し
た。５歳未満児死亡率が低下するとともに、基礎教育
の第１学年における就学率が上昇したのである。地域
援助プログラムは打ち切られる予定だったが、それが
子どもたちの状況に積極的な影響を及ぼしたこと、お
よび監視機関がタイミングを外さず介入したことによ
り、政府はこの種のイニシアティブに恒久的に予算を
配分することを決定した。

 p.93の注参照。
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市民社会

市民社会の参加により、支援の範囲が広まる

　「市民社会組織」とは幅広い機関・主体を包含
する言葉であり、コミュニティに根ざした組織、
非政府組織、シンクタンク、社会運動、宗教団体、
女性の権利運動、草の根運動、先住民族運動、ボ
ランティア組織などが含まれるが、これらに限ら
れるものではない23。国連は、統治・開発に市民
社会の参加を得ることの重要性を認識し、それを
国連改革プロセスの一環に位置づけてきた。国連
事務総長は、2002年に国連総会に提出した報告
書のなかでこの重要性を強調するとともに、翌年
には専門家委員会を設置し、国連と市民社会、そ
して民間部門・議会との関係を改善させる方法に
ついて現実的な勧告案を求めている。それ以来、
市民社会の参加は国連におけるきわめて重要な課
題として位置づけられてきた。

　国際的な非政府組織（NGO）は、諸問題に対
する各国政府および国際社会の注意を喚起するこ
とにより、また大規模なプログラムやプロジェク
トを実施することにより、きわめて重要な役割を
果たしている。たとえばプラン・インターナショ
ナルは、すべての子どもが出生時に登録されるよ
う各国政府に求める国際キャンペーンを展開して
きた。同団体は、40カ国を超える世界中の国々で、
地元パートナーと協力しながら子どもの出生登録
率を上げるための活動に取り組んでおり、いくつ
かの国では大きな成功を収めている。たとえばカ
ンボジアでは最近、プラン・インターナショナ

ルが政府および国連ボランティアと連携して「移
動登録プロジェクト」を実施し、２カ月間で150
万人の登録を完了した。来年度には、全人口の約
1,300万人の登録を目指している。インドでは、
プラン・インターナショナルの活動により、オリッ
サ州だけで320万人の子どもを登録することに成
功している。

地域の市民社会組織は、排除され、見えない存在
となっている子どもたちを援助するために多くの
任務を遂行することができる

　地元コミュニティの住民から構成される市民社
会組織は、もっとも支援の手が届きにくい子ども
たちに合わせた開発戦略を組み立てるうえで、コ
ミュニティのなかでもっともよい立場に置かれて
いることが多い。これらの組織は、状況分析と公
的権利擁護、政策立案とサービス拡充、モニタリ
ングと評価、資金集めなどのさまざまな方法で、
このような子どもたちの包摂に貢献することがで
きる。市民社会組織は、このような活動に加え、
コミュニティにおける意識啓発、社会的タブーへ
の挑戦、重要な問題に関する開かれた議論の促進、
そして最終的には公衆の行動変革において、鍵と
なる役割を果たす。

　職能団体は、市民社会組織が子どもの権利に関
わる諸問題を積極的に促進してきた領域のひとつ
である。ハルトゥーム（スーダン）の女性弁護士
NGOである「ムタウィナート共済会」は、女性
と子どもに対する法律サービスを長年にわたっ
て無償で提供してきた。そのほとんどは極度の貧
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困下で暮らす国内避難民である。同団体は、刑務
所に̶̶しばしば子どもとともに̶̶収容された
女性の窮状に注意が向けられるよう働きかけると
ともに、子どもの権利条約の意味あいについて裁
判官や警察官を啓発する活動にも取り組んでき
た24。ネパール農村部で行われている類似の取り
組みでは、主として女性から構成されるコミュニ
ティ準法曹委員会が、女性や子どもに対する暴力
が生じた場合の通報手段を提供し、その監視に努
めている25。

宗教的指導者・組織の参加は、子どもに関わるデ
リケートな問題に対応するうえできわめて重要で
ある

　宗教は、ほとんどの開発途上国の社会的・文化
的生活において中心的役割を果たしている。宗教
的指導者や信仰に基づいて社会奉仕活動を行う組
織は大いに尊敬されており、人々はその言葉に耳
を傾ける。彼らは、意識を喚起し、行動に影響を
及ぼすうえで非常に強い立場にあるのだ。宗教的
指導者・組織は、世界中で、HIV／エイズの蔓延
を抑え、貧困と闘い、女性器切除のような有害な
伝統的慣行に終止符を打つべく活動している。ま
た、教育に対するすべての子どもの権利など、子
どもの権利擁護にも取り組んでいる26。

　ときとしてデリケートな、あるいはタブー視さ
れているこれらの問題に対する取り組みは、コ
ミュニティの中で声を上げることを通じて進めら
れる。さまざまな地域に設置されている宗教間評
議会は、話し合いを進め、行動のための枠組みを
創出する場となっている。宗教的指導者が、とく
に中央政府やNGOと連携してHIV／エイズの蔓延
と闘ってきたところでは、HIVの予防およびエイ
ズがもたらす困難な状況の緩和という点で相当の
成功が収められてきた27。

　「パストラル・ダ・クリアンサ」（子どもたちの
司教）プロジェクトは、この21年間、約24万人
という膨大な人数のボランティア・ネットワーク
に依拠しながら、ブラジルのほかラテンアメリカ・
アフリカ諸国14カ国の最貧層コミュニティで、
子どもの死亡と飢餓を削減するための活動を続け
ている。カトリック教会、ユニセフその他の機関
に支えられてきたこの取り組みは、子どもの権利
のための革新的努力が認められ、2005年１月に
第１回スペイン国王人権賞を受賞した28。このよ
うなプロジェクトが運営されているのはこれらの
国々だけではない。たとえばタイでは、「サンガ・
メッタ」プロジェクトを通じて3,000人を超える
仏教僧・尼僧・修行僧が研修を受け、HIV感染の
予防、家族への支援の提供、偏見や差別の防止の
ための活動をそれぞれのコミュニティで行ってい
る。このような努力は、HIV／エイズと結びつい
たスティグマへの挑戦という点で顕著な効果を発

揮し、HIV陽性の女性や子どもがそれまで排除さ
れていた集団や学校に復帰したり、HIV／エイズ
とともに生きる母親のもとに子どもが帰されると
いう成果につながっている29。

　市民社会組織は、優先されるべき分野やコミュ
ニティの特定と対象の明確化、効果的な実施戦略
の立案、国家予算・地方予算における優先順位の
設定、およびこれらの戦略の立案・実施への女性
と子どもの参加促進にも寄与することができる。
市民社会組織は地域レベルでのニーズや制約につ
いて直接の情報を有しているので、政策議論に貴
重な貢献をもたらすことができるからである。政
策立案関係者は、排除されている子どもやその家
族の関心事を、草の根組織を通じて知ることが多
い。政策立案への市民社会の関与に関わるひとつ
のモデルを提示しているのが、「世界エイズ・結核・
マラリア対策基金」である。同基金は、市民社会
組織を含む国レベルのパートナーシップ体制を構
築し、優先的ニーズにもとづいて助成申請を行う
よう呼びかけている。助成が認められれば、その
パートナーシップ体制を通じてプログラムの実施
状況の監督が行われるのである30。

図4.3　 信仰に基づいて社会奉仕活動を行う組織が、親を
失った子どもおよび権利を侵害されやすい立場に
置かれた子どものために進めている主な活動（南
部・東部アフリカ諸国*）

 

* ケニア、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、スワジランドおよびウガンダ。

出典： World Conference of Religions for Peace and United Nations Children's Fund, Study of the 
response by faith-based organizations to orphans and vulnerable children, January 2004.
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子ども参加を奨励すれば、子どもの能力育成にも
役立つ

　子どもは、私たちの慈善や保護を受動的に受け
取るだけの存在ではなく、権利を有する主体的な
市民であって、コミュニティや社会に参加するこ
とができなければならない。しかし子どもたちに
は政治的発言権がなく、政治的代表も存在しない
ため、公共政策に関する議論からたやすく取り残
されてしまう。政策立案に携わる者は、すべての
子どもの意見、とくに排除され、見えない存在と
なっている子どもたちの意見に耳を傾け、その意
見を考慮に入れるようにしなければならない。私
たちが周縁に追いやられた子どもたちの包摂に
完全に成功したことを示すのは、彼らの参加であ
り、彼らの存在が新たに見えるようになることで
ある。子ども参加は、関連する子どもたちの能力
の発達に応じて展開・支援を進める必要がある。

　「子どものためのグローバル・ムーブメント」は、
子どもの権利の増進と子ども参加の促進の両方を
目的としており、両者を切り離せないものとして
とらえている。国連子ども特別総会（2002年）
に向けて始まったこの運動には、国際機関から地
域の子どもグループに至るさまざまな組織が参加
している。2005年には、グローバル・ムーブメ
ントの代表者らが主要８カ国首脳会議の直前に報
告書を発表し、世界でもっとも大きな力を有する
国々の指導者らに、子どもの貧困に終止符を打つ
という約束を思い出すよう求めた。彼らが強調し
たのは、この目標は現実的かつ達成可能なもので
あり、経済的観点からも必要不可欠な、道徳的な
義務だということである。

　また2005年には、グローバル・ムーブメント
の一環として、アフリカの13カ国の̶̶家庭内
労働から靴磨きに至るさまざまな仕事をしてい
る̶̶子どもたち数千人が、子どもの権利の追求
における世界の進展について子どもたち自身が実
施した国際調査の第１次結果を発表した。報告書
では、教育や子ども参加に関わる一部の分野では
若干の進展が見られたものの、貧困が依然として
蔓延していると述べられている。さらに、政府が
自らの約束について説明責任を果たすよう、世界
中の子どもたちがともに行動することも勧告して
いる31。

　若者による市民社会組織も、若者フォーラムや
若者議会を通じて政策論議に貢献する度合いを強
めている。たとえば「エチオピア・ユース・フォーラ
ム」では７回にわたって会合を開催し、ストリート・
チルドレン、貧困削減と若者、HIV／エイズ、直近
では女子教育など、さまざまな問題を取り上げて
きた。2004年には、子ども自身による子ども調査
に参加し、学校に通っていない子どもがどこにい
るかを調べ、その就学を求めて声を上げている。

　子ども自身による子ども調査はいくつかの国で
実施され、子どもたちが、地域レベルでの開発プ
ロセスにおいて、またとくに排除され、見えない
存在となっている子どもたちを見つけ出すうえ
で、有効な主体になりうることを明らかにしてき
た。たとえばインドのプロジェクトでは、子ども
たちに、村または近所の地図を描き、学校に通っ
ていない子どもがいる家に印をつけて男女の人数
も書いてもらった32。この地図によって、地元の
計画立案者は重要な情報を手に入れることができ
るとともに、地域が不利な立場に置かれている現
状や教育の大切さについて、コミュニティの意識
も高まる結果となった。また、子どもたちがプロ
セスのまさに中心に位置づけられたことにより、
エンパワーメントの感覚と教育の双方が増進され
たのである。

メディア

メディアには、子どもたちとの約束に関する意識
を喚起し、進展を監視するうえで、他には代えら
れない重要な役割がある

　職業としてメディアに従事する人々̶̶ジャー
ナリスト、ライター、放送関係者、番組制作者
等̶̶は社会の目であり、耳であり、声であっ
て、子どもたちがどのように映し出され、描き出
されるかを決定するうえで大きな影響力を有して
いる。ニュースで、またメディアが重視する諸問
題のひとつとして正面から子どもの権利を取り上
げたり、これらの権利侵害に対して一般大衆や世
論形成に影響力を有する人々の注意を喚起するこ
ともできるし、自らの活動を通じて政府の説明責
任を問うことも可能である。公衆のための監視役
として、メディアは、子どもの権利の尊重、およ
び権利侵害の処罰をたしかなものとするうえで、
他には代えられない役割を担っている。メディア
は、子どもたちとの約束を果たすうえで、政府が
どの程度前進しているか、独立した立場から公の
監視を行うことができるのである。職業としてメ
ディアに従事する人々は、その活動を通じ、世論
を形成したり行動に影響を及ぼすことも可能であ
る。人々の生活の質を向上させるような変革を実
行するよう、政府、市民社会組織、個人に働きか
けることもできる。

子どもの問題に関する報道は、配慮と理解を持っ
て行わなければならない

　排除され、見えない存在となっている子どもた
ちは、ストリート・チルドレンから子どもの兵士
に至るまで、迫力のあるニュースの素材になるこ
とが多い。メディアには、このような子どもたち
の包摂を求める社会的な動きを醸成するうえで、
大きな可能性がある。しかし、職業としてメディ
アに従事するすべての人々が、本来持つべき尊重
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の念と理解を持ってこのような子どもたちの姿を
伝えるよう配慮しているわけではない。メディア
は、たとえば虐待・紛争・犯罪・貧困の無力な被
害者、犯罪の加害者、あるいは魅力的で無垢な存
在というステレオタイプな子ども像をつくりあげ
ることにより、ときとして子どもの搾取を助長
してしまうことがある。このような一面的な描き
方は、センセーショナリズムとあいまって、権利
侵害をこうむっている子どもの搾取にもつながり
かねないのである。たとえば、子どもの素性が特
定されるような詳細を明らかにしたり、子どもの
能力や力を探究しなかったりすることがその一例
である。子どもの権利条約や、ユニセフ「子ども
に関する倫理的報道の原則」33といった枠組みを
貫く指針を活用し、子どもの権利の促進と尊重を
図らなければならない。あらゆる場合に、子ども
の最善の利益が第一義的な関心事となるべきであ
る。

　子ども・若者に関する報道の質的向上に対して
全体的なアプローチがとられている好例として
は、ブラジルの「子どもの権利ニュース・エージェ
ンシー」（ANDI）がある34。子どもの権利ニュー
ス・エージェンシーのジャーナリストはメディア
を監視し、どの社が子どもたちをもっとも否定的
に描き出しているかを示す番付を発表しているの
である。報道各社が番付の順位を上げようと努力
するため、この番付によって報道のトーンが徐々
に変わってきた。子どもの権利ニュース・エージェ
ンシーは、監視活動以外にもニュース・ガイドラ

インの提示やジャーナリスト研修も行うほか、子
どものための社会的プロジェクトへの注目を高め
ている。また、「子どもに優しいジャーナリスト」
という賞は、受賞すれば子どもたちにアクセスし
やすくなるため、報道にあたっての配慮を促すイ
ンセンティブになってきた。このモデルは現在、
ラテンアメリカの他の8カ国でも採用されつつあ
る35。

　メディアが描く子どもたちの姿を改善するとと
もに、自分自身の視点から話ができるよう子ども
たちの能力育成を図る方法のひとつは、子どもた
ちが番組制作者や出演者として直接参加するよう
奨励することである。アルバニアでは、ある施設
の環境を10代の若者が報道したことがきっかけ
で、その施設の運営改革が行われた36。このこと
は、メディアを賢明に活用すれば、それ自体、子
どもが自分自身を守るための強力な手段として機
能しうることを実証するものである。

　メディアにおける子どものイメージの問題につ
いては、建設的、かつ支えにつながるような議論
が必要とされる。メディア組織は、子どもの生活
のあらゆる側面について責任ある報道ができる、
専門記者を任命すべきである。職業としてメディ
アに従事する人々とメディア組織は、どのように
すれば子どもとその権利について責任ある報道を
することができるか、その方法について自己研鑽
を進めなければならない。
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ユニセフ　子どもに関する倫理的報道の原則と指針

　子どもや若者について報道する行為に
は、特別な課題がともなう。場合によって
は、子どもたちについて報道することによ
り、当人または他の子どもたちが、報復さ
れたり偏見に晒されてしまうおそれがある
からである。

　ユニセフは、ジャーナリストのために、
子どもに影響を及ぼす問題について報道を
する場合の諸原則を策定してきた。これら
の原則は指針として提示されており、メ
ディアが、子どもの権利条約にもとづく子
どもの権利を尊重しながら、年齢にふさわ
しい配慮のある方法で子どもたちに関する
報道を行うのに役立つものであると、ユニ
セフは信じている。これらの指針の目的は、
倫理にのっとり報道を行う報道関係者の善
意、すなわち子どもの権利を損なうことな
く公益に奉仕するという彼らの意志を支援
することにある。

原則

1.  すべての子どもの尊厳と権利が、あらゆ
る状況において尊重されなければならな
い。

2.  子どもにインタビューし、また子どもに
ついて報道する際には、１人ひとりの子
どもが有している、プライバシーと秘密
を守られる権利、意見を聞かれる権利、
自己に影響を与える決定に参加する権
利、および、現実の被害や報復またはそ
の可能性から保護される権利に、特別な
注意が払われなければならない。

3.  １人ひとりの子どもの最善の利益は、子
どもに関わる問題についてのアドボカ
シーおよび子どもの権利の促進を含む他
のすべての考慮事項に優先して保護され
なければならない。

4.  子どもの最善の利益を決定するときは、
意見を考慮される子どもの権利が、その
年齢および成熟度にしたがって正当に重
んじられなければならない。

5.  報道の政治的、社会的および文化的影響
について、子どもの状況にもっとも近く、
その状況を評価するのにもっともよい立
場にある人々と協議を行わなければなら
ない。

6.  子ども、きょうだいまたは友人を危険に
晒すおそれのある記事または映像は、た
とえ身元が変更され、曖昧にされ、また
は明らかにされていない場合であって

も、公表してはならない。

子どもにインタビューする際の指針

1.  いかなる子どもにも害を及ぼしてはなら
ない。一方的な価値判断をともなう質問、
態度またはコメントは、文化的価値観を
配慮しないもの、子どもを危険もしくは
屈辱にさらすもの、またはトラウマの原
因となった出来事から生ずる苦痛および
悲しみを再活性化するものとともに、避
けなければならない。

2.  インタビューする子どもを選ぶにあたり、
性別、人種、年齢、宗教、地位、教育的
背景または身体的能力を理由とする差別
をしてはならない。

3.  演出をしてはならない。子ども自身が
経験していない話をしたり行動をとるよ
う、子どもに求めてはならない。

4.  話している相手が報道関係者であるこ
とを、子どもまたは保護者が承知して
いるようにしなければならない。インタ
ビューの目的と、それがどのように使用
されるのかという点について説明しなけ
ればならない。

5.  インタビュー、ビデオ撮影、および可
能な場合にドキュメンタリー写真の撮影
を行う場合には、子ども自身、およびそ
の保護者の許可を常に得なければならな
い。この許可は、可能かつ適切な場合に
は、書面で得るべきである。許可は、子
どもと保護者がいかなる意味でも強制を
受けていないことが保障できる状況下
で、かつ、自分が登場する記事が地域的・
国際的に報道される可能性があることを
確実に理解している状況下で得なければ
ならない。これが可能になるのは、通常、
許可が子ども自身の言語で得られ、かつ
子どもが信頼するおとなと協議したうえ
で決定が行われる場合に限られる。

6.  子どもに対するインタビューの場所、お
よび方法に注意を払わなければならな
い。インタビューする者と撮影を行う者
の人数は抑えるべきである。子どもが安
心し、外部からの圧力（インタビューを
行う者からの圧力を含む）を感じること
なく話ができるよう努めなければならな
い。映画、ビデオおよびラジオ・インタ
ビューの際には、背景映像または背景音
の選択が子ども自身ならびにその生活と
話に与える印象について考慮する必要が
ある。子どもの家、コミュニティまたは

一般的所在を示すことにより、子どもが
危険に晒されたり悪影響を受けることの
ないようにしなければならない。

子どもについて報道する際の指針

1.  いかなる子どもに対しても、いっそうの
汚名を着せることがあってはならない。
否定的な報復（新たな身体的・心理的危害
を含む）を受ける危険に子どもを晒した
り、子どもが生涯にわたって地域コミュ
ニティから虐待、差別もしくは拒否され
ることにつながるようなカテゴリー化、ま
たは描き方は避けなければならない。

2.  子どもの話または映像の背景を常に正確
に提示しなければならない。

3.  次のような子どもについては、名前を変
更し、かつ身元の特定を防ぐため映像に
加工を施す配慮が常に行われなければな
らない。

•性的虐待・搾取の被害者
•身体的・性的虐待の加害者
• HIV陽性の子どもまたはエイズとともに
生きる子ども（子ども、親または保護者
が十分な情報を得たうえで同意した場合
を除く）

• 罪を犯したとして告発された子ども、ま
たは有罪判決を受けた子ども

4.  次のような子どもについては、危害ま
たは報復の（潜在的）危険性がある一
定の状況において、名前を変更し、か
つ身元の特定を防ぐために映像に加工
を施す配慮が行われなければならない。

•現役の、または元子どもの兵士
•庇護希望者、難民または国内避難民

5.  場合によって、子どもの身元̶̶名前お
よび（または）認識可能な映像̶̶を明
らかにすることが子どもの最善の利益に
かなうこともある。ただし、子どもの身
元が明らかにされるときは、子どもはい
かなる被害からも保護され、かつスティ
グマの付与または報復が行われる可能性
のある期間中、支援を提供されなければ
ならない。

　 このような特別な事例に当てはまるいく
つかの例としては、次のものがある。

• 子ども自身が、表現の自由に対する権利
および意見を聞かれる権利を行使したい
と望んで、報道関係者に接触してきたと
き
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• 子どもが社会活動または社会的動員の継
続的プログラムに参加しており、参加者
として特定されたいと希望するとき
• 子どもが心理社会的プログラムに参加し
ており、自分の名前および身元が健康的
な発達の一環であると主張するとき

6.  子どもの発言が正確かどうか、他の子ど
もまたはおとな（望ましくはその両方）
に確認しなければならない。

7.  子どもが危険に晒されているかどうか確
証が持てない場合には、その話にどれほ
どのニュース価値があっても、個別の子
どもではなく、子どもたちの一般的状況
について報道することを選ばなければな
らない。

    p.93の注参照。

メディアとの連携によりキャンペーンの実効性が
高まる

　メディアは、個人に直接情報を伝えることによ
り、具体的問題について一般大衆を啓発するため
の手段にもなりえる。テレビとラジオは、情報の
普及や視聴者の啓発のためにほとんどの社会で
活用されている媒体である。教育のためにメディ
アと連携することにより、このような取り組み
の実効性が高まる。国連、国連エイズ合同計画
（UNAIDS）およびカイザー家族財団が進めてい
る「グローバル・メディア・エイズ・イニシアティ
ブ」は、HIV／エイズの流行に関するメッセージ
を長短さまざまな放送番組に組み込むという手法
を通じて、HIV／エイズとの闘いにメディア企業
の参加を得ようとする試みである37。20名を超え
る世界中の主要メディア企業の幹部がこのイニシ
アティブに参加し、HIV／エイズに関する一般大
衆の知識と理解を広めることに企業として取り組
むことを約束した。

　インターネットという資源も、排除され、見え
ない存在となっている子どもたちの状況に光を
当て、彼らの権利を充足するためのパートナー
シップと行動を促進する目的で、国内外の機関、
NGOそのほかの組織によって活用されつつある。
そのひとつの例が、ウェブを基盤とした、メディ
ア従事者向けのリソースセンター、「エイズ・メ
ディアセンター」である。そこには、職業として
メディアに携わる者同士の間の対話促進を目的と
した公開制限資料、連絡先情報、背景文書、マル
チメディア資料が掲載されている。また、英国放
送協会（BBC）ワールド・サービス・トラスト
が設置した「ベスト・プラクティス・メディア・
リソースセンター＆データベース」は、HIV／エ
イズに関するメディア向け資料を提供するととも
に、研修も実施している。BBCは、子どもの権
利および子どもに関わる問題専門のセクションを
ウェブサイトに設けて定期的に更新している、数
少ない国際的放送企業のひとつでもある。
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民間部門

　通商機関、商工会議所、産業界のその他の構成
員をはじめとする民間部門の組織が子どもたちの
包摂という面で果たす役割も重要である。民間部
門の組織は、子どものために保護的な環境をつく
りだすパートナーとして、また自分たちの行為が
子どもたちに害を及ぼしたり子どもの搾取につな
がることのないように保障するという形で貢献す
ることができる。民間部門組織がこれを実践する
もっとも効果的な方法のひとつは、行動規範を制
定・遵守し、またスタッフの意識啓発や研修を行
うことにより、企業の社会的責任を果たすことで
ある。

企業は、自社の活動によって子どもたちが排除さ
れたり、その存在が見えなくなることのないよう、
注意しなければならない

　最近になって、多くの企業が、企業の社会的責
任をなんらかの形で受け入れるようになってき
た。すなわち、企業はあらゆる事業展開および活
動において、すべての利害関係者に対して説明責
任を負っており、経済的側面だけではなく社会的・
環境的側面においても持続可能な開発を目指さな
ければならないということである。企業が社会的

責任に関する報告書を発行し始めたことで、児童
労働の問題に光が当たり、こうした権利侵害の中
止を求める消費者の声にもつながっていった。危
険な児童労働の根絶や公正な労働慣行の実施のた
めに、また自社の利益を生み出してくれる人々に
対する責任を回避するための手段としてアウト
ソーシングが利用されることのないよう、圧力を
かけ続けなければならない。

　世界中の子どもの保護という面で注目すべき
一歩が、2004年４月に踏み出された。「子ど
も買春防止のための旅行・観光業界行動倫理規
範」が策定されたのである。この行動倫理規範
は、エクパット（End Child Prostitution, Child 
Pornography and Trafficking of Children for 
Sexual Purposes）と、観光業界の民間部門グルー
プの協力で誕生した38。エクパットは子どもの商
業的性的搾取の根絶に取り組んでいる組織の連合
体であり、国連経済社会理事会との特殊諮問資格
を有している。この行動倫理規範に参加するホテ
ル・旅行業界は、子どもの商業的性的搾取に反対
する倫理的な企業方針の確立、子どもの性的搾取
が行われている国での職員研修、子どもの性的搾
取についての旅行者への情報提供などに取り組む
ことが求められる39。

児童労働と企業の社会的責任： 児童労働と闘うためのユニセフ-IKEA（イケア）プロジェクト

　インドでは、５～14歳の子どもの14％
が児童労働活動に従事していると推定され
ており、その活動には、大規模な多国籍企
業が国外に直接輸出するための、しばしば
安価な製品の製造も含まれている。こうし
た子どもたちのほとんどは、概して監視制
度の目が届かないインフォーマル部門で働
いており、一個人の家で下請け作業をして
いることも多い。

　企業にとって、また企業が間接的に雇
用している児童労働者にとって、このこ
とにはどのような意味があるのだろうか。
1990年代初頭以降、多国籍企業は児童労
働に反対する方針を自社の行動規範に盛り
込み始めた。住宅家具のデザイン・製造・
販売に携わる多国籍企業、イケア（IKEA）
グループは、民間部門が、どのようにすれ
ば子どもの権利条約を枠組みとして活用し
ながら、社会的責任に反しないやり方で開
発途上国でのビジネスを展開できるかとい
う一例を示している。

　イケアは、サプライ・チェーンのいかな
る段階においても子どもが雇用されること
のないようにするため、同社と契約するす
べての供給業者に適用される行動規範「児

童労働を防止するためのイケア方針」を策
定した。この行動規範は、すべての契約業
者に対し、子どもの権利条約を尊重するよ
う求めるものである。これに加えて、行動
規範の遵守を確保するため、イケアの社員
が定期的に現地訪問を行い、現場で子ども
が働いていないことを確認しているほか、
少なくとも年に１回、独立の監査役による
抜き打ちの査察が行われている。このため、
イケアの仕事をとりたいと望む地元の業者
は、子どもおよび最低就労年齢に関わる現
行の地域法・国内法にもとづいて策定され
た、同社の行動規範を遵守せざるをえない。

　ユニセフとイケアは、インドのウッタル
プラデシュ州でこの行動規範を実施するた
めに力を合わせた。ユニセフが2000年に
開始した「バルアディカール-イケア・イ
ニシアティブ」フェーズ１では、イケアが
現在じゅうたんを調達している200の村が
対象とされている。ウッタルプラデシュ州
は、インドの働く子どもの15％が存在す
ると推定されている地域である。これらの
子どもたちはもっぱらインフォーマル部
門で雇用されており、家族・世帯単位で働
いている。ウッタルプラデシュ州のじゅう
たん産業はインドのじゅうたん輸出額の約

85％を占めており、高度に分散化されて
いる。そして、じゅうたん織りに従事する
労働者の多くは、社会の周縁に追いやられ
た農村部の世帯が占めているのである。

　同プロジェクトは、いまでは500の村を
対象とするまでに拡大された。その根本に
あるのは、単に子どもを仕事から引き離し
たり、多国籍企業の供給業者の契約を停止
したりするだけでは、児童労働を根絶する
ことはできないという考え方である。それ
だけでは、子どもたちは違う雇用者のとこ
ろに行くだけだからだ。そこで、児童労働
の根本的な原因に対処することに力が入れ
られる。たとえば、周縁に追いやられたコ
ミュニティが抱える負債問題、成人の失業、
貧困、良質な初等教育を受ける子どもの権
利といった問題である。

　そのため、イケアとユニセフは、働く子
どもとその家族に同時並行的に手を差し伸
べる２面的な戦略をとっている。コミュニ
ティの女性、とくに母親に対しては、女
性の自助グループを結成するよう求められ
る。フェーズ１の対象となった村々では、
5,600人の女性が参加する430の自助グ
ループが結成され、月におよそ3,700米ド
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　フィリピンでは、非政府組織である「女性の人
身売買に反対するアジア太平洋連合」が、種々
の教育ツールを活用し、売買春で有名なコミュニ
ティで女性や子どもが性的に搾取される原因とな
る男子・男性の性的態度や行動に変革をもたらす
べく取り組んでいる。

ルを貯金するようになった。女性たちはそ
のおかげで、法外な利子で金を貸そうとす
る地元の金融業者を利用しないですむ。ま
た家族としても、医薬品、子どもの教育、
結婚式のためにお金が必要になったり、自
分たちで事業を始めたいと思ったときに
も、自己資金があるので、悪徳な金貸しか
らお金を借りる必要がない。家族がこうし
た債務から解放されれば、子どもを働かせ
る可能性も低くなるのである。

　子どもの教育面でのニーズも、就学キャ
ンペーンと代替学習センターという２つの
面から対応が行われている。毎年行われて
いる就学キャンペーンのおかげで、学校に
通っていない子ども（６～12歳）約７万
5,000人が戸別調査を通じて特定され、正
規の学校制度に参加できるようになった。

　代替学習センターは、排除された子ども
たちを対象とした期間限定の戦略で、特
に８～13歳の子どものみを対象としてい
る。最終的にはこれらの子どもたちを正規
の教育制度に統合することを目的として、
フェーズ１の対象となった村々で103カ所
の代替学習センターが開設された。プログ
ラムの開始以来、約6,300人の子どもがこ

れらのセンターを利用し、そのうち4,980
人が2005年６月までにセンターを卒業し
て正規の教育制度に移行している。他の
300村にも代替学習センターを設置する努
力が進められているところである。

　2002年半ば、ウッタルプラデシュ州東
部のジャウンプル地区の２ブロックですで
に「バルアディカール-イケア児童労働イ
ニシアティブ」の支援を行っていたイケア
は、同地区の全21ブロックに暮らすすべ
ての乳幼児と妊婦に支援の手を伸べ、保護
するという課題に着手した。同地区の予防
接種率を2007年までに少なくとも80％に
まで高め、外部からの援助がなくなっても
持続可能にするのがその目的である。

　イケアによる「追加的定期予防接種イニ
シアティブ」は、ジャウンプル地区の７ブ
ロック（1,126村）に住む該当者全員（乳
幼児５万2,558人・妊婦５万6,407人）に
予防接種を実施するという成果を上げた。
定期予防接種イニシアティブに対する州政
府の支援も得て、残りの14ブロックも４
年間のプロジェクト・サイクルを通じて順
次網羅される予定である。

　　　　　　　　p.93の注参照。
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存在しない子どもたちの生活に光を当てる映画製作者たち

　映画製作者は、排除され、姿の見えな
い子どもたちが直面している困難な状況
に一般大衆の注意を惹きつけることがで
きる特殊な立場にある。最近になって、
世界でもっともよく知られた映画監督の
なかから、声を上げることのできないこ
のような子どもたちのために立ち上がる
必要があると認識する動きが出てきた。
彼らがユニセフ、世界食糧計画（WFP）
およびイタリア政府と協力して製作した
のが、第62回ベネチア国際映画祭で上
映された、７本の短編から成るオムニバ
ス映画、『インビジブル・チルドレン』（All 
the Invisible Children）である。このプ
ロジェクトは、あらゆる場所に住むすべ
ての子どもたちの権利を守るため、国際
社会が努力しなければならないという意
識を呼び起こそうというものである。

　『インビジブル・チルドレン』の製作
に参加した８人の監督は、世界のさまざ
まな地域に暮らす子どもたちの生活を描
き出した。メディ・シャレフはブルキナ
ファソの、エミール・クストリッツァは
セルビア・モンテネグロの、スパイク・
リーは米国の、カティア・ルンドはブラ
ジルの、ジョーダン・スコットとリド
リー・スコットは英国の、ステファノ・
ベネルッソはイタリアの、そしてジョン・
ウーは中国の状況をそれぞれ取り上げて
いる。いずれのエピソードも、貧困や暴
力、武力紛争、周縁化、あるいはHIV／
エイズのために見えない存在となってし
まっている子どもたちに焦点を当てたも
のである。

　そのうち３本の短編では、ストリート・
チルドレンの世界が舞台となっている。
ルンドの短編では、サンパウロの路上で
ダンボールや鉄くずをかき集めて必死に
生計を立てる２人のきょうだいが主人
公である。ベネルッソとクストリッツァ
の作品では、それぞれナポリとセルビア
の田舎で、生きのびるために必死に盗み
をはたらく子どもたちの姿が描かれてい
る。リーは、ブルックリンに住むHIV陽
性のティーンエイジャーが仲間からいじ
められ、スティグマを与えられる悲劇的
なストーリーを描いた。ジョーダンとリ
ドリーの作品では、ある戦争写真家が、
おとなになってからの恐ろしい記憶から
逃れようと、子ども時代の思い出に逃避
する。シャレフのエピソードでは、子ど

もの兵士が慣れた手つきで機関銃を操り
ながらも、その一方で愛と教育を求める
姿が映し出されている。映画の最後を飾
るウーの作品では、中国で育つ裕福な家
庭の少女と貧しい少女の対照的な生活が
取り上げられている。

　『インビジブル・チルドレン』に登場
する子どもたちは、銀幕の外で沈黙を保
つ数百万人の仲間たちの代表である。そ
こに描かれているのは、数千万人のスト
リート・チルドレン、紛争に巻き込まれ
た数十万人の子どもたち、HIV／エイズ
とともに生きる200万人以上の15歳未
満児、そしてこれらをはじめとする種々
の要因によって排除され、姿が見えなく
なっている何百万人もの子どもたちの姿
である。「子どもたちは世界中で虐待さ
れ、忘れ去られているんだ。この映画で
子どもたちが直面している困難な状況を
知ってもらえれば、と思う」とスパイク・
リーは語る。

　ハンナ・ポーラックは、忘れられた子
どもたちのことをもっと知ってもらいた
いというリーの願いを共有する監督のひ
とりである。オスカー賞にノミネート
された彼女のドキュメンタリー『ザ・チ
ルドレン・オブ・レニングラドスキー
（レニングラドスキー駅の子どもたち）』
（The Children of Leningradsky）では、
推定２万5,000～3万人の子どもが路上
生活を送っているモスクワを舞台に、
ホームレスの子どもたちの世界が探求さ
れている。これらの子どもたちは、アル
コールや薬物依存、身体的・性的虐待、
HIV感染、暴力や搾取の被害を受けやす
い。ポーラックは、彼らの物語を描き出
すことこそ、彼らを支援する効果的な方
法のひとつだと信じている。

　「こういう子どもたちのために私が個
人としてできるのは、せいぜいこれだけ
です」と彼女は語る。「映画を通じて彼
らの問題をさらけ出し、彼らに話をして
もらうことによって、他の人たちも影響
を受けて支援の手を伸べてくれればいい
と思っています。実際、こういう主題で
映画を作ることは、彼らを支援する実際
的な方法なのです…。ときどき、こうい
う子どもたちの生活の一番過酷な部分を
撮影できるなんてどうしてそんなことが
できるのか、と言われることもあります。

けれども、こういう側面こそ彼らの現実
そのものなのです。こうした現実を知る
ことなくして、いまも続いている子ども
たちの悲劇を知り、援助の手を差し伸べ
ようという気になれるでしょうか」

　モスクワでホームレスの生活を送って
いる子どもたちに接触するにはさまざま
な問題を乗り越えなければならなかった
が、それでもこの映画の製作はポーラッ
クにとって非常にやりがいのある仕事と
なり、長く続く友情を育んだという。彼
女の取り組みはこれを限りで終わるもの
ではない。彼女は「アクティブ・チャイ
ルド・エイド」という財団を作り、ドキュ
メンタリーで集まった資金やその他の手
段を用いて、路上で暮らしている数百人
の子どもたちに援助を続けている。

　ポーラックにとって、一番うれしかっ
たことは、映画に登場した子どもたちに、
いまとは違う生活が可能なのだというこ
とを示すことができたことである。「子
どもたちは、自分には別の道もあるんだ、
一生路上で過ごす必要はないんだと気づ
いてくれました。そんな子どもたちの姿
を見ることができて、本当にうれしいの
です」
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前進の道筋

　姿の見えない子どもたちを闇から救い出し、す
べての人々を包摂する社会を築いていくために
は、国際社会のすべての構成員が̶̶それぞれが
担っている無数の役割にしたがって̶̶、いかな
る子どもも忘れ去られることがないよう行動を起
こすことが必要となる。国際機関、ドナー、各国
政府、市民社会、メディア、そして民間部門のあ
らゆる主体が、子どもの包摂と保護に対して責任
を負わなければならない。子どもの権利条約の諸
原則と子どもの権利委員会の勧告を、いっそう一
貫した形で開発戦略に統合していく必要があるの
だ。
　各国政府は、自国の法律が子どもの権利促進に

資するものとなるよう図るとともに、次世代の市
民、とくにこれまで社会手当や社会サービスから
排除されてきた人々の生活の質を確保すべく、十
分な資源を配分しなければならない。市民社会組
織は、直接の影響を受けている人々の声を発信す
る場を提供することができる。民間部門は、継続
的な取り組みと監視が必要ではあるものの、子ど
もに関わるより大きな社会的責任を企業が果たす
べく、重要な一歩を踏み出した。メディアは、排
除され、見えない存在となっている子どもの存在
に光を当て、すべての人々に行動の必要性を突き
つけるうえで、重要な役割を担っている。家庭、
学校、施設の中でも、子どもの意見を尊重する努
力を促進しなければならない。
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人口動態上の課題

　世界人口の38％が18歳未満の子どもたちである。後
発開発途上国50カ国では、子どもが人口の半数を占め
ている。91カ国では、18歳未満人口の割合がいまから
2015年̶̶多くのミレニアム開発目標の達成期限̶̶
までの間に上昇する見込みである。

　人口構成の変化は政策上の課題を突きつける。多くの
場所では、増え続ける子どもたちのニーズを満たすため
の資源を用意しなければならない。個人のニーズはライ
フサイクルの段階に応じて変わってくるが、次世代のた
めに早期の投資を行っておくことは、貧困削減戦略を成
功に導くために必要不可欠である。

　都市化によってさらなる課題が生ずる。開発途上国全
体を通じ、より多くの子どもたちが大都市に集中するよ
うになっているためである。人口増加率が減少する一方
で都市人口は増えているため、都市貧困層の子どもたち
が必要不可欠なサービスや保護を受けられないという事
態が生じないよう、相当の注意が必要となる。同時に、
農村部の子どもたちが直面している不平等に向き合い、
その不平等を解消することにも注意を払わなければなら
ない。

　ミレニアム開発目標達成に向けて実施されている諸戦
略や、現世代の子どもたちが成長しておとなになったと
きの生活を向上させることを目指す未来展望型のイニシ
アティブにおいては、以上のような人口動態上の傾向を
考慮に入れることが必要となる。子どもたちは公民権を
有さない大規模な人口集団であり、政府の意志決定にお
いて限られた発言権しか有していない。したがって、立
法、政策、プログラム、さらにはもっとも重要な資源配
分において、子どもたちのニーズを優先することが必須
となるのだ。

出典： 統計表６（pp.118-121）で報告されている国連人口局のデータより。

子どもの人口がもっとも多い10カ国に
おける都市人口の割合

ブラジル
米国
メキシコ

ナイジェリア
インドネシア
中国
パキスタン
インド
バングラデシュ

エチオピア16%

25%

28%

34%

40%

47%

48%

76%

80%

84%
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この地図は、いずれかの国もしくは地域の法的地位また
はいずれかの国境の確定に関するユニセフの立場を反映
するものではない。
点線は、インドとパキスタンが合意したジャンムー・カシ
ミールのおおよその統治線を表したものである。ジャン
ムー・カシミールの地位の確定については当事者の合意
が得られていない。

共通の未来

総人口に18歳未満の
子どもが占める割合

データなし

10% - 19%

20% - 29%

30% - 49%

50%以上

出典： 統計表６（pp. 118-121）で報告されている国連人口局のデータ（2005年）より。

2015年に子どもの人口が
増えていると予測される国々

出典： 国連人口局のデータ（2005年）より。
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これまでになかった機会

 あるシナリオを考えてみよう。̶̶そのシナリ
オでは、住んでいる国、世帯所得、ジェンダー、
民族または居住地に関わらず、子どもたちが必要
不可欠なサービスと保護を受けられるようにする
ために、世界があと一歩を踏み出したとする。各
国は、これまで排除され、あるいは見えない存在
となっていた残り５～10%の子どもたち、多く
の場合手を差し伸べることがもっとも困難な子
どもたちに支援を届けるべく、努力を傾けたとす
る。子どもたちはひとり残らず学校に通い、その
結果、可能なかぎり能力育成が図られ、虐待から
も保護されているとする。あらゆる子どもが、子
どもの主要な死因となっているいくつかの病気の
予防接種を受け、現時点では費用がかかりすぎて
すべての者に提供することなどできないと考えら
れている新しいワクチン１の恩恵に与っていると
する。簡単で費用のかからない経口補水塩（ORS）
が手に入らないために、乳幼児が命を失うことは
ない。劣悪な環境の作業場に監禁されて世界から
隔離され、奴隷状態に近い状況で働かされる子ど
ももいない。

 このような世界がもたらす恩恵は、子どもたち
だけでなく、人類全体が享受できるものである。
早すぎる死や衰弱性の疾病が、全体として開発の
足を引っ張ることも少なくなる。極度の貧困がも
たらす絶望や、紛争によって引き起こされる混乱・
破壊は目に見えて減少する。より健康で、より熟
練し、技術や時代がもたらす課題への適応力も増
した労働力が誕生するので、経済面でも恩恵があ
る。いっそうの知識を身につけ、十分な情報を手
にするようになった有権者が、自国の意思決定プ
ロセスにおける積極的な発言権を要求するととも
に、腐敗や専制を抑制するようになるため、民主
主義的制度はいっそう生き生きと機能し、持続し
やすいものとなる。何よりも、子どもや若者のエ
ネルギーと創造性が、生きるための必死の闘いの
なかで雲散霧消するのではなく、彼ら自身の成長・
発達に、そして社会への完全かつ積極的な参加の
ために注がれるようになるのである。

 このような世界こそ、子どもにふさわしい世界
ということができるだろう。そのような世界を築
くことは達成不可能なほど遠大な目標のように思
えるかもしれないが、実際はそうではない̶̶子
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何が問題か：子どもにふさわしい世界を築くことは達成不可能なほど遠大な目標
のように思えるかもしれないが、実際はそうではない̶̶子どもたちとの約束を
果たすために、最大限できることをすればいいのである。約束は明確であり、曖
昧な部分は何ひとつない。約束とは、道徳的・実践的義務の双方をともなった
誓約なのだ̶̶いま必要とされるのはこのような認識である。約束とは、道徳的
という意味では互いの間に義務が生じていることを示し、実践的という意味で
は、約束を交わした者は一定の行動をとることを余儀なくされる。このことは、
2000年のミレニアム・サミットにおいて暗黙のうちに了解されたことである。
同サミットは、すばらしい言葉と高貴で野心的な願望を、期限つきの開発目標と
いう形に昇華させ、ミレニアム宣言を採択した̶̶そして世界の指導者らは、同
宣言にしたがって成果を測定され、説明責任を問われることに同意したのである。

何をなすべきか：子どもたちのためのミレニアム・アジェンダが達成可能である
ことは何よりもはっきりしている。いま必要なのは、これからの10年間、次の
主要3分野において揺るぎのない断固たる行動をとることである。

・  ミレニアム開発目標を達成する：2005年9月の世界サミットで、世界の指導
者らは2015年までにミレニアム開発目標を達成するという約束を再確認し
た。すべての子どもが必要不可欠なサービスと保護を受け、社会に参加でき
るようにするための第一歩として、ミレニアム開発目標を達成しなければな
らない。目標に後れをとっている国々は、ドナーや国際機関から十分な支援
を受けながら努力を倍化する必要がある。いまのところ順調な歩みを見せて
いる国々も、目標を達成するだけに留まらず、子どもの健康・教育・発達面
での格差を解消するという課題に向けて奮闘しなければならない。

・  排除され、姿の見えない存在となっている子どもたちに手を差し伸べる：　
子どもたちに対して約束を果たすと表明した以上、私たちは、ケアと保護を
もっとも必要としている子ども̶̶もっとも貧しく、もっとも弱い立場に置
かれている子どもたち、搾取・虐待されている子どもたちに手を差し伸べな
ければならない。国内で、社会で、コミュニティで、そして国境を超えて排
除され、見えない存在となっている子どもたちが苦しんでいる多くの格差や
虐待について、その不快な真実と正面から向き合い、それらを解消するため
に全力を尽くす必要がある。

・  ともに行動する：これを可能にするためには、政治的意志や善意にもとづく
戦略以上のものが必要となる。どの国の政府も、どんな機関・団体も、単独
ではいずれかひとつの目標さえ達成することはできない。ミレニアム・アジェ
ンダを達成するためには、効果的かつ創造的な、一貫したパートナーシップ
が必要なのである。私たちはみな、解決の一翼を担う責任を自覚するのみな
らず、子どもたちのためにともに行動する覚悟と意志を整えなければならな
い。子どもたちのパートナーとなりその能力育成を図るとともに、子どもた
ちを排除することなく、保護しなければならない。その際にわきまえておか
なければならないのは、平和、平等、寛容、安全保障、自由、環境の尊重お
よび共同責任に彩られた世界というミレニアム宣言のビジョンを実現するこ
とができるかどうか、それはいかなる子どもも排除されたり姿の見えない存
在となることのないようにするという約束を守ることができるかどうかにか
かっているということである。世界の子どもたち、とくに健やかな成長・発
達のために必要な機会を失うことがあまりにも多い子どもたちにとっては、
私たちが頼りなのである。

ともに行動する
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どもたちとの約束を果たすために、最大限できる
ことをすればいいのである。約束は明確であり、
曖昧な部分は何ひとつない。約束とは、道徳的・
実践的義務の双方をともなった誓約なのだ̶̶い
ま必要なのは、このような認識である。約束とは、
道徳的という意味では互いの間に義務が生じてい
ることを示し、実践的という意味では、約束を交
わした者は一定の行動をとることを余儀なくさ
れる。これは2000年のミレニアム・サミットに
おいて暗黙のうちに了解されたことである。同サ
ミットは、すばらしい言葉と高貴で野心的な願望
を、期限つきの開発目標に昇華させ、ミレニアム
宣言を採択した̶̶そして世界の指導者らは、同
宣言にしたがって成果を測定され、説明責任を問
われることに同意したのである。

 政治とは可能性の芸術であるといわれてきた。
ミレニアム・アジェンダのすばらしいところは、
2015年までに世界のすべての子どもが初等教育
を修了できるようにし、乳幼児死亡率を３分の
２、妊産婦死亡率を４分の３削減するとともに、
HIV／エイズ、マラリアその他の主要な疾病の蔓
延を阻止するのみならず、減少させ始める、と政
治家と国際機関が誓約した点である。世界経済の
規模が60兆米ドル２に達し、いまなお成長を続け
ているこの世界にあって、上記のすべての目標、
そしてミレニアム・アジェンダのその他の目標が
達成可能であることは明らかである。人類が知識
のフロンティアを切り開き続け、科学が日々̶̶
ヒトゲノムのマッピングから宇宙の起源の理解に
至るまで̶̶進歩し続けるなかで、この10年の
間に子どもの飢餓を撲滅したり、子どもたちが下
痢のように簡単に予防できる原因で命を落とすこ
とがないようにすることは本当に不可能なのだろ
うか。

すべての子どもに手を差し伸べることができるか
どうかは、創造的かつ効果的なパートナーシップ
の構築にかかっている

 これを可能にするためには、政治的意志や善意
にもとづく戦略以上のものが求められる。どの国
の政府も、どんな機関・団体も、単独でこれらの
目標を達成することはできない。ミレニアム・ア
ジェンダの実現のためには、効果的かつ創造的
な、一貫したパートナーシップが必要なのである。
パートナーシップを組むということは、理論的に、
ということだけではなく、実際に連帯して活動す
ることを意味する。そしてそのためには、国連と
あらゆる関係パートナーとの協力関係推進につい
て述べた国連事務総長報告書にもあるように、「共
通の目的の達成もしくは特定の課題の遂行のため
に、またはリスク、責任、資源、能力および恩恵
を共有するためにともに行動することについてあ
らゆる当事者が合意する、自発的かつ協力的な関
係」が必要となるのだ３。

　世界中で数千をくだらない個人と機関・団体が、
それぞれ独自の焦点、強み、志向性をもって子ど
もたちのために活動している。しかし、国際社会
を構成するますます多くの主体が、子どもの権利
条約、ミレニアム宣言、ミレニアム開発目標、そ
して「子どもにふさわしい世界」を軸として団結
しつつあることも事実である。それぞれの力をひ
とつに合わせることによって初めて、これらのコ
ミットメントの深みと幅広さを反映する、国際的
な発言力と政治的重みを備えた運動をつくりだす
ことが可能となる。世界の子どもたち、とくに健
やかな成長と発達のために必要な機会を失うこと
があまりにも多い子どもたち、すなわち排除され、
姿の見えない存在となっている子どもたちにとっ
ては、私たちが頼りなのである。

 パートナーシップはユニセフの基本的な概念と
して位置づけられている。人々や諸機関・団体は、
協働し、資源を共有し、お互いのアイデアを発展
させていくことによって、そうしない場合に得ら
れたであろうよりもより大きな̶̶そしてより実
効的な̶̶成果につながる相乗効果を生み出すこ
とができる。ユニセフの歴史はそのことを力強く
実証している。ユニセフは、国連総会によるその
創設決議４において、救援団体および児童福祉団
体とともに活動するという任務を与えられた。こ
の関係は、情報を共有し、資金を募り、世界中の
子どもたちの利益となるような政策決定に寄与す
るうえで常に有益なものであった。市民社会との
パートナーシップを築いていくために、ユニセフ
国内委員会が設置された。1960年代には、母子
保健、教育、栄養に関するユニセフの政策決定に
NGOが影響を与えた。そして1970年代には、ユ
ニセフのパートナーである市民社会組織が国際児
童年（IYC）の制定を強く要求し、そのアイデア
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性と効率性を向上させるために国連諸機関があら
ゆるレベルでどのように協働すればよいかをあら
ためて定義しようとする、改革プロセスに参加し
ている。この動きは、開発はあらゆる主体が参加
しなければ真の実効性と持続可能性を有すること
ができないという、世界中で広まりつつある新た
な認識を反映したものである。既存のパートナー
シップを強化し、新たなパートナーシップを構築
し、説明責任を確保するための新たなメカニズム
をつくりだすためには、大胆さと迅速さが必要と
される。時間はもっとも重要である。それは、ミ

がやがて子どもの権利条約の提案につながって
いったのである。子どもの権利がしっかりと確立
されたのを受けて、ユニセフは、慈善を基盤とす
るパートナーシップから一歩踏み出すという挑戦
に着手した。子どもとその家族はパートナーであ
り、能力育成の機会を与えられるとともに、その
能力と脆弱性を自らの力で知らしめ、それに対し
ての行動奮起を求める力を与えられるべき権利の
保有者であると位置づけたのである５。

 ユニセフは、国連の一機関として、国連の実効

国連女子教育イニシアティブ（UNGEI）：教育における男女平等を現実のものとする

　学校に通っていない１億1,500万人の
子どもたちのうち、過半数は女子である。
持続可能な開発と貧困の根絶は、すべて
の子どもたちに男女の区別なく良質な教
育を提供することができて、初めて可能
となる。初等教育の完全普及と教育にお
ける男女平等を2015年までに達成しよ
うとするならば、「お定まり」のアプロー
チは選択肢にならない。女子が直面して
いる障壁ははるかに大きいため、女子を
就学させ、教育を修了できるようにする
ためには追加的努力が必要とされる。そ
のような努力のひとつが「国連女子教育
イニシアティブ（UNGEI）」である。

　2000年４月、セネガルのダカールで
開かれた世界教育フォーラムで産声をあ
げた、女子教育のためのこの国際的運動
は、あらゆるレベルの関係者と主体が集
う、前例のないパートナーシップである。
ユニセフが提唱したこの運動は、各国
政府、国連機関、ドナー、開発機関、
NGO、市民社会組織、民間部門、宗教
グループ、親、教師、コミュニティ、学
生組織など、志を同じくする幅広い範囲
のパートナーを包含するものである。

 国連女子教育イニシアティブは、別個
のメカニズムやプログラムを創設するの
ではなく、各組織間を調整し、資源を蓄
え、戦略面でも共同歩調をとる活動原則
を採用している。これにより、女子教育
のための支援策が最大限の効果を発揮す
るよう相乗効果を生み出すことができる
のである。国の教育政策・計画・プログ
ラムにおいてジェンダーの公平と平等が
確保されるよう、国際レベル、地域レベ
ル、そして国レベルでの意志決定と投
資に関わる提言活動を行うのが国連女子

教育イニシアティブである。このパート
ナーシップでは、プロジェクトや国別プ
ログラムのほか、教育制度を対象とした
大規模なイニシアティブにも資源を割り
当てている。その活動は、貧困削減戦略、
セクターの枠を超えたアプローチ、国連
開発援助の枠組みといった既存の開発体
制を補完しつつ、かつその一部に統合さ
れるものである。

国レベルで国連女子教育イニシアティブ
を機能させるために

 国レベルで女子教育を推進するために
は、セクターの枠を超えて強力なパート
ナーシップを推し進め、効果的な参加を
求めなければならない。まず必要となる
のは、国内で国連女子教育イニシアティ
ブ・タスクフォースを設置することであ
る。教育における男女平等を達成するう
えで、そのプロジェクトやプログラムが
いかに重要、かつ効果的であるかを子細
に説くのである。国連女子教育イニシア
ティブにおける女子教育推進のための行
動計画にはいくつもの支援策とイニシア
ティブがあり、政府や地元パートナーを
巻き込む形で、プログラムやプロジェク
トの立案、実施、モニタリングおよび評
価を行う。

 教育における男女格差を縮小し、良質
な基礎教育を受ける権利をすべての子ど
もに保障するための国家戦略は、主とし
て２つのカテゴリーに類別することがで
きる。対象を絞り込んだ支援策と、体系
的な支援策である。

・  対象を絞り込んだ支援策は、通常は小
規模であり、特定の人口集団、地域ま

たは教育制度の特定の分野に焦点を
当てる。市民社会組織により、独立の
または調整された資金拠出機構を用
いて実験的に実施されることが多い。
対象を絞り込んだ支援策は、大規模プ
ロジェクトとして、全国的にまたは国
内の複数の場所で実施されることも
ある。

・  体系的な支援策は規模がより大きい
ことが通例であり、教育制度そのもの
に影響を及ぼすとともに、ほとんどの
人口集団に恩恵をもたらすよう策定
される。ドナー機関と政府の共同プロ
ジェクトである場合が多く、全国規模
または地域規模で実施されるのが通
例である。

 教育における男女平等を達成するため
には、さまざまなパートナーの関与が必
要となる。国連女子教育イニシアティブ
のパートナーは、同じような組織体制を
並立してつくりだすのではなく、むしろ
国の能力育成を最終目標として、対象を
絞り込んだ支援策と体系的な支援策の両
方に連携して取り組んでいるのである。
パートナー機関はそれぞれ、透明性を確
保し、それぞれの得意分野で力を発揮す
るよう努力している。各パートナーは、
自らの強みと資源に鑑みながら、自分た
ちの組織がイニシアティブのなかででき
ることは何かを明らかにしようと努めて
いるのである。

p.94の注参照。
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レニアム開発目標の達成期限がわずか10年後に
迫っているからだけではない。私たちがいま行動
を起こさなければ、いまを生きる数百万人の子ど
もたちが子ども時代を失ってしまうからである。

排除され、姿の見えない存在となっている子ども
たちの生活がどうなるか̶̶それは、私たちがい
まどのような行動を起こすかにかかっている

 効果的なパートナーシップを構築することによ
り、ミレニアム・アジェンダ達成のための基盤が
整う。そのことにより、数百万人の子どもたちの
生活が目に見えて向上するとともに、私たちの究
極的目標、すなわちすべての子どもが子ども時代
を̶̶親、家族、コミュニティから保護され、ケ
アされ、愛されながら̶̶享受できる世界をつく
りだすという目標に、一歩近づくことができるの
である。これは不可能なことではないが、あらゆ
る状況下で子どもたちのニーズを満たし、その権
利を保護しようと協働する国内外のパートナーの
支援がなければ達成することはできない。それぞ
れの主体がこの課題に応えようとするなかで、予
算を策定する政府指導者から、スラムで活動する
ボランティア機関、社会の優先順位に影響を及ぼ
すメディアから、子どもたちをケアするコミュニ
ティ、社会的責任を果たそうとする企業家から、
その才能とエネルギーがいまにも解放されんとす
る子どもたち自身に至るまでの、パートナー同士
の連携が強化されていくことになろう。

 貧困・疾病・非識字・搾取に反対する世界の歩
みから取り残されるおそれがもっとも大きい子ど
もたちこそ、権利をもっとも侵害・軽視されて
いる子どもたちであるという事実は、痛烈な皮肉
である。このような子どもたちに̶̶すでに崖淵
に置かれている子どもだけでなく、未来の世代に
も̶̶手を差し伸べるときが来た。私たちはこの
ような子どもたちのパートナーとならなければな
らない。彼らを排除することなく保護すると同時
に、その能力育成も図らなければならない。平和、
平等、寛容、安全保障、自由、環境の尊重および
共同責任に彩られた世界というミレニアム宣言の
ビジョンを実現することができるかどうか。それ
は、いかなる子どもも排除されたり、姿の見えな
い存在となることのないようにするという約束を
守ることができるかどうかにかかっているのであ
る。
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第 1章
¹ 「子ども時代」とは子どもの生活の状態・条件

を指す。理想的な子ども時代とは、子どもの権
利条約に掲げられた子どもの権利が全面的に尊
重・履行されている状態・条件である。「子ど
も時代」についてより詳しくはUnited Nations 
Children's Fund, The State of the World's 
Children 2005, New York, 2004, Chapter １
（邦訳『世界子供白書2005』㈶日本ユニセフ協会・
2005 年、第 1章）参照。

² United Nations, Millennium Declaration, New 
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第 1章の図
技術的注釈 : ミレニアム開発目標の達成が子ども
にとって意味するもの
図 1.1‒1.3 は、子どもの健康・幸福に関わる 5つの
主要な指標についてミレニアム開発目標の達成に向
けた進展を評価するとともに、2015 年までにミレ
ニアム開発目標を達成することによって子どもたち
にどのような恩恵がもたらされるのか、その数量化
を試みたものである。図では次の点について検討し
ている。

• ミレニアム開発目標が達成された場合、現在から
2015 年までの間に恩恵を受けることができる子
どもの数（図 1.1）

• 現在の傾向がそのまま続いた場合に、ミレニアム
開発目標４（５歳未満児死亡率を 1990 年のレベ
ルから 3分の 2削減する）の達成のためにかかる
年数（図 1.2）

• ミレニアム開発目標が達成されず、現在の傾向が
そのまま続いた場合に取り残される子どもの数
（図 1.3）

　進展を予測するための手法の第１は、目標に向け
た現在の進捗度を算出することである。この算出は、
1990 年と 2004 年（または各々の年について、デ
ータが利用可能な直近の年）の国別推定基準値をも
とに、2つの時点間で直線的進展があったものと仮
定して行った。

 現在の傾向がそのまま続くとするシナリオの計算
は、現在の傾向が 2015 年まで継続した場合の値を
外挿法により求めたうえで、それをミレニアム開発
目標の各指標に関連した人口予測―たとえば予測
出生率（ミレニアム開発目標４）―に当てはめ、
各カテゴリーでサービスの対象とされる子どもの数
を算出した。

　2015 年までにミレニアム開発目標が達成される
とするシナリオの計算は、ミレニアム開発目標の具
体的目標―たとえば５歳未満児死亡率を 1990 年
を基準として 2015 年までに３分の２削減する―
を達成するために必要な進捗度を予測し、その値を
内挿法により 2004 年から 2015 年までの期間に適
用することによって行った。目標の達成によってサ
ービスの対象となる子どもの数は、この軌線を関連
する人口指標に適用することによって算出した。

ミレニアム開発目標の達成によって子どもが享
受できる恩恵、およびミレニアム開発目標の未
達成によって子どもがこうむる損害の算出
図 1.1　ミレニアム開発目標の 5つの指標のそれぞ
れが達成された場合に子どもが享受できる恩恵の算
出は、2004 年に死亡した 5歳未満児、中度または
重度の低体重であった 5歳未満児、初等教育を受け
ていなかった子ども、および改善された水源・衛生
設備を利用できなかった子どもの推定人数を、2015
年までにミレニアム開発目標が達成されるとする
シナリオにおける各推定値から減ずることによって
行った。

図 1.2　現在の傾向が続いた場合にミレニアム開発
目標 4が達成される年の算出は、現在の傾向がその
まま続くとするシナリオを、開発途上国における全

体的 5歳未満児死亡率が 1990 年のレベルの 3分の
1に削減されるまで外挿法により適用することによ
って行った。

図 1.3　現在の傾向がそのまま続き、したがって
2015 年までにミレニアム開発目標が達成できない
場合の損害の算出は、ミレニアム開発目標が達成さ
れるとするシナリオにおいて各指標ごとにサービス
の対象とされる子どもの数を、現在の傾向がそのま
ま続くとするシナリオにおけるそれぞれの値から減
ずることによって行った。

各指標ごとの注釈
５歳未満児死亡率：1990 年と 2004 年における全
体的５歳未満児死亡率（出生 1,000 人あたり）の現
在の傾向を国別死亡率（人口を加重）から算出し、
その値を外挿法により 2015 年まで延長。2015 年
までに 5歳未満児死亡率を 1990 年当時の 3分の 1
まで削減するために必要な削減率は、2004 年から
2015 年の直線的内挿値を用いて算出。その後、国
連人口局による推定出生率を両推定値に乗ずること
により、現在の傾向がそのまま続くとするシナリオ
で生命を失う 5歳未満児の数と、ミレニアム開発目
標が達成されるとするシナリオで生命を失う 5歳未
満児の数を算出した。

低体重：1990 年と 2004 年（またはそれぞれの直
近の年）における国別の 5歳未満児栄養不良率（人
口を加重）から現在の傾向を算出し、その値を外挿
法により 2015 年まで延長。5歳未満児栄養不良率
を 1990 年のレベルから 2015 年までに半減するた
めに必要な削減率は、2004 年から 2015 年の直線
的内挿値を用いて算出。各シナリオにおいてサービ
スの対象とされる子どもの数は、1990 年、2004
年および 2015 年の５歳未満児推定人口にこれらの
軌線を適用して算出した。

初等学校への出席：1980 ～ 2001 年の推定進捗率
を 2004 年の純出席率に適用して現在の傾向を算出
し、その値を外挿法により 2015 年まで延長。ミ
レニアム開発目標が達成されるとするシナリオは、
2015 年までに 100% の出席率を達成するために
2004 年以降必要とされる増加率として算出。各シ
ナリオにおいてサービスの対象とされる子どもの数
は、2004 年と 2015 年における初等教育就学年齢
の子どもの推定人数にこれらの軌線を適用して算出
した。

改善された水源・衛生設備へのアクセス：1990 年
と 2002 年の推定基準値から現在の傾向を算出し、
内挿法により 2004 年の値を導き出した後、その値
を外挿法により 2015 年まで延長。改善された水源
または衛生設備を利用することができない 18歳未
満児の数を 2015 年までに 1990 年のレベルから半
減するために必要な削減率は、2004 年から 2015
年の直線的内挿値を用いて算出。各シナリオにおい
てサービスの対象とされる子どもの数は、1990 年、
2004 年および 2015 年の 18 歳未満児推定人口に
これらの軌線を適用して算出。算出にあたっては、
改善された水源または衛生設備を利用できる 18歳
未満児の割合は一般人口の場合と同じであると仮定
して行った（多くのデータセットの分析により、差
異はきわめて小さいことがわかっている）。

注
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図2. 4：「脆弱」な国家は同時に最貧国でもある

「脆弱」な国家とは、この白書では、政府が自国民
の大多数（貧困層を含む）に対して中核的職務を果
たせない、または果たそうとしない国家として定義
される（英国国際開発省 =DFID、2005 年）。政策
的・制度的枠組みが脆弱な国家の一覧は、世界銀行
の 2004 年版国別政策・制度評価（CPIA）の総合格
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　統計編の目的は世界の子どもと女性の状況に関する全体像
を示すことにあるので、データについての詳細な説明や注は
別の場所に掲げるのが妥当である。右の記号はすべての表に
共通するものである。特定の表に使われた記号は、その表の
注に掲載されている。

－　 データが存在しないことを示す。

ｘ　 データが各列の見出しで指定されている年次もしくは期
間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国
内の一部地域のみに関するものであることを示す。この
ようなデータは、地域平均または合計には含まれていな
い。

＊　  データが、各列の見出しで指定されている期間内に入手
できたもっとも最近の年次のものであることを示す。

　以下の各統計表には、データとともに定義、データの出典、
記号の説明をつけた。可能なかぎり、担当の国連機関のデータ
を使用してある。国際的に標準化された推定値がない場合は、
他の情報源、とくに適当なユニセフ現地事務所から受領した
データを用いた。また、可能な場合には各国の包括的または典
型的状況を表すデータのみを用いた。

　最近人災または天災の影響を受けた国については、データの
質に悪影響が生じている可能性がある。国の基本的な社会基盤
が破壊されたり、大規模な人口移動が生じた国についてはとく
にその可能性が大きい。

　平均余命、合計特殊出生率、粗出生率、粗死亡率などいくつ
かの指標は、国連人口局が日常的に行っている推定・予測作業
から得られたものである。これらを含む国際的な推定値は定期
的に改訂されているため、ユニセフの過去の刊行物のデータと
は異なることもある。

 今年はいくつかの統計表について改訂が行われている。基本
統計の表（表 1）では、5歳未満児死亡率および乳児死亡率に
ついて、1990 年と 2004 年のデータを掲げた。1960 年の推
定値に代えて 1990年の推定値を掲げたのは、ミレニアム開発
目標に関わる進展のモニタリングと、その基準年である 1990
年により焦点を当てるためである。保健指標の表（表 3）には、
新たな予防接種抗原であるヘモフィルス -インフルエンザ b型
菌（Hib）に関するデータを追加するとともに、ジフテリア・
百日咳・破傷風（DPT）混合ワクチンの推定初回接種率を追加
し、DPT3の推定接種率と組み合わせることによって予防接種
における脱落率が比較できるようにした。

　表 1および 5の教育関連データについては相当の変更が行
われている。表 1では、初等教育純就学率／出席率の指標の
計算に、利用可能な場合は 2000～ 2004年の世帯調査で得ら
れた出席データを、それ以外の場合はユネスコ／ユネスコ統計
研究所が報告している政府の就学データを用いた。初等教育純
出席率（NAR）は、初等学校に出席している子どもだけでは
なく中等学校に出席している子どもも含んでおり、より的確な
指標となっている。初等教育純出席率とは、公式の初等教育就
学年齢に相当する年齢層の子どものうち初等学校または中等学

校に出席している子どもの割合を指す。これに加えて、成人識
字率は 2000年の数値のみを示すこととした。定義およびデー
タ収集法が異なるため、これまで掲載していた 1990年の数値
との比較は推奨できないからである。また、中等学校への参加
状況を示す指標は、第 1に純就学率を含め、第 2に世帯調査
から得られた中等教育純出席率を含めるという、2つの新たな
方法により拡大を図った。

　人口統計指標（表 6）にもいくつかの追加がある。粗出生率、
粗死亡率および平均余命について、1970年と現在の推定値に
加え、1990 年の推定値も含めたことである。これも、ミレニ
アム開発目標の基準年との比較を可能にするために行ったもの
である。

　女性指標（表 8）にも新たな指標が 2つ、すなわち女性の初
等教育・中等教育純就学率の対男性比が含められている。これ
は、これまで掲載していた初等教育・中等教育総就学率を補完
する目的で追加したものである。

　最後に、前進の速度の指標（表 10）も改訂し、1970 年か
ら 1990 年の間の変化、および 1990 年から 2004 年の間の
変化を比較するデータを示した。これまで、この表では 1960
年の推定値がもっとも古い数字として用いられていた。これを
1970年の推定値に変更したのは、主要な指標の変化を比較す
るために、より最近の、かつより比較しやすい時間枠を示すた
めである。

データについての一般的留意事項

記号の説明

統　計 子どもの福祉にとくに重点を置いて見た、世界の国・地域の経済・社会統計
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5歳未満児死亡率の順位
　以下のリストは、子どもの福祉のきわめて重要な指標の一つである 5歳未満児死亡率（U5MR、出生 1,000 人当た
りの死亡数であらわす）の 2004 年の推定値が高かった順に各国・地域を配列したものである。統計表では、各国・
地域は英語名のアルファベット順に配列してある。

シエラレオネ
アンゴラ
ニジェール
アフガニスタン
リベリア
ソマリア
マリ
コンゴ民主共和国
赤道ギニア
ギニアビサウ
ルワンダ
チャド
ナイジェリア
コートジボワール
中央アフリカ共和国
ブルキナファソ
ブルンジ
ザンビア
マラウイ
エチオピア
スワジランド
ギニア
ベニン
モザンビーク
カメルーン
カンボジア
トーゴ
ウガンダ
セネガル
ジンバブエ
ジブチ
タンザニア
イラク
モーリタニア
マダガスカル
ガンビア
ケニア
サントメプリンシペ
タジキスタン
ハイチ
ボツワナ
ガーナ
イエメン
コンゴ
ミャンマー
トルクメニスタン
パキスタン
パプアニューギニア
ガボン
スーダン
アゼルバイジャン
インド
ラオス
エリトリア
レソト
ブータン
東ティモール
バングラデシュ
ネパール
カザフスタン
コモロ
ボリビア
ウズベキスタン
キルギス
南アフリカ

U5MR
の値国

 U5MR
の順位

キリバス
ガイアナ
ナミビア
マーシャル諸島
ソロモン諸島
朝鮮民主主義人民共和国
モンゴル
ツバル
モルディブ
グルジア
グアテマラ
モロッコ
ホンジュラス
アルジェリア
バヌアツ
ベリーズ
スリナム
インドネシア
イラン
ニカラグア
カボヴェルデ
エジプト
ブラジル
フィリピン
アルメニア
ドミニカ共和国
トルコ
中国
レバノン
ナウル
サモア
ペルー
エルサルバドル
メキシコ
モルドバ
ヨルダン
パラオ
サウジアラビア
エクアドル
トンガ
チュニジア
パレスチナ自治区
パナマ
パラグアイ
ミクロネシア連邦
ベトナム
セントビンセント・グレナディーン
コロンビア
クック諸島
グレナダ
カタール
ロシア連邦
セントクリストファーネーヴィス
タイ
フィジー
ジャマイカ
リビア
ルーマニア
トリニダードトバゴ
アルバニア
ベネズエラ
アルゼンチン
ウクライナ
ウルグアイ
シリア

 65 66
 64 67
 63 68
 59 69
 56 70
 55 71
 52 72
 51 73
 46 74
 45 75
 45 75
 43 77
 41 78
 40 79
 40 79
 39 81
 39 81
 38 83
 38 83
 38 83
 36 86
 36 86
 34 88
 34 88
 32 90
 32 90
 32 90
 31 93
 31 93
 30 95
 30 95
 29 97
 28 98
 28 98
 28 98
 27 101
 27 101
 27 101
 26 104
 25 105
 25 105
 24 107
 24 107
 24 107
 23 110
 23 110
 22 112
 21 113
 21 113
 21 113
 21 113
 21 113
 21 113
 21 113
 20 120
 20 120
 20 120
 20 120
 20 120
 19 125
 19 125
 18 127
 18 127
 17 129
 16 130

U5MR
の値国

 U5MR
の順位

ボスニア・ヘルツェゴビナ
ブルガリア
モーリシャス
セルビア・モンテネグロ
ドミニカ
セントルシア
セーシェル
スリランカ
旧ユーゴスラビア・マケドニア
バハマ
コスタリカ
オマーン
アンティグアバーブーダ
バルバドス
クウェート
ラトビア
マレーシア
バーレーン
ベラルーシ
ブルネイ
スロバキア
チリ
エストニア
ハンガリー
リトアニア
ポーランド
アラブ首長国連邦
米国
アンドラ
クロアチア
キューバ
オーストラリア
カナダ
アイルランド
イスラエル
韓国
ルクセンブルク
マルタ
オランダ
ニュージーランド
英国
オーストリア
ベルギー
キプロス
デンマーク
フランス
ドイツ
ギリシャ
イタリア
リヒテンシュタイン
モナコ
ポルトガル
スペイン
スイス
チェコ
フィンランド
日本
ノルウェー
サンマリノ
スロベニア
スウェーデン
アイスランド
シンガポール
バチカン
ニウエ 

 15 131
 15 131
 15 131
 15 131
 14 135
 14 135
 14 135
 14 135
 14 135
 13 140
 13 140
 13 140
 12 143
 12 143
 12 143
 12 143
 12 143
 11 148
 11 148
 9 150
 9 150
 8 152
 8 152
 8 152
 8 152
 8 152
 8 152
 8 152
 7 159
 7 159
 7 159
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 6 162
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 5 172
 4 185
 4 185
 4 185
 4 185
 4 185
 4 185
 4 185
 3 192
 3 192
 データなし -
 データなし -

U5MR
の値国

 U5MR
の順位
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 283 1
 260 2
 259 3
 257 4
 235 5
 225 6
 219 7
 205 8
 204 9
 203 10
 203 10
 200 12
 197 13
 194 14
 193 15
 192 16
 190 17
 182 18
 175 19
 166 20
 156 21
 155 22
 152 23
 152 23
 149 25
 141 26
 140 27
 138 28
 137 29
 129 30
 126 31
 126 31
 125 33
 125 33
 123 35
 122 36
 120 37
 118 38
 118 38
 117 40
 116 41
 112 42
 111 43
 108 44
 106 45
 103 46
 101 47
 93 48
 91 49
 91 49
 90 51
 85 52
 83 53
 82 54
 82 54
 80 56
 80 56
 77 58
 76 59
 73 60
 70 61
 69 62
 69 62
 68 64
 67 65
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最下位
40％

最上位
20％

５歳未満児
死亡率

1990　   2004

５歳未満
児死亡率
の順位

乳児死亡率
（1歳未満）

1990　   2004

総人口 
（1000 人）

2004

年間出生数
（1000 人）

2004

５歳未満
児の年間
死亡数

（1000 人）

2004

1 人あたり
のＧＮ I
（米ドル）

2004

出生時の
平均余命
（年）

2004

成人の
総識字率
（％）

2000-2004＊

初等教育
純就学 /
出席率
（％）

1996-2004＊

世帯当たりの
所得の分布
（％）

1993-2003＊

国・地域

表1　基本統計

 アフガニスタン 4 260 257 168 165 28574 1395 359 250 x 46 - 53 s -  -
 アルバニア 125 45 19 37 17 3112 53 1 2080  74 99 95  23  37
 アルジェリア 79 69 40 54 35 32358 671 27 2280  71 70 94 s 19   43
 アンドラ 159 - 7 - 6 67 1 0 d  - - 89  -   -
 アンゴラ 2 260 260 154 154 15490 749 195 1030  41 67 58 s -  -
 アンティグアバーブーダ 143 - 12 - 11 81 2 0 10000  - - -  -  -
 アルゼンチン 127 29 18 26 16 38372 685 12 3720  75 97 -  10  56
 アルメニア 90 60 32 52 29 3026 34 1 1120  72 99 97 s 18  45
 オーストラリア 162 10 6 8 5 19942 249 1 26900  81 - 97  18  41
 オーストリア 172 10 5 8 5 8171 75 0 32300  79 - 90  21  39
 アゼルバイジャン 51 105 90 84 75 8355 132 12 950  67 99 91 s 19  45
 バハマ 140 29 13 24 10 319 6 0 14920 x 70 - 86  -  -
 バーレーン 148 19 11 15 9 716 13 0 10840 x 75 88 86 s -  -
 バングラデシュ 58 149 77 100 56 139215 3738 288 440  63 41 79 s 22  41
 バルバドス 143 16 12 14 10 269 3 0 9270 x 75 100 100  -  -
 ベラルーシ 148 17 11 13 9 9811 91 1 2120  68 100 94  21  39
 ベルギー 172 10 5 8 4 10400 111 1 31030  79 - 100  22   37
 ベリーズ 81 49 39 39 32 264 7 0 3940  72 77 99  -  -
 ベニン 23 185 152 111 90 8177 341 52 530  54 34 54 s -  -
 ブータン 56 166 80 107 67 2116 64 5 760   63 - -  -  -
 ボリビア 62 125 69 89 54 9009 265 18 960  64 87 78 s 13  49
 ボスニア・ヘルツェゴビナ 131 22 15 18 13 3909 37 1 2040  74 95 86 s 24  36
 ボツワナ 41 58 116 45 84 1769 46 5 4340  35 79 84 s 7  70
 ブラジル 88 60 34 50 32 183913 3728 127 3090  71 88 95 s 8   63
 ブルネイ 150 11 9 10 8 366 8 0 24100 x 77 93 -  -  -
 ブルガリア 131 18 15 15 12 7780 67 1 2740  72 98 90  20  39
 ブルキナファソ 16 210 192 113 97 12822 601 115 360  48 13 32 s 12  61
 ブルンジ 17 190 190 114 114 7282 330 63 90  44 59 47 s 15   48
 カンボジア 26 115 141 80 97 13798 422 60 320  57 74 65 s 18  48
 カメルーン 25 139 149 85 87 16038 562 84 800  46 68 75 s 15  51
 カナダ 162 8 6 7 5 31958 328 2 28390  80 - 100  20  40
 カボヴェルデ 86 60 36 45 27 495 15 1 1770  71 76 99  -  -
 中央アフリカ共和国 15 168 193 102 115 3986 149 29 310  39 49 43 s 7  65
 チャド 12 203 200 117 117 9448 456 91 260  44 26 39 s -  -
 チリ 152 21 8 17 8 16124 249 2 4910  78 96 85  10  62
 中国 93 49 31 38 26 1307989 17372 539 1290  72 91 99  14  50
 コロンビア 113 36 21 30 18 44915 970 20 2000  73 94 93 s 9  62
 コモロ 61 120 70 88 52 777 28 2 530  64 56 31 s -  -
 コンゴ 44 110 108 83 81 3883 172 19 770  52 83 54  -  -
 コンゴ民主共和国 8 205 205 129 129 55853 2788 572 120  44 65 52 s -  -
 クック諸島 113 32 21 26 18 18 0 0 -  - - -  -  -
 コスタリカ 140 18 13 16 11 4253 79 1 4670  78 96 90  13  52
 コートジボワール 14 157 194 103 117 17872 661 128 770  46 48 58 s 14  51
 クロアチア 159 12 7 11 6 4540 41 0 6590  75 98 89  21  40
 キューバ 159 13 7 11 6 11245 136 1 1170 x 78 100 93  -  -
 キプロス 172 12 5 10 5 826 10 0 17580  79 97 96  -  -
 チェコ 185 13 4 11 4 10229 91 0 9150  76 - 87  25  36
 デンマーク 172 9 5 8 4 5414 63 0 40650  77 - 100  23  36
 ジブチ 31 163 126 122 101 779 27 3 1030  53 - 36  -  -
 ドミニカ 135 17 14 15 13 79 2 0 3650  - - 81  -  -
 ドミニカ共和国 90 65 32 50 27 8768 211 7 2080  68 88 92 s 14  53
 エクアドル 104 57 26 43 23 13040 296 8 2180  75 91 100  11  58
 エジプト 86 104 36 76 26 72642 1890 68 1310  70 56 83 s 21  44
 エルサルバドル 98 60 28 47 24 6762 166 5 2350  71 80 90  10  57
 赤道ギニア 9 170 204 103 122 492 21 4 c  43 84 62 s -  -
 エリトリア 54 147 82 88 52 4232 166 14 180  54 - 63 s -  -
 エストニア 152 16 8 12 6 1335 13 0 7010  72 100 95  18  44
 エチオピア 20 204 166 131 110 75600 3064 509 110  48 42 31 s 22  39
 フィジー 120 31 20 25 16 841 19 0 2690  68 93 100  -  -
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表1

最下位
40％

最上位
20％

５歳未満児
死亡率

1990　   2004

５歳未満
児死亡率
の順位

乳児死亡率
（1歳未満）

1990　   2004

総人口 
（1000 人）

2004

年間出生数
（1000 人）

2004

５歳未満
児の年間
死亡数

（1000 人）

2004

1 人あたり
のＧＮ I
（米ドル）

2004

出生時の
平均余命
（年）

2004

成人の
総識字率
（％）

2000-2004＊

初等教育
純就学 /
出席率
（％）

1996-2004＊

世帯当たりの
所得の分布
（％）

1993-2003＊

国・地域

 フィンランド 185 7 4 6 3 5235 55 0 32790  79 - 100  24  37
 フランス 172 9 5 7 4 60257 744 4 30090  80 - 99  20  40
 ガボン 49 92 91 60 60 1362 42 4 3940  54 - 94 s -  -
 ガンビア 36 154 122 103 89 1478 52 6 290  56 - 53 s 14  53
 グルジア 75 47 45 43 41 4518 50 2 1040  71 - 89  18  44
 ドイツ 172 9 5 7 4 82645 687 3 30120  79 - 83  22  37
 ガーナ 42 122 112 75 68 21664 679 76 380  57 54 61 s 16  47
 ギリシャ 172 11 5 10 4 11098 102 1 16610  78 91 99  19  44
 グレナダ 113 37 21 30 18 102 2 0 3760  - - 84  -  -
 グアテマラ 75 82 45 60 33 12295 433 19 2130  68 69 78 s 9  64
 ギニア 22 240 155 145 101 9202 383 59 460  54 - 57 s 17  47
 ギニアビサウ 10 253 203 153 126 1540 77 16 160  45 - 41 s 14  53
 ガイアナ 67 88 64 64 48 750 16 1 990  64 - 97 s -  -
 ハイチ 40 150 117 102 74 8407 253 30 390  52 52 54 s -  -
 バチカン - - - - 1 - - - -  - - -  -  -
 ホンジュラス 78 59 41 44 31 7048 206 8 1030  68 80 87  9  59
 ハンガリー 152 17 8 15 7 10124 95 1 8270  73 99 91  23  37
 アイスランド 192 7 3 6 2 292 4 0 38620  81 - 100  -  -
 インド 52 123 85 84 62 1087124 26000 2210 620  64 61 77 s 21  43
 インドネシア 83 91 38 60 30 220077 4513 171 1140  67 88 94 s 20  43
 イラン 83 72 38 54 32 68803 1308 50 2300  71 77 86  15  50
 イラク 33 50 125 40 102 28057 972 122 2170 x 59 - 78 s -  -
 アイルランド 162 10 6 8 5 4080 63 0 34280  78 - 96  19  43
 イスラエル 162 12 6 10 5 6601 134 1 17380  80 97 99  18  44
 イタリア 172 9 5 9 4 58033 531 3 26120  80 - 99  19  42
 ジャマイカ 120 20 20 17 17 2639 52 1 2900  71 88 95  17  46
 日本 185 6 4 5 3 127923 1169 5 37180  82 - 100  25  36
 ヨルダン 101 40 27 33 23 5561 150 4 2140  72 90 99 s 19  44
 カザフスタン 60 63 73 53 63 14839 237 17 2260  63 100 91 s 20  40
 ケニア 37 97 120 64 79 33467 1322 159 460  48 74 78 s 16  49
 キリバス 66 88 65 65 49 97 2 0 970  - - -  -  -
 朝鮮民主主義人民共和国 71 55 55 42 42 22384 349 19 a  63 - -  -  -
 韓国 162 9 6 8 5 47645 467 3 13980  77 - 100  22  38
 クウェート 143 16 12 14 10 2606 50 1 16340 x 77 83 83  -  -
 キルギス 64 80 68 68 58 5204 116 8 400  67 99 89 s 20  43
 ラオス 53 163 83 120 65 5792 204 17 390  55 69 62 s 19  45
 ラトビア 143 18 12 14 10 2318 21 0 5460  72 100 86  20  41
 レバノン 93 37 31 32 27 3540 66 2 4980  72 - 97 s -  -
 レソト 54 120 82 84 61 1798 50 4 740  35 81 65 s 6  67
 リベリア 5 235 235 157 157 3241 164 39 110  42 56 70  -  -
 リビア 120 41 20 35 18 5740 133 3 4450  74 82 -  -  -
 リヒテンシュタイン 172 10 5 9 4 34 0 0 d  - - -  -  -
 リトアニア 152 13 8 10 8 3443 31 0 5740  73 100 91  21  40
 ルクセンブルク 162 10 6 7 5 459 6 0 56230  79 - 90  -  -
 マダガスカル 35 168 123 103 76 18113 704 87 300  56 71 76 s 13  54
 マラウイ 19 241 175 146 110 12608 550 96 170  40 64 76 s 13  56
 マレーシア 143 22 12 16 10 24894 549 7 4650  73 89 93  13  54
 モルディブ 74 111 46 79 35 321 10 0 2510  67 96 92  -  -
 マリ 7 250 219 140 121 13124 647 142 360  48 19 39 s 13  56
 マルタ 162 11 6 9 5 400 4 0 12250  79 88 96  -  -
 マーシャル諸島 69 92 59 63 52 60 0 0 2370  - - 84  -  -
 モーリタニア 33 133 125 85 78 2980 123 15 420  53 51 44 s 17  46
 モーリシャス 131 23 15 21 14 1233 20 0 4640  72 84 97  -  -
 メキシコ 98 46 28 37 23 105699 2201 62 6770  75 90 99  10  59
 ミクロネシア連邦 110 31 23 26 19 110 3 0 1990  68 - -  -  -
 モルドバ 98 40 28 30 23 4218 43 1 710  68 96 98 s 18  44
 モナコ 172 9 5 7 4 35 0 0 d  - - -  -  -
 モンゴル 72 108 52 78 41 2614 58 3 590  65 98 79 s 16  51
 モロッコ 77 89 43 69 38 31020 713 31 1520  70 51 89 s 17  47
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表1　基本統計

最下位
40％

最上位
20％

５歳未満児
死亡率
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（％）
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国・地域

 モザンビーク 23 235 152 158 104 19424 769 117 250  42 46 60 s 17  47
 ミャンマー 45 130 106 91 76 50004 992 105 220 x 61 90 80 s -  -
 ナミビア 68 86 63 60 47 2009 56 4 2370  47 85 78 s 4  79
 ナウル 95 - 30 - 25 13 0 0 -  - - 81  -  -
 ネパール 59 145 76 100 59 26591 786 60 260  62 49 74 s 19  45
 オランダ 162 9 6 7 5 16226 190 1 31700  79 - 99  21  39
 ニュージーランド 162 11 6 8 5 3989 55 0 20310  79 - 100  18  44
 ニカラグア 83 68 38 52 31 5376 153 6 790  70 77 80 s 15  49
 ニジェール 3 320 259 191 152 13499 734 190 230  45 14 30 s 10  53
 ナイジェリア 13 230 197 120 101 128709 5323 1049 390  43 67 62 s 13  56
 ニウエ - - - - - 1 0 - -  - - 99  -  -
 ノルウェー 185 9 4 7 4 4598 55 0 52030  80 - 100  24  37
 パレスチナ自治区 107 40 24 34 22 3587 136 3 1110 x 73 92 91  -  -
 オマーン 140 32 13 25 10 2534 64 1 7830 x 74 74 72  -  -
 パキスタン 47 130 101 100 80 154794 4729 478 600  63 49 56 s 21  42
 パラオ 101 34 27 28 22 20 0 0 6870  - - 96  -  -
 パナマ 107 34 24 27 19 3175 70 2 4450  75 92 100  9  60
 パプアニューギニア 48 101 93 74 68 5772 176 16 580  56 57 74  12  57
 パラグアイ 107 41 24 33 21 6017 175 4 1170  71 92 89  9  61
 ペルー 97 80 29 60 24 27562 627 18 2360  70 88 96 s 11  53
 フィリピン 88 62 34 41 26 81617 2026 69 1170  71 93 88 s 14  52
 ポーランド 152 18 8 19 7 38559 365 3 6090  75 - 98  20  42
 ポルトガル 172 14 5 11 4 10441 112 1 14350  78 - 100  17  46
 カタール 113 26 21 21 18 777 14 0 12000 x 73 89 94  -  -
 ルーマニア 120 31 20 27 17 21790 213 4 2920  72 97 89  20  41
 ロシア連邦 113 29 21 23 17 143899 1511 32 3410  65 99 90  21  39
 ルワンダ 10 173 203 103 118 8882 365 74 220  44 64 75 s 23 x 39 x
 セントクリストファーネーヴィス 113 36 21 30 18 42 1 0 7600  - - 95  -  -
 セントルシア 135 21 14 20 13 159 3 0 4310  73 90 99  -  -
 セントビンセント・グレナディーン 112 25 22 22 18 118 2 0 3650  71 - 90  -  -
 サモア 95 50 30 40 25 184 5 0 1860  71 99 98  -  -
 サンマリノ 185 14 4 13 3 28 0 0 d  - - -  -  -
 サントメプリンシペ 38 118 118 75 75 153 5 1 370  63 - 78 s -  -
 サウジアラビア 101 44 27 35 21 23950 665 18 10430  72 79 54  -  -
 セネガル 29 148 137 90 78 11386 419 57 670  56 39 48 s 17  48
 セルビア・モンテネグロ 131 28 15 24 13 10510 122 2 2620  74 96 96  -  -
 セ－シェル 135 19 14 17 12 80 3 0 8090  - 92 100  -  -
 シエラレオネ 1 302 283 175 165 5336 245 69 200  41 30 41 s 3 x 63 x
 シンガポール 192 9 3 7 3 4273 40 0 24220  79 93 -  14  49
 スロバキア 150 14 9 12 6 5401 51 0 6480  74 100 86  24  35
 スロベニア 185 10 4 8 4 1967 17 0 14810  77 100 93  23  36
 ソロモン諸島 70 63 56 38 34 466 15 1 550  63 - -  -  -
 ソマリア 6 225 225 133 133 7964 359 81 130 x 47 - 11 s -  -
 南アフリカ 65 60 67 45 54 47208 1093 73 3630  47 82 89 s 10  62
 スペイン 172 9 5 8 3 42646 447 2 21210  80 - 100  20 x 40 x
 スリランカ 135 32 14 26 12 20570 330 5 1010  74 90 -  21  42
 スーダン 49 120 91 74 63 35523 1163 106 530  57 59 53 s -  -
 スリナム 81 48 39 35 30 446 9 0 2250  69 88 90 s -  -
 スワジランド 21 110 156 78 108 1034 30 5 1660  31 79 72 s 9  64
 スウェーデン 185 7 4 6 3 9008 95 0 35770  80 - 100  23  37
 スイス 172 9 5 7 5 7240 68 0 48230  81 - 99  20 x 40 x
 シリア 130 44 16 35 15 18582 526 8 1190  74 83 98  -  -
 タジキスタン 38 128 118 99 91 6430 186 22 280  64 99 81 s 20  41
 タンザニア 31 161 126 102 78 37627 1403 177 330  46 69 82 s 18  46
 タイ 113 37 21 31 18 63694 1015 21 2540  70 93 85  16  50
 旧ユーゴスラビア・マケドニア 135 38 14 33 13 2030 23 0 2350  74 96 91  22  37
 東ティモール 56 172 80 130 64 887 45 4 550  56 - -  -  -
 トーゴ 27 152 140 88 78 5988 233 33 380  55 53 64 s -  -
 トンガ 105 32 25 26 20 102 2 0 1830  72 99 100  -  -
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 - データなし。
 ｓ 国別世帯調査
 ｘ  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によ

らないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。
 ＊  データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のもの

であることを示す。

注 a: 825 米ドル以下。
b: 826 － 3255 米ドル。
c: 3256 － 10065 米ドル。
d: 10066 米ドル以上。

指標の定義 データの主な出典

5 歳未満児・乳児死亡率－ユニセフ、世界保健機関、国連人口局、国連統計局。

総人口－国連人口局。

出生数－国連人口局。

5 歳未満児の死亡数－ユニセフ。

1 人あたりのGNI－世界銀行。

平均余命－国連人口局。

成人の総識字率－ユネスコおよびユネスコ統計研究所。

就学・出席率－ユネスコ統計研究所、複数指標クラスター調査（MICS）および
人口保健調査（DHS）。

世帯の所得－世界銀行。

5歳未満児死亡率－出生時から満5歳に達する日までに死亡する確率。出生1,000
人あたりの死亡数で表す。

乳児死亡率－出生時から満 1歳に達する日までに死亡する確率。出生 1,000 人
あたりの死亡数で表す。

1人あたりのGNI－GNI（国民総所得）とは、すべての居住生産者による付加価
値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）およ
び非居住者からの 1次所得（被用者の報酬および財産所得）の正味受取額を加
えた総額である。1人あたりのGNI は、国民総所得を年央の人口で割って算出
する。1人あたりのGNI の米ドル換算値は世界銀行アトラス計算法によるもの
である。

出生時の平均余命－新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のも
とで生きられる年数。

成人の識字率－ 15歳以上で読み書きできる者の比率。

初等教育純就学／出席率－国連教育科学文化機関（ユネスコ）およびユネスコ統
計研究所が報告している初等教育純就学率と、国別世帯調査で報告された初等
または中等教育の出席率から算出されたもの。初等教育純出席率とは、公式の
初等教育就学年齢に相当する年齢層の子どものうち初等学校または中等学校に
出席している子どもの割合を指す。

所得の分布－所得の受取額から見て上位 20%の世帯と下位 40%の世帯がそれぞ
れ受け取っている所得の比率。

要約

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

表1

最下位
40％

最上位
20％

５歳未満児
死亡率

1990　   2004

５歳未満
児死亡率
の順位

乳児死亡率
（1歳未満）

1990　   2004

総人口 
（1000 人）

2004

年間出生数
（1000 人）

2004

５歳未満
児の年間
死亡数

（1000 人）

2004

1 人あたり
のＧＮ I
（米ドル）

2004

出生時の
平均余命
（年）

2004

成人の
総識字率
（％）

2000-2004＊

初等教育
純就学 /
出席率
（％）

1996-2004＊

世帯当たりの
所得の分布
（％）

1993-2003＊

国・地域

 トリニダードトバゴ 120 33 20 28 18 1301 19 0 8580  70 98 96 s 16 x 46 x
 チュニジア 105 52 25 41 21 9995 166 4 2630  74 74 97  16  47
 トルコ 90 82 32 67 28 72220 1505 48 3750  69 88 88 s 17  47
 トルクメニスタン 46 97 103 80 80 4766 107 11 1340  63 99 85 s 16  48
 ツバル 73 56 51 40 36 10 0 0 -  - - -  -  -
 ウガンダ 28 160 138 93 80 27821 1412 195 270  48 69 79 s 16  50
 ウクライナ 127 26 18 19 14 46989 391 7 1260  66 99 84  22  38
 アラブ首長国連邦 152 14 8 12 7 4284 67 1 18060 x 78 77 83  -  -
 英国 162 10 6 8 5 59479 663 4 33940  79 - 100  18  44
 米国 152 12 8 9 7 295410 4134 33 41400  78 - 92  16  46
 ウルグアイ 129 25 17 20 15 3439 57 1 3950  76 98 90  14  50
 ウズベキスタン 62 79 69 65 57 26209 611 42 460  67 99 80 s 23  36
 バヌアツ 79 62 40 48 32 207 6 0 1340  69 74 94  -  -
 ベネズエラ 125 27 19 24 16 26282 590 11 4020  73 93 94 s 11  53
 ベトナム 110 53 23 38 17 83123 1644 38 550  71 90 96 s 19  45
 イエメン 43 142 111 98 82 20329 826 92 570  61 49 72 s 20  41
 ザンビア 18 180 182 101 102 11479 468 85 450  38 68 68 s 11  57
 ジンバブエ 30 80 129 53 79 12936 384 50 480 x 37 90 79 s 13  56

 サハラ以南のアフリカ 188 171 112 102 697561 28263 4833 611  46 60 60  12  57
 　東部・南部アフリカ 167 149 105 95 348833 13371 1992 836  46 63 65  11  59
 　西部・中部アフリカ 209 191 119 109 348728 14892 2844 399  46 58 55  13  53
 中東と北アフリカ 81 56 59 44 371384 9620 539 2308  68 67 79  17  46
 南アジア 129 92 89 67 1459305 37052 3409 600  63 58 74  21  43
 東アジアと太平洋諸国 58 36 43 29 1937058 29932 1078 1686  71 90 96  16  47
 ラテンアメリカとカリブ海諸国 54 31 43 26 548273 11674 362 3649  72 90 93  10  59
 CEE ／ CIS 54 38 44 32 404154 5570 212 2667  67 97 88  20  41
 先進工業国 10 6 9 5 956315 10839 65 32232  79 - 95  19  42
 開発途上国 105 87 72 59 5166574 119663 10411 1524  65 77 80  15  50
 後発開発途上国 182 155 115 98 741597 27823 4313 345    52 54 60  18    46
 世界 95 79 65 54 6374050 132950 10503 6298    67 78 82  18    43



���� 世界子供白書2006

低出生体重
児出生率
（%）

1998-2004＊
母乳のみ

（6カ月未満）

母乳と
補助食品
（6-9 カ月）

母乳育児
継続

（20-23 カ月）

子どもの比率（%）1996-2004＊ ビタミンAの
補給率

（6-59 カ月児）
（%）
2003

ヨード
添加塩を
使う世帯
（%）

1998-2004＊中・重度

低体重 消耗症

中・重度重度

発育阻害

中・重度

栄養不良の 5歳未満児の比率（%）1996-2004＊

国・地域

アフガニスタン -  -  29  54  39  12  7  54  86 t 28
アルバニア 3  6  24  6  14  1  11  34  -  62
アルジェリア 7  13  38  22  10  3  8  19  -  69
アンドラ -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
アンゴラ 12  11  77  37  31  8  6  45  68  35
アンティグアバーブーダ 8  -  -  -  10 x 4 x 10 x 7 x -  -
アルゼンチン 8  -  -  -  5  1  3  12  -  90 x
アルメニア 7  30  51  13  3  0  2  13  -  84
オーストラリア 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
オーストリア 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
アゼルバイジャン 11  7  39  16  7  1  2  13  -  26
バハマ 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
バーレーン 8  34 x,k 65 x 41 x 9 x 2 x 5 x 10 x -  -
バングラデシュ 36  36  69  94  48  13  13  43  87 t 70
バルバドス 10 x -  -  -  6 x 1 x 5 x 7 x -  -
ベラルーシ 5  -  -  -  -  -  -  -  -  55
ベルギー 8 x -  -  -  -  -  -  -  -  -
ベリーズ 6  24 k 54  23  6 x 1 x -  -  -  90 x
ベニン 16  38  66  62  23  5  8  31  98 t 72
ブータン 15  -  -  -  19  3  3  40  -  95
ボリビア 7  54  74  46  8  1  1  27  38  90
ボスニア・ヘルツェゴビナ 4  6  -  -  4  1  6  10  -  77
ボツワナ 10  34  57  11  13  2  5  23  -  66
ブラジル 10 x -  30  17  6  1  2  11  -  88
ブルネイ 10  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ブルガリア 10  -  -  -  -  -  -  -  -  98
ブルキナファソ 19  19  38  81  38  14  19  39  95 t 45
ブルンジ 16  62  46  85  45  13  8  57  95  96
カンボジア 11  12  72  59  45  13  15  45  47  14
カメルーン 11  21  80  29  18  4  5  32  86  61
カナダ 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
カボヴェルデ 13  57 k 64  13  14 x 2 x 6 x 16 x -  0 x
中央アフリカ共和国 14  17  77  53  24  6  9  39  84  86
チャド 10  2  77  66  28  9  11  29  -  58
チリ 5  63  47  -  1  -  0  2  -  100
中国 4  51  32  15  8  -  -  14  -  93
コロンビア 9  26  58  25  7  1  1  14  -  92 x
コモロ 25  21  34  45  25  9  12  42  -  82
コンゴ -  4 k 94  13  14  3  4  19  89  -
コンゴ民主共和国 12  24  79  52  31  9  13  38  80 t 72
クック諸島 3  19 k -  -  -  -  -  -  -  -
コスタリカ 7  35 x,k 47 x 12 x 5  0  2  6  -  97 x
コートジボワール 17  5  73  38  17  5  7  21  -  31
クロアチア 6  23  -  -  1  -  1  1  -  90
キューバ 6  41  42  9  4  0  2  5  -  88
キプロス -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
チェコ 7  -  -  -  1 x 0 x 2 x 2 x -  -
デンマーク 5  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ジブチ -  -  -  -  18  6  13  26  75  -
ドミニカ 10  -  -  -  5 x 0 x 2 x 6 x -  -
ドミニカ共和国 11  10  41  16  5  1  2  9  40  18
エクアドル 16  35  70  25  12  -  -  26  -  99
エジプト 12  30  72  31  9  1  4  16  -  56
エルサルバドル 7  24  76  43  10  1  1  19  -  91 x
赤道ギニア 13  24  -  -  19  4  7  39  -  20 x
エリトリア 21 x 52  43  62  40  12  13  38  52  68
エストニア 4  -  -  -  -  -  -  -  -  -
エチオピア 15  55  43  77  47  16  11  52  65  28
フィジー 10  47 x,k -  -  8 x 1 x 8 x 3 x -  31 x

表2　栄養指標
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国・地域

フィンランド 4  -  -  -  -  -  -  -  -  -
フランス 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ガボン 14  6  62  9  12  2  3  21  30  36
ガンビア 17  26  37  54  17  4  9  19  91  8
グルジア 7  18 k 12  12  3  0  2  12  -  68
ドイツ 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ガーナ 16  53  62  67  22  5  7  30  78 t 28
ギリシャ 8  -  -  -  -  -  -  -  -  -
グレナダ 9  39 k -  -  -  -  -  -  -  -
グアテマラ 12  51  67  47  23  4  2  49  -  67
ギニア 16  23  43  73  21  -  11  33  98 t 68
ギニアビサウ 22  37  36  67  25  7  10  30  -  2
ガイアナ 12  11  42  31  14  3  11  11  -  -
ハイチ 21  24  73  30  17  4  5  23  25  11
バチカン -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ホンジュラス 14  35  61  34  17  -  1  29  35  80
ハンガリー 9  -  -  -  2 x 0 x 2 x 3 x -  -
アイスランド 4  -  -  -  -  -  -  -  -  -
インド 30  37 k 44  66  47  18  16  46  45 w 50
インドネシア 9  40  75  59  28  9  -  -  62  73
イラン 7 x 44  -  0  11  2  5  15  -  94
イラク 15  12  51  27  16  2  6  22  -  40
アイルランド 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
イスラエル 8  -  -  -  -  -  -  -  -  -
イタリア 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ジャマイカ 10  -  -  -  4  -  2  5  -  100
日本 8  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ヨルダン 10 x 27  70  12  4  1  2  9  -  88
カザフスタン 8  36  73  17  4  0  2  10  -  83
ケニア 10  13  84  57  20  4  6  30  33  91
キリバス 5  80 x,k -  -  13 x -  11 x 28 x 45  -
朝鮮民主主義人民共和国 7  65  31  37  23  8  7  37  95 t 40
韓国 4  -  -  -  -  -  -  -  -  -
クウェート 7  12 k 26  9  10  3  11  24  -  -
キルギス 7 x 24  77  21  11  2  3  25  -  42
ラオス 14  23  10  47  40  13  15  42  64  75
ラトビア 5  -  -  -  -  -  -  -  -  -
レバノン 6  27 k 35  11  3  0  3  12  -  87
レソト 14  15  51  58  18  4  5  46  75 t 69
リベリア -  35  70  45  26  8  6  39  -  -
リビア 7 x -  -  23 x 5 x 1 x 3 x 15 x -  90 x
リヒテンシュタイン -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
リトアニア 4  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ルクセンブルク 8  -  -  -  -  -  -  -  -  -
マダガスカル 17  67  78  64  42  11  13  48  91 t 75
マラウイ 16  44  93  77  22  -  5  45  92  49
マレーシア 9  29 k -  12  11  1  -  -  -  -
モルディブ 22  10  85  -  30  7  13  25  -  44
マリ 23  25  32  69  33  11  11  38  61  74
マルタ 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
マーシャル諸島 12  63 x,k -  -  -  -  -  -  23  -
モーリタニア -  20  78  57  32  10  13  35  -  2
モーリシャス 14  21 k -  -  15 x 2 x 14 x 10 x -  0 x
メキシコ 8  38 x,k 36 x 21 x 8  1  2  18  -  91
ミクロネシア連邦 18  60 k -  -  -  -  -  -  95 t -
モルドバ 5  -  -  -  3  -  3  10  -  33
モナコ -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
モンゴル 7  51  55  57  13  3  6  25  87 t 75
モロッコ 11 x 31  66  15  9  2  4  24  -  41

表2

低出生体重
児出生率
（%）

1998-2004＊
母乳のみ

（6カ月未満）

母乳と
補助食品
（6-9 カ月）

母乳育児
継続

（20-23 カ月）

子どもの比率（%）1996-2004＊ ビタミンAの
補給率

（6-59 カ月児）
（%）
2003

ヨード
添加塩を
使う世帯
（%）

1998-2004＊中・重度

低体重 消耗症

中・重度重度

発育阻害

中・重度

栄養不良の 5歳未満児の比率（%）1996-2004＊
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国・地域

モザンビーク 15  30  80  65  24  6  4  41  50  54
ミャンマー 15  15 k 66  67  32  7  9  32  87 t 60
ナミビア 14  19  57  37  24  5  9  24  93  63
ナウル -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ネパール 21  68  66  92  48  13  10  51  96 t 63
オランダ -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ニュージーランド 6  -  -  -  -  -  -  -  -  83
ニカラグア 12  31  68  39  10  2  2  20  91  97
ニジェール 13  1  56  61  40  14  14  40  95  15
ナイジェリア 14  17  64  34  29  9  9  38  27  97
ニウエ 0  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ノルウェー 5  -  -  -  -  -  -  -  -  -
パレスチナ自治区 9  29 k 78  11  4  1  3  9  -  65
オマーン 8  -  92  73  24 x 4 x 13 x 23 x -  61
パキスタン 19 x 16 x,k 31 x 56 x 38  12  13  37  95 t 17
パラオ 9  59 x,k -  -  -  -  -  -  -  -
パナマ 10  25 x 38 x 21 x 7  -  1  14  -  95
パプアニューギニア 11 x 59  74  66  35 x -  -  -  1  -
パラグアイ 9 x 22  60  -  5  -  1  14  -  88
ペルー 11 x 67  76  49  7  1  1  25  -  93 x
フィリピン 20  34  58  32  28  -  6  30  76 t 56
ポーランド 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ポルトガル 8  -  -  -  -  -  -  -  -  -
カタール 10  12 k 48  21  6 x -  2 x 8 x -  -
ルーマニア 9  -  -  -  6 x 1 x 3 x 8 x -  53
ロシア連邦 6  -  -  -  3 x 1 x 4 x 13 x -  35
ルワンダ 9  84  79  71  27  7  6  41  86  90
セントクリストファーネーヴィス 9  56 k -  -  -  -  -  -  -  100
セントルシア 8  -  -  -  14 x -  6 x 11 x -  -
セントビンセント・グレナディーン 10  -  -  -  -  -  -  -  -  -
サモア 4 x -  -  -  -  -  -  -  -  -
サンマリノ -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
サントメプリンシペ 20  56  53  42  13  2  4  29  -  74
サウジアラビア 11 x 31 k 60  30  14  3  11  20  -  -
セネガル 18  24 k 64  49  23  6  8  25  -  16
セルビア・モンテネグロ 4  11 k 33  11  2  0  4  5  -  73
セ－シェル -  -  -  -  6 x 0 x 2 x 5 x -  -
シエラレオネ 23  4  51  53  27  9  10  34  84 t 23
シンガポール 8  -  -  -  14 x -  4 x 11 x -  -
スロバキア 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
スロベニア 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ソロモン諸島 13 x 65 k -  -  21 x 4 x 7 x 27 x -  -
ソマリア -  9  13  8  26  7  17  23  -  -
南アフリカ 15  7  67  30  12  2  3  25  -  62
スペイン 6 x -  -  -  -  -  -  -  -  -
スリランカ 22  84  -  73  29  -  14  14  -  88
スーダン 31  16  47  40  17 x 7 x -  -  34  1
スリナム 13  9  25  11  13  2  7  10  -  -
スワジランド 9  24  60  25  10  2  1  30  80  59
スウェーデン 4  -  -  -  -  -  -  -  -  -
スイス 6  -  -  -  -  -  -  -  -  -
シリア 6  81 k 50  6  7  1  4  18  -  79
タジキスタン 15  50  -  -  -  -  5  36  -  28
タンザニア 13  41  91  55  22  4  3  38  91 t 43
タイ 9  4 x,k 71 x 27 x 19 x -  6 x 16 x -  63
旧ユーゴスラビア・マケドニア 6  37  8  10  6  1  4  7  -  80
東ティモール 12  31  82  35  46  15  12  49  95  72
トーゴ 18  18  65  65  25  7  12  22  84 t 67
トンガ 0  62 k -  -  -  -  -  -  -  -

表2　栄養指標

低出生体重
児出生率
（%）

1998-2004＊
母乳のみ

（6カ月未満）

母乳と
補助食品
（6-9 カ月）

母乳育児
継続

（20-23 カ月）

子どもの比率（%）1996-2004＊ ビタミンAの
補給率

（6-59 カ月児）
（%）
2003

ヨード
添加塩を
使う世帯
（%）

1998-2004＊中・重度

低体重 消耗症

中・重度重度

発育阻害

中・重度

栄養不良の 5歳未満児の比率（%）1996-2004＊
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国・地域

トリニダードトバゴ 23  2  19  10  7 x 0 x 4 x 5 x -  1
チュニジア 7  47  -  22  4  1  2  12  -  97
トルコ 16  21  38  24  4  1  1  12  -  64
トルクメニスタン 6  13  71  27  12  2  6  22  -  100
ツバル 5  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ウガンダ 12  63  75  50  23  5  4  39  -  95
ウクライナ 5  22  -  -  1  0  0  3  -  32
アラブ首長国連邦 15 x 34 x,k 52 x 29 x 14 x 3 x 15 x 17 x -  -
英国 8  -  -  -  -  -  -  -  -  -
米国 8  -  -  -  1 x 0 x 1 x 2 x -  -
ウルグアイ 8  -  -  -  5 x 1 x 1 x 8 x -  -
ウズベキスタン 7  19  49  45  8  2  7  21  93 t 19
バヌアツ 6  50 k -  -  20 x -  -  19 x -  -
ベネズエラ 9  7 k 50  31  4  1  3  13  -  90
ベトナム 9  15  -  26  28  4  7  32  99 t,w 83
イエメン 32 x 12  76  -  46  15  12  53  36  30
ザンビア 12  40  87  58  23  -  5  49  73 t 77
ジンバブエ 11  33  90  35  13  2  6  27  46  93

 - データなし。
 x  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものである

ことを示す。
 k 生後 4カ月未満の乳児への母乳のみの育児を表す。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
 t 2回目のビタミンA投与の実施率が70%以上の国を示す。
 e 東アジアと太平洋諸国のカテゴリーの数値は中国を含まない。
 w ビタミンA補給プログラムにおいて、生後59カ月までのすべての子どもをプログラムの対象としていない国を示す。

注

指標の定義 データの主な出典

低出生体重－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）、その他
の国別世帯調査、定期報告制度によるデータ。

母乳育児－DHS、MICS、ユニセフ。

低体重・消耗症・発育阻害－DHS、MICS、ユニセフ、世界保健機関（WHO）。

ビタミンA－ユニセフ、WHO。

ヨード添加塩－MICS、DHS、ユニセフ。

低出生体重－出生時の体重が 2,500 グラム未満であること。

低体重－中・重度 : 年齢相応の体重を持つ基準集団の体重の中央値からの標準偏
差がマイナス 2未満であること。重度 : 年齢相応の体重を持つ基準集団の体重
の中央値からの標準偏差がマイナス 3未満であること。

消耗症－中・重度 : 身長相応の体重を持つ基準集団の体重の中央値からの標準偏
差がマイナス 2未満であること。

発育阻害－中・重度 : 年齢相応の身長を持つ基準集団の身長の中央値からの標準
偏差がマイナス 2未満であること。

ビタミンAの補給率－2003年に高単位のビタミンAカプセルの補給を受けた生後
6-59カ月児の比率。

要約

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

サハラ以南のアフリカ 14  30  67  53  28  8  9  38  64  64
　東部・南部アフリカ 14  41  69  58  29  8  7  41  68  60
　西部・中部アフリカ 15  20  65  48  28  9  10  35  60  68
中東と北アフリカ 15  29  60  23  14  3  6  21  -  58
南アジア 31  38  45  69  46  16  14  44  58  49
東アジアと太平洋諸国 7  43  44  27  15  -  -  19  73 e 85
ラテンアメリカとカリブ海諸国 9  -  45  26  7  1  2  16  -  86
CEE／ CIS 9  22  45  26  5  1  3  14  -  47
先進工業国 7  -  -  -  -  -  -  -  -  -
開発途上国 17  36  51  46  27  10  10  31  61 e 69
後発開発途上国 19  34  63  65  36  11  10  42  76  53
世界 16  36  51  46  26  10  10  31  61 e 68

表2

低出生体重
児出生率
（%）

1998-2004＊
母乳のみ

（6カ月未満）

母乳と
補助食品
（6-9 カ月）

母乳育児
継続

（20-23 カ月）

子どもの比率（%）1996-2004＊ ビタミンAの
補給率

（6-59 カ月児）
（%）
2003

ヨード
添加塩を
使う世帯
（%）

1998-2004＊中・重度

低体重 消耗症

中・重度重度

発育阻害

中・重度

栄養不良の 5歳未満児の比率（%）1996-2004＊
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アフガニスタン 13 19 11 8 16 5 0 78 80 66 66 61 - - 35 19  28  48  - - -
アルバニア 97 99 95 89 99 81 60 97 98 97 98 96 99 - - 1  83  51  - - -
アルジェリア 87 92 80 92 99 82 100 98 93 86 86 81 81 - - 9  52  -  - - -
アンドラ 100 100 100 100 100 100 - - 99 99 99 98 54 95 - -  -  -  - - -
アンゴラ 50 70 40 30 56 16 43 72 75 59 57 64 - - 75 8  58  32  10 2 63
アンティグアバーブーダ 91 95 89 95 98 94 100 - 91 97 97 97 97 97 - -  -  -  - - -
アルゼンチン - 97 - - - - 100 99 95 90 95 95 88 90 - -  -  -  - - -
アルメニア 92 99 80 84 96 61 6 96 97 91 93 92 91 - - 11  26  48  - - -
オーストラリア 100 100 100 100 100 100 100 - 97 92 92 93 95 95 - -  -  -  - - -
オーストリア 100 100 100 100 100 100 - - 97 83 83 74 83 83 - -  -  -  - - -
アゼルバイジャン 77 95 59 55 73 36 100 99 98 96 97 98 97 - - 3  36  40  12 1 1
バハマ 97 98 86 100 100 100 100 - 99 93 92 89 93 93 - -  -  -  - - -
バーレーン - 100 - - 100 - 100 70 97 98 98 99 98 98 - -  -  -  - - -
バングラデシュ 75 82 72 48 75 39 100 95 95 85 85 77 - - 45 21  20  35  - - -
バルバドス 100 100 100 99 99 100 94 - 97 93 93 98 93 93 - -  -  -  - - -
ベラルーシ 100 100 100 - - - 100 99 99 99 99 99 99 - - -  -  -  - - -
ベルギー - 100 - - - - - - 97 95 96 82 65 95 - -  -  -  - - -
ベリーズ 91 100 82 47 71 25 100 99 99 95 95 95 96 96 - -  66  -  - - -
ベニン 68 79 60 32 58 12 73 99 99 83 89 85 89 - 69 12  35  42  32 7 60
ブータン 62 86 60 70 65 70 0 92 93 89 90 87 89 - - -  -  -  - - -
ボリビア 85 95 68 45 58 23 34 93 94 81 79 64 84 81 - 22  52  54  - - -
ボスニア・ヘルツェゴビナ 98 100 96 93 99 88 70 95 93 84 87 88 81 79 - 2  80  23  - - -
ボツワナ 95 100 90 41 57 25 100 99 98 97 97 90 79 - - 40  14  7  - - -
ブラジル 89 96 58 75 83 35 100 99 96 96 98 99 90 96 - 24 x 46 x 28  - - -
ブルネイ - - - - - - 100 99 99 92 92 99 99 92 - -  -  -  - - -
ブルガリア 100 100 100 100 100 100 100 98 95 95 94 95 94 - - -  -  -  - - -
ブルキナファソ 51 82 44 12 45 5 100 99 99 88 83 78 - - 65 9  36  -  20 2 50
ブルンジ 79 90 78 36 47 35 6 84 86 74 69 75 83 83 45 13  40  16  3 1 31
カンボジア 34 58 29 16 53 8 12 95 92 85 86 80 - - 51 20  37  59  - - -
カメルーン 63 84 41 48 63 33 65 83 80 73 72 64 - - 60 11  40  33  - - -
カナダ 100 100 99 100 100 99 - - 97 91 88 95 - 83 - -  -  -  - - -
カボヴェルデ 80 86 73 42 61 19 80 79 78 75 76 69 68 - - -  -  -  - - -
中央アフリカ共和国 75 93 61 27 47 12 0 70 65 40 40 35 - - 42 10  32  47  31 2 69
チャド 34 40 32 8 30 0 42 38 68 50 47 56 - - 40 12  22  50  27 1 32
チリ 95 100 59 92 96 64 100 96 94 94 94 95 - 94 - -  -  -  - - -
中国 77 92 68 44 69 29 100 94 97 91 92 84 72 - - -  -  -  - - -
コロンビア 92 99 71 86 96 54 100 92 95 89 89 92 89 89 - 13  51  44  24 1 -
コモロ 94 90 96 23 38 15 0 79 85 76 73 73 77 - 46 10  49  31  36 9 63
コンゴ 46 72 17 9 14 2 73 85 67 67 67 65 - - 65 -  -  -  - - -
コンゴ民主共和国 46 83 29 29 43 23 17 78 76 64 63 64 - - 58 11  36  17  12 1 45
クック諸島 95 98 88 100 100 100 11 99 99 99 99 99 99 - - -  -  -  - - -
コスタリカ 97 100 92 92 89 97 100 90 89 90 90 88 89 90 - -  -  -  - - -
コートジボワール 84 98 74 40 61 23 58 51 63 50 50 49 50 - 75 4  38  34  14 4 -
クロアチア - - - - - - 100 98 96 96 98 96 - 93 - -  -  -  - - -
キューバ 91 95 78 98 99 95 99 99 89 88 98 99 99 99 - -  -  -  - - -
キプロス 100 100 100 100 100 100 25 - 99 98 98 86 88 58 - -  -  -  - - -
チェコ - - - - - - - 99 98 98 96 97 98 98 - -  -  -  - - -
デンマーク 100 100 100 - - - - - 95 95 95 96 - 95 - -  -  -  - - -
ジブチ 80 82 67 50 55 27 85 78 81 64 64 60 - - - -  -  -  - - -
ドミニカ 97 100 90 83 86 75 70 99 99 99 99 99 - - - -  -  -  - - -
ドミニカ共和国 93 98 85 57 67 43 60 97 88 71 57 79 71 71 - 20  63  53  - - -
エクアドル 86 92 77 72 80 59 100 99 99 90 93 99 90 90 - -  -  -  - - -
エジプト 98 100 97 68 84 56 100 98 98 97 97 97 97 - 71 10  70  29  - - -
エルサルバドル 82 91 68 63 78 40 100 94 90 90 90 93 83 83 - 42  62  -  - - -
赤道ギニア 44 45 42 53 60 46 100 73 65 33 39 51 - - 40 -  -  36  15 1 49
エリトリア 57 72 54 9 34 3 0 91 91 83 83 84 83 - 62 19  44  54  12 4 4
エストニア - - - - 93 - - 99 98 94 95 96 90 27 - -  -  -  - - -
エチオピア 22 81 11 6 19 4 18 82 93 80 80 71 - - 45 24  16  38  - - 3
フィジー - - - 98 99 98 100 93 75 71 76 62 73 71 - -  -  -  - - -

国・地域

表3　保健指標
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フィンランド 100 100 100 100 100 100 - 98 98 98 96 97 - 96 - -  -  -  - - -
フランス - 100 - - - - - 85 98 97 97 86 28 86 - -  -  -  - - -
ガボン 87 95 47 36 37 30 100 89 69 38 31 55 - - 45 13  48  44  - - -
ガンビア 82 95 77 53 72 46 45 95 95 92 90 90 90 90 - 8  75  38  42 15 55
グルジア 76 90 61 83 96 69 20 91 88 78 66 86 64 - - 4  99  -  - - -
ドイツ 100 100 100 - - - - - 98 97 94 92 81 90 - -  -  -  - - -
ガーナ 79 93 68 58 74 46 62 92 88 80 81 83 80 80 70 10  44  40  15 4 63
ギリシャ - - - - - - - 88 96 88 87 88 88 88 - -  -  -  - - -
グレナダ 95 97 93 97 96 97 100 - 87 83 84 74 83 83 - -  -  -  - - -
グアテマラ 95 99 92 61 72 52 100 98 94 84 84 75 - - - 18  64  22  6 1 -
ギニア 51 78 38 13 25 6 8 71 75 69 68 73 - - 77 15  33  44  25 4 56
ギニアビサウ 59 79 49 34 57 23 0 80 86 80 80 80 - - 56 10  64  23  67 7 58
ガイアナ 83 83 83 70 86 60 60 94 90 91 91 88 91 91 - 5  78  40  67 6 3
ハイチ 71 91 59 34 52 23 30 71 76 43 43 54 - - 52 39  26  41  - - 12
バチカン - - - - - - - - - - - - - - - -  -  -  - - -
ホンジュラス 90 99 82 68 89 52 100 93 96 89 90 92 89 89 - -  -  -  - - -
ハンガリー 99 100 98 95 100 85 - 99 99 99 99 99 - 99 - -  -  -  - - -
アイスランド 100 100 100 - - - - - 99 99 99 93 - 99 - -  -  -  - - -
インド 86 96 82 30 58 18 100 73 71 64 70 56 - - 80 19  67  22  - - -
インドネシア 78 89 69 52 71 38 80 82 88 70 70 72 75 - 54 8  61  61  - - 1
イラン 93 98 83 84 86 78 100 99 99 99 98 96 95 - - 24  93  -  - - -
イラク 81 97 50 80 95 48 100 93 93 81 87 90 70 - 70 7  76  -  - - -
アイルランド - 100 - - - - - 90 96 89 89 81 - 89 - -  -  -  - - -
イスラエル 100 100 100 - 100 - 100 - 98 96 92 96 98 96 - -  -  -  - - -
イタリア - 100 - - - - - - 98 96 97 84 95 90 - -  -  -  - - -
ジャマイカ 93 98 87 80 90 68 100 85 86 77 71 80 77 77 - 3  39  21  - - -
日本 100 100 100 100 100 100 100 - 99 99 97 99 - - - -  -  -  - - -
ヨルダン 91 91 91 93 94 85 100 58 96 95 95 99 95 95 - 6  78  44  - - -
カザフスタン 86 96 72 72 87 52 100 65 85 82 99 99 99 - - 3  48  22  - - -
ケニア 62 89 46 48 56 43 5 87 72 73 73 73 73 73 70 18  49  33  15 5 27
キリバス 64 77 53 39 59 22 100 94 75 62 61 56 67 - - -  -  -  - - -
朝鮮民主主義人民共和国 100 100 100 59 58 60 80 95 75 72 99 95 98 - - 12  93  -  - - -
韓国 92 97 71 - - - 100 93 95 88 90 99 92 - - -  -  -  - - -
クウェート - - - - - - 100 - 99 98 98 97 94 98 - -  -  -  - - -
キルギス 76 98 66 60 75 51 22 98 99 99 98 99 99 - - 4 x 48 x 16  - - -
ラオス 43 66 38 24 61 14 0 60 66 45 46 36 45 - 30 1  36  37  82 18 9
ラトビア - - - - - - 100 99 99 98 97 99 99 95 - -  -  -  - - -
レバノン 100 100 100 98 100 87 100 - 98 92 92 96 88 92 - 4  74  -  - - -
レソト 76 88 74 37 61 32 10 83 83 78 78 70 67 - - 7  49  29  - - -
リベリア 62 72 52 26 49 7 0 60 48 31 33 42 - - 35 39  70  -  - - -
リビア 72 72 68 97 97 96 100 99 99 97 97 99 99 - - -  -  -  - - -
リヒテンシュタイン - - - - - - - - - - - - - - - -  -  -  - - -
リトアニア - - - - - - 100 99 94 94 90 98 94 35 - -  -  -  - - -
ルクセンブルク 100 100 100 - - - - - 98 98 98 91 49 86 - -  -  -  - - -
マダガスカル 45 75 34 33 49 27 0 72 71 61 63 59 61 - 55 9  48  47  - - 34
マラウイ 67 96 62 46 66 42 0 97 99 89 94 80 89 89 70 27  27  51  8 3 27
マレーシア 95 96 94 - - 98 100 99 99 99 95 95 95 99 - -  -  -  - - -
モルディブ 84 99 78 58 100 42 100 98 98 96 96 97 97 - - 22  22  -  - - -
マリ 48 76 35 45 59 38 100 75 99 76 72 75 73 - 50 10  36  45  72 8 38
マルタ 100 100 100 - 100 - - - 76 55 55 87 8 55 - -  -  -  - - -
マーシャル諸島 85 80 95 82 93 59 - 91 71 64 68 70 72 46 - -  -  -  - - -
モーリタニア 56 63 45 42 64 9 100 86 83 70 68 64 - - 33 10  41  28  - - -
モーリシャス 100 100 100 99 100 99 100 99 98 98 98 98 98 - - -  -  -  - - -
メキシコ 91 97 72 77 90 39 95 99 99 98 98 96 98 98 - -  -  -  - - -
ミクロネシア連邦 94 95 94 28 61 14 0 62 83 78 82 85 80 65 - -  -  -  - - -
モルドバ 92 97 88 68 86 52 86 96 99 98 98 96 99 - - 1  78  52  - - -
モナコ - 100 - - 100 - - 90 99 99 99 99 99 99 - -  -  -  - - -
モンゴル 62 87 30 59 75 37 33 95 99 99 95 96 95 - - 2  78  66  - - -
モロッコ 80 99 56 61 83 31 100 95 99 97 97 95 95 10 - 12  38  50  - - -

国・地域
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モザンビーク 42 76 24 27 51 14 47 87 88 72 70 77 72 - 60 10  55  33  10 - 15
ミャンマー 80 95 74 73 96 63 0 85 86 82 82 78 54 - 85 2  66  48  - - -
ナミビア 80 98 72 30 66 14 100 71 88 81 81 70 - - 67 18  53  39  7 3 14
ナウル - - - - - - 100 95 93 80 59 40 75 - - -  -  -  - - -
ネパール 84 93 82 27 68 20 65 85 88 80 80 73 87 - 42 23  26  43  - - -
オランダ 100 100 99 100 100 100 - - 98 98 98 96 - 97 - -  -  -  - - -
ニュージーランド - 100 - - - - 100 - 96 90 82 85 90 90 - -  -  -  - - -
ニカラグア 81 93 65 66 78 51 40 88 92 79 80 84 79 79 - 31  57  49  - - 2
ニジェール 46 80 36 12 43 4 100 72 75 62 62 74 - - 43 12  27  43  17 6 48
ナイジェリア 60 72 49 38 48 30 100 48 43 25 39 35 - - 51 10  33  28  6 1 34
ニウエ 100 100 100 100 100 100 100 96 99 99 99 99 99 99 - -  -  -  - - -
ノルウェー 100 100 100 - - - - - 91 91 91 88 - 93 - -  -  -  - - -
パレスチナ自治区 94 97 86 76 78 70 - 98 97 96 96 96 96 - - 17  65  -  - - -
オマーン 79 81 72 89 97 61 100 99 99 99 99 98 99 99 - -  -  -  - - -
パキスタン 90 95 87 54 92 35 61 80 75 65 65 67 65 - 45 16 x 66 x 33 x - - -
パラオ 84 79 94 83 96 52 100 - 99 98 98 99 98 98 - -  -  -  - - -
パナマ 91 99 79 72 89 51 100 99 99 99 99 99 99 99 - -  -  -  - - -
パプアニューギニア 39 88 32 45 67 41 100 54 60 46 36 44 45 - 10 13 x 75 x -  - - -
パラグアイ 83 100 62 78 94 58 98 82 91 76 75 89 76 76 - 17 x 51 x - x - - -
ペルー 81 87 66 62 72 33 100 91 95 87 87 89 87 91 - 20  58  46  - - -
フィリピン 85 90 77 73 81 61 100 91 90 79 80 80 40 - 70 10  55  76  - - -
ポーランド - 100 - - - - - 94 99 99 98 97 98 - - -  -  -  - - -
ポルトガル - - - - - - - 83 98 95 95 95 94 95 - -  -  -  - - -
カタール 100 100 100 100 100 100 100 99 99 96 95 99 97 96 - -  -  -  - - -
ルーマニア 57 91 16 51 86 10 100 99 98 97 97 97 99 - - -  -  -  - - -
ロシア連邦 96 99 88 87 93 70 100 96 98 97 98 98 96 - - -  -  -  - - -
ルワンダ 73 92 69 41 56 38 50 86 94 89 89 84 89 89 76 12  20  16  6 5 13
セントクリストファーネーヴィス 99 99 99 96 96 96 97 89 87 96 96 98 96 95 - -  -  -  - - -
セントルシア 98 98 98 89 89 89 100 99 99 91 91 95 91 91 - -  -  -  - - -
セントビンセント・グレナディーン - - 93 - - 96 100 99 99 99 99 99 99 99 - -  -  -  - - -
サモア 88 91 88 100 100 100 100 93 90 68 41 25 70 - - -  -  -  - - -
サンマリノ - - - - - - - - 95 98 98 98 97 98 - -  -  -  - - -
サントメプリンシペ 79 89 73 24 32 20 - 99 99 99 99 91 99 - - 5  47  44  52 - -
サウジアラビア - 97 - - 100 - 100 95 96 96 96 97 96 96 - -  -  -  - - -
セネガル 72 90 54 52 70 34 70 95 95 87 87 57 54 - 85 7  27  33  15 2 36
セルビア・モンテネグロ 93 99 86 87 97 77 25 97 96 97 96 96 89 - - 3  97  -  - - -
セ－シェル 87 100 75 - - 100 100 99 99 99 99 99 99 - - -  -  -  - - -
シエラレオネ 57 75 46 39 53 30 0 83 77 61 61 64 - - 76 9  50  39  15 2 61
シンガポール - 100 - - 100 - 100 99 95 94 94 94 93 - - -  -  -  - - -
スロバキア 100 100 100 100 100 100 80 98 99 99 99 98 99 99 - -  -  -  - - -
スロベニア - - - - - - 100 98 97 92 93 94 - 93 - -  -  -  - - -
ソロモン諸島 70 94 65 31 98 18 0 84 82 80 75 72 72 - - -  -  -  - - -
ソマリア 29 32 27 25 47 14 0 50 50 30 30 40 - - 60 -  -  -  1 0 19
南アフリカ 87 98 73 67 86 44 100 97 99 93 94 81 92 92 61 19  75  37  - - -
スペイン - - - - - - - - 98 96 97 97 97 96 - -  -  -  - - -
スリランカ 78 99 72 91 98 89 69 99 98 97 97 96 85 - - -  -  -  - - -
スーダン 69 78 64 34 50 24 0 51 79 55 55 59 - - 37 5  57  38  23 0 50
スリナム 92 98 73 93 99 76 100 - 92 85 84 86 - - - 4  58  43  77 3 -
スワジランド 52 87 42 52 78 44 100 84 94 83 82 70 78 - - 10  60  24  0 0 26
スウェーデン 100 100 100 100 100 100 - 16 99 99 99 94 1 98 - -  -  -  - - -
スイス 100 100 100 100 100 100 - - 98 95 95 82 - 91 - -  -  -  - - -
シリア 79 94 64 77 97 56 100 99 99 99 99 98 99 99 - 18  66  -  - - -
タジキスタン 58 93 47 53 71 47 2 97 87 82 84 89 81 - - 1  51  29  6 2 69
タンザニア 73 92 62 46 54 41 23 91 99 95 95 94 95 - 90 14  68  38  36 10 58
タイ 85 95 80 99 97 100 100 99 99 98 98 96 96 - - -  -  -  - - -
旧ユーゴスラビア・マケドニア - - - - - - 99 94 96 94 95 96 - - - -  -  -  - - -
東ティモール 52 73 51 33 65 30 0 72 65 57 57 55 - - - 14  24  -  48 8 47
トーゴ 51 80 36 34 71 15 40 91 83 71 71 70 - - 61 9  30  25  15 2 60
トンガ 100 100 100 97 98 96 100 99 99 99 99 99 99 - - -  -  -  - - -

国・地域
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トリニダードトバゴ 91 92 88 100 100 100 100 - 91 94 94 95 94 94 - 3  74  31  - - -
チュニジア 82 94 60 80 90 62 100 97 97 97 97 95 96 97 - 9  43  -  - - -
トルコ 93 96 87 83 94 62 100 88 86 85 85 81 77 - 41 29  41  19  - - -
トルクメニスタン 71 93 54 62 77 50 67 99 98 97 98 97 96 - - 1  51  -  - - -
ツバル 93 94 92 88 92 83 100 99 99 98 98 98 98 - - -  -  -  - - -
ウガンダ 56 87 52 41 53 39 7 99 99 87 86 91 87 87 53 22  67  29  7 0 -
ウクライナ 98 100 94 99 100 97 100 98 96 99 99 99 98 - - -  -  -  - - -
アラブ首長国連邦 - - - 100 100 100 100 98 96 94 94 94 92 94 - -  -  -  - - -
英国 - 100 - - - - - - 96 90 91 81 - 91 - -  -  -  - - -
米国 100 100 100 100 100 100 56 - 99 96 92 93 92 94 - -  -  -  - - -
ウルグアイ 98 98 93 94 95 85 100 99 98 95 95 95 94 94 - -  -  -  - - -
ウズベキスタン 89 97 84 57 73 48 80 99 99 99 99 98 99 - - 0  57  33  - - -
バヌアツ 60 85 52 50 78 42 100 63 73 49 53 48 56 - - -  -  -  - - -
ベネズエラ 83 85 70 68 71 48 100 97 99 86 83 80 82 61 - 9  72  51  - - -
ベトナム 73 93 67 41 84 26 70 96 92 96 96 97 94 - 85 20  71  39  96 16 7
イエメン 69 74 68 30 76 14 100 63 92 78 78 76 49 - 21 24  47  23 x - - -
ザンビア 55 90 36 45 68 32 10 94 94 80 80 84 - 80 83 15  69  48  16 7 52
ジンバブエ 83 100 74 57 69 51 0 95 90 85 85 80 85 - 70 16  50  80  3 - -

国・地域

 - データなし。
 x  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものである

ことを示す。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
 ＊＊ 中国を除く。
 †  2004年はDPT1接種率の推定が初めて実施された年であり、DPT1接種率は少なくともDPT3と同率でなければならない。DPT1接種率がDPT3

よりも小さいことは、データ収集・報告プロセスの欠陥を反映するものである。ユニセフとWHOは、各国・各地域の機関と協力してこのような欠
陥を解消すべく取り組んでいる。

注

改善された水源を利用する人および適切な衛生施設を利用する人の比率－ユニセ
フ、世界保健機関（WHO）、複数指標クラスター調査（MICS）、人口保健調査
（DHS）。
政府資金によるワクチン購入－ユニセフ、WHO。
予防接種－ユニセフ、WHO。
急性呼吸器感染症－DHS、MICS、その他の国別世帯調査。
ORTの使用率－DHS、MICS。
マラリア－MICS、DHS。

政府資金による定期EPI 用ワクチンの購入率－子どもを守るために定期的に実施
される予防接種のワクチンのうち、政府資金（融資資金を含む）で購入された
ものの比率。
EPI－拡大予防接種プログラム。このプログラムにおける予防接種には、結核、
ジフテリア・百日咳・破傷風（三種混合：DPT）、ポリオ、はしかの予防接種、
および新生児破傷風予防のための妊婦に対する予防接種が含まれる。EPI にそ
の他の（たとえば B型肝炎《HepB》やヘモフィルス - インフルエンザ b型菌
《Hib》、黄熱病の）予防接種を含めている国もある。
BCG－カルメット - ゲラン菌（結核予防ワクチン）の接種を受けた乳児の率。
3 種混合（DPT1）－ジフテリア・百日咳・破傷風 3種混合ワクチンの初回接種
を受けた乳児の率。
3 種混合（DPT3）－ジフテリア・百日咳・破傷風 3種混合ワクチンの予防接種
を 3回受けた乳児の率。
HepB3－B型肝炎の予防接種を 3回受けた乳児の率。
Hib3－ヘモフィルス - インフルエンザ b型菌ワクチンの予防接種を 3回受けた
乳児の率。
5 歳未満児の急性呼吸器感染症（ARI）の有病率（%）－ 0-4 歳の子どもで過去
2週間に急性呼吸器感染症にかかった子どもの比率。
ARI を発病した 5歳未満児のうち適切な保健措置を受けた比率（%）－過去 2週
間に ARI を発病した 0-4 歳の子どものうち適切な保健措置を受けた比率。

下痢をした5歳未満児のうちORTおよび授乳・食事の継続による対応をされた比率
－調査前 2週間のうち下痢をした 0-4 歳の子どものうち、経口補水療法（ORT：
経口補水塩または推奨された方法で家庭で調合された吸収のよい安全な水分）
または水分補給を受け、さらに授乳・食事の継続による対応をされた者の比率。
マラリア
蚊帳の下で眠る 5歳未満児の比率（%）－ 0-4 歳の子どもで蚊帳の下で眠った子
どもの比率。
殺虫処理を施した蚊帳で眠る 5歳未満児の比率（%）－ 0-4 歳の子どもで殺虫処
理を施した蚊帳の下で眠った子どもの比率。
発熱した 5歳未満児のうち抗マラリア剤を与えられた比率（%）－過去 2週間に
発熱した 0-4 歳の子どものうち、（現地の定義による）適切な抗マラリア剤を
与えられた子どもの比率。

指標の定義

データの主な出典

要約

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

表3

改善された水源
を利用する人の
比率（%）
2002

全国  都市  農村

適切な衛生施設
を利用する人の
比率（%）
2002

全国  都市  農村

政府資金に
よる定期
EPI 用ワク
チンの購入
率（％）

2004

結核

完全に予防接種を受けた比率（%）2004
1 歳児

下痢をした 5
歳未満児のう
ちORTおよ
び授乳・食事
の継続による
対応をされた
比率（％）

蚊帳の下
で眠る 5
歳未満児
の比率
（％）

殺虫処理
を施した
蚊帳で眠
る 5歳未
満児の比
率（％）

発熱した
5歳未満
児のうち
抗マラリ
ア剤を与
えられた
比率（％）

マラリア 1999-2004＊
ARI を発病
した 5歳未
満児のうち
適切な保健
措置を受け
た比率（％）

5歳未満
児の急
性呼吸
器感染
症（ARI）
の有病
率（％）

破傷風
から
保護
される
新生児
（％） 1998-2004＊ 1996-2004＊

3 種混合 ポリオ はしか B型
肝炎

BCG DPT1†
ポリオ
3 はしか

hepB
3DPT3†

Hib

Hib3

（対応ワクチン）

サハラ以南のアフリカ 57 82 44 36 55 26 47 76 77 65 68 66 33 - 59 14  41  34  15 3 35
　東部・南部アフリカ 56 87 43 37 60 27 24 87 89 80 79 77 54 - 62 18  47  37  14 4 26
　西部・中部アフリカ 58 78 45 35 52 24 68 67 67 52 57 55 13 - 57 10  35  30  15 2 43
中東と北アフリカ 87 95 77 72 88 52 88 88 94 88 89 89 77 - - 13  66  -  - - -
南アジア 84 94 80 35 64 23 90 77 75 67 71 61 11 - 70 19  59  26  - - -
東アジアと太平洋諸国 78 92 68 50 72 35 90 92 94 86 87 83 71 - - 10 ＊＊ 62 ＊＊ 59 ＊＊ - - -
ラテンアメリカとカリブ海諸国 89 95 69 75 84 44 95 96 96 91 92 92 83 91 - -  -  36  - - -
CEE ／ CIS 91 98 79 81 92 62 89 93 94 93 94 93 90 - - 15  50  25  - - -
先進工業国 100 100 100 100 100 100 69 - 98 96 94 92 63 92 - -  -  -  - - -
開発途上国 79 92 70 49 73 31 80 84 84 76 79 74 46 - 64 16 ＊＊ 54 ＊＊ 33 ＊＊ - - -
後発開発途上国 58 80 50 35 58 27 38 82 87 75 74 72 28 - 54 16  38  36  20 3 36
世界 83 95 72 58 81 37 80 84 86 78 80 76 49 - 64 16 ＊＊ 54 ＊＊ 33 ＊＊ - - -
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表4　HIV／エイズ指標

アフガニスタン - -  -  - - - - - - - - - -  - - - 1600 -
アルバニア - -  -  - - - - - 42 - 40 - 0  - - - - -
アルジェリア 0.1 9.1 3.0 - 18 - 1.4 - - - - - - - -  - - - - -
アンドラ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
アンゴラ 3.9 240 97 - 600 23 130 - - - - - - - -  - - 110 1000 90
アンティグアバーブーダ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
アルゼンチン 0.7 130 61 - 210 - 24 - - - - - - - -  - - - 750 -
アルメニア 0.1 2.6 1.2 - 4.3 - 0.9 - - 56 41 48 53 8 7  44 0 - - -
オーストラリア 0.1 14 6.8 - 22 - 1.0 - - - - - - - -  - - - - -
オーストリア 0.3 10 5.0 - 16 - 2.2 - - - - - - - -  - - - - -
アゼルバイジャン <0.1 1.4 0.5 - 2.8 - - - - - 11 - 35 - 2  - - - - -
バハマ 3.0 5.6 3.2 - 8.7 <0.2 2.5 - - - - - - - -  - - - 7.6 -
バーレーン 0.2 <0.6 0.2 - 1.1 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
バングラデシュ - - 2.5 - 15 - - - - - - - - - -  - - - 5300 -
バルバドス 1.5 2.5 0.7 - 9.2 <0.2 0.8 - - - - - - - -  - - - 3.7 -
ベラルーシ - - 12 - 42 - - - - - - - - - -  - - - - -
ベルギー 0.2 10 5.3 - 17 - 3.5 - - - - - - - -  - - - - -
ベリーズ 2.4 3.6 1.2 - 10 <0.2 1.3 - - - - - - - -  - - - 5.6 -
ベニン 1.9 68 38 - 120 5.7 35 2002 2.3 53 45 69 56 14 8  34 19 34 340 -
ブータン - -  -  - - - - - - - - - -  - - - 90 -
ボリビア 0.1 4.9 1.6 - 11 - 1.3 - - 74 58 67 59 - -  37 21 - 340 82
ボスニア・ヘルツェゴビナ <0.1 0.9 0.3 - 1.8 - - - - - 53 - 74 - -  - - - - -
ボツワナ 37.3 350 330 - 380 25 190 2003 32.9 90 93 79 81 33 40  88 75 120 160 99
ブラジル 0.7 660 320 - 1100 - 240 - - - - - - - -  - - - 4300 -
ブルネイ <0.1 <0.2  < 0.4 - <0.2 - - - - - - - -  - - - 4.2 -
ブルガリア <0.1 <0.5  < 1.0 - - - - - - - - - -  - - - - -
ブルキナファソ 4.2 300 190 - 470 31 150 2002 2.3 61 48 61 56 23 15  67 54 260 830 109
ブルンジ 6.0 250 170 - 370 27 130 2002 13.6 - 47 - 66 - 24  - - 200 660 70
カンボジア 2.6 170 100 - 290 7.3 51 - - - 64 - 62 - 37  - - - 670 71
カメルーン 6.9 560 390 - 810 43 290 2002 7.0 - 46 63 57 - 16 m 31 16 240 930 94 p
カナダ 0.3 56 26 - 86 - 13 - - - - - - - -  - - - - -
カボヴェルデ - -  -  - - - - - - 60 53 - -  - - - - -
中央アフリカ共和国 13.5 260 160 - 410 21 130 2002 14.0 - 20 - 46 - 5  - - 110 290 91
チャド 4.8 200 130 - 300 18 100 2003 4.8 - 21 - 28 - 5  - - 96 500 96
チリ 0.3 26 13 - 44 - 8.7 - - - - - - - -  - - - 230 -
中国 0.1 840 430 - 1500 - 190 - - - - - - - -  - - - 20600 -
コロンビア 0.7 190 90 - 310 - 62 - - - - - 82 - -  - 30 - 910 -
コモロ - -  -  - - - - - 41 - 55 - 10  - - - - 59
コンゴ 4.9 90 39 - 200 10 45 - - - - - - - -  - - 97 260 -
コンゴ民主共和国 4.2 1100 450 - 2600 110 570 - - - 46 - - - -  - - 770 4200 72
クック諸島 - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
コスタリカ 0.6 12 6.0 - 21 - 4.0 - - - - - - - -  - - - 50 -
コートジボワール 7.0 570 390 - 820 40 300 2002 5.2 - 53 67 64 - 16 m 56 25 310 940 83
クロアチア <0.1 <0.2  < 0.4 - - - - - - - - - -  - - - - -
キューバ 0.1 3.3 1.1 - 6.6 - 1.1 - - - 89 - 91 - 52  - - - 130 -
キプロス - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
チェコ 0.1 2.5 0.8 - 4.9 - 0.8 - - - - - - - -  - - - - -
デンマーク 0.2 5.0 2.5 - 8.2 - 0.9 - - - - - - - -  - - - - -
ジブチ 2.9 9.1 2.3 - 24 0.7 4.7 - - - - - - - -  - - 5 33 -
ドミニカ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ドミニカ共和国 1.7 88 48 - 160 2.2 23 - - 88 84 89 92 - -  52 29 - 260 96
エクアドル 0.3 21 10 - 38 - 6.8 - - - - - 58 - -  - - - 290 -
エジプト <0.1 12 5.0 - 31 - 1.6 - - - - - - - -  - - - - -
エルサルバドル 0.7 29 14 - 50 - 9.6 - - - - - 68 - -  - - - 180 -
赤道ギニア - -  -  - - - - - 26 - 46 - 4  - - - 24 95
エリトリア 2.7 60 21 - 170 5.6 31 - - - 62 - 79 - 37  - - 39 230 83
エストニア 1.1 7.8 2.6 - 15 - 2.6 - - - - - - - -  - - - - -
エチオピア 4.4 1500 950 - 2300 120 770 2003 11.7 - - 54 39 - -  30 17 720 4000 60

国・地域
子ども
（0-14歳）

女性
（15-49歳） 年 中央値

首都に住む
妊娠した若い
（15-24 歳）
女性の
HIV有病率

成人の
有病率

（15-49 歳）
2003 年末
（％）

推定値

すべての原因
により孤児と
なった子ども
の数 （0-17 歳）
2003

エイズにより
孤児となった
子どもの数
（0-17 歳）
2003

孤児の
学校への
出席率
（%）

HIV／エイズとともに生きる人の推定数（1000人）
2003

知識と行動　1998-2004＊（15-24 歳） 孤児HIV感染

成人と
子ども
（0-49歳）

推定値
（下限） -

推定値
（上限）

コンドームが
HIVの感染を
予防すること
を知っている
比率 (％ )

男 女

健康にみえる
人もHIVを保
有する可能性
を知っている
比率 (％ )

男 女

HIVについ
ての包括
的な知識
をもつ比
率 (％ )

男 女

リスクの高い
直近の性交渉
でコンドーム
を使用した人
の比率 (％ )

男 女
推定

（1000 人）
推定

（1000 人） (1998-2004＊ )
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表4

フィジー 0.1 0.6 0.2 - 1.3 - <0.2 - - - - - - - -  - - - 25 -
フィンランド 0.1 1.5 0.5 - 3.0 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
フランス 0.4 120 60 - 200 - 32 - - - - - - - -  - - - - -
ガボン 8.1 48 24 - 91 2.5 26 - - 71 64 81 72 22 24  48 33 14 57 98
ガンビア 1.2 6.8 1.8 - 24 0.5 3.6 - - - 51 - 53 - 15  - - 2 45 85
グルジア 0.1 3.0 2.0 - 12 - 1.0 - - - 56 - 51 - -  - - - - -
ドイツ 0.1 43 21 - 71 - 10 - - - - - - - -  - - - - -
ガーナ 3.1 350 210 - 560 24 180 2003 3.9 81 77 83 78 44 38  52 33 170 1000 79 p
ギリシャ 0.2 9.1 4.5 - 15 - 1.8 - - - - - - - -  - - - - -
グレナダ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
グアテマラ 1.1 78 38 - 130 - 31 - - - - 75 69 - -  - - - 510 98
ギニア 3.2 140 51 - 360 9.2 72 - - - - 56 60 - -  32 17 35 420 113
ギニアビサウ - -  -  - - - - - 32 - 31 - 8  - - - 81 103
ガイアナ 2.5 11 3.5 - 35 0.6 6.1 - - - 69 - 84 - 36  - - - 33 -
ハイチ 5.6 280 120 - 600 19 150 - - 72 46 78 68 28 15  30 19 - 610 87
バチカン - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ホンジュラス 1.8 63 35 - 110 3.9 33 - - - - 90 81 - -  - - - 180 -
ハンガリー 0.1 2.8 0.9 - 5.5 - - - - - - - - - -  - - - - -
アイスランド 0.2 <0.5  < 1.0 - <0.2 - - - - - - - -  - - - - -
インド - - 2200 - 7600 - - - - - - - - 17 21  59 51 - 35000 -
インドネシア 0.1 110 53 - 180 - 15 - - - 23 - 32 - 7  - - - 6100 82
イラン 0.1 31 10 - 61 - 3.8 - - - - - - - -  - - - 2100 -
イラク <0.1 <0.5  < 1.0 - - - - - - - - - -  - - - - -
アイルランド 0.1 2.8 1.1 - 5.3 - 0.8 - - - - - - - -  - - - - -
イスラエル 0.1 3.0 1.5 - 4.9 - - - - - - - - - -  - - - - -
イタリア 0.5 140 67 - 220 - 45 - - - - - - - -  - - - - -
ジャマイカ 1.2 22 11 - 41 <0.5 10 - - - - - - - -  - - - 45 -
日本 <0.1 12 5.7 - 19 - 2.9 - - - - - - - -  - - - - -
ヨルダン <0.1 0.6 0.0 < 1.0 - - - - - - - - - -  - - - - -
カザフスタン 0.2 17 5.8 - 35 - 5.5 - - - - 73 63 - -  65 32 - - -
ケニア 6.7 1200 820 - 1700 100 720 - - 68 59 86 83 47 34  47 25 650 1700 95
キリバス - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
朝鮮民主主義人民共和国 - -  -  - - - - - - - - - -  - - - 710 -
韓国 <0.1 8.3 2.7 - 16 - 0.9 - - - - - - - -  - - - 630 -
クウェート - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
キルギス 0.1 3.9 1.5 - 8.0 - <0.8 - - - - - - - -  - - - - -
ラオス 0.1 1.7 0.6 - 3.6 - <0.5 - - - - - - - -  - - - 290 -
ラトビア 0.6 7.6 3.7 - 12 - 2.5 - - - - - - - -  - - - - -
レバノン 0.1 2.8 0.7 - 4.1 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
レソト 28.9 320 290 - 360 22 170 2003 27.8 - 58 - 46 - 18  - - 100 180 87
リベリア 5.9 100 47 - 220 8.0 54 - - - - - - - -  - - 36 230 -
リビア 0.3 10 3.3 - 20 - - - - - - - - - -  - - - - -
リヒテンシュタイン - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
リトアニア 0.1 1.3 0.4 - 2.6 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
ルクセンブルク 0.2 <0.5  < 1.0 - - - - - - - - - -  - - - - -
マダガスカル 1.7 140 68 - 250 8.6 76 - - 56 49 43 46 16 19  12 5 30 1000 76
マラウイ 14.2 900 700 - 1100 83 460 2003 18.0 76 66 89 84 41 34  38 32 500 1000 93
マレーシア 0.4 52 25 - 86 - 8.5 - - - - - - - -  - - - 480 -
モルディブ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
マリ 1.9 140 44 - 420 13 71 2003 2.2 56 42 59 46 15 9  30 14 75 730 72
マルタ 0.2 <0.5  < 1.0 - - - - - - - - - -  - - - - -
マーシャル諸島 - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
モーリタニア 0.6 9.5 4.5 - 17 - 5.1 - - - - 39 30 - -  - - 2 140 -
モーリシャス - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
メキシコ 0.3 160 78 - 260 - 53 - - - - - - - -  - - - 1900 -
ミクロネシア連邦 - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
モルドバ 0.2 5.5 2.7 - 9.0 - - - - - 56 - 79 - 19  - - - - -
モナコ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -

国・地域
子ども
（0-14歳）

女性
（15-49歳） 年 中央値

首都に住む
妊娠した若い
（15-24 歳）
女性の
HIV有病率

成人の
有病率

（15-49 歳）
2003 年末
（％）

推定値

すべての原因
により孤児と
なった子ども
の数 （0-17 歳）
2003

エイズにより
孤児となった
子どもの数
（0-17 歳）
2003

孤児の
学校への
出席率
（％）

HIV／エイズとともに生きる人の推定数（1000人）
2003

知識と行動　1998-2004＊（15-24 歳） 孤児HIV感染

成人と
子ども
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表4　HIV／エイズ指標

モンゴル <0.1 <0.5  < 1.0 - <0.2 - - - 77 - 57 - 32  - - - 78 -
モロッコ 0.1 15 5.0 - 30 - - - - - - - - - -  - - - - -
モザンビーク 12.2 1300 980 - 1700 99 670 2002 14.7 74 56 82 65 33 20  33 29 470 1500 80
ミャンマー 1.2 330 170 - 620 7.6 97 - - - - - - - -  - - - 1900 -
ナミビア 21.3 210 180 - 250 15 110 - - 86 73 87 82 41 31  69 48 57 120 92
ナウル - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ネパール 0.5 61 29 - 110 - 16 - - - - - - - -  - - - 1000 -
オランダ 0.2 19 9.5 - 31 - 3.8 - - - - - - - -  - - - - -
ニュージーランド 0.1 1.4 0.5 - 2.8 - <0.2 - - - - - - - -  - - - - -
ニカラグア 0.2 6.4 3.1 - 12 - 2.1 - - - - - 73 - -  - 17 - 150 -
ニジェール 1.2 70 36 - 130 5.9 36 - - - 30 41 37 - 5 m 30 7 24 680 -
ナイジェリア 5.4 3600 2400 - 5400 290 1900 2003 4.2 63 43 65 52 21 18  46 24 1800 7000 64 p
ニウエ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ノルウェー 0.1 2.1 0.7 - 4.0 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
パレスチナ自治区 - -  -  - - - - 59 44 - 49 - -  - - - - -
オマーン 0.1 1.3 0.5 - 3.0 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
パキスタン 0.1 74 24 - 150 - 8.9 - - - - - - - -  - - - 4800 -
パラオ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
パナマ 0.9 16 7.7 - 26 - 6.2 - - - - - - - -  - - - 48 -
パプアニューギニア 0.6 16 7.8 - 28 - 4.8 - - - - - - - -  - - - 220 -
パラグアイ 0.5 15 7.3 - 25 - 3.9 - - - - - - - -  - - - 150 -
ペルー 0.5 82 40 - 140 - 27 - - - - - 72 - -  - 19 - 720 85 p
フィリピン <0.1 9.0 3.0 - 18 - 2.0 - - 59 44 - 67 - -  - - - 2100 -
ポーランド 0.1 14 6.9 - 23 - - - - - - - - - -  - - - - -
ポルトガル 0.4 22 11 - 36 - 4.3 - - - - - - - -  - - - - -
カタール - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ルーマニア <0.1 6.5 4.8 - 8.9 - - - - - - 77 70 - -  - - - - -
ロシア連邦 1.1 860 420 - 1400 - 290 - - - - - - - -  - - - - -
ルワンダ 5.1 250 170 - 380 22 130 2002 11.6 76 63 69 64 20 23  55 23 160 810 80
セントクリストファーネーヴィス - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
セントルシア - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
セントビンセント・グレナディーン - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
サモア - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
サンマリノ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
サントメプリンシペ - -  -  - - - - - 32 - 65 - 11  - - - - -
サウジアラビア - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
セネガル 0.8 44 22 - 89 3.1 23 2002 1.1 - 49 - 46 - 13  - - 17 460 74 p
セルビア・モンテネグロ 0.2 10 3.4 - 20 - 2.0 - - - - - - - -  - - - - -
セ－シェル - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
シエラレオネ - -  -  - - - - - 30 - 35 - 16  - - - 350 71
シンガポール 0.2 4.1 1.3 - 8.0 - 1.0 - - - - - - - -  - - - - -
スロバキア <0.1 <0.2  < 0.4 - - - - - - - - - -  - - - - -
スロベニア <0.1 <0.5  < 1.0 - - - - - - - - - -  - - - - -
ソロモン諸島 - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ソマリア - -  -  - - - - - 2 - 13 - 0  - - - 770 65
南アフリカ 21.5 5300 4500 - 6200 230 2900 2002 24.0 - 83 - 54 - 20  - 20 1100 2200 95
スペイン 0.7 140 67 - 220 - 27 - - - - - - - -  - - - - -
スリランカ <0.1 3.5 1.2 - 6.9 - 0.6 - - - - - - - -  - - - 340 -
スーダン 2.3 400 120 - 1300 21 220 - - - - - - - -  - - - 1300 96
スリナム 1.7 5.2 1.4 - 18 <0.2 1.7 - - - 58 - 70 - 27  - - - 13 89
スワジランド 38.8 220 210 - 230 16 110 2002 39.0 - 63 - 81 - 27  - - 65 100 91
スウェーデン 0.1 3.6 1.2 - 6.9 - 0.9 - - - - - - - -  - - - - -
スイス 0.4 13 6.5 - 21 - 3.9 - - - - - - - -  - - - - -
シリア <0.1 <0.5 0.3 - 2.1 - <0.2 - - - - - - - -  - - - - -
タジキスタン <0.1 <0.2  < 0.4 - - - - - 5 - 8 - -  - - - - -
タンザニア 8.8 1600 1200 - 2300 140 840 2002 7.0 72 66 78 74 49 44  47 42 980 2500 82
旧ユーゴスラビア・マケドニア <0.1 <0.2  < 0.4 - - - - - - - - - -  - - - - -
タイ 1.5 570 310 - 1000 12 200 - - - - - - - -  - - - 1400 -
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 - データなし。
 ｍ 知識に関する3指標のデータは出典がそれぞれ異なる。
 ｐ 孤児（10-14歳）の学校への出席率は25-49の事例に基づく。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。

注

要約

指標の定義 データの主な出典

成人の有病率－国連エイズ合同計画（UNAIDS）、Report on the Global HIV/
AIDS Epidemic, 2004（世界におけるHIV ／エイズ流行の最新情報、2004 年）。
HIV ／エイズとともに生きる人の推定数－UNAIDS、世界におけるHIV ／エイズ
流行の最新情報、2004 年。
妊娠した女性のHIV 有病率－UNAIDS、世界におけるHIV ／エイズ流行の最新
情報、2004 年。
コンドームがHIVの感染を予防することを知っている比率－人口保健調査（DHS）、
複数指標クラスター調査（MICS）、行動観察調査（BSS）、リプロダクティブ・
ヘルス調査（RHS）（1998-2003）、www.measuredhs.com/hivdata
健康にみえる人もHIV を保有する可能性を知っている比率－DHS、BSS、RHS、
MICS（1998-2003）、www.measuredhs.com/hivdata
HIVについての包括的な知識をもつ比率－DHS、BSS、RHS、MICS（1998-2003）、
www.measuredhs.com/hivdata
リスクの高い直近の性交渉でコンドームを使用した比率－DHS、MICS 、BSS、
RHS（1998-2003）、www.measuredhs.com/hivdata
エイズにより孤児となった子ども－ UNAIDS、ユニセフ、米国国際開発庁、
Children on the Brink 2004
孤児の学校への出席率－MICS、DHS（1998-2003）、www.measuredhs.com/hivdata

成人の有病率－2003年末時点でHIV／エイズとともに生きている成人（15-49歳）の比率。
HIV ／エイズとともに生きる人の推定数－ 2003 年末時点でHIV ／エイズととも
に生きている成人と子どもの推定数。
妊娠した女性のHIV 有病率－選択された妊産婦診療所で「関連のない無記名の」観
察調査で実施された15-24歳の妊娠した女性の血液検査でHIVに陽性だった比率。
コンドームがHIV の感染を予防することを知っている比率－ 15-24 歳の若い男
女のうち、質問に対してコンドームがHIV の感染を予防すると報告した割合。
健康にみえる人もHIV を保有する可能性を知っている比率－ 15-24歳の若い男女
のうち、健康にみえる人もエイズウィルスを保有する可能性を知っている比率。
HIV についての包括的な知識をもつ比率－ 15-24 歳の若い男女のうち、性交渉を
通じたHIV 感染を予防する２つの主な方法（コンドームの使用と、ひとりの忠
実でHIV に感染していない相手のみと性交渉をもつこと）を認識し、HIV 感染
についての 2つの主要な現地の誤解を否定し、健康にみえる人もエイズウィル
スを保有する可能性を知っている割合。
リスクの高い直近の性交渉でコンドームを使用した人の比率－結婚しておらず、
同居していない相手と過去 12カ月に性交渉をもった 15-24 歳の男女のうち、
そのような相手との直近の性交渉でコンドームを使用した人の割合。
エイズにより孤児となった子ども－ 2003 年末時点で、エイズにより親の一方も
しくは両親を失った 0-17 歳の子どもの推定数。
孤児の学校への出席率－生物学上の両親を失い現在通学している10-14歳の子ども
の、少なくとも親の一方と住んでいて通学している同年齢の子どもに対する比率。

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

表4

東ティモール - -  -  - - - - - 6 - 8 - -  - - - - -
トーゴ 4.1 110 67 - 170 9.3 54 2003 9.1 - 63 73 66 - 20 m 41 22 54 240 96
トンガ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
トリニダードトバゴ 3.2 29 11 - 74 0.7 14 - - - 54 - 95 - 33  - - - 28 -
チュニジア <0.1 1.0 0.4 - 2.4 - <0.5 - - - - - - - -  - - - - -
トルコ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
トルクメニスタン <0.1 <0.2  < 0.4 - - - - - 19 - 42 - 3  - - - - -
ツバル - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ウガンダ 4.1 530 350 - 880 84 270 2001 10.0 81 68 83 76 40 28  62 44 940 2000 95
ウクライナ 1.4 360 180 - 590 - 120 - - - 57 - 78 - -  - - - - -
アラブ首長国連邦 - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
英国 0.1 32 16 - 52 - 7.0 - - - - - - - -  - - - - -
米国 0.6 950 470 - 1600 - 240 - - - - - - - -  - - - - -
ウルグアイ 0.3 6.0 2.8 - 9.7 - 1.9 - - - - - - - -  - - - 62 -
ウズベキスタン 0.1 11 4.9 - 30 - 3.7 - - 50 28 58 55 7 8  50 - - - -
バヌアツ - -  -  - - - - - - - - - -  - - - - -
ベネズエラ 0.7 110 47 - 170 - 32 - - - 28 - 78 - -  - - - 460 -
ベトナム 0.4 220 110 - 360 - 65 - - - 60 - 61 - 25  - - - 2100 -
イエメン 0.1 12 4.0 - 24 - - - - - - - - - -  - - - - -
ザンビア 16.5 920 730 - 1100 85 470 2002 22.1 68 67 73 74 33 31  42 33 630 1100 92
ジンバブエ 24.6 1800 1500 - 2000 120 930 - - 81 73 83 74 - -  69 42 980 1300 98

サハラ以南のアフリカ 7.5 25000 23000 - 27900 1900 13100  - 68 54 68 58 31 23  43 27 12100 42000 83
　東部・南部アフリカ 10.2 17100 15900  18800 1200 9100  - 73 64 71 61 39 28  42 27 7900 22200 82
　西部・中部アフリカ 4.8 7800 6400  10300 650 4100  - 64 46 65 53 23 18  45 26 4200 19800 -
中東と北アフリカ 0.3 510 230 - 1400 22 230  - - - - - - -  - - - - -
南アジア 0.7 5000 2400 - 7700 130 1500  - - - - - 17 21  59 51 - 48100 -
東アジアと太平洋諸国 0.2 2400 1800 - 3200 39 640  - - - - - - -  - - - 37400 -
ラテンアメリカとカリブ海諸国 0.7 2000 1600 - 2600 48 760  - - - - - - -  - - - 12400 -
CEE ／ CIS 0.6 1300 840 - 1900 8.1 440  - - - - - - -  - - - - -
先進工業国 0.4 1600 1100 - 2300 17 410  - - - - - - -  - - - - -
開発途上国 1.2 34900 31600 - 39600 2100 16300  - - - - - - -  - - - - -
後発開発途上国 3.2 12000 10800 - 14300 1000 6100  - - - - - - -  - - - - -
世界 1.1 37800 34600 - 42300 2100 17000  - - - - - - -  - - - 143400 -
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国・地域

アフガニスタン - - 1  0  120  63  -  -  66  40  -  92  24  -  -  -  18  6
アルバニア 99 98 44  1  105  102  96  94  -  -  90 y -  81  81  76  78  39  39
アルジェリア 79 60 11  2  113  104  96  94  94  93  97  95  77  83  65  69  -  -
アンドラ - - 115  12  101  101  88  90  -  -  -  -  80  84  69  74  -  -
アンゴラ 82 54 2  0  80  69  66 x 57 x 57  59  -  76  21  17  -  -  22  20
アンティグアバーブーダ - - 98  13  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
アルゼンチン 97 97 40  11  120  119  -  -  -  -  92  78  97  103  79  84  -  -
アルメニア 100 99 18  4  100  97  95  93  97  97  96  100  86  88  82  85  66  71
オーストラリア - - 126  57  104  104  96  97  -  -  -  -  156  152  87  89  -  -
オーストリア - - 136  46  103  103  89  91  -  -  -  -  102  97  89  89  -  -
アゼルバイジャン 99 98 24  4  94  91  81  79  91  91  97 y 99  84  81  77  75  76  75
バハマ - - 78  26  92  93  85  88  -  -  73 y -  90  93  74  77  -  -
バーレーン 92 83 91  22  97  97  89  91  86  87  99  99  93  99  84  90  -  -
バングラデシュ 50 31 2  0  94  98  82  86  78  80  54  86  45  50  42  47  35  36
バルバドス 100 100 102  37  109  108  100  100  -  -  99  -  105  107  90  90  -  -
ベラルーシ 100 99 42  14  103  101  95  94  -  -  99 y -  90  92  83  86  -  -
ベルギー - - 128  39  106  105  100  100  -  -  -  -  153  169  97  98  -  -
ベリーズ 77 77 32  11  123  121  98  100  -  -  81  -  76  80  67  71  -  -
ベニン 46 23 4  1  127  92  69  47  61  47  68  92  38  17  27  13  19  12
ブータン - - 5  2  -  -  -  -  -  -  91  -  -  -  -  -  -  -
ボリビア 93 80 22  3  116  115  95  95  78  77  84  50  88  85  72  71  57  56
ボスニア・ヘルツェゴビナ 98 91 52  3  -  -  -  -  87  85  -  99  -  -  -  -  79  79
ボツワナ 76 82 37  3  103  103  79  83  83  86  88  96  70  75  50  57  -  -
ブラジル 88 89 49  8  151  143  98  91  96  96  80 y 84 x 105  115  72  78  42  50
ブルネイ 95 90 66 x 10 x 106  106  -  -  -  -  93  -  87  92  -  -  -  -
ブルガリア 99 98 85  21  101  99  91  90  -  -  94 y -  100  97  88  86  -  -
ブルキナファソ 19 8 2  0  53  39  42  31  35  29  78  93  14  9  11  7  12  10
ブルンジ 67 52 1  0  86  69  62  52  50  44  68  80  13  9  10  8  6  6
カンボジア 85 64 4  0  130  117  96  91  66  65  61  93  31  20  30  19  21  13
カメルーン 77 60 5  0  116  99  -  -  76  73  64  93  34  28  -  -  24  22
カナダ - - 107  48  101  102  100  100  -  -  -  -  106  105  97  98  -  -
カボヴェルデ 85 68 27  4  124  118  100  98  -  -  88  -  67  73  55  61  -  -
中央アフリカ共和国 65 33 1  0  78  53  -  -  47  39  -  70  -  -  -  -  10  7
チャド 41 13 1  0  95  61  75  51  46  33  44  96  22  7  12  4  9  5
チリ 96 96 73  27  99  97  85  84  -  -  99  -  91  92  80  81  -  -
中国 95 87 42  6  115  115  99  99  -  -  99  -  71  69  -  -  -  -
コロンビア 94 95 32  5  111  110  88  87  92  93  69  86  67  74  53  58  61  66
コモロ 63 49 2  1  98  81  59  50  31  31  -  24  34  28  -  -  10  11
コンゴ 89 77 10  0  83  77  55  53  -  -  66  -  37  27  -  -  -  -
コンゴ民主共和国 80 52 1  0  52 x 47 x -  -  55  49  -  54  24  13  -  -  18  15
クック諸島 - - 43  20  -  -  -  -  -  -  51 x -  -  -  -  -  -  -
コスタリカ 96 96 46  29  108  107  90  91  -  -  92  -  64  69  50  55  -  -
コートジボワール 60 38 9  1  86  69  67  54  62  53  88  94  33  18  27  15  15  11
クロアチア 99 97 95  23  97  96  90  89  -  -  100 y -  89  91  86  87  -  -
キューバ 100 100 7  1  100  96  94  93  -  -  98  99  94  92  86  86  -  -
キプロス 99 95 132  34  97  98  96  96  -  -  99  -  98  99  91  94  -  -
チェコ - - 132  31  103  101  87  87  -  -  98  -  96  98  89  92  -  -
デンマーク - - 155  54  104  104  100  100  -  -  100  -  126  132  94  98  -  -
ジブチ - - 5  1  47  37  40  32  -  -  88  -  29  20  25  17  -  -
ドミニカ - - 42  16  91  85  83  79  -  -  84  -  108  120  86  98  -  -
ドミニカ共和国 88 87 39  10  123  125  99  94  92  93  65  93  53  65  30  41  19  26
エクアドル 92 90 31  5  117  117  99  100  -  -  74  -  59  60  50  51  -  -
エジプト 67 44 21  4  100  95  93  90  84  82  98  99  88  82  83  79  73  68
エルサルバドル 82 77 29  8  116  109  90  90  -  -  69  -  59  59  48  49  -  -
赤道ギニア 92 76 9  0  132  120  91  78  61  62  33  75  38  22  33  19  19  18
エリトリア - - 1  1  70  57  49  42  65  62  86  82  34  22  25  18  38  35
エストニア 100 100 112  44  103  99  95  94  -  -  98  -  95  98  87  90  -  -
エチオピア 49 34 1  0  79  61  55  47  33  28  62  65  28  16  23  13  -  -
フィジー 94 91 26  7  109  109  100  100  -  -  88  -  78  83  73  79  -  -

表5　教育指標
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人口 100 人あた
りの数
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小学校の第 1学年
に入学した生徒が第
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（%）
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中等教育就学率（％）
（2000-2004＊）

総就学率 純就学率

男 女 男 女
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国・地域

フィンランド - - 140  53  102  102  100  100  -  -  100  -  122  135  94  95  -  -
フランス - - 126  37  105  104  99  99  -  -  98 x -  108  109  93  95  -  -
ガボン - - 25  3  133  132  79  78  94  94  69  91  49  42  -  -  34  36
ガンビア - - 10  2  86  84  79  78  55  50  -  98  41  28  39  27  23  20
グルジア - - 28  2  91  90  89  88  99 y 100 y 98 y -  80  80  62  61  -  -
ドイツ - - 144  47  100  99  82  84  -  -  99 y -  101  99  88  88  -  -
ガーナ 63 46 5  1  87  79  65  53  62  60  63  98  47  38  39  33  34  35
ギリシャ 94 88 136  15  101  101  99  99  -  -  -  -  98  97  85  87  -  -
グレナダ - - 67  17  121  119  89  80  -  -  79  -  152  146  95  97  -  -
グアテマラ 75 63 20  3  110  102  89  86  80  76  65  72  44  41  30  29  23  23
ギニア - - 2  1  92  71  73  58  59  54  -  94  33  15  28  13  17  8
ギニアビサウ - - 1  1  84  56  53  37  44  38  -  85  23  13  11  6  10  7
ガイアナ - - 19  14  126  123  100  98  96  97  77  97  93  97  75  81  70  75
ハイチ 54 50 6  2  -  -  -  -  52  57  -  88  -  -  -  -  14  18
バチカン - - -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ホンジュラス 80 80 10  4  105  107  87  88  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ハンガリー 99 99 112  23  101  100  91  90  -  -  98 y -  106  106  94  94  -  -
アイスランド - - 163  67  100  99  100  99  -  -  100  -  110  119  84  88  -  -
インド 73 48 7  2  111  104  90  85  80  73  61  95  58  47  -  -  45  36
インドネシア 92 83 13  4  113  111  93  92  94  95  89  97  61  60  54  54  54  56
イラン 84 70 27  7  93  90  88  85  94 y 91 y 94  -  80  75  -  -  -  -
イラク - - 3  0  120  100  98  83  84  72  66 x 88  50  35  40  26  32  22
アイルランド - - 137  32  106  106  95  97  -  -  99  -  102  112  80  87  -  -
イスラエル 98 96 142  30  112  112  99  99  -  -  85  -  94  92  89  89  -  -
イタリア - - 150  34  102  101  100  99  -  -  96  -  100  99  91  92  -  -
ジャマイカ 84 91 70  23  100  99  94  95  -  -  90  92  83  85  74  77  -  -
日本 - - 115  48  100  100  100  100  -  -  -  -  102  102  99  100  -  -
ヨルダン 95 85 36  8  99  99  91  93  99  99  97  99  85  87  79  81  -  -
カザフスタン 100 99 19  2  102  101  92  91  98  99  98 y 99  92  92  87  87  73  76
ケニア 78 70 6  1  95  90  66  66  77  78  59  98  34  32  25  24  10  11
キリバス - - 6  2  103  120  -  -  -  -  -  -  98  111  -  -  -  -
朝鮮民主主義人民共和国 - - 4  0 x -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
韓国 - - 124  61  106  105  100  100  -  -  100  -  90  91  88  88  -  -
クウェート 85 81 77  23  93  94  82  84  -  -  97 y -  87  92  75  79  -  -
キルギス 99 98 10  4  102  100  91  88  95  95  93 y 100  91  92  -  -  58  60
ラオス 77 61 3  0  124  108  88  82  65  60  64  93  50  37  38  32  27  21
ラトビア 100 100 81  40  95  93  86  85  -  -  98 y -  95  95  88  88  -  -
レバノン - - 43  14  105  102  91  90  97  97  92  95  76  83  -  -  -  -
レソト 74 90 6  1  125  127  83  89  62  69  73  89  30  39  18  27  12  17
リベリア 72 39 0 x 0 x 122  89  79  61  59 x,y 53 x,y -  -  40  28  23  13  -  -
リビア 92 71 16  3  114  114  -  -  -  -  -  -  102  108  -  -  -  -
リヒテンシュタイン - - 93  59  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
リトアニア 100 100 87  20  99  98  91  91  -  -  98 y -  103  102  94  94  -  -
ルクセンブルク - - 199  38  99  99  90  91  -  -  99  -  93  99  77  83  -  -
マダガスカル 76 65 2  0  122  117  78  79  74  77  53  51  15 x 14 x 11 x 12 x 17  21
マラウイ 75 54 2  0  143  137  -  -  74  77  44  80  37  29  32  26  7  9
マレーシア 92 85 62  34  93  93  93  93  -  -  87  -  67  74  66  74  -  -
モルディブ 96 96 25  5  119  117  92  93  -  -  99 y -  62  71  48  55  -  -
マリ 27 12 1  0  66  50  50  39  45  34  75  93  25  14  -  -  15  11
マルタ 86 89 125  30  105  104  96  96  -  -  99  -  95  95  86  88  -  -
マーシャル諸島 - - 9  3  110  103  85  84  -  -  -  -  75  76  64  66  -  -
モーリタニア 60 43 14  0  89  87  68  67  46  42  61  83  25  20  18  14  14  9
モーリシャス 88 81 55  12  103  104  96  98  -  -  99  -  81  81  74  74  -  -
メキシコ 92 89 45  12  111  110  99  100  -  -  93  -  76  83  61  64  -  -
ミクロネシア連邦 - - 16  9  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
モルドバ 97 95 35  8  86  86  79  79  98  99  91 y 99  72  75  68  70  75  80
モナコ - - 149  49  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
モンゴル 98 98 19  6  100  102  78  80  79  80  92 y 95  78  90  72  83  58  69
モロッコ 63 38 28  3  115  104  92  87  91  87  81  86  49  41  38  33  39  36
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国・地域

モザンビーク 62 31 2  0  114  93  58  53  63  57  49  55  19  13  14  10  6  4
ミャンマー 94 86 1  0  91  92  84  85  79  80  65  78  40  38  36  34  36  38
ナミビア 87 83 18  3  105  106  76  81  78  78  92  95  59  66  39  50  29  40
ナウル - - 29 x 3 x 80 x 82 x 80  82 x -  -  -  -  52 x 56 x -  -  -  -
ネパール 63 35 2  0  126  112  75  66  80  67  65  92  50  39  -  -  35  27
オランダ - - 138  52  109  107  100  99  -  -  100  -  123  121  88  89  -  -
ニュージーランド - - 110  53  102  101  100  99  -  -  -  -  109  116  91  93  -  -
ニカラグア 77 77 12  2  109  108  86  85  77  84  65  63  56  66  36  42  35  47
ニジェール 20 9 0  0  51  36  45  31  36  25  69  89  8  6  7  5  8  5
ナイジェリア 74 59 3  1  132  107  74  60  66  58  -  97  40  32  32  26  38  33
ニウエ - - 84  48  121  114  99  98  -  -  76 x -  95  93  95  93  -  -
ノルウェー - - 162  35  101  101  100  100  -  -  -  -  113  116  96  97  -  -
パレスチナ自治区 96 87 22  4  99  99  91  91  91 y 92 y 98 y 99  85  90  82  86  80  83
オマーン 82 65 32  7  81  80  72  72  -  -  98  -  82  79  69  70  -  -
パキスタン 62 35 4  1  80  57  68  50  62  51  -  90  26  19  -  -  -  -
パラオ - - -  -  115  111  98  94  -  -  84 x -  89  89  -  -  -  -
パナマ 93 91 39  6  114  110  100  99  -  -  90  -  68  73  60  66  -  -
パプアニューギニア 63 51 1  1  79  70  79  69  -  -  69  -  28  22  27  21  -  -
パラグアイ 93 90 34  2  112  108  89  89  87 x,y 87 x,y 70  90 x 64  66  50  53  -  -
ペルー 93 82 17  10  119  118  100  100  96  95  84  97  93  86  70  68  48  48
フィリピン 93 93 31  4  113  112  93  95  88  89  76  93  80  88  54  65  55  70
ポーランド - - 77  23  100  99  98  98  -  -  99  -  107  102  90  93  -  -
ポルトガル - - 131  19  118  112  100  99  -  -  -  -  108  118  81  89  -  -
カタール - - 79  20  107  104  95  94  -  -  -  -  92  96  80  85  -  -
ルーマニア 98 96 52  18  100  98  89  88  -  -  95 y -  84  85  79  82  -  -
ロシア連邦 100 99 50  4  118  118  89  90  -  -  99 y -  -  -  -  -  -  -
ルワンダ 70 59 2  0  122  122  85  88  75  75  47  78  18  15  -  -  5  5
セントクリストファーネーヴィス - - 61  21  109  115  90  100  -  -  88 y -  92  121  94  100  -  -
セントルシア 90 91 41  8 x 112  111  99  100  -  -  84 x -  77  96  68  85  -  -
セントビンセント・グレナディーン - - 80  6  109  106  90  90  -  -  82  -  66  73  56  61  -  -
サモア 99 98 13  2  107  104  99  96  -  -  94  -  73  79  59  65  -  -
サンマリノ - - 139  54  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
サントメプリンシペ - - 8  10  130  122  100  94  77  78  61  71  42  36  32  26  39  39
サウジアラビア 87 69 48  7  68  65  55  54  -  -  91  -  70  63  54  52  -  -
セネガル 51 29 8  2  83  77  61  54  52  45  80  93  23  16  -  -  16  10
セルビア・モンテネグロ 99 94 58  8  98  98  96  96  98 y 96 y 96 y 94  88  89  -  -  -  -
セ－シェル 91 92 85  14  115  114  100  99  -  -  99  -  111  111  100  100  -  -
シエラレオネ 40 21 2  0  93  65  -  -  43  39  -  94  31  22  -  -  14  12
シンガポール 97 89 130  51  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
スロバキア 100 100 92  26  101  100  85  86  -  -  98 y -  91  92  88  88  -  -
スロベニア 100 100 128  40  108  107  94  93  -  -  99 y -  110  109  93  94  -  -
ソロモン諸島 - - 2  1  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -
ソマリア - - 5  1  -  -  -  -  12  10  -  79  -  -  -  -  -  -
南アフリカ 84 81 41  7  108  104  89  89  93  94  65  99  84  91  63  68  41  48
スペイン - - 135  24  109  107  100  99  -  -  -  -  114  121  94  98  -  -
スリランカ 92 89 12  1  111  110  -  -  -  -  98  -  84  89  -  -  -  -
スーダン 69 50 5  1  64  56  50  42  54  52  84  71  38  32  -  -  11  12
スリナム 92 84 47  4  127  125  96  98  88  91  -  84  63  85  54  74  40  47
スワジランド 80 78 13  3  102  94  75  75  72  71  73  94  45  46  29  36  24  32
スウェーデン - - 162  57  109  112  100  99  -  -  -  -  127  151  99  100  -  -
スイス - - 157  40  108  107  99  99  -  -  -  -  101  95  89  84  -  -
シリア 91 74 15  1  118  112  100  96  -  -  91  -  50  46  44  41  -  -
タジキスタン 100 99 4  0  113  108  97  91 x 80  82  99 y 94  94  78  90  76  80  73
タンザニア 78 62 3  1  98  95  83  81  47  51  88  97  6  5  5 x 4 x 2  3
タイ 95 91 50  11  99  95  87  84  -  -  -  -  77  77  -  -  -  -
旧ユーゴスラビア・マケドニア 98 94 45  5  96  97  91  91  -  -  96 y -  86  84  82  80  -  -
東ティモール - - -  -  -  -  -  -  76 y 74 y -  -  -  -  -  -  -  -
トーゴ 68 38 6  4  132  110  99  83  68  59  69  88  51  22  36  17  21  11
トンガ 99 99 15  3  114  111  100  100  -  -  84 x,y -  96  111  67  77  -  -
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国・地域

トリニダードトバゴ 99 98 53  11  101  99  91  90  95  96  71  100  79  86  69  75  69  75
チュニジア 83 65 31  6  113  109  97  97  95 y 93 y 96  92  75  81  61  68  -  -
トルコ 96 81 66  8  95  88  89  84  89  88  -  97  90  67  -  -  49  36
トルクメニスタン 99 98 8  0 x -  -  -  -  86  84  -  100  -  -  -  -  50  61
ツバル - - 7  19  96  109  -  -  -  -  -  -  87  81  -  -  -  -
ウガンダ 79 59 3  0  142  139  -  -  78  79  64  89  22  18  17  16  14  15
ウクライナ 100 99 37  2  93  93  84  84  -  -  99 y -  97  96  84  85  -  -
アラブ首長国連邦 76 81 102  27  98  95  84  82  -  -  93  -  77  80  70  72  -  -
英国 - - 143  42  100  100  100  100  -  -  -  -  159  199  94  97  -  -
米国 - - 117  56  98  98  92  93  -  -  -  -  94  94  88  89  -  -
ウルグアイ 97 98 47  12 x 110  108  90  91  -  -  93  -  99  112  70  77  -  -
ウズベキスタン 100 99 8  2  103  102  -  -  81  80  96 y 89  97  94  -  -  70  73
バヌアツ - - 7  4  113  113  93  95  -  -  72  -  27  29  27  28  -  -
ベネズエラ 93 93 38  6  105  103  90  91  93  95  84  96  65  75  55  64  8  10
ベトナム 94 87 9  4  105  97  98  92  97  96  87  96  75  70  -  -  59  57
イエメン 69 29 5  1  98  68  84  59  68  41  76  88  65  29  47  21  35  13
ザンビア 76 60 3  1  85  79  69  68  68  68  77  88  30  25  25  21  21  23
ジンバブエ 94 86 6  4  94  92  79  80  85  86  70  94  38  35  35  33  44  42

 - データなし。
 x  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものである

ことを示す。
 y  標準的な定義によらないデータまたは国内の一部地域のみに関するデータではあるが、地域別・世界全体の平均値の算出にあたっては計算に入れら

れたことを示す。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
 ＊＊　中国を除く。

注

成人の識字率－ユネスコ統計研究所。

電話・インターネットユーザー－国際電気通信連合（ジュネーブ）。

初等・中等教育就学率－ユネスコ統計研究所。

初等・中等教育出席率－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）。

第 5学年に在学する率－政府データ : ユネスコ統計研究所。調査データ :DHS、
MICS。

成人の識字率－ 15歳以上で読み書きできる者の比率。

初等教育総就学率－年齢に関わらず初等学校に就学する子どもの人数を、公式の
就学年齢に相当する子どもの人口で割ったもの。

中等教育総就学率－年齢に関わらず中等学校に就学する子どもの人数を、公式の
就学年齢に相当する子どもの人口で割ったもの。

初等教育純就学率－公式の就学年齢に相当する子どもであって初等学校に就学す
る子どもの人数を、当該年齢の子どもの人口で割ったもの。

中等教育純就学率－公式の就学年齢に相当する子どもであって中等学校に就学す
る子どもの人数を、当該年齢の子どもの人口で割ったもの。

初等教育純出席率－公式の初等教育就学年齢に相当する子どものうち、初等学校
または中等学校に通学する者の比率。データは国別世帯調査で得られたもの。

指標の定義

データの主な出典

要約

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。
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男 女 男 女

サハラ以南のアフリカ 68 52 6  1  104  90  70  62  60  57  66  84  33  26  29  24  22  20
　東部・南部アフリカ 70 56 8  2  101  92  71  68  62  62  65  81  32  28  29  25  17  19
　西部・中部アフリカ 69 48 4  1  105  85  68  55  59  51  -  87  39  29  35  28  25  21
中東と北アフリカ 77 57 22  4  98  89  84  78  82  77  91  90  70  63  60  55  46  39
南アジア 70 45 6  1  106  97  86  80  77  70  61  93  52  44  -  -  43  35
東アジアと太平洋諸国 94 86 38  8  112  111  96  96  -  -  93  -  69  68  54 ＊＊ 55 ＊＊ 52 ＊＊ 55 ＊＊

ラテンアメリカとカリブ海諸国 91 89 40  9  121  118  95  94  91  91  83  -  85  91  64  68  40  46
CEE／ CIS 99 96 46  6  101  98  89  87  89  88  98  96  91  83  -  -  -  -
先進工業国 - - 125  45  101  101  95  96  -  -  -  -  106  109  91  92  -  -
開発途上国 83 70 24  5  108  101  88  83  76  72  78  90  61  57  50 ＊＊ 49 ＊＊ 40 ＊＊ 37 ＊＊

後発開発途上国 63 45 2  0  97  85  71  65  60  55  65  80  32  26  30  26  21  19
世界 84 72 40  11  108  101  88  85  76  72  79  90  66  63  60 ＊＊ 60 ＊＊ 40 ＊＊ 37 ＊＊

中等教育純出席率－公式の中等教育就学年齢に相当する子どものうち中等学校ま
たはそれ以上の学校に通学する者の比率。データは国別世帯調査で得られたも
の。

小学校の第 1学年に入学した生徒が第 5学年に在学する率－小学校の第 1学年に
入学した子どものうち第 5学年に達した者の比率。
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表6　人口統計指標

合計特殊
出生率

2004

都市人口の
比率（％）

2004

都市人口の
年間平均増加率 
（％）

平均余命
（年）粗死亡率

人口の
年間増加率 
（％）

人口（1000 人）
2004

 
国・地域

18歳
未満

5歳
未満 1970-1990 1990-2004 1970-1990 1990-20041970 1990 2004

粗出生率

1970 1990 2004 1970 1990 2004

アフガニスタン 15183 5329 0.7 4.8 26 21 19 51 51 49 39 45 46 7.4 24 3.3 6.7
アルバニア 1048 256 2.2 -0.4 8 6 7 33 24 17 67 72 74 2.2 44 2.8 1.1
アルジェリア 12103 3099 3.0 1.8 16 7 5 49 32 21 53 67 71 2.5 59 4.4 2.8
アンドラ 12 3 3.8 1.8 - - - - - - - - - - 91 3.8 1.5
アンゴラ 8277 2887 2.7 2.8 28 25 22 52 53 48 37 40 41 6.7 36 5.5 5.1
アンティグアバーブーダ 27 8 -0.2 1.7 - - - - - - - - - - 38 0.0 2.2
アルゼンチン 12277 3350 1.5 1.2 9 8 8 23 22 18 66 71 75 2.3 90 2.0 1.4
アルメニア 852 164 1.7 -1.1 5 8 9 23 21 11 70 68 72 1.3 64 2.3 -1.4
オーストラリア 4816 1257 1.4 1.2 9 7 7 20 15 13 71 77 81 1.7 92 1.4 1.8
オーストリア 1571 387 0.2 0.4 13 11 10 15 12 9 70 76 79 1.4 66 0.2 0.4
アゼルバイジャン 2802 607 1.7 1.1 7 7 7 29 27 16 65 66 67 1.8 50 2.0 0.5
バハマ 108 30 2.0 1.6 7 7 7 31 24 19 66 68 70 2.3 90 2.8 2.1
バーレーン 231 65 4.0 2.7 9 4 3 40 29 18 62 71 75 2.4 90 4.2 2.8
バングラデシュ 58970 17284 2.4 2.1 21 12 8 45 35 27 44 55 63 3.2 25 7.1 3.6
バルバドス 64 16 0.4 0.3 9 9 9 22 15 12 69 75 75 1.5 52 0.8 1.4
ベラルーシ 2048 444 0.6 -0.3 7 11 15 16 14 9 71 71 68 1.2 71 2.7 0.2
ベルギー 2131 565 0.2 0.3 12 11 10 14 12 11 71 76 79 1.7 97 0.3 0.4
ベリーズ 116 34 2.1 2.5 8 5 5 40 35 27 66 72 72 3.1 48 1.8 2.6
ベニン 4192 1406 3.0 3.3 22 15 13 47 47 42 46 53 54 5.7 45 6.7 5.2
ブータン 973 289 2.2 1.8 23 14 8 43 39 30 41 54 63 4.2 9 5.1 5.2
ボリビア 4043 1231 2.3 2.1 20 11 8 46 36 29 46 59 64 3.8 64 4.0 3.1
ボスニア・ヘルツェゴビナ 827 194 0.9 -0.7 7 7 9 23 15 9 66 72 74 1.3 45 2.8 0.3
ボツワナ 806 221 3.2 1.5 13 6 27 48 34 26 55 66 35 3.1 52 11.5 3.0
ブラジル 62194 17946 2.2 1.5 11 7 7 35 24 20 59 66 71 2.3 84 3.7 2.3
ブルネイ 128 40 3.4 2.5 7 3 3 36 28 23 67 74 77 2.4 77 3.7 3.6
ブルガリア 1406 332 0.1 -0.8 9 12 14 16 12 9 71 71 72 1.2 70 1.4 -0.4
ブルキナファソ 6982 2393 2.4 2.9 23 18 17 50 50 47 43 48 48 6.6 18 6.6 5.0
ブルンジ 3875 1270 2.4 1.8 20 20 19 44 47 45 44 45 44 6.8 10 7.2 5.3
カンボジア 6250 1801 1.7 2.5 20 13 11 42 44 31 44 55 57 4.0 19 2.1 5.5
カメルーン 7801 2434 2.8 2.3 21 14 17 45 42 35 44 53 46 4.5 52 6.2 4.1
カナダ 7007 1705 1.2 1.0 7 7 7 17 14 10 73 78 80 1.5 81 1.3 1.4
カボヴェルデ 236 70 1.4 2.4 12 8 5 40 39 30 57 65 71 3.6 57 5.5 4.2
中央アフリカ共和国 1997 636 2.4 2.0 22 17 22 43 42 37 42 49 39 4.9 43 3.4 3.0
チャド 5087 1804 2.4 3.2 25 19 20 48 48 48 40 46 44 6.7 25 5.3 4.5
チリ 4989 1246 1.6 1.4 10 6 5 29 23 15 62 73 78 2.0 87 2.1 1.8
中国 358887 86055 1.6 0.9 8 7 7 33 21 13 62 68 72 1.7 40 3.9 3.5
コロンビア 16685 4734 2.2 1.8 9 7 5 38 27 22 61 68 73 2.6 77 3.2 2.6
コモロ 380 125 3.3 2.8 18 11 7 50 41 36 48 56 64 4.7 36 5.1 4.5
コンゴ 2085 727 3.2 3.2 14 12 13 44 44 44 54 55 52 6.3 54 5.1 4.0
コンゴ民主共和国 30127 10829 3.0 2.8 20 19 20 48 49 50 45 46 44 6.7 32 2.6 3.8
クック諸島 7 2 -0.8 -0.1 - - - - - - - - - - 72 -0.4 1.4
コスタリカ 1500 393 2.6 2.3 7 4 4 33 27 19 67 75 78 2.2 61 4.2 3.3
コートジボワール 8829 2751 4.3 2.5 18 14 17 51 45 37 49 52 46 4.9 45 6.2 3.4
クロアチア 886 210 0.4 0.0 10 11 12 15 12 9 69 72 75 1.3 59 1.9 0.7
キューバ 2706 689 1.1 0.5 7 7 7 30 17 12 70 74 78 1.6 76 2.1 0.7
キプロス 207 49 0.5 1.4 10 8 7 19 19 12 71 77 79 1.6 69 2.8 1.8
チェコ 1917 449 0.2 -0.1 13 12 11 16 12 9 70 72 76 1.2 74 2.1 -0.1
デンマーク 1203 329 0.2 0.4 10 12 11 16 12 12 73 75 77 1.8 85 0.5 0.4
ジブチ 378 120 6.2 2.4 21 15 13 49 43 35 43 51 53 4.9 84 7.6 3.2
ドミニカ 27 7 0.1 0.6 - - - - - - - - - - 72 1.9 1.1
ドミニカ共和国 3476 997 2.4 1.5 11 7 7 42 30 24 58 65 68 2.7 60 3.9 2.1
エクアドル 5090 1449 2.7 1.7 12 6 5 42 29 23 58 68 75 2.7 62 4.4 2.6
エジプト 29491 8795 2.3 1.9 17 9 6 40 32 26 51 63 70 3.2 42 2.4 1.7
エルサルバドル 2727 804 1.8 2.0 12 7 6 44 30 25 57 65 71 2.8 60 2.9 3.4
赤道ギニア 250 86 0.9 2.4 25 20 20 42 44 43 40 46 43 5.9 49 2.2 4.9
エリトリア 2183 733 2.5 2.4 21 16 11 47 42 39 43 48 54 5.4 20 4.0 4.2
エストニア 273 63 0.7 -1.2 11 13 14 15 14 10 71 70 72 1.4 70 1.2 -1.4
エチオピア 39005 12861 2.7 2.8 21 18 16 49 47 41 43 47 48 5.7 16 4.6 4.4
フィジー 318 93 1.6 1.1 8 6 6 34 29 23 60 67 68 2.9 52 2.5 2.7
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表6

フィンランド 1108 281 0.4 0.3 10 10 10 14 13 11 70 75 79 1.7 61 1.4 0.3
フランス 13290 3722 0.6 0.4 11 9 9 17 13 12 72 77 80 1.9 76 0.8 0.7
ガボン 646 193 3.0 2.5 21 11 13 35 39 31 47 60 54 3.9 85 6.9 4.1
ガンビア 689 228 3.5 3.3 28 16 12 50 43 35 36 50 56 4.6 26 6.0 3.6
グルジア 1115 245 0.7 -1.4 9 9 11 19 16 11 68 71 71 1.4 52 1.5 -1.8
ドイツ 14933 3615 0.1 0.3 12 11 10 14 11 8 71 76 79 1.3 88 0.4 0.5
ガーナ 10057 3069 2.7 2.4 17 12 11 46 40 31 49 56 57 4.2 46 3.9 4.0
ギリシャ 1968 517 0.7 0.6 8 9 10 17 10 9 72 77 78 1.2 61 1.3 0.9
グレナダ 35 10 0.1 0.4 - - - - - - - - - - 41 0.1 2.2
グアテマラ 6175 1988 2.5 2.3 15 9 7 44 39 35 52 61 68 4.5 47 3.2 3.2
ギニア 4625 1562 2.2 2.8 27 18 14 50 45 42 38 47 54 5.8 36 5.2 5.2
ギニアビサウ 828 300 2.8 3.0 29 23 20 49 50 50 36 42 45 7.1 35 5.0 5.7
ガイアナ 264 76 0.1 0.2 11 10 9 38 25 21 60 60 64 2.2 38 0.7 1.2
ハイチ 3842 1137 2.1 1.4 19 16 13 39 38 30 47 49 52 3.9 38 4.1 3.3
バチカン - - - - - - - - - - - - - - 100 - -
ホンジュラス 3284 975 3.2 2.6 15 7 6 48 38 29 52 65 68 3.6 46 4.8 3.6
ハンガリー 1993 481 0.0 -0.2 11 14 13 15 12 9 69 69 73 1.3 66 1.2 0.2
アイスランド 78 21 1.1 1.0 7 7 6 21 18 14 74 78 81 2.0 93 1.4 1.2
インド 419442 120155 2.1 1.8 17 11 9 40 31 24 49 58 64 3.0 28 3.4 2.5
インドネシア 75682 21477 2.1 1.4 17 9 7 41 26 21 48 62 67 2.3 47 5.0 4.4
イラン 25915 5890 3.4 1.4 14 7 5 43 35 19 54 65 71 2.1 67 4.9 2.7
イラク 13499 4274 3.0 3.0 12 8 10 46 39 35 56 63 59 4.7 67 4.1 2.7
アイルランド 1004 296 0.9 1.1 11 9 8 22 15 16 71 75 78 1.9 60 1.3 1.5
イスラエル 2169 660 2.2 2.7 7 6 6 27 22 20 71 76 80 2.8 92 2.6 2.8
イタリア 9861 2661 0.3 0.2 10 10 10 17 10 9 72 77 80 1.3 67 0.4 0.2
ジャマイカ 998 262 1.2 0.8 8 7 8 35 25 20 68 72 71 2.4 52 2.3 0.9
日本 21949 5912 0.8 0.2 7 7 8 19 10 9 72 79 82 1.3 66 1.7 0.5
ヨルダン 2442 734 3.5 3.8 16 6 4 52 37 27 54 67 72 3.4 79 4.7 4.5
カザフスタン 4515 1079 1.1 -0.8 9 8 11 26 22 16 62 67 63 1.9 56 1.8 -0.9
ケニア 16898 5557 3.7 2.5 15 10 15 51 42 39 52 59 48 5.0 41 8.0 6.1
キリバス 38 12 2.5 2.2 - - - - - - - - - - 49 4.0 4.6
朝鮮民主主義人民共和国 6810 1763 1.6 0.9 9 8 11 33 21 16 61 65 63 2.0 61 1.9 1.3
韓国 11031 2521 1.5 0.8 9 6 6 31 16 10 60 71 77 1.2 81 4.5 1.4
クウェート 748 235 5.3 1.4 6 2 2 48 24 19 66 75 77 2.3 96 6.3 1.5
キルギス 2027 539 2.0 1.2 11 8 7 31 31 22 60 66 67 2.6 34 2.0 0.4
ラオス 2788 884 2.1 2.4 23 17 12 44 43 35 40 50 55 4.7 21 4.5 4.7
ラトビア 465 99 0.7 -1.1 11 14 13 14 14 9 70 69 72 1.3 66 1.3 -1.6
レバノン 1230 327 0.7 1.8 8 8 7 33 26 19 65 69 72 2.3 88 2.4 2.2
レソト 848 232 2.2 0.9 17 11 25 42 36 28 49 58 35 3.5 18 5.6 1.2
リベリア 1744 621 2.2 3.0 22 21 21 50 50 50 42 43 42 6.8 47 4.6 3.8
リビア 2119 623 3.9 2.0 16 5 4 49 28 23 51 68 74 2.9 87 6.7 2.6
リヒテンシュタイン 7 2 1.5 1.2 - - - - - - - - - - 22 1.6 1.5
リトアニア 769 154 0.8 -0.5 9 11 12 17 15 9 71 71 73 1.3 67 2.4 -0.6
ルクセンブルク 103 29 0.5 1.4 12 10 8 13 13 13 70 75 79 1.7 92 1.7 1.9
マダガスカル 9193 3064 2.8 2.9 21 15 12 47 44 39 44 51 56 5.3 27 5.3 3.8
マラウイ 6775 2319 3.7 2.1 24 19 21 56 51 44 41 46 40 6.0 17 7.0 4.6
マレーシア 9529 2738 2.5 2.4 10 5 5 37 31 22 61 70 73 2.8 64 4.5 4.2
モルディブ 156 46 2.9 2.8 17 10 6 40 41 31 50 60 67 4.1 29 6.1 3.7
マリ 7231 2540 2.5 2.8 28 20 17 55 50 49 37 46 48 6.8 33 5.0 5.1
マルタ 89 20 0.9 0.7 9 8 8 17 15 10 70 76 79 1.5 92 1.5 1.1
マーシャル諸島 24 7 4.2 1.7 - - - - - - - - - - 67 4.3 1.9
モーリタニア 1471 513 2.4 2.7 21 17 14 46 43 41 42 49 53 5.7 63 8.2 5.3
モーリシャス 364 98 1.2 1.1 7 6 7 28 20 16 62 69 72 2.0 44 1.0 1.6
メキシコ 39787 10962 2.6 1.6 10 5 4 45 29 21 61 71 75 2.3 76 3.6 1.9
ミクロネシア連邦 51 16 2.2 0.9 9 7 6 41 34 31 62 66 68 4.3 30 2.7 1.8
モルドバ 1052 211 1.0 -0.2 10 10 11 18 19 10 65 68 68 1.2 46 2.9 -0.4
モナコ 7 2 1.2 1.0 - - - - - - - - - - 100 1.2 1.0
モンゴル 1009 268 2.8 1.2 14 9 7 42 32 22 53 61 65 2.4 57 4.0 1.2
モロッコ 11734 3343 2.4 1.6 17 8 6 47 29 23 52 64 70 2.7 58 4.1 2.9

合計特殊
出生率

2004

都市人口の
比率（％）
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都市人口の
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（％）
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人口の
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（％）

人口（1000 人）
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モザンビーク 9869 3254 1.8 2.6 24 21 20 48 44 40 40 43 42 5.4 37 8.3 6.6
ミャンマー 18111 4716 2.1 1.5 18 12 10 41 31 20 48 56 61 2.3 30 2.5 2.8
ナミビア 990 273 3.0 2.6 15 9 15 43 42 28 53 62 47 3.8 33 4.8 4.1
ナウル 5 2 1.9 2.5 - - - - - - - - - - 100 1.9 2.5
ネパール 12260 3638 2.3 2.4 21 13 8 42 39 30 43 54 62 3.6 15 6.4 6.3
オランダ 3556 979 0.7 0.6 8 9 9 17 13 12 74 77 79 1.7 66 1.0 1.3
ニュージーランド 1050 276 1.0 1.1 9 8 7 22 17 14 71 75 79 2.0 86 1.2 1.2
ニカラグア 2512 730 2.9 2.2 14 7 5 48 38 28 54 64 70 3.2 58 3.5 2.8
ニジェール 7511 2775 3.1 3.3 28 26 21 58 57 54 38 40 45 7.8 23 6.3 5.8
ナイジェリア 66211 21943 2.8 2.5 22 18 19 47 47 41 42 47 43 5.7 48 5.5 4.7
ニウエ 1 0 - - - - - - - - - - - - 36 - -
ノルウェー 1082 286 0.4 0.6 10 11 10 17 14 12 74 77 80 1.8 80 0.9 1.3
パレスチナ自治区 1885 637 3.4 3.6 19 7 4 50 46 38 54 69 73 5.4 72 4.4 4.2
オマーン 1050 302 4.5 2.3 17 4 3 50 38 25 50 70 74 3.6 78 13.0 3.9
パキスタン 71297 20922 3.1 2.3 16 11 8 43 41 31 51 60 63 4.1 34 4.2 3.2
パラオ 8 2 1.5 1.9 - - - - - - - - - - 68 2.4 1.8
パナマ 1153 341 2.4 2.0 8 5 5 38 26 22 65 72 75 2.7 57 3.0 2.4
パプアニューギニア 2717 820 2.4 2.4 19 13 10 42 38 30 44 52 56 3.9 13 3.9 2.4
パラグアイ 2688 814 2.9 2.5 9 6 5 37 35 29 65 68 71 3.8 58 4.3 3.8
ペルー 10701 3007 2.5 1.7 14 7 6 42 30 23 53 65 70 2.8 74 3.4 2.2
フィリピン 34448 9873 2.6 2.1 11 7 5 40 33 25 57 65 71 3.1 62 4.5 3.8
ポーランド 8243 1830 0.8 0.1 8 10 10 17 15 10 70 71 75 1.2 62 1.5 0.2
ポルトガル 2010 562 0.7 0.3 11 10 11 21 12 11 67 74 78 1.5 55 3.6 1.5
カタール 199 65 7.2 3.6 13 3 3 34 23 19 61 69 73 2.9 92 7.5 3.9
ルーマニア 4490 1063 0.7 -0.4 9 11 12 21 14 10 68 69 72 1.3 55 2.1 -0.3
ロシア連邦 29809 7052 0.6 -0.2 9 12 16 15 13 11 70 69 65 1.3 73 1.5 -0.2
ルワンダ 4640 1477 3.2 1.6 21 33 18 53 48 41 44 32 44 5.6 20 5.7 11.0
セントクリストファーネーヴィス 14 4 -0.5 0.3 - - - - - - - - - - 32 -0.4 -0.3
セントルシア 57 14 1.4 1.0 8 7 7 41 26 19 64 71 73 2.2 31 2.2 2.1
セントビンセント・グレナディーン 43 12 0.9 0.6 11 7 7 40 25 20 61 69 71 2.2 59 3.0 3.3
サモア 87 26 0.6 0.9 10 7 6 39 34 28 55 65 71 4.3 22 0.9 1.2
サンマリノ 5 1 1.2 1.0 - - - - - - - - - - 89 3.1 0.9
サントメプリンシペ 72 23 2.3 1.9 13 10 9 47 37 34 56 62 63 3.9 38 4.4 2.2
サウジアラビア 10517 3178 5.2 2.7 18 5 4 48 36 28 52 68 72 3.9 88 7.6 3.6
セネガル 5718 1820 2.8 2.5 25 14 11 49 44 37 39 53 56 4.9 50 3.7 4.2
セルビア・モンテネグロ 2416 611 0.8 0.2 9 10 11 19 15 12 68 72 74 1.6 52 2.1 0.4
セ－シェル 41 14 1.4 0.7 - - - - - - - - - - 50 4.6 0.8
シエラレオネ 2627 925 2.1 1.9 29 26 23 48 48 47 35 39 41 6.5 40 4.8 3.9
シンガポール 1033 226 1.9 2.5 5 5 5 23 18 9 69 75 79 1.3 100 1.9 2.5
スロバキア 1174 259 0.7 0.2 10 10 10 19 15 9 70 72 74 1.2 58 2.3 0.3
スロベニア 352 87 0.7 0.1 10 10 10 17 11 9 69 73 77 1.2 51 2.3 0.2
ソロモン諸島 223 71 3.4 2.8 10 9 7 46 38 33 54 61 63 4.2 17 5.5 4.2
ソマリア 4016 1446 3.1 1.3 25 22 18 51 46 45 40 42 47 6.3 35 4.4 2.6
南アフリカ 18417 5248 2.4 1.8 14 8 18 38 29 23 53 62 47 2.8 57 2.5 2.9
スペイン 7407 2160 0.8 0.6 9 9 9 20 10 11 72 77 80 1.3 77 1.4 0.7
スリランカ 6108 1631 1.7 1.0 9 6 6 31 21 16 62 71 74 1.9 21 1.5 0.9
スーダン 16328 5180 2.9 2.2 21 14 11 47 39 33 44 53 57 4.3 40 5.3 5.1
スリナム 163 46 0.4 0.8 8 7 7 37 24 21 63 68 69 2.6 77 2.1 1.9
スワジランド 519 138 3.2 1.3 18 10 29 50 41 29 48 58 31 3.8 24 7.5 1.5
スウェーデン 1949 479 0.3 0.4 10 11 10 14 14 11 74 78 80 1.7 83 0.4 0.4
スイス 1473 361 0.5 0.4 9 9 9 16 12 9 73 78 81 1.4 68 1.6 0.3
シリア 8309 2488 3.5 2.6 13 5 4 47 36 28 55 68 74 3.3 50 4.1 2.8
タジキスタン 3062 839 2.9 1.4 10 8 8 40 39 29 60 63 64 3.7 24 2.2 -0.5
タンザニア 18833 5998 3.3 2.6 17 13 17 48 44 37 48 54 46 4.9 36 9.2 6.3
タイ 18617 5020 2.1 1.1 9 6 7 37 21 16 60 68 70 1.9 32 3.8 1.7
旧ユーゴスラビア・マケドニア 504 119 1.0 0.4 8 8 9 24 17 12 66 71 74 1.5 60 2.0 0.7
東ティモール 442 160 1.0 1.3 22 18 12 46 40 50 40 45 56 7.8 8 0.1 1.2
トーゴ 3030 996 3.1 3.0 18 12 12 48 44 39 48 58 55 5.2 36 7.0 4.6
トンガ 44 12 -0.2 0.6 6 6 6 37 30 24 65 70 72 3.4 34 1.6 1.1
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-　 データなし。注

要約

子どもの人口－国連人口局。

粗死亡率・粗出生率－国連人口局。

平均余命－国連人口局。

合計特殊出生率－国連人口局。

都市人口－国連人口局。

出生時の平均余命－新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のも
とで生きられる年数。

粗死亡率－人口 1,000 人あたりの年間の死亡数。

粗出生率－人口 1,000 人あたりの年間の出生数。

合計特殊出生率－女性が出産可能年齢の終わりまで生き、年齢ごとに当該年齢の
通常の出生率にしたがって子どもを産むとして、その女性が一生のあいだに産
むことになる子どもの人数。

都市人口－各国が最新の人口調査で用いた定義にしたがって定められた都市地域
で暮らす人口の比率。

指標の定義 データの主な出典

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

表6

トリニダードトバゴ 365 89 1.1 0.5 7 7 8 27 20 14 66 72 70 1.6 76 1.6 1.2
チュニジア 3312 806 2.4 1.4 14 6 5 39 27 17 54 69 74 1.9 64 3.7 2.1
トルコ 25283 7236 2.3 1.7 12 8 7 39 25 21 56 65 69 2.4 67 4.5 2.5
トルクメニスタン 1896 484 2.6 1.9 11 8 8 37 35 22 58 63 63 2.7 46 2.3 1.9
ツバル 4 1 1.3 0.7 - - - - - - - - - - 56 4.6 3.0
ウガンダ 15964 5744 3.2 3.2 16 18 15 50 50 51 50 46 48 7.1 12 4.9 3.9
ウクライナ 9467 1930 0.5 -0.7 9 13 17 15 13 8 71 69 66 1.1 67 1.5 -0.7
アラブ首長国連邦 1150 325 10.6 5.9 11 3 1 36 27 16 61 73 78 2.5 85 10.7 6.1
英国 13208 3398 0.2 0.3 12 11 10 16 14 11 72 76 79 1.7 89 0.9 0.4
米国 74694 20243 1.0 1.0 9 9 8 17 16 14 71 75 78 2.0 80 1.1 1.5
ウルグアイ 997 283 0.5 0.7 10 10 9 21 18 17 69 72 76 2.3 93 0.9 1.0
ウズベキスタン 10797 2815 2.7 1.7 10 7 7 37 35 23 63 67 67 2.7 36 3.1 1.1
バヌアツ 98 30 2.8 2.3 14 7 6 43 37 31 53 64 69 4.0 23 4.5 4.0
ベネズエラ 9947 2842 3.1 2.0 7 5 5 37 29 22 65 71 73 2.7 88 3.9 2.4
ベトナム 30741 7900 2.2 1.6 18 8 6 41 31 20 49 65 71 2.3 26 2.7 3.5
イエメン 10986 3581 3.2 3.7 26 13 8 54 51 40 38 54 61 6.0 26 5.6 5.1
ザンビア 6127 1987 3.3 2.3 17 17 23 51 46 41 49 47 38 5.5 36 4.7 1.6
ジンバブエ 6289 1756 3.5 1.4 13 9 23 49 38 30 55 60 37 3.4 35 6.1 2.9

サハラ以南のアフリカ 354355 117346 2.9 2.5 20 16 18 48 45 40 45 50 46 5.4 36 4.8 4.3
　東部・南部アフリカ 174309 56702 2.9 2.4 19 15 17 47 43 38 47 51 46 5.1 31 4.7 4.3
　西部・中部アフリカ 180046 60644 2.8 2.6 22 18 18 48 47 43 43 48 46 5.8 41 4.9 4.4
中東と北アフリカ 153626 44067 3.0 2.1 16 8 6 45 35 26 52 63 68 3.2 58 4.4 2.9
南アジア 584389 169294 2.2 1.9 17 11 9 40 33 25 49 58 63 3.2 28 3.7 2.8
東アジアと太平洋諸国 579131 146536 1.8 1.1 10 7 7 35 22 15 59 66 71 1.9 42 3.9 3.4
ラテンアメリカとカリブ海諸国 199054 56526 2.2 1.6 11 7 6 37 27 21 60 68 72 2.5 77 3.3 2.2
CEE ／ CIS 106302 26430 1.0 0.2 9 11 12 21 18 14 67 68 67 1.7 63 2.0 0.2
先進工業国 205133 54200 0.7 0.6 10 9 9 17 13 11 71 76 79 1.6 77 1.1 0.9
開発途上国 1925281 548486 2.1 1.6 13 9 9 38 29 23 55 62 65 2.9 43 3.8 3.0
後発開発途上国 361520 117229 2.5 2.5 21 16 14 47 43 37 44 50 52 4.9 27 4.9 4.4
世界 2181991 614399 1.8 1.4 12 10 9 32 26 21 59 65 67 2.6 49 2.7 2.2

合計特殊
出生率

2004

都市人口の
比率（％）
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年間平均増加率 
（％）
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人口の
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（％）

人口（1000 人）
2004
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18歳
未満

5歳
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1970 1990 2004 1970 1990 2004



���� 世界子供白書2006

1 人あたり
のＧＮ I
（米ドル）

2004

1 日 1 米
ドル未満
で暮らす
人の比率
（％）
1993-2003＊

政府開発援助
（ＯＤＡ）の
受け入れ額

（100万米ドル）

2003

ＯＤＡが
受け入れ国の
ＧＮ Iに占める
比率（％）

2003
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1990　　　2003
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保健　　   教育　　　   防衛
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（％）
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率（％）

1990-2004国・地域 1970-1990 1990-2004

表7　経済指標

アフガニスタン 250 x 0.7 x -    -    -    -    -    -    1533  -  -    -
アルバニア 2080    -0.6 x 5.2    24    <2    4    2    4    342  6  4 x 2
アルジェリア 2280    1.7    0.8    14    <2    4    24    17    232  0  62    19
アンドラ d  -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
アンゴラ 1030    0.4 x 0.7    460    -    6 x 15 x 34 x 499  5  7    15
アンティグアバーブーダ 10000    6.3 x 1.6    2    -    -    -    -    5  1  -    -
アルゼンチン 3720    -0.7    1.0    5    3    5    4    3    109  0  30    20
アルメニア 1120    -    3.6    103    13    -    -    -    247  8  -    6
オーストラリア 26900    1.5    2.5    2    -    14    9    7    -  -  -    -
オーストリア 32300    2.5    1.8    2    -    13    10    2    -  -  -    -
アゼルバイジャン 950    -    -1.3    101    4    1    3    11    297  4  -    5
バハマ 14920 x 1.9    0.3 x 3 x -    16    20    3    -  -  -    -
バーレーン 10840 x -1.9 x 1.9 x 1 x -    7    13    14    38  -  -    -
バングラデシュ 440    0.5    3.1    4    36    7    18    10    1393  3  17    5
バルバドス 9270 x 1.8    1.4 x 3 x -    -    -    -    20  1  14    5
ベラルーシ 2120    -    1.6    225    <2    4    4    5    -  -  -    1
ベルギー 31030    2.2    1.8    2    -    15    3    3    -  -  -    -
ベリーズ 3940    2.9    2.2    1    -    8    20    5    12  -  6    24
ベニン 530    0.3    2.1    7    -    6 x 31 x 17 x 294  10  7    6
ブータン 760    5.4 x 3.6    8    -    11    17    0    77  13  5    5
ボリビア 960    -1.1    1.3    7    14    10    23    6    930  12  31    20
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2040    -    11.7 x 3 x -    -    -    -    539  8  -    4
ボツワナ 4340    8.1    2.9    8    31    5    26    8    30  1  4    1
ブラジル 3090    2.3    1.2    103    8    6    6    3    296  0  19    48
ブルネイ 24100 x -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
ブルガリア 2740    3.4 x 1.0    68    5    12    5    7    -  -  5 x 9
ブルキナファソ 360    1.3    1.8    5    45    7 x 17 x 14 x 451  13  6    10
ブルンジ 90    1.4    -3.1    12    55    2    15    23    224  32  41    63
カンボジア 320    -    4.1 x 3 x 34    -    -    -    508  12  -    0
カメルーン 800    3.4    0.4    4    17    3    12    10    884  9  18    11
カナダ 28390    2.0    2.3    2    -    3    2    6    -  -  -    -
カボヴェルデ 1770    -    3.3    4    -    -    -    -    144  21  5    5
中央アフリカ共和国 310    -1.2    -0.5    4    67    -    -    -    50  5  8    12
チャド 260    -0.9    0.9    7    -    8 x 8 x -  247  12  2    7
チリ 4910    1.5    3.9    7    <2    14    18    6    76  0  20    31
中国 1290    6.6    8.4    5    17    0    2    12    1325  0  10    7
コロンビア 2000    2.0    0.4    17    8    9    20    13    802  1  39    43
コモロ 530    0.2 x -0.9    4    -    -    -    -    24  9  2    3 x
コンゴ 770    3.0    -1.2    7    -    -    -    -    70  3  32    3
コンゴ民主共和国 120    -2.3    -5.8    523    -    0    0    18    5381  100  5 x 0
クック諸島 -    -    -    -    -    -    -    -    6  -  -    -
コスタリカ 4670    0.5    2.6    14    2    21    22    0    28  0  21    9
コートジボワール 770    -1.3    -0.6    7    11    4 x 21 x 4 x 252  2  26    7
クロアチア 6590    -    2.3    46    <2    16    8    5    121  1  -    20
キューバ 1170 x -    3.5 x -    -    23 x 10 x -  70  -  -    -
キプロス 17580    6.2 x 3.1    4    -    6    12    4    -  -  -    -
チェコ 9150    -    1.7    9    <2    17    9    5    -  -  -    9
デンマーク 40650    1.5    1.9    2    -    1    13    5    -  -  -    -
ジブチ 1030    -    -3.0    3    -    -    -    -    78  12  -    4
ドミニカ 3650    4.7 x 1.1    2    -    -    -    -    11  5  4    13
ドミニカ共和国 2080    2.0    4.0    10    <2    13    17    6    69  0  7    7
エクアドル 2180    1.3    0.3    4    18    11 x 18 x 13 x 176  1  27    25
エジプト 1310    4.2    2.4    7    3    3    15    9    894  1  18    11
エルサルバドル 2350    -1.8    1.9    6    31    13    15    3    192  1  14    8
赤道ギニア c  -    16.3    17    -    -    -    -    21  -  3    0
エリトリア 180    -    0.8 x 11 x -    -    -    -    307  36  -    13
エストニア 7010    1.5 x 3.7    32    <2    16    7    5    -  -  -    16
エチオピア 110    -    2.0    5    23    6    16    9    1504  24  33    6
フィジー 2690    0.6    1.7    3    -    9    18    6    51  3  12    6
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表7
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1人あたりの
GDPの

年間平均成長率
（％）
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1990-2004国・地域 1970-1990 1990-2004
フィンランド 32790    2.9    2.5    2    -    3    10    4    -  -  -    -
フランス 30090    2.1    1.6    1    -    16 x 7 x 6 x -  -  -    -
ガボン 3940    -0.1    -0.4    5    -    -    -    -    -11  0  4    11
ガンビア 290    0.9    0.2    7    54 x 7 x 12 x 4 x 60  14  18    3
グルジア 1040    3.2    -0.7    156    3    5    5    5    220  6  -    9
ドイツ 30120    2.2 x 1.2    2    -    19    0    4    -  -  -    -
ガーナ 380    -2.2    1.9    26    45    7    22    5    907  14  21    14
ギリシャ 16610    1.3    2.2    7    -    7    11    8    -  -  -    -
グレナダ 3760    4.9 x 2.3    2    -    10    17    0    12  3  2    18
グアテマラ 2130    0.2    1.0    9    16    11    17    11    247  1  11    7
ギニア 460    -    1.6    6    -    3 x 11 x 29 x 238  7  18    13
ギニアビサウ 160    -0.2    -2.5    20    -    1 x 3 x 4 x 145  72  21    11
ガイアナ 990    -1.5    3.3    9    <2    -    -    -    87  13  -    6
ハイチ 390    0.0    -2.8    19    -    -    -    -    200  6  4    3
バチカン -    -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
ホンジュラス 1030    0.6    0.3    15    21    10 x 19 x 7 x 389  6  30    10
ハンガリー 8270    2.9    2.7    16    <2    6    5    3    -  -  30    29
アイスランド 38620    3.2    2.2    4    -    26    10    0    -  -  -    -
インド 620    2.2    4.1    7    35    2    2    14    942  0  25    18
インドネシア 1140    4.7    2.1    16    8    1    4    3    1743  1  31    23
イラン 2300    -3.5 x 2.3    24    <2    7    7    10    133  0  1    4
イラク 2170 x -4.3    -    -    -    -    -    -    2265  -  -    -
アイルランド 34280    2.8    6.5    4    -    16    14    3    -  -  -    -
イスラエル 17380    1.9    1.5    8    -    13    15    20    -  -  -    -
イタリア 26120    2.6    1.4    3    -    11 x 8 x 4 x -  -  -    -
ジャマイカ 2900    -1.3    0.0    17    <2    7    15    2    3  0  20    16
日本 37180    3.0    1.0    -1    -    2    6    4    -  -  -    -
ヨルダン 2140    2.5 x 1.1    2    <2    10    16    19    1234  13  18    15
カザフスタン 2260    -    1.3    104    <2    3    3    6    268  1  -    34
ケニア 460    1.3    -0.6    12    23    7    26    6    483  4  26    15
キリバス 970    -5.3    2.5    2    -    -    -    -    18  21  -    22
朝鮮民主主義人民共和国 a  -    -    -    -    -    -    -    167  -  -    -
韓国 13980    6.2    4.5    5    <2    0    18    13    -55 x 0 x 10 x 10
クウェート 16340 x -6.8 x -2.3 x 3 x -    7    15    17    -  -  -    -
キルギス 400    -    -1.7    64    <2    11    20    10    198  12  -    12
ラオス 390    -    3.7    28    26    -    -    -    299  16  8    8
ラトビア 5460    3.3    2.9    28    <2    11    7    4    -  -  -    17
レバノン 4980    -    2.9    11    -    2    7    11    228  1  1    63
レソト 740    4.2    2.3    9    36    9    27    7    79  8  4    8
リベリア 110    -4.6    3.7    50    36    5 x 11 x 9 x 107  24  -    0
リビア 4450    -4.8 x -    -    -    -    -    -    7 x -  -    -
リヒテンシュタイン d  -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
リトアニア 5740    -    1.2    40    <2    12    7    5    -  -  -    66
ルクセンブルク 56230    2.7    3.5    3    -    13    10    1    -  -  -    -
マダガスカル 300    -2.2    -0.8    15    61    8    21    0    539  11  32    6
マラウイ 170    0.3    0.9    30    42    7 x 12 x 5 x 498  27  23    6
マレーシア 4650    4.0    3.3    3    <2    6    23    11    109  0  12    8
モルディブ 2510    -    4.6 x 1 x -    11    18    9    18  3  4    3
マリ 360    -0.3    2.5    6    72    2 x 9 x 8 x 528  15  8    5
マルタ 12250    6.5    3.0    3    -    11    12    2    -9  -  0 x 3
マーシャル諸島 2370    -    -    4    -    -    -    -    56  39  -    -
モーリタニア 420    -0.6    1.7    6    26    4 x 23 x -  243  21  24    20
モーリシャス 4640    5.1 x 3.9    6    -    8    16    1    -15  0  6    5
メキシコ 6770    1.7    1.4    16    10    5    25    3    103  0  16    21
ミクロネシア連邦 1990    -    -1.4    2    -    -    -    -    115  44  -    -
モルドバ 710    1.9 x -4.6    70    22    6    9    2    117  5  -    8
モナコ d  -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
モンゴル 590    -    -1.8    40    27    6    9    9    247  21  -    31
モロッコ 1520    2.1    1.1    2    <2    3    18    13    523  1  18    23
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表7　経済指標

モザンビーク 250    -1.6 x 4.8    23    38    5 x 10 x 35 x 1033  27  21    6
ミャンマー 220 x 1.6    5.7 x 25 x -    3    8    29    126  -  17    4
ナミビア 2370    -2.0 x 0.9    10    35    10 x 22 x 7 x 146  4  -    -
ナウル -    -    -    -    -    -    -    -    16  -  -    -
ネパール 260    1.3    2.0    7    39    5    18    10    467  8  12    6
オランダ 31700    1.5    2.0    2    -    10    11    4    -  -  -    -
ニュージーランド 20310    0.8    2.1    2    -    17    21    3    -  -  -    -
ニカラグア 790    -3.9    0.9    26    45    13    15    6    833  21  2    11
ニジェール 230    -2.2    -0.6    5    61    -    -    -    453  19  12    6
ナイジェリア 390    -1.6    0.2    23    70    1 x 3 x 3 x 318  1  22    8
ニウエ -    -    -    -    -    -    -    -    9  -  -    -
ノルウェー 52030    3.4    2.8    3    -    16    6    5    -  -  -    -
パレスチナ自治区 1110 x -    -6.0 x 9 x -    -    -    -    972  26  -    -
オマーン 7830 x 3.6    0.9    2 x -    7    15    33    45  -  12    10
パキスタン 600    3.0    1.1    10    13    1    2    18    1068  2  16    12
パラオ 6870    -    0.0 x 2 x -    -    -    -    26  17  -    -
パナマ 4450    0.3    2.5    3    7    18    16    0    30  0  3    11
パプアニューギニア 580    -0.8    0.0    8    -    7    22    4    221  8  37    12
パラグアイ 1170    2.9    -0.7    11    16    7    22    11    51  1  12    10
ペルー 2360    -0.6    2.1    16    18    13    7    -    500  1  6    20
フィリピン 1170    0.8    1.3    8    16    2    19    5    737  1  23    20
ポーランド 6090    -    4.2    17    <2    2    5    4    -  -  4    25
ポルトガル 14350    2.6    2.1    5    <2    9 x 11 x 6 x -  -  -    -
カタール 12000 x -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
ルーマニア 2920    0.9 x 1.0    72    <2    15    6    5    -  -  0    17
ロシア連邦 3410    -    -0.7    95    <2    1    3    11    -  -  -    10
ルワンダ 220    1.4    0.9    10    52    5 x 26 x -  332  18  10    13
セントクリストファーネーヴィス 7600    6.3 x 2.9    3    -    -    -    -    29 x 10 x 3    34
セントルシア 4310    5.3 x 0.3    2    -    -    -    -    34 x 5 x 2    7
セントビンセント・グレナディーン 3650    3.2    1.9    3    -    12    16    0    5 x 1 x 3    7
サモア 1860    0.0 x 2.2    4    -    -    -    -    33  12  5    5
サンマリノ d  -    -    -    -    -    -    -    -  -  -    -
サントメプリンシペ 370    -    0.0    37    -    -    -    -    38  76  28    31
サウジアラビア 10430    -1.2    -0.5    2    -    6 x 14 x 36 x 22  -  -    -
セネガル 670    -0.4    1.4    4    22    3    14    7    450  8  14    9
セルビア・モンテネグロ 2620    -    4.1 x 51 x -    -    -    -    1317  8  -    13
セ－シェル 8090    2.9    1.7    2    -    6    10    4    9  1  8    14
シエラレオネ 200    -0.4    -2.5    22    57 x 10 x 13 x 10 x 297  37  8    11
シンガポール 24220    5.7    3.5    1    -    6    23    29    -  -  -    -
スロバキア 6480    -    2.6    9    <2    20    3    5    -  -  -    13
スロベニア 14810    -    3.1    19    <2    15    14    3    -10  0  10    16
ソロモン諸島 550    3.4    -2.6    8    -    -    -    -    60  22  10 x 7
ソマリア 130 x -1.0    -    -    -    1 x 2 x 38 x 175  -  25 x -
南アフリカ 3630    0.1    0.4    9    11    -    -    -    625  0  -    9
スペイン 21210    1.9    2.4    4    -    15    2    4    -  -  -    -
スリランカ 1010    3.2    3.3    9    8    6    10    18    672  4  10    7
スーダン 530    0.3    3.3    44    -    1    8    28    621  4  4    0
スリナム 2250    -2.2 x 0.9    64    -    -    -    -    11  -  -    -
スワジランド 1660    2.1    0.2    12    8    8    20    8    27  2  6    2
スウェーデン 35770    1.8    2.1    2    -    3    6    6    -  -  -    -
スイス 48230    1.1    0.6    1    -    0    3    6    -  -  -    -
シリア 1190    2.2    1.3    6    -    2    9    24    160  1  20    3
タジキスタン 280    -    -5.1    136    7    2    4    9    144  12  -    7
タンザニア 330    -    1.3    16    49 x 6 x 8 x 16 x 1669  16  25    4
タイ 2540    4.7    2.9    3    <2    11    23    7    -966  -1  14    15
旧ユーゴスラビア・マケドニア 2350    -    -0.5    43    <2    -    -    -    234  6  -    12
東ティモール 550    -    -    -    -    -    -    -    151  43  -    -
トーゴ 380    -0.2    0.3    5    -    5 x 20 x 11 x 45  3  8    0
トンガ 1830    -    2.0    4    -    7 x 13 x -  27  18  2    2
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GDPの

年間平均成長率
（％）

     

年間
インフレ
率（％）

1990-2004国・地域 1970-1990 1990-2004
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 - データなし。
 ｘ  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部

地域のみに関するものであることを示す。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。

ａ：825米ドル以下。
ｂ：826－ 3255米ドル。
ｃ：3256－ 10065米ドル。
ｄ：10066米ドル以上。

注

要約

１人あたりのGNI－世界銀行。

１人あたりのGDP－世界銀行。

インフレ率－世界銀行。

１日１米ドル未満で暮らす人の比率－世界銀行。

保健・教育・防衛支出－国際通貨基金（IMF）。

ODA－経済開発協力機構（OECD）。

債務返済－世界銀行。

１人あたりのGNI－GNI（国民総所得）とは、すべての居住生産者による付加
価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）お
よび非居住者からの 1次所得（被用者の報酬および財産所得）の正味受取額を
加えた総額である。1人あたりのGNI は、国民総所得を年央の人口で割って算
出する。1人あたりのGNI の米ドル換算値は世界銀行アトラス計算法によるも
のである。

１人あたりのGDP－GDP（国内総生産）とは、すべての居住生産者による付加
価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）を
加えた総額である。1人あたりのGDPは、国内総生産を年央の人口で割って
算出する。成長率は現地通貨による固定物価GDPから算出したものである。

１日１米ドル未満で暮らす人の比率－ 1993 年の国際価格のもとで 1日 1.08 米
ドル未満で暮らす人の人口比率（1985 年の 1日 1米ドルに相当し、購買力平
価で調整済みの数値）。購買力平価為替レートの改訂の結果、各国の貧困率は
前年度版以前の白書で報告されている貧困率と比較できない。

ODA－政府開発援助。

債務返済－公的および公的保証付の長期対外債務に対する金利の支払額および元
本の返済額の合計。

指標の定義 データの主な出典

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

表7

1 人あたり
のＧＮ I
（米ドル）

2004

1 日 1 米
ドル未満
で暮らす
人の比率
（％）
1993-2003＊

政府開発援助
（ＯＤＡ）の
受け入れ額

（100万米ドル）

2003

ＯＤＡが
受け入れ国の
ＧＮ Iに占める
比率（％）

2003

債務返済が商品や
サービスの輸出額
に占める
比率（％）

1990　　　2003

政府支出中の比率（％）
（1993-2004＊）

保健　　   教育　　　   防衛

1人あたりの
GDPの

年間平均成長率
（％）

     

年間
インフレ
率（％）

1990-2004国・地域 1970-1990 1990-2004
トリニダードトバゴ 8580    0.5    3.5    5    4 x 9    15    2    -2  0  18    4
チュニジア 2630    2.5    3.2    4    <2    6    20    5    306  1  22    13
トルコ 3750    1.9    1.4    65    <2    3    10    8    166  0  27    34
トルクメニスタン 1340    -    0.2    191    12    -    -    -    27  0  -    30
ツバル -    -    -    -    -    -    -    -    6  -  -    -
ウガンダ 270    -    3.8    8    85    2 x 15 x 26 x 959  16  47    5
ウクライナ 1260    -    -3.5    134    3    3    7    5    -  -  -    12
アラブ首長国連邦 18060 x -4.8 x -2.1 x 3 x -    8    18    31    -  -  -    -
英国 33940    2.0    2.5    3    -    15    4    7    -  -  -    -
米国 41400    2.2    2.1    2    -    23    3    19    -  -  -    -
ウルグアイ 3950    0.9    0.8    22    <2    7    8    4    17  0  31    21
ウズベキスタン 460    -    -0.1    144    17    -    -    -    194  2  -    21
バヌアツ 1340    -0.6 x -0.8    3    -    -    -    -    32  13  2    1
ベネズエラ 4020    -1.6    -1.3    38    14    6    20    7    82  0  22    30
ベトナム 550    -    5.8    11    <2    4    14    -    1769  5  7 x 3
イエメン 570    -    2.1    18    16    4    22    19    243  2  4    3
ザンビア 450    -2.2    -0.6    39    64    13    14    4    560  14  13    22
ジンバブエ 480 x -0.3    -0.8 x 32 x 56    8    24    7    186  -  20    6

サハラ以南のアフリカ 611  0.0    0.6    36    45    -    -    -    21505  7  17    9
　東部・南部アフリカ 836    -    0.7    35    38    -    -    -    9893  5  14    9
　西部・中部アフリカ 399  -0.5    0.2    38    55    -    -    -    11612  10  19    -
中東と北アフリカ 2308  0.4    1.2    10    3    5    14    13    7994  2  20    11
南アジア 600  2.1    3.7    7    33    2    4    14    6170  1  21    16
東アジアと太平洋諸国 1686  5.6    6.2    6    14    1    9    12    6891  0  16    10
ラテンアメリカとカリブ海諸国 3649  1.4    1.3    40    10    7    16    4    5359  0  20    26
CEE／ CIS 2667    -    0.1    90    4    4    5    9    -  -  -    17
先進工業国 32232  2.3    1.9    2    -    16    4    11    -  -  -    -
開発途上国 1524  2.6    3.5    20    22    4    11    10    49680  1  19    16
後発開発途上国 345  -0.1    1.8    59    41    6    16    13    23457  13  12    7
世界 6298  2.4    2.1    7    21    13    5    11    52331  0  18  16
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表8　女性指標

出生時の
平均余命

（対男性比、％）
2004

成人の 
識字率

（対男性比、％）
2000-2004＊

避妊法の
普及率 
（％） 

1996-2004＊

出産前のケアが
行われている率
（％）

 1996-2004＊

専門技能者
が付き添う
出産の比率
（％）

 1996-2004＊

就学率
（対男性比、％）

1990-2004＊
報告値 調整値

生涯に
妊娠・出産
で死亡する
危険（1/n）

妊産婦死亡率†

2000

国・地域
総
就学率

初等教育
2000-2004＊

中等教育
2000-2004＊

純
就学率

総
就学率

純
就学率

アフガニスタン 101 - 53    -    -     -     10    16     14    1600  1900 6
アルバニア 108 99 97    98    100     103     75    91     98    23  55 610
アルジェリア 104 76 92    98    108     106     57    81     96    120  140 190
アンドラ  - - 100    102    105     107       -      -     -    -  - -
アンゴラ 107 66 86    86 x 81     -     6    66     45    -  1700 7
アンティグアバーブーダ  - - -    -    -     -     53    100     100    65  - -
アルゼンチン 111 100 99    -    106     106     74 x 98     99    44  82 410
アルメニア 110 99 97    98    102     104     61    92     97    9  55 1200
オーストラリア 107 - 100    101    97     102     76 x 100 x 100    -  8 5800
オーストリア 108 - 100    102    95     100     51    100 x 100 x -  4 16000
アゼルバイジャン 112 99 97    98    96     97     55    66     84    25  94 520
バハマ 109 - 101    104    103     104     62 x   -     99    -  60 580
バーレーン 104 90 100    102    106     107     62 x 97 x 98 x 46  28 1200
バングラデシュ 103 62 104    105    111     112     59    49     13    380  380 59
バルバドス 110 100 99    100    102     100     55    89     98    0  95 590
ベラルーシ 119 99 98    99    102     104     50 x 100     100    18  35 1800
ベルギー 108 - 99    100    110     101     78 x   -     100 x -  10 5600
ベリーズ 107 100 98    102    105     106     56    96     83    140  140 190
ベニン 103 50 72    68    45     48     19    81     66    500  850 17
ブータン 104 - -    -    -     -     31      -     37    260  420 37
ボリビア 107 86 99    100    97     99     58    79     67    230  420 47
ボスニア・ヘルツェゴビナ 108 93 -    -    -     -     48    99     100    10  31 1900
ボツワナ 100 108 100    105    107     114     48    97     94    330  100 200
ブラジル 112 101 95    93    110     108     77    86     96    64  260 140
ブルネイ 106 95 100    -    106     -       -    100 x 99    0  37 830
ブルガリア 110 99 98    99    97     98     42      -     99    15  32 2400
ブルキナファソ 103 42 74    74    64     64     14    73     38    480  1000 12
ブルンジ 104 78 80    84    69     80     16    78     25    -  1000 12
カンボジア 114 75 90    95    65     63     24    38     32    440  450 36
カメルーン 102 78 85    -    82     -     26    83     62    430  730 23
カナダ 106 - 101    100    99     101     75 x   -     98    -  6 8700
カボヴェルデ 109 80 95    98    109     111     53    99     89    76  150 160
中央アフリカ共和国 104 51 68    -    -     -     28    62     44    1100  1100 15
チャド 105 32 64    68    32     33     8    42     16    830  1100 11
チリ 108 100 98    99    101     101     56 x 95 x 100    17  31 1100
中国 105 92 100    100    97     -     87    89     96    51  56 830
コロンビア 109 101 99    99    110     109     77    91     86    78  130 240
コモロ 107 78 83    85    82     -     26    74     62    520 x 480 33
コンゴ 105 87 93    96    73     -       -      -     -    -  510 26
コンゴ民主共和国 105 65 90 x -    54     -     31    68     61    1300  990 13
クック諸島  - - -    -    -     -     44      -     98    6  - -
コスタリカ 106 100 99    101    108     110     80    70     98    33  43 690
コートジボワール 103 63 80    81    55     56     15    88     68    600  690 25
クロアチア 110 98 99    99    102     101       -      -     100    2  8 6100
キューバ 105 100 96    99    98     100     73    100     100    34  33 1600
キプロス 107 96 101    100    101     103       -      -     100 x 0  47 890
チェコ 109 - 98    100    102     103     72    99 x 100    3  9 7700
デンマーク 106 - 100    100    105     104     78 x   -     100 x 10  5 9800
ジブチ 104 - 79    80    69     68       -    67     61    74  730 19
ドミニカ  - - 93    95    111     114     50    100     100    67  - -
ドミニカ共和国 111 99 102    95    123     137     70    99     99    180  150 200
エクアドル 108 98 100    101    102     102     66    69     69    80  130 210
エジプト 106 66 95    97    93     95     60    69     69    84  84 310
エルサルバドル 109 94 94    100    100     102     67    86     92    170  150 180
赤道ギニア 102 83 91    86    58     58       -    86     65    -  880 16
エリトリア 107 - 81    86    65     72     8    70     28    1000  630 24
エストニア 117 100 96    99    103     103     70 x   -     100    46  63 1100
エチオピア 104 69 77    85    57     57     8    27     6    870  850 14
フィジー 107 97 100    100    106     108     44      -     99    38  75 360
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表8

フィンランド 109 - 100    100    111     101     77 x 100 x 100    6  6 8200
フランス 109 - 99    100    101     102     75 x 99 x 99 x 10  17 2700
ガボン 102 - 99    99    86     -     33    94     86    520  420 37
ガンビア 105 - 98    99    68     69     18    91     55    730  540 31
グルジア 112 - 99    99    100     98     41    95     96    52  32 1700
ドイツ 108 - 99    102    98     100     75 x   -     100 x 8  8 8000
ガーナ 102 73 91    82    81     85     25    92     47    210 x 540 35
ギリシャ 107 94 100    100    99     102       -      -     -    1  9 7100
グレナダ  - - 98    90    96     102     54    98     100    1  - -
グアテマラ 112 84 93    97    93     97     43    84     41    150  240 74
ギニア 101 - 77    79    45     46     7    84     56    530  740 18
ギニアビサウ 106 - 67    70    57     55     8    62     35    910  1100 13
ガイアナ 110 - 98    98    104     108     37    81     86    190  170 200
ハイチ 103 93 -    -    -     -     27    79     24    520  680 29
バチカン  - - -    -    -     -       -      -     -    -  - -
ホンジュラス 106 100 102    101    -     -     62    83     56    110  110 190
ハンガリー 112 100 99    99    100     100     77 x   -     100    5  16 4000
アイスランド 105 - 99    99    108     105       -      -     -    -  0 0
インド 105 66 94    94    81     -     47    60     43    540  540 48
インドネシア 106 90 98    99    98     100     57    92     72    310  230 150
イラン 104 83 97    97    94     -     74    77     90    37  76 370
イラク 105 - 83    85    70     65     44    77     72    290  250 65
アイルランド 107 - 100    102    110     109       -      -     100    6  5 8300
イスラエル 105 98 100    100    98     100     68 x   -     99 x 5  17 1800
イタリア 108 - 99    99    99     101     60      -     -    7  5 13900
ジャマイカ 105 108 99    101    102     104     66    99     97    110  87 380
日本 109 - 100    100    100     101     59 x   -     100    8  10 6000
ヨルダン 104 89 100    102    102     103     56    99     100    41  41 450
カザフスタン 119 99 99    99    100     100     66    91     99    50  210 190
ケニア 96 90 95    100    94     96     39    88     42    410  1000 19
キリバス  - - 117    -    113     -     21    88 x 85    56  - -
朝鮮民主主義人民共和国 110 - -    -    -     -     62 x   -     97    110  67 590
韓国 110 - 99    100    101     100     81      -     100    20  20 2800
クウェート 106 95 101    102    106     105     50    95     98    5  5 6000
キルギス 113 99 98    97    101     -     60    97     98    44  110 290
ラオス 105 79 87    93    74     84     32    27     19    530  650 25
ラトビア 117 100 98    99    100     100     48 x   -     100    25  42 1800
レバノン 106 - 97    99    109     -     63    87 x 89    100 x 150 240
レソト 106 122 102    107    130     150     30    85     60    -  550 32
リベリア 105 54 73    77    70     57     10    85     51    580 x 760 16
リビア 106 77 100    -    106     -     45 x 81 x 94 x 77  97 240
リヒテンシュタイン  - - -    -    -     -       -      -     -    -  - -
リトアニア 117 100 99    100    99     100     47 x   -     100    13  13 4900
ルクセンブルク 108 - 100    101    106     108       -      -     100    0  28 1700
マダガスカル 105 86 96    101    93 x 109 x 27    80     51    470  550 26
マラウイ 99 72 96    -    78     81     31    94     61    1100  1800 7
マレーシア 107 92 100    100    110     112     55 x 74     97    30  41 660
モルディブ 99 100 98    101    115     115     39    81     70    140  110 140
マリ 103 44 76    78    56     -     8    57     41    580  1200 10
マルタ 106 103 99    100    100     102       -      -     98 x -  0 0
マーシャル諸島  - - 94    99    101     103     34      -     95    -  - -
モーリタニア 106 72 98    99    80     78     8    64     57    750  1000 14
モーリシャス 110 92 101    102    100     100     76      -     98    22  24 1700
メキシコ 107 97 99    101    109     105     73    86 x 95    65  83 370
ミクロネシア連邦 102 - -    -    -     -     45      -     88    120  - -
モルドバ 111 98 100    100    104     103     62    99     99    44  36 1500
モナコ  - - -    -    -     -       -      -     -    -  - -
モンゴル 106 100 102    103    115     115     69    94     97    99  110 300
モロッコ 106 60 90    95    84     87     63    68     63    230  220 120

出生時の
平均余命

（対男性比、％）
2004

成人の 
識字率

（対男性比、％）
2000-2004＊

避妊法の
普及率
 （％） 

1996-2004＊

出産前のケアが
行われている率
（％）

 1996-2004＊

専門技能者
が付き添う
出産の比率
（％）

 1996-2004＊

就学率
（対男性比、％）

1990-2004＊
報告値 調整値

生涯に
妊娠・出産
で死亡する
危険（1/n）

妊産婦死亡率†

2000

国・地域
総
就学率

初等教育
2000-2004＊

中等教育
2000-2004＊

純
就学率

総
就学率

純
就学率
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モザンビーク 103 50 82    91    68     71     17    85     48    410  1000 14
ミャンマー 110 91 101    101    95     94     34    76     57    230  360 75
ナミビア 101 95 101    107    112     128     44    91     76    270  300 54
ナウル  - - 103 x 103 x 108 x -       -      -     -    -  - -
ネパール 101 56 89    88    78     -     38    28     15    540  740 24
オランダ 107 - 98    99    98     101     79 x   -     100    7  16 3500
ニュージーランド 106 - 99    99    106     102     75 x 95 x 100 x 15  7 6000
ニカラグア 107 100 99    99    118     117     69    86     67    83  230 88
ニジェール 100 45 71    69    75     71     14    41     16    590  1600 7
ナイジェリア 101 80 81    81    80     81     13    58     35    -  800 18
ニウエ  - - 94    99    98     98       -      -     100    -  - -
ノルウェー 106 - 100    100    103     101     74 x   -     100 x 6  16 2900
パレスチナ自治区 104 91 100    100    106     105     51    96     97    -  100 140
オマーン 104 79 99    100    96     101     32    100     95    23  87 170
パキスタン 101 56 71    74    73     -     28    43     23    530  500 31
パラオ  - - 97    96    100     -     17      -     100    0 x - -
パナマ 107 98 96    99    107     110     58 x 72     93    70  160 210
パプアニューギニア 102 81 89    87    79     78     26    78     41    370 x 300 62
パラグアイ 107 97 96    100    103     106     57    94     77    180  170 120
ペルー 108 88 99    100    92     97     69    84     59    190  410 73
フィリピン 106 100 99    102    110     120     49    88     60    170  200 120
ポーランド 111 - 99    100    95     103     49 x   -     100    4  13 4600
ポルトガル 109 - 95    99    109     110     66 x   -     100    8  5 11100
カタール 107 - 97    99    104     106     43    94 x 99    10  140 170
ルーマニア 111 98 98    99    101     104     64      -     99    31  49 1300
ロシア連邦 122 99 100    101    -     -       -      -     99    32  67 1000
ルワンダ 108 84 100    104    83     -     13    92     31    1100  1400 10
セントクリストファーネーヴィス  - - 106    111    132     106     41    100 x 99    250  - -
セントルシア 104 101 99    101    125     125     47    100 x 100    35  - -
セントビンセント・グレナディーン 108 - 97    100    111     109     58    99     100    93  - -
サモア 109 99 97    97    108     110     30 x   -     100    -  130 150
サンマリノ  - - -    -    -     -       -      -     -    -  - -
サントメプリンシペ 103 - 94    94    86     81     29    91     76    100  - -
サウジアラビア 106 79 96    98    90     96     32    90     91    -  23 610
セネガル 104 57 93    89    70     -     11    79     58    560  690 22
セルビア・モンテネグロ 107 95 100    100    101     -     58      -     93    7  11 4500
セ－シェル  - 101 99    99    100     100       -      -     -    57  - -
シエラレオネ 107 53 70    -    71     -     4    68     42    1800  2000 6
シンガポール 105 92 -    -    -     -     74 x   -     100    6  30 1700
スロバキア 111 100 99    101    101     100     74 x   -     99    16  3 19800
スロベニア 110 100 99    99    99     101     74 x 98 x 100    17  17 4100
ソロモン諸島 102 - -    -    -     -     11      -     85    550 x 130 120
ソマリア 105 - -    -    -     -     1 x 32     25    -  1100 10
南アフリカ 105 96 96    100    108     108     56    94     84    150  230 120
スペイン 110 - 98    99    106     104     81 x   -     -    6  4 17400
スリランカ 107 97 99    -    106     -     70    95     96    92  92 430
スーダン 105 72 88    84    84     -     7    60     87    550  590 30
スリナム 110 91 98    102    135     137     42    91     85    150  110 340
スワジランド 100 98 92    100    102     124     48    90     74    230  370 49
スウェーデン 106 - 103    99    119     101     78 x   -     100 x 5  2 29800
スイス 107 - 99    100    94     94     82 x   -     -    5  7 7900
シリア 105 81 95    96    92     93     48    71     77 x 65  160 130
タジキスタン 108 99 96    94 x 83     84     34    71     71    45  100 250
タンザニア 101 79 97    98    83     80 x 26    94     46    580  1500 10
タイ 111 96 96    97    100     -     79    92     99    24  44 900
旧ユーゴスラビア・マケドニア 107 96 101    100    98     98       -    81     99    7  23 2100
東ティモール 104 - -    -    -     -     10    61     18    -  660 30
トーゴ 107 56 83    84    43     47     26    85     61    480  570 26
トンガ 104 100 97    100    116     115     33      -     95    -  - -

出生時の
平均余命

（対男性比、％）
2004

成人の 
識字率

（対男性比、％）
2000-2004＊

避妊法の
普及率 
（％） 

1996-2004＊

出産前のケアが
行われている率
（％）

 1996-2004＊

専門技能者
が付き添う
出産の比率
（％）

 1996-2004＊

就学率
（対男性比、％）

1990-2004＊
報告値 調整値

生涯に
妊娠・出産
で死亡する
危険（1/n）

妊産婦死亡率†

2000

国・地域
総
就学率

初等教育
2000-2004＊

中等教育
2000-2004＊

純
就学率

総
就学率

純
就学率
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 - データなし。
 ｘ  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであ

ることを示す。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
 ＊＊ 中国を除く。

注

要約

平均余命－国連人口局。

成人の識字率－国連教育科学文化機関（ユネスコ）。

就学率－ユネスコ統計研究所、ユネスコ。

避妊法の普及率－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）、国
連人口局、ユニセフ。

出産前のケアが行われている率－DHS、MICS、世界保健機関（WHO）、ユニセフ。

専門技能者が付き添う出産の比率－DHS、MICS、WHO、ユニセフ。

妊産婦死亡率－WHO、ユニセフ。

生涯に妊娠・出産で死亡する危険－WHO、ユニセフ。

出生時の平均余命－新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のも
とで生きられる年数。
成人の識字率－ 15歳以上で読み書きできる者の比率。
純就学率：女性の対男性比－女子純就学率を男子純就学率で割り百分率で示した
数値。純就学率は、公式の就学年齢に相当する子どもであって初等・中等学校
に就学する子どもの人数を、当該年齢の子どもの人口で割ったもの。
避妊法の普及率－男性と婚姻等の関係にある 15-49 歳の女性のうち避妊手段を
使っている者の比率。
出産前のケアが行われている率－妊娠中に少なくとも 1 回、専門技能を有する保
健従事者（医師、看護師または助産師）によるケアを受けた 15-49 歳の女性
の比率。
専門技能者が付き添う出産の比率－専門技能を有する保健従事者（医師、看護師
または助産師）が付き添う出産の比率。
妊産婦死亡率－出生 10万人あたり、妊娠関連の原因で死亡する女性の年間人数。
「報告値」は各国から報告された数字で、報告漏れおよび分類の誤りを考慮し
て調整されていないもの。
生涯に妊娠・出産で死亡する危険－同指標は、1人の女性が生殖可能期間内に妊
娠する確率、およびその妊娠・出産の結果として死亡する確率の双方を考慮に
入れたもの（訳注 : 同指標が 100 の場合、女性が生殖可能期間内の妊娠・出産
によって死亡する確率は 100分の 1ということになる）。

指標の定義 データの主な出典

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

†「報告値」と示した欄に挙げられた妊産婦死亡率のデータは各国当局が報告したもの。
ユニセフ、WHO、国連人口基金（UNFPA）は定期的にこれらのデータを評価し、十
分な資料の裏付けのある妊産婦の死亡に関する報告漏れや分類の誤りを調整し、デー
タが存在しない国の推定値を開発している。「調整値」の欄には、もっとも最近の評
価を反映した 2000 年の推定値を示している。

表8

トリニダードトバゴ 109 99 98    99    109     109     38    92     96    45  160 330
チュニジア 106 78 96    100    108     111     66    92     90    69  120 320
トルコ 107 84 93    94    74     -     71    81     83    130 x 70 480
トルクメニスタン 115 99 -    -    -     -     62    98     97    14  31 790
ツバル  - - 114    -    93     -     32      -     100    -  - -
ウガンダ 102 75 98    -    82     94     23    92     39    510  880 13
ウクライナ 120 99 100    100    99     101     89      -     100    13  35 2000
アラブ首長国連邦 106 107 97    98    104     103     28 x 97 x 99 x 3  54 500
英国 106 - 100    100    125     103     82 x   -     99    7  13 3800
米国 107 - 100    101    100     101     76 x 99 x 99    8  17 2500
ウルグアイ 110 101 98    101    113     110     84    94     100    26  27 1300
ウズベキスタン 110 99 99    -    97     -     68    97     96    34  24 1300
バヌアツ 106 - 100    102    107     104     28      -     88    68  130 140
ベネズエラ 108 100 98    101    115     116     77    94     94    68  96 300
ベトナム 106 93 92    94    93     -     79    86     85    170  130 270
イエメン 105 42 69    70    45     45     23    41     27    370  570 19
ザンビア 97 79 93    99    83     84     34    93     43    730  750 19
ジンバブエ 97 91 98    101    92     94     54    93     73    700  1100 16

サハラ以南のアフリカ 103 76 87    90    79     83  23  69     42  -  940 16
　東部・南部アフリカ 103 80 91    96    88     86  28  72     39  -  980 15
　西部・中部アフリカ 103 70 81    83    74     80  17  66     45  -  900 16
中東と北アフリカ 105 74 91    93    90     92  52  71     76  -  220 100
南アジア 104 64 92    93    85     -  46  54     36  -  560 43
東アジアと太平洋諸国 106 91 99    100  99     102 ＊＊ 79  87     86  -  110 360
ラテンアメリカとカリブ海諸国 109 98 98    99    107     106  72  87     87  -  190 160
CEE／ CIS 115 97 97    98    91     -  69  86     93  -  64 770
先進工業国 108 - 100    101    103     101    -    -     99  -  13 4000
開発途上国 106 84 94    94  93     98 ＊＊ 60  71     59  -  440 61
後発開発途上国 104 71 88    92    81     87  28  59     35  -  890 17
世界 106 86 94    97  95     100 ＊＊ 60  71     63  -  400 74

出生時の
平均余命

（対男性比、％）
2004

成人の 
識字率

（対男性比、％）
2000-2004＊

避妊法の
普及率
 （％） 

1996-2004＊

出産前のケアが
行われている率
（％）

 1996-2004＊

専門技能者
が付き添う
出産の比率
（％）

 1996-2004＊

就学率
（対男性比、％）

1990-2004＊
報告値 調整値

生涯に
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初等教育
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純
就学率

総
就学率

純
就学率



���� 世界子供白書 2006

表9　子どもの保護指標

 アフガニスタン 34 y 31 y 38 y 43     -     -     6     12     4     -  - - -
 アルバニア 23    26    19    -    -    -    99     99     99     -  - - -
 アンゴラ 22    21    23    -    -    -    29     34     19     -  - - -
 アルメニア -    -    -    19    12    31    97     100     94     -  - - -
 アゼルバイジャン 8    9    7    -    -    -    97     98     96     -  - - -
 バーレーン 5    6    3    -    -    -    -     -     -     -  - - -
 バングラデシュ 7    10    4     65    44    72    7     9     7     -  - - -
 ベニン 26 y 23 y 29 y 37    25    45    70     78     66     17  13 20 6
 ボリビア 21    22    20    26     22     37     82     83     79     -  - - -
 ボスニア・ヘルツェゴビナ 11    12    10    -    -    -    98     98     99     -  - - -
 ボツワナ -    -    -    10    13    9    58     66     52     -  - - -
 ブラジル 7 y 9 y 4 y 24    22    30    76     -     -     -  - - -
 ブルキナファソ 57 y -    -    52     22     62     -     -     -     77  75 77 32
 ブルンジ 24    26    23    17 y 36 y 17 y 75     71     75     -  - - -
 カンボジア -    -    -    25    19    26    22     30     21     -  - - -
 カメルーン 51    52    50    43    30    51    79     94     73  1.4 1 2 -
 中央アフリカ共和国 56    54    57    57     54     59     73     88     63     36  29 41 -
 チャド 57    60    55    71    65    74    25     53     18     45  43 46 -
 コロンビア 5    7    4    21    18    34    91     95     84     -  - - -
 コモロ 28    27    29    30    23    33    83     87     83     -  - - -
 コンゴ民主共和国 28 y 26 y 29 y -    -    -    34     30     36     -  - - -
 コスタリカ 50 y 71 y 29 y -    -    -    -     -     -     -  - - -
 コートジボワール 35    34    36    33    24    43    72     88     60     45  39 48 24
 キューバ -    -    -    -    -    -    100     100     100     -  - - -
 ドミニカ共和国 9     11     6     41    37    51    75     82     66     -  - - -
 エクアドル 6 y 9 y 4 y 26 y 21 y 34 y -     -     -     -  - - -
 エジプト 6    6    5    19     11     24     -     -     -     97  95 99 47
 エルサルバドル -    -    -    27     -     -     -     -     -     -  - - -
 赤道ギニア 27    27    27    -    -    -    32     43     24     -  - - -
 エリトリア -    -    -    47    31    60    -     -     -     89  86 91 63
 エチオピア 43 y 47 y 37 y 49     32     53     -     -     -     80  80 80 48
 ガボン -    -    -    34    30    49    89     90     87     -  - - -
 ガンビア 22    23    22    -    -    -    32     37     29     -  - - -
 グルジア -    -    -    -    -    -    95     97     92     -  - - -
 ガーナ 57 y 57 y 58 y 28     18     39     21     -     -     5  4 7 -
 グアテマラ 24 y -    -    34    25    44    -     -     -     -  - - -
 ギニア -    -    -    65     46     75     67     88     56     99  98 99 54
 ギニアビサウ 54    54    54    -    -    -    42     32     47     -  - - -
 ガイアナ 19    21    17    -    -    -    97     99     96     -  - - -
 ハイチ -    -    -    24     18     31     70     78     66     -  - - -
 インド 14    14    15    46    26    55     35     54     29     -  - - -
 インドネシア 4 y 5 y 4 y 24    15    33    55     69     43     -  - - -
 イラク 8    11    5    -    -    -    98     99     97     -  - - -
 ジャマイカ 2    3    1    -    -    -    96     95     96     -  - - -
 ヨルダン -    -    -    11    11    12    -     -     -     -  - - -
 カザフスタン -    -    -    14    12    17    -     -     -     -  - - -
 ケニア 26    27    25    25     19     27     48 y 64 y 44 y 32  21 36 21
 朝鮮民主主義人民共和国 -    -    -    -    -    -    99     99     99     -  - - -
 キルギス -    -    -    21    19    22    -     -     -     -  - - -
 ラオス 24    23    25    -    -    -    59     71     56     -  - - -
 レバノン 6    8    4    11    -    -    -     -     -     -  - - -
 レソト 17    19    14    -    -    -    51     41     53     -  - - -
 リベリア -    -    -    48 y 38 y 58 y -     -     -     -  - - -
 マダガスカル 30    35    26    39     29     42     75     87     72     -  - - -
 マラウイ 17    18    16    47    32    50    -     -     -     -  - - -
 モルディブ -    -    -    -    -    -    73     -     -     -  - - -
 マリ 30    33    28    65    46    74    48     71     41     92  90 93 73
 モーリタニア 10 y -    -    37    32    42    55     72     42     71  65 77 66
 メキシコ 16 y 15 y 16 y 28 y 31 y 21 y -     -     -     -  - - -
 モルドバ 28    29    28    -    -    -    98     98     98     -  - - -
 モンゴル 30    30    30    -    -    -    98     98     97     -  - - -
 モロッコ 11 y -    -    16     12     21     85     92     80     -  - - -
 モザンビーク -    -    -    56     41     66     -     -     -     -  - - -
 ミャンマー -    -    -    -    -    -    65 y 66 y 64 y -  - - -
 ナミビア -    -    -    10    9    10    71     82     64     -  - - -
 ネパール 31    30    33    56     34     60     34     37     34     -  - - -
 ニカラグア 10 y -    -    43    36    55    81     90     73     -  - - -
 ニジェール 66    69    64    77    46    86    46     85     40     5  2 5 4
 ナイジェリア 39 y -    -    43    27    52    30     53     20     19  28 14 10
 パレスチナ自治区 -    -    -    -    -    -     98     98     97     -  - - -
 パキスタン -    -    -    32     21     37     -     -     -     -  - - -

都市部 農村部 全体

娘 b女性（15‐49歳）a

全体国・地域

女性器切除（FGM/C）1998-2004＊

女男全体

児童労働（5-14 歳）1999-2004＊

全体 農村部都市部

早婚 1986-2004＊

都市部 農村部全体

出生登録 1999-2004＊
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表9

 パラグアイ 8 y 10 y 6 y 24     18     32     -     -     -     -  - - -
 ペルー -    -    -    19    12    35    93     93     92     -  - - -
 フィリピン 11    12    10    14     10     22     83     87     78     -  - - -
 ルーマニア 1 y -    -    -    -    -    -     -     -     -  - - -
 ルワンダ 31    31    30    20    21    19    65     61     66     -  - - -
 サントメプリンシペ 14    15    13    -    -    -     70     73     67     -  - - -
 セネガル 33    36    30    36    15    53    62     82     51     -  - - -
 シエラレオネ 57    57    57    -    -    -    46     66     40     -  - - -
 ソマリア 32    29    36    -    -    -    -     -     -     -  - - -
 南アフリカ -    -    -    8    5    12    -     -     -     -  - - -
 スリランカ -    -    -    14 y 10 y 15 y -     -     -     -  - - -
 スーダン 13    14    12    27 y 19 y 34 y 64     82     46     90  92 88 58
 スリナム -    -    -    -    -    -    95     94     94     -  - - -
 スワジランド 8    8    8    -    -    -     53     72     50     -  - - -
 シリア 8 y 10 y 6 y -    -    -    -     -     -     -  - - -
 タジキスタン 18    19    17    -    -    -    75     77     74     -  - - -
 タンザニア 32    34    30    39    23    48    6     22     3     18  10 20 7
 タイ -    -    -    21 y 13 y 23 y -     -     -     -  - - -
 東ティモール 4 y 4 y 4 y -    -    -    22     32     20     -  - - -
 トーゴ 60    62    59    31    17    41    82     93     78     -  - - -
 トリニダードトバゴ 2    3    2    34 y 37 y 32 y 95     -     -     -  - - -
 チュニジア -    -    -    10 y 7 y 14 y -     -     -     -  - - -
 トルコ -    -    -    23    19    30    -     -     -     -  - - -
 トルクメニスタン -    -    -    9    12    7    -     -     -     -  - - -
 ウガンダ 34    34    33    54    34    59    4     11     3     -  - - -
 ウズベキスタン 15    18    12    13     16     11     100     100     100     -  - - -
 ベネズエラ 7    9    5    -    -    -    92     -     -     -  - - -
 ベトナム 23    23    22    11     5     13     72     92     68     -  - - -
 イエメン -    -    -    48    39    53    -     -     -     23  26 22 20
 ザンビア 11    10    11    42    32    49    10     16     6     -  - - -
 ジンバブエ 26 y -    -    29    21    36    42     56     35     -  - - -

都市部 農村部 全体

娘 b女性（15‐49歳）a

全体国・地域

女性器切除（FGM/C）1998-2004＊

女男全体

児童労働（5-14 歳）1999-2004＊

全体 農村部都市部

早婚 1986-2004＊

都市部 農村部全体

出生登録 1999-2004＊

 - データなし。
 ｙ  標準的な定義によらないデータまたは国内の一部地域のみに関するデータではあるが、地域別・世界全体の平均値の算出にあたっては計算に入れら

れたことを示す。
 　＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
 ＊＊ 中国を除く。

注

要約

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

サハラ以南のアフリカ 36  37  34  40  25  48  38  55  33  38  31 42 24
　東部・南部アフリカ 32  34  29  36  21  43  32  44  28  -  - - -
　西部・中部アフリカ 41  41  41  45  28  56  41  59  35  29  29 29 19
 中東と北アフリカ 9  9  7  -  -  -  -  -  -  -  - - -
 南アジア 14  14  15  46  27  54  30  47  25  -  - - -
 東アジアと太平洋諸国 10 ** 11 ** 10 ** 20 ** 12 ** 25 ** 65 ** 77 ** 56 ** -  - - -
 ラテンアメリカとカリブ海諸国 11  11  8  25  24  31  82  92  80  -  - - -
 CEE ／ CIS -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  - - -
 先進工業国 -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  - - -
 開発途上国 18 ** 18 ** 17 ** 36 ** 22 ** 45 ** 45 ** 62 ** 35 ** -  - - -
 後発開発途上国 28  29  26  50  33  57  32  44  28  -  - - -
 世界 18 ** 18 ** 17 ** 36 ** 22 ** 45 ** 45 ** 62 ** 35 ** -  - - -

指標の定義

児童労働－調査の時点に児童労働活動に従事した 5-14 歳の子どもの比率。子ど
もは、以下の分類で児童労働に従事したとみなされる。（a）5-11 歳の子ども
で調査期間の直前の週に少なくとも 1時間の経済活動に従事しているか、もし
くは少なくとも 28時間の家庭内労働に従事している。（b）12-14 歳の子ども
で調査期間の直前の週に少なくとも 14時間の経済活動に従事しているか、も
しくは経済活動と家庭内労働を合わせて少なくとも 42時間従事している。
児童労働の背景変数－子どもの性別、居住地（都市部・農村部）、世帯資産より
構成された人口の最貧困層 20%・最富裕層 20%（世帯資産の評価手法につい
ての詳細はwww.childinfo.org を参照）、母親の教育（一定の水準の教育を受け
ているかいないか）。
出生登録－調査の時点で出生登録されていた 5歳未満の子どもの比率。この指
標は、調査者によって出生証明書が確認された子どもや、母親や世話人の証言
によって出生登録が確認されている子どもを含む。MICS のデータは調査の時
点で生存していた子どものみを含む。
早婚－ 18歳より前に結婚または婚姻として認められる結びつきの関係にあった
20-24 歳の女性の比率。
女性器切除（FGM/C）－（a）女性‐15-49 歳で女性器切除（FGM/C）を受けた女

データの主な出典

児童労働－複数指標クラスター調査 (MICS)、人口保健調査 (DHS)。

早婚－MICS、DHS、その他の国別調査。

出生登録－MICS、DHS、その他の国別調査。

女性器切除（FGM/C）－DHSの1998‐2004年の調査、MICSの1999‐2001年
の調査。

性の比率。（b）娘‐少なくともひとりの娘が FGM/Cを受けた 15-49 歳の女性
の比率。女性器切除（FGM/C）は社会的理由で女性器を切り取る、または、変
形させることをいう。一般的に、3通りの認識された FGM/Cのタイプがある :
クリトリデクトミー、切除方式、縫合方式。クリトリデクトミーは、女性器の
包皮の除去をさし、クリトリスの一部または全部の切除を伴う場合もある。切
除方式は、小陰唇の一部もしくは全部とともに包皮とクリトリスを切り取るこ
とを指す。縫合方式は、もっとも危険な方法で、外性器のすべて、または一
部の切り取りに続き、小陰唇の両側面を針と糸、または他のもので膣口を狭
くするために縫い合わせる。このデータに関するさらに詳しい分析は、www.
measuredhs.com、www.prb.org を参照。
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各統計表の末尾に掲げられた平均を算出
する際には、以下のようにグループ分け
された国・地域のデータを用いている。

サハラ以南のアフリカ
アンゴラ；ベニン；ボツワナ；ブルキナ
ファソ；ブルンジ；カメルーン；カボヴェ
ルデ；中央アフリカ共和国；チャド；コ
モロ；コンゴ；コンゴ民主共和国；コー
トジボワール；赤道ギニア；エリトリア；
エチオピア；ガボン；ガンビア；ガーナ；
ギニア；ギニアビサウ；ケニア；レソト；
リベリア；マダガスカル；マラウイ；マ
リ；モーリタニア；モーリシャス；モザ
ンビーク；ナミビア；ニジェール；ナイ
ジェリア；ルワンダ；サントメプリンシ
ペ；セネガル；セーシェル；シエラレオ
ネ；ソマリア；南アフリカ；スワジラン
ド；タンザニア；トーゴ；ウガンダ；ザ
ンビア；ジンバブエ

中東と北アフリカ
アルジェリア；バーレーン；ジブチ；エ
ジプト；イラン；イラク；ヨルダン；ク
ウェート；レバノン；リビア；モロッコ；
パレスチナ自治区；オマーン；カタール；
サウジアラビア；スーダン；シリア；チュ
ニジア；アラブ首長国連邦；イエメン

南アジア
アフガニスタン；バングラデシュ；ブー
タン；インド；モルディブ；ネパール；
パキスタン；スリランカ

東アジアと太平洋諸国
ブルネイ；カンボジア；中国；クック諸
島；フィジー；インドネシア；キリバス；
朝鮮民主主義人民共和国；韓国；ラオス；
マレーシア；マーシャル諸島；ミクロネ
シア連邦；モンゴル；ミャンマー；ナウ
ル；ニウエ；パラオ；パプアニューギニ
ア；フィリピン；サモア；シンガポール；
ソロモン諸島；タイ；東ティモール；ト
ンガ；ツバル；バヌアツ；ベトナム

ラテンアメリカとカリブ海諸国
アンティグアバーブーダ；アルゼンチン；
バハマ；バルバドス；ベリーズ；ボリビ
ア；ブラジル；チリ；コロンビア；コス
タリカ；キューバ；ドミニカ；ドミニカ
共和国；エクアドル；エルサルバドル；

グレナダ；グアテマラ；ガイアナ；ハイ
チ；ホンジュラス；ジャマイカ；メキシ
コ；ニカラグア；パナマ；パラグアイ；
ペルー；セントクリストファーネーヴィ
ス；セントルシア；セントビンセント・
グレナディーン；スリナム；トリニダー
ドトバゴ；ウルグアイ；ベネズエラ

ＣＥＥ／ＣＩＳ
アルバニア；アルメニア；アゼルバイジャ
ン；ベラルーシ；ボスニア・ヘルツェゴ
ビナ；ブルガリア；クロアチア；グルジ
ア；カザフスタン；キルギス；モルドバ；
ルーマニア；ロシア連邦；セルビア・モ
ンテネグロ；タジキスタン；旧ユーゴス
ラビア・マケドニア；トルコ；トルクメ
ニスタン；ウクライナ；ウズベキスタン

先進工業国
アンドラ；オーストラリア；オーストリ
ア；ベルギー；カナダ；キプロス；チェコ；
デンマーク；エストニア；フィンランド；
フランス；ドイツ；ギリシャ；バチカン；
ハンガリー；アイスランド；アイルラン
ド；イスラエル；イタリア；日本；ラト
ビア；リヒテンシュタイン；リトアニア；
ルクセンブルク；マルタ；モナコ；オラ
ンダ；ニュージーランド；ノルウェー；
ポーランド；ポルトガル；サンマリノ；
スロバキア；スロベニア；スペイン；ス
ウェーデン；スイス；英国；米国

開発途上国
アフガニスタン；アルジェリア；アンゴ
ラ；アンティグアバーブーダ；アルゼン
チン；アルメニア；アゼルバイジャン；
バハマ；バーレーン；バングラデシュ；
バルバドス；ベリーズ；ベニン；ブー
タン；ボリビア；ボツワナ；ブラジル；
ブルネイ；ブルキナファソ；ブルンジ；
カンボジア；カメルーン；カボヴェルデ；
中央アフリカ共和国；チャド；チリ；中
国；コロンビア；コモロ；コンゴ；コン
ゴ民主共和国；クック諸島；コスタリカ；
コートジボワール；キューバ；キプロス；
ジブチ；ドミニカ；ドミニカ共和国；エ
クアドル；エジプト；エルサルバドル；
赤道ギニア；エリトリア；エチオピア；
フィジー；ガボン；ガンビア；グルジア；
ガーナ；グレナダ；グアテマラ；ギニア；
ギニアビサウ；ガイアナ；ハイチ；ホン

ジュラス；インド；インドネシア；イラ
ン；イラク；イスラエル；ジャマイカ；
ヨルダン；カザフスタン；ケニア；キリ
バス；朝鮮民主主義人民共和国；韓国；
クウェート；キルギス；ラオス；レバノ
ン；レソト；リベリア；リビア；マダガ
スカル；マラウイ；マレーシア；モルディ
ブ；マリ；マーシャル諸島；モーリタニア；
モーリシャス；メキシコ；ミクロネシア
連邦；モンゴル；モロッコ；モザンビーク；
ミャンマー；ナミビア；ナウル；ネパー
ル；ニカラグア；ニジェール；ナイジェ
リア；ニウエ；パレスチナ自治区；オマー
ン；パキスタン；パラオ；パナマ；パプ
アニューギニア；パラグアイ；ペルー；
フィリピン；カタール；ルワンダ；セン
トクリストファーネーヴィス；セントル
シア；セントビンセント・グレナディー
ン；サモア；サントメプリンシペ；サウ
ジアラビア；セネガル；セーシェル；シ
エラレオネ；シンガポール；ソロモン諸
島；ソマリア；南アフリカ；スリランカ；
スーダン；スリナム；スワジランド；シ
リア；タジキスタン；タンザニア；タイ；
東ティモール；トーゴ；トンガ；トリニ
ダードトバゴ；チュニジア；トルコ；ト
ルクメニスタン；ツバル；ウガンダ；ア
ラブ首長国連邦；ウルグアイ；ウズベキ
スタン；バヌアツ；ベネズエラ；ベトナ
ム；イエメン；ザンビア；ジンバブエ

後発開発途上国
アフガニスタン；アンゴラ；バングラデ
シュ；ベニン；ブータン；ブルキナファ
ソ；ブルンジ；カンボジア；カボヴェル
デ；中央アフリカ共和国；チャド；コモ
ロ；コンゴ民主共和国；ジブチ；赤道ギ
ニア；エリトリア；エチオピア；ガンビ
ア；ギニア；ギニアビサウ；ハイチ；キ
リバス；ラオス；レソト；リベリア；マ
ダガスカル；マラウイ；モルディブ；マ
リ；モーリタニア；モザンビーク；ミャ
ンマー；ネパール；ニジェール；ルワン
ダ；サモア；サントメプリンシペ；セネ
ガル；シエラレオネ；ソロモン諸島；ソ
マリア；スーダン；タンザニア；東ティ
モール；トーゴ；ツバル；ウガンダ；バ
ヌアツ；イエメン；ザンビア

表中の国の分類
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　開発がいっそう人間の顔をしたものに
なるとすれば、それに対応して、経済的
進展とともに人間的進展を測定する手段
が必要になる。とくにユニセフの観点か
らは、子どもの福祉水準とその変化の度
合いを測定する手段についての合意が必
要である。
　表 10（次頁）では、そのような進展
を示す主たる指標として５歳未満児死亡
率（U5MR）を用いた。
　U5MR にはいくつかの利点がある。
第１に、それは発展過程の最終的結果を
測定するものであって、就学水準、１人
あたりのカロリー摂取率、人口１,000
人あたりの医師の人数のような「イン
プット」を測定するものではない。後者
はいずれも目的達成のための手段であ
る。
　第２に、U5MRは多種多様なインプッ
トの結果であることが知られている。そ
のようなインプットには、母親の栄養状
態や保健知識、予防接種やORT の利用
水準、母子保健サービス（出生前のケア
を含む）の利用可能性、家族の所得や食
糧の入手可能性、清潔な水や安全な衛生
設備の利用可能性、子どもの環境の全体
的安全性などがある。
　第３に、U5MR は、たとえば１人あ
たりのGNI などに比べ、平均値という
落とし穴に陥る危険性が少ない。これは、
人為的尺度では豊かな子どもが 1,000
倍も多い所得を得ているということはあ
りえても、自然の尺度ではそのような子
どもの生存可能性が 1,000 倍も高いと
いうことはありえないからである。言い
換えれば、各国のU5MRは豊かな少数
者の存在にはるかに影響されにくいの
で、大多数の子ども（および社会全体）
の健康状態を、完全からはほど遠いにし
てもいっそう正確に描き出すことができ
る。

　以上のような理由から、ユニセフは各
国の子どもの状態を示す単一のもっとも
重要な指標としてU5MRを採用してい
る。
　U5MR 削減にあたっての進展の速さ
は、その年間平均削減率（AARR）を
算出することで測定することができる。
絶対的増減を比較するのとは異なり、
AARR は、U5MR が低くなるにつれて
それ以上の削減がますます困難になると
いう事実を反映したものである。たとえ
ば、５歳未満児死亡率が低くなれば、絶
対的な低下のポイント数が同じであって
も削減率は当然大きくなる。したがっ
て AARR は、たとえば U5MR が 10 ポ
イント低くなった場合、５歳未満児死亡
率が低かったほど進展の度合いが高かっ
たということを示すものである（U5MR
が 100 から 90に 10ポイント下がれば
10％の削減が生じたことになるが、20
から 10 に下がれば 50％の削減が生じ
たことになる）。
　そのため、U5MR とその削減率を国
内総生産の成長率とあわせて用いること
により、いずれかの国または地域で、い
ずれかの期間に、もっとも重要な人間的
ニーズの一部を充足することに向けてど
のような進展があったかがわかることに
なる。
　表 10が示しているように、U5MRの
年間削減率と１人あたり国内総生産の年
間成長率とのあいだには確固たる連関は
存在しない。このような比較は、経済的
発展と社会的発展との比率を決定するよ
うな政策、優先順位その他の要因を重視
するうえで役に立つものである。
　最後に、表 10には各国・地域の合計
特殊出生率とその年間平均減少率もあわ
せて示した。これにより、U5MR を大
きく削減できた国の多くは出生率も大き
く削減できていることがわかる。

人間開発の進展を測る
表 10について
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表10　前進の速度

 アフガニスタン 4 320 260 257 1.0 0.1 1 0.7 x -    7.7 8.0 7.4 -0.2 0.6
 アルバニア 125 109 45 19 4.4 6.2 58 -0.6 x 5.2    4.9 2.9 2.2 2.6 2.0
 アルジェリア 79 220 69 40 5.8 3.9 42 1.7    0.8    7.4 4.7 2.5 2.3 4.5
 アンドラ 159 - - 7   -   -  - -    -    - - -   -   -
 アンゴラ 2 300 260 260 0.7 0.0 0 0.4 x 0.7    7.3 7.2 6.7 0.1 0.5
 アンティグアバーブーダ 143 - - 12   -   -  - 6.3 x 1.6    - - -   -   -
 アルゼンチン 127 71 29 18 4.5 3.4 38 -0.7    1.0    3.1 3.0 2.3 0.2 1.9
 アルメニア 90 - 60 32   - 4.5 47 -    3.6    3.2 2.5 1.3 1.2 4.7
 オーストラリア 162 20 10 6 3.5 3.6 40 1.5    2.5    2.7 1.9 1.7 1.8 0.8
 オーストリア 172 33 10 5 6.0 5.0 50 2.5    1.8    2.3 1.5 1.4 2.1 0.5
 アゼルバイジャン 51 - 105 90   - 1.1 14 -    -1.3    4.6 3.0 1.8 2.1 3.6
 バハマ 140 49 29 13 2.6 5.7 55 1.9    0.3 x 3.6 2.6 2.3 1.6 0.9
 バーレーン 148 82 19 11 7.3 3.9 42 -1.9 x 1.9 x 6.5 3.7 2.4 2.8 3.1
 バングラデシュ 58 239 149 77 2.4 4.7 48 0.5    3.1    6.4 4.4 3.2 1.9 2.3
 バルバドス 143 54 16 12 6.1 2.1 25 1.8    1.4 x 3.1 1.7 1.5 3.0 0.9
 ベラルーシ 148 27 17 11 2.3 3.1 35 -    1.6    2.3 1.9 1.2 1.0 3.3
 ベルギー 172 29 10 5 5.3 5.0 50 2.2    1.8    2.1 1.6 1.7 1.4 -0.4
 ベリーズ 81 - 49 39   - 1.6 20 2.9    2.2    6.3 4.5 3.1 1.7 2.7
 ベニン 23 252 185 152 1.5 1.4 18 0.3    2.1    7.0 6.8 5.7 0.1 1.3
 ブータン 56 267 166 80 2.4 5.2 52 5.4 x 3.6    5.9 5.7 4.2 0.2 2.2
 ボリビア 62 243 125 69 3.3 4.2 45 -1.1    1.3    6.6 4.9 3.8 1.5 1.8
 ボスニア・ヘルツェゴビナ 131 82 22 15 6.6 2.7 32 -    11.7 x 2.9 1.7 1.3 2.7 1.9
 ボツワナ 41 142 58 116 4.5 -5.0 -100 8.1    2.9    6.9 4.5 3.1 2.1 2.7
 ブラジル 88 135 60 34 4.1 4.1 43 2.3    1.2    5.0 2.8 2.3 2.9 1.4
 ブルネイ 150 78 11 9 9.8 1.4 18 -    -    5.7 3.2 2.4 2.9 2.1
 ブルガリア 131 32 18 15 2.9 1.3 17 3.4 x 1.0    2.2 1.7 1.2 1.3 2.5
 ブルキナファソ 16 295 210 192 1.7 0.6 9 1.3    1.8    7.6 7.3 6.6 0.2 0.7
 ブルンジ 17 233 190 190 1.0 0.0 0 1.4    -3.1    6.8 6.8 6.8 0.0 0.0
 カンボジア 26 - 115 141   - -1.5 -23 -    4.1 x 5.9 5.6 4.0 0.3 2.4
 カメルーン 25 215 139 149 2.2 -0.5 -7 3.4    0.4    6.2 5.9 4.5 0.2 1.9
 カナダ 162 23 8 6 5.3 2.1 25 2.0    2.3    2.2 1.7 1.5 1.3 0.9
 カボヴェルデ 86 - 60 36   - 3.6 40 -    3.3    7.0 5.5 3.6 1.2 3.0
 中央アフリカ共和国 15 238 168 193 1.7 -1.0 -15 -1.2    -0.5    5.7 5.7 4.9 0.0 1.1
 チャド 12 - 203 200   - 0.1 1 -0.9    0.9    6.6 6.7 6.7 -0.1 0.0
 チリ 152 98 21 8 7.7 6.9 62 1.5    3.9    4.0 2.6 2.0 2.2 1.9
 中国 93 120 49 31 4.5 3.3 37 6.6    8.4    5.6 2.2 1.7 4.7 1.8
 コロンビア 113 108 36 21 5.5 3.8 42 2.0    0.4    5.6 3.1 2.6 3.0 1.3
 コモロ 61 215 120 70 2.9 3.8 42 0.2 x -0.9    7.1 6.1 4.7 0.8 1.9
 コンゴ 44 160 110 108 1.9 0.1 2 3.0    -1.2    6.3 6.3 6.3 0.0 0.0
 コンゴ民主共和国 8 245 205 205 0.9 0.0 0 -2.3    -5.8    6.4 6.7 6.7 -0.2 0.0
 クック諸島 113 - 32 21   - 3.0 34 -    -    - - -   -   -
 コスタリカ 140 83 18 13 7.6 2.3 28 0.5    2.6    5.0 3.2 2.2 2.2 2.7
 コートジボワール 14 239 157 194 2.1 -1.5 -24 -1.3    -0.6    7.4 6.6 4.9 0.6 2.1
 クロアチア 159 42 12 7 6.3 3.8 42 -    2.3    2.0 1.7 1.3 0.8 1.9
 キューバ 159 43 13 7 6.0 4.4 46 -    3.5 x 4.0 1.7 1.6 4.3 0.4
 キプロス 172 33 12 5 5.1 6.3 58 6.2 x 3.1    2.6 2.4 1.6 0.4 2.9
 チェコ 185 24 13 4 3.1 8.4 69 -    1.7    2.0 1.8 1.2 0.5 2.9
 デンマーク 172 19 9 5 3.7 4.2 44 1.5    1.9    2.1 1.7 1.8 1.1 -0.4
 ジブチ 31 - 163 126   - 1.8 23 -    -3.0    7.4 6.3 4.9 0.8 1.8
 ドミニカ 135 - 17 14   - 1.4 18 4.7 x 1.1    - - -   -   -
 ドミニカ共和国 90 127 65 32 3.3 5.1 51 2.0    4.0    6.2 3.4 2.7 3.0 1.6
 エクアドル 104 140 57 26 4.5 5.6 54 1.3    0.3    6.3 3.7 2.7 2.7 2.3
 エジプト 86 235 104 36 4.1 7.6 65 4.2    2.4    6.1 4.3 3.2 1.7 2.1
 エルサルバドル 98 162 60 28 5.0 5.4 53 -1.8    1.9    6.4 3.7 2.8 2.7 2.0
 赤道ギニア 9 - 170 204   - -1.3 -20 -    16.3    5.7 5.9 5.9 -0.2 0.0
 エリトリア 54 237 147 82 2.4 4.2 44 -    0.8 x 6.6 6.2 5.4 0.3 1.0
 エストニア 152 26 16 8 2.4 5.0 50 1.5 x 3.7    2.1 1.9 1.4 0.5 2.2
 エチオピア 20 239 204 166 0.8 1.5 19 -    2.0    6.8 6.8 5.7 0.0 1.3
 フィジー 120 61 31 20 3.4 3.1 35 0.6    1.7    4.5 3.4 2.9 1.4 1.1

5 歳未満児死亡率

1970        1990        2004

合計特殊出生率

1970      1990      2004

5 歳未満児死亡率

1970-90  1990-2004

1人あたりのGDP
年間平均成長率 （％）

1970-90     1990-2004

合計特殊出生率の
年間平均減少率 
（％）

1970-90    1990-2004

5 歳未満児
死亡率の
順位

年間平均削減率（％）

国・地域

1990 年
以降の
削減率
（％）
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表10

 フィンランド 185 16 7 4 4.1 4.0 43 2.9    2.5    1.9 1.7 1.7 0.6 0.0
 フランス 172 24 9 5 4.9 4.2 44 2.1    1.6    2.5 1.8 1.9 1.6 -0.4
 ガボン 49 - 92 91   - 0.1 1 -0.1    -0.4    4.9 5.4 3.9 -0.5 2.3
 ガンビア 36 319 154 122 3.6 1.7 21 0.9    0.2    6.5 5.9 4.6 0.5 1.8
 グルジア 75 - 47 45   - 0.3 4 3.2    -0.7    2.6 2.1 1.4 1.1 2.9
 ドイツ 172 26 9 5 5.3 4.2 44 2.2 x 1.2    2.0 1.4 1.3 1.8 0.5
 ガーナ 42 186 122 112 2.1 0.6 8 -2.2    1.9    6.7 5.8 4.2 0.7 2.3
 ギリシャ 172 54 11 5 8.0 5.6 55 1.3    2.2    2.4 1.4 1.2 2.7 1.1
 グレナダ 113 - 37 21   - 4.0 43 4.9 x 2.3    - - -   -   -
 グアテマラ 75 168 82 45 3.6 4.3 45 0.2    1.0    6.2 5.6 4.5 0.5 1.6
 ギニア 22 345 240 155 1.8 3.1 35 -    1.6    6.8 6.5 5.8 0.2 0.8
 ギニアビサウ 10 - 253 203   - 1.6 20 -0.2    -2.5    6.8 7.1 7.1 -0.2 0.0
 ガイアナ 67 - 88 64   - 2.3 27 -1.5    3.3    5.6 2.6 2.2 3.8 1.2
 ハイチ 40 221 150 117 1.9 1.8 22 0.0    -2.8    5.8 5.4 3.9 0.4 2.3
 バチカン - - - -   -   -  - -    -    - - -   -   -
 ホンジュラス 78 170 59 41 5.3 2.6 31 0.6    0.3    7.3 5.1 3.6 1.8 2.5
 ハンガリー 152 39 17 8 4.2 5.4 53 2.9    2.7    2.0 1.8 1.3 0.5 2.3
 アイスランド 192 14 7 3 3.5 6.1 57 3.2    2.2    3.0 2.2 2.0 1.6 0.7
 インド 52 202 123 85 2.5 2.6 31 2.2    4.1    5.6 4.0 3.0 1.7 2.1
 インドネシア 83 172 91 38 3.2 6.2 58 4.7    2.1    5.4 3.1 2.3 2.8 2.1
 イラン 83 191 72 38 4.9 4.6 47 -3.5 x 2.3    6.6 5.0 2.1 1.4 6.2
 イラク 33 127 50 125 4.7 -6.5 -150 -4.3    -    7.2 5.9 4.7 1.0 1.6
 アイルランド 162 27 10 6 5.0 3.6 40 2.8    6.5    3.9 2.1 1.9 3.1 0.7
 イスラエル 162 27 12 6 4.1 5.0 50 1.9    1.5    3.8 3.0 2.8 1.2 0.5
 イタリア 172 33 9 5 6.5 4.2 44 2.6    1.4    2.4 1.3 1.3 3.1 0.0
 ジャマイカ 120 64 20 20 5.8 0.0 0 -1.3    0.0    5.5 2.9 2.4 3.2 1.4
 日本 185 21 6 4 6.3 2.9 33 3.0    1.0    2.1 1.6 1.3 1.4 1.5
 ヨルダン 101 107 40 27 4.9 2.8 33 2.5 x 1.1    7.9 5.5 3.4 1.8 3.4
 カザフスタン 60 - 63 73   - -1.1 -16 -    1.3    3.5 2.8 1.9 1.1 2.8
 ケニア 37 156 97 120 2.4 -1.5 -24 1.3    -0.6    8.1 5.9 5.0 1.6 1.2
 キリバス 66 - 88 65   - 2.2 26 -5.3    2.5    - - -   -   -
 朝鮮民主主義人民共和国 71 70 55 55 1.2 0.0 0 -    -    4.3 2.4 2.0 2.9 1.3
 韓国 162 54 9 6 9.0 2.9 33 6.2    4.5    4.5 1.6 1.2 5.2 2.1
 クウェート 143 59 16 12 6.5 2.1 25 -6.8 x -2.3 x 7.2 3.5 2.3 3.6 3.0
 キルギス 64 130 80 68 2.4 1.2 15 -    -1.7    4.9 3.9 2.6 1.1 2.9
 ラオス 53 218 163 83 1.5 4.8 49 -    3.7    6.1 6.1 4.7 0.0 1.9
 ラトビア 143 26 18 12 1.8 2.9 33 3.3    2.9    1.9 1.9 1.3 0.0 2.7
 レバノン 93 54 37 31 1.9 1.3 16 -    2.9    5.1 3.1 2.3 2.5 2.1
 レソト 54 190 120 82 2.3 2.7 32 4.2    2.3    5.7 4.9 3.5 0.8 2.4
 リベリア 5 263 235 235 0.6 0.0 0 -4.6    3.7    6.9 6.9 6.8 0.0 0.1
 リビア 120 160 41 20 6.8 5.1 51 -4.8 x -    7.6 4.8 2.9 2.3 3.6
 リヒテンシュタイン 172 - 10 5   - 5.0 50 -    -    - - -   -   -
 リトアニア 152 28 13 8 3.8 3.5 38 -    1.2    2.3 2.0 1.3 0.7 3.1
 ルクセンブルク 162 26 10 6 4.8 3.6 40 2.7    3.5    2.1 1.6 1.7 1.4 -0.4
 マダガスカル 35 180 168 123 0.3 2.2 27 -2.2    -0.8    6.8 6.2 5.3 0.5 1.1
 マラウイ 19 330 241 175 1.6 2.3 27 0.3    0.9    7.3 7.0 6.0 0.2 1.1
 マレーシア 143 70 22 12 5.8 4.3 45 4.0    3.3    5.6 3.8 2.8 1.9 2.2
 モルディブ 74 255 111 46 4.2 6.3 59 -    4.6 x 7.0 6.4 4.1 0.4 3.2
 マリ 7 400 250 219 2.4 0.9 12 -0.3    2.5    7.5 7.4 6.8 0.1 0.6
 マルタ 162 32 11 6 5.3 4.3 45 6.5    3.0    2.1 2.0 1.5 0.2 2.1
 マーシャル諸島 69 - 92 59   - 3.2 36 -    -    - - -   -   -
 モーリタニア 33 250 133 125 3.2 0.4 6 -0.6    1.7    6.5 6.2 5.7 0.2 0.6
 モーリシャス 131 86 23 15 6.6 3.1 35 5.1 x 3.9    3.7 2.2 2.0 2.6 0.7
 メキシコ 98 110 46 28 4.4 3.5 39 1.7    1.4    6.8 3.4 2.3 3.5 2.8
 ミクロネシア連邦 110 - 31 23   - 2.1 26 -    -1.4    6.9 5.0 4.3 1.6 1.1
 モルドバ 98 61 40 28 2.1 2.5 30 1.9 x -4.6    2.6 2.4 1.2 0.4 5.0
 モナコ 172 - 9 5   - 4.2 44 -    -    - - -   -   -
 モンゴル 72 - 108 52   - 5.2 52 -    -1.8    7.5 4.1 2.4 3.0 3.8
 モロッコ 77 184 89 43 3.6 5.2 52 2.1    1.1    7.1 4.0 2.7 2.9 2.8
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表10　前進の速度

 モザンビーク 23 278 235 152 0.8 3.1 35 -1.6 x 4.8    6.6 6.3 5.4 0.2 1.1
 ミャンマー 45 179 130 106 1.6 1.5 18 1.6    5.7 x 5.9 4.0 2.3 1.9 4.0
 ナミビア 68 135 86 63 2.3 2.2 27 -2.0 x 0.9    6.5 6.0 3.8 0.4 3.3
 ナウル 95 - - 30   -   -  - -    -    - - -   -   -
 ネパール 59 250 145 76 2.7 4.6 48 1.3    2.0    5.9 5.2 3.6 0.6 2.6
 オランダ 162 15 9 6 2.6 2.9 33 1.5    2.0    2.4 1.6 1.7 2.0 -0.4
 ニュージーランド 162 20 11 6 3.0 4.3 45 0.8    2.1    3.1 2.1 2.0 1.9 0.3
 ニカラグア 83 165 68 38 4.4 4.2 44 -3.9    0.9    7.0 4.9 3.2 1.8 3.0
 ニジェール 3 330 320 259 0.2 1.5 19 -2.2    -0.6    8.1 8.2 7.8 -0.1 0.4
 ナイジェリア 13 265 230 197 0.7 1.1 14 -1.6    0.2    6.9 6.8 5.7 0.1 1.3
 ニウエ - - - -   -   -  - -    -    - - -   -   -
 ノルウェー 185 15 9 4 2.6 5.8 56 3.4    2.8    2.5 1.9 1.8 1.4 0.4
 パレスチナ自治区 107 - 40 24   - 3.6 40 -    -6.0 x 7.9 6.4 5.4 1.1 1.2
 オマーン 140 200 32 13 9.2 6.4 59 3.6    0.9    7.2 6.6 3.6 0.4 4.3
 パキスタン 47 181 130 101 1.7 1.8 22 3.0    1.1    6.6 6.1 4.1 0.4 2.8
 パラオ 101 - 34 27   - 1.6 21 -    0.0 x - - -   -   -
 パナマ 107 68 34 24 3.5 2.5 29 0.3    2.5    5.3 3.0 2.7 2.8 0.8
 パプアニューギニア 48 147 101 93 1.9 0.6 8 -0.8    0.0    6.2 5.1 3.9 1.0 1.9
 パラグアイ 107 78 41 24 3.2 3.8 41 2.9    -0.7    6.0 4.7 3.8 1.2 1.5
 ペルー 97 178 80 29 4.0 7.2 64 -0.6    2.1    6.3 3.9 2.8 2.4 2.4
 フィリピン 88 90 62 34 1.9 4.3 45 0.8    1.3    6.3 4.4 3.1 1.8 2.5
 ポーランド 152 36 18 8 3.5 5.8 56 -    4.2    2.2 2.0 1.2 0.5 3.6
 ポルトガル 172 62 14 5 7.4 7.4 64 2.6    2.1    2.8 1.5 1.5 3.1 0.0
 カタール 113 65 26 21 4.6 1.5 19 -    -    6.9 4.4 2.9 2.2 3.0
 ルーマニア 120 57 31 20 3.0 3.1 35 0.9 x 1.0    2.9 1.9 1.3 2.1 2.7
 ロシア連邦 113 36 29 21 1.1 2.3 28 -    -0.7    2.0 1.9 1.3 0.3 2.7
 ルワンダ 10 209 173 203 0.9 -1.1 -17 1.4    0.9    8.2 7.6 5.6 0.4 2.2
 セントクリストファーネーヴィス 113 - 36 21   - 3.8 42 6.3 x 2.9    - - -   -   -
 セントルシア 135 - 21 14   - 2.9 33 5.3 x 0.3    6.1 3.5 2.2 2.8 3.3
 セントビンセント･グレナディーン 112 - 25 22   - 0.9 12 3.2    1.9    6.0 3.0 2.2 3.5 2.2
 サモア 95 101 50 30 3.5 3.6 40 0.0 x 2.2    6.1 4.8 4.3 1.2 0.8
 サンマリノ 185 - 14 4   - 8.9 71 -    -    - - -   -   -
 サントメプリンシペ 38 - 118 118   - 0.0 0 -    0.0    6.5 5.3 3.9 1.0 2.2
 サウジアラビア 101 185 44 27 7.2 3.5 39 -1.2    -0.5    7.3 6.0 3.9 1.0 3.1
 セネガル 29 279 148 137 3.2 0.6 7 -0.4    1.4    7.0 6.5 4.9 0.4 2.0
 セルビア・モンテネグロ 131 71 28 15 4.7 4.5 46 -    4.1 x 2.4 2.1 1.6 0.7 1.9
 セ－シェル 135 59 19 14 5.7 2.2 26 2.9    1.7    - - -   -   -
 シエラレオネ 1 363 302 283 0.9 0.5 6 -0.4    -2.5    6.5 6.5 6.5 0.0 0.0
 シンガポール 192 27 9 3 5.5 7.8 67 5.7    3.5    3.0 1.8 1.3 2.6 2.3
 スロバキア 150 29 14 9 3.6 3.2 36 -    2.6    2.5 2.0 1.2 1.1 3.6
 スロベニア 185 29 10 4 5.3 6.5 60 -    3.1    2.3 1.5 1.2 2.1 1.6
 ソロモン諸島 70 99 63 56 2.3 0.8 11 3.4    -2.6    6.9 5.5 4.2 1.1 1.9
 ソマリア 6 - 225 225   - 0.0 0 -1.0    -    7.3 6.8 6.3 0.4 0.5
 南アフリカ 65 - 60 67   - -0.8 -12 0.1    0.4    5.6 3.6 2.8 2.2 1.8
 スペイン 172 34 9 5 6.6 4.2 44 1.9    2.4    2.9 1.3 1.3 4.0 0.0
 スリランカ 135 100 32 14 5.7 5.9 56 3.2    3.3    4.4 2.5 1.9 2.8 2.0
 スーダン 49 172 120 91 1.8 2.0 24 0.3    3.3    6.7 5.6 4.3 0.9 1.9
 スリナム 81 - 48 39   - 1.5 19 -2.2 x 0.9    5.7 2.7 2.6 3.7 0.3
 スワジランド 21 196 110 156 2.9 -2.5 -42 2.1    0.2    6.9 5.7 3.8 1.0 2.9
 スウェーデン 185 15 7 4 3.8 4.0 43 1.8    2.1    2.0 2.0 1.7 0.0 1.2
 スイス 172 18 9 5 3.5 4.2 44 1.1    0.6    2.0 1.5 1.4 1.4 0.5
 シリア 130 128 44 16 5.3 7.2 64 2.2    1.3    7.6 5.3 3.3 1.8 3.4
 タジキスタン 38 - 128 118   - 0.6 8 -    -5.1    6.9 5.2 3.7 1.4 2.4
 タンザニア 31 218 161 126 1.5 1.8 22 -    1.3    6.8 6.1 4.9 0.5 1.6
 タイ 113 102 37 21 5.1 4.0 43 4.7    2.9    5.5 2.2 1.9 4.6 1.0
 旧ユーゴスラビア・マケドニア 135 119 38 14 5.7 7.1 63 -    -0.5    3.2 1.9 1.5 2.6 1.7
 東ティモール 56 - 172 80   - 5.5 53 -    -    6.3 4.9 7.8 1.3 -3.3
 トーゴ 27 216 152 140 1.8 0.6 8 -0.2    0.3    7.0 6.4 5.2 0.4 1.5
 トンガ 105 50 32 25 2.2 1.8 22 -    2.0    5.9 4.6 3.4 1.2 2.2
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指標の定義 データの主な出典

5 歳未満児の死亡率－ユニセフ、国連人口局、国連統計局。

1 人あたりGDP－世界銀行。

合計特殊出生率－国連人口局。

5 歳未満児死亡率－出生時から満 5 歳に達する日までに死亡する確率。出生
1,000 人あたりの死亡数で表す。
1990 年以降の削減率－ 1990 年から 2004 年にかけての 5 歳未満児死亡率
（U5MR）の削減率。2000 年の国連ミレニアム宣言で 1990 年から 2015 年
にかけてU5MRを 3分の 2（67%）引き下げるという目標を定めた。そこで、
この指標は、この目標に向けての現在の進展の評価を示す。
1 人あたりのGDP－GDP（国内総生産）とは、すべての居住生産者による付加
価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）を
加えた総額である。1人あたりのGDPは、国内総生産を年央の人口で割って
算出する。成長率は現地通貨による固定物価GDPから算出したものである。
合計特殊出生率－女性が出産可能年齢の終わりまで生き、年齢ごとに当該年齢の
通常の出生率にしたがって子どもを産むとして、その女性が一生のあいだに産
むことになる子どもの人数。

要約

各カテゴリーの国名は 132ページを参照。

表10

 トリニダードトバゴ 120 57 33 20 2.7 3.6 39 0.5    3.5    3.5 2.5 1.6 1.7 3.2
 チュニジア 105 201 52 25 6.8 5.2 52 2.5    3.2    6.6 3.6 1.9 3.0 4.6
 トルコ 90 201 82 32 4.5 6.7 61 1.9    1.4    5.5 3.0 2.4 3.0 1.6
 トルクメニスタン 46 - 97 103   - -0.4 -6 -    0.2    6.3 4.3 2.7 1.9 3.3
 ツバル 73 - 56 51   - 0.7 9 -    -    - - -   -   -
 ウガンダ 28 170 160 138 0.3 1.1 14 -    3.8    7.1 7.1 7.1 0.0 0.0
 ウクライナ 127 27 26 18 0.2 2.6 31 -    -3.5    2.1 1.8 1.1 0.8 3.5
 アラブ首長国連邦 152 83 14 8 8.9 4.0 43 -4.8 x -2.1 x 6.6 4.4 2.5 2.0 4.0
 英国 162 23 10 6 4.2 3.6 40 2.0    2.5    2.3 1.8 1.7 1.2 0.4
 米国 152 26 12 8 3.9 2.9 33 2.2    2.1    2.2 2.0 2.0 0.5 0.0
 ウルグアイ 129 57 25 17 4.1 2.8 32 0.9    0.8    2.9 2.5 2.3 0.7 0.6
 ウズベキスタン 62 101 79 69 1.2 1.0 13 -    -0.1    6.5 4.2 2.7 2.2 3.2
 バヌアツ 79 155 62 40 4.6 3.1 35 -0.6 x -0.8    6.3 4.9 4.0 1.3 1.4
 ベネズエラ 125 61 27 19 4.1 2.5 30 -1.6    -1.3    5.4 3.4 2.7 2.3 1.6
 ベトナム 110 87 53 23 2.5 6.0 57 -    5.8    7.0 3.7 2.3 3.2 3.4
 イエメン 43 303 142 111 3.8 1.8 22 -    2.1    8.5 8.0 6.0 0.3 2.1
 ザンビア 18 181 180 182 0.0 -0.1 -1 -2.2    -0.6    7.7 6.5 5.5 0.8 1.2
 ジンバブエ 30 138 80 129 2.7 -3.4 -61 -0.3    -0.8 x 7.7 5.2 3.4 2.0 3.0
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 サハラ以南のアフリカ  244 188 171 1.3 0.7 9 0.0    0.6    6.8 6.3 5.4 0.4 1.1
 　東部・南部アフリカ  219 167 149 1.4 0.8 11   -    0.7    6.8 6.0 5.1 0.6 1.2
 　西部・中部アフリカ  266 209 191 1.2 0.6 9 -0.5    0.2    6.8 6.7 5.8 0.1 1.0
 中東と北アフリカ  195 81 56 4.4 2.6 31 0.4    1.2    6.8 5.0 3.2 1.5 3.2
 南アジア  206 129 92 2.3 2.4 29 2.1    3.7    5.8 4.3 3.2 1.5 2.1
 東アジアと太平洋諸国  122 58 36 3.7 3.4 38 5.6    6.2    5.6 2.5 1.9 4.0 2.0
 ラテンアメリカとカリブ海諸国  123 54 31 4.1 4.0 43 1.4    1.3    5.3 3.2 2.5 2.5 1.8
 ＣＥＥ／ＣＩＳ  86 54 38 2.3 2.5 30   -    0.1    2.8 2.3 1.7 1.0 2.2
 先進工業国  27 10 6 5.0 3.6 40 2.3    1.9    2.3 1.7 1.6 1.5 0.4
 開発途上国  167 105 87 2.3 1.3 17 2.6    3.5    5.8 3.6 2.9 2.4 1.5
 後発開発途上国  244 182 155 1.5 1.1 15 -0.1    1.8    6.7 5.9 4.9 0.6 1.3
 世界  147 95 79 2.2 1.3 17 2.4    2.1    4.7 3.2 2.6 1.9 1.5

 -  データなし。
 ｘ  データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものである

ことを示す。

注
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ＡＩＤＳ：後天性免疫不全症候群

ＣＥＥ/ＣＩＳ：中欧・東欧および独立国家共同体

ＣＰＩＡ：国別政策・制度評価

ＣＲＣ：子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）

ＣＳＯ：市民社会組織

ＤＤＲ：武装解除・動員解除・社会復帰

ＤＨＳ：人口保健調査

ＤＩＳＨＡ： 社会行動・人間行動のためのイニシアティブ
を進める会

ＤＰＴ３： ジフテリア・百日咳・破傷風３種混合ワクチ
ンの３回接種

ＥＣＯＷＡＳ：西アフリカ諸国経済共同体

ＥＣＰＡＴ： エクパット――子どもの買春、子どもポル
ノグラフィーおよび性的目的の子どもの人
身売買に終止符を（訳注：子どもの商業的
性的搾取の問題にとりくむ国際ＮＧＯ）

ＥＵ：欧州連合

ＦＧＭ／Ｃ：女性器切除

Ｇ -８： 主要８カ国首脳会議参加国（カナダ、フランス、
ドイツ、イタリア、日本、ロシア、英国、米国）

ＨｅｐＢ３：B型肝炎ワクチンの３回接種

ＨＩＶ：ヒト免疫不全ウィルス

ＩＬＯ：国際労働機関

ＩＰＥＣ：児童労働撤廃国際プログラム

ＭＤＧ：ミレニアム開発目標

ＭＩＣＳ：複数指標クラスター調査

ＮＧＯ：非政府組織

ＯＨＣＨＲ：国連人権高等弁務官事務所

ＰＭＴＣＴ：（HIVの）母子感染予防

Ｕ５ＭＲ：５歳未満児死亡率

ＵＮＡＩＤＳ：国連エイズ合同計画

ＵＮＦＰＡ：国連人口基金

ＵＮＧＥＩ：国連女子教育イニシアティブ

ＵＮＨＣＲ：国連難民高等弁務官事務所

ＵＮＩＣＥＦ：国連児童基金（ユニセフ）

ＵＳＡＩＤ：米国国際開発庁

ＷＨＯ：世界保健機関

用語解説
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ユニセフ本部と地域事務所

ユニセフ本部
UNICEF Headquarters

UNICEF House
3 United Nations Plaza
New York, NY 10017, USA

ヨーロッパ地域事務所
UNICEF Regional Office for Europe

Palais des Nations
CH-1211 Geneva 10, Switzerland

中部・東部ヨーロッパ、独立国家共同体、
バルト諸国地域事務所
UNICEF Central and Eastern Europe,

Commonwealth of Independent States

and Baltic States Regional Office

Palais des Nations
CH-1211 Geneva 10, Switzerland

東部・南部アフリカ地域事務所
UNICEF Eastern and Southern Africa

Regional Office

P.O. Box 44145
Nairobi, Kenya

西部・中部アフリカ地域事務所
UNICEF West and Central Africa

Regional Office

P.O.Box 29720 Yoff
Dakar, Senegal

米州とカリブ海諸国地域事務所
UNICEF The Americas and Caribbean

Regional Office 

Apartado 3667
Balboa Ancón
Panama City, Panama

東アジア・太平洋地域事務所
UNICEF East Asia and the Pacific

Regional Office

P.O. Box 2-154
Bangkok 10200, Thailand

中東・北アフリカ地域事務所
UNICEF Middle East and North 

Africa Regional Office 

P.O. Box 1551
Amman 11821, Jordan

南アジア地域事務所
UNICEF South Asia Regional Office

P.O. Box 5815
Lekhnath Marg
Kathmandu, Nepal

Web site: www.unicef.org


